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重点安全研究課題

分類番号 研究課題

Ⅰ．規制システム分野

１－１－１ 確率論的安全評価 (PSA)手法の高度化・開発整備

１－２－１ 事故・故障分析、情報収集

Ⅱ．軽水炉分野

２－１－１ 軽水炉燃料の高燃焼度化に対応した安全評価

２－１－２ 出力増強等の軽水炉利用の高度化に関する安全評価技術

２－２－１ 材料劣化・高経年化対策技術に関する研究

Ⅲ．核燃料サイクル施設分野

３－１－１ 核燃料サイクル施設の臨界安全性に関する研究

３－１－２ 核燃料サイクル施設の事故時放射性物質の放出・移行特性

３－１－３
核燃料サイクル施設の安全性評価に関する研究－基盤・開発研究の成果の活用

－

Ⅳ．放射性廃棄物・廃止措置分野

４－１－１ 高レベル放射性廃棄物の地層処分に関する研究（１）

４－２－１ 低レベル放射性廃棄物の処分に関する研究

４－１－２
高レベル放射性廃棄物の地層処分に関する研究（２）－開発研究の成果の活用

－

４－３－１ 廃止措置に係る被ばく評価に関する研究（１）

４－３－２ 廃止措置に係る被ばく評価に関する研究（２）－開発研究の成果の活用－

Ⅴ．新型炉分野

５－１－１ 高速増殖炉の安全評価技術に関する研究－開発研究の成果の活用－

Ⅵ．放射線影響分野

６－１－１ 放射線リスク・影響評価技術に関する研究

Ⅶ．原子力防災分野

７－１－１ 原子力防災等に対する技術的支援
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重点安全研究成果調査票（中間評価(平成 17～19 年度)）

【研究分野／項目】 【分類番号】 1-1-1

Ⅰ．規制システム分野／リスク情報の活用

【研究課題名(Title)】

確率論的安全評価手法の高度化・開発整備

Development and Enhancement of Probabilistic Safety Assessment Methodology

【研究代表者】

［所属］ 安全研究センター リスク評価・防災研究グループ

［氏名］ 本間 俊充（ほんま としみつ）

［連絡先］ Tel：81-6862 E-mail：homma.toshimitsu@jaea.go.jp

［所属］ 再処理技術開発センター 技術開発部 技術開発課

［氏名］ 石田 倫彦（いしだ みちひこ）

［連絡先］ Tel：82-71140 E-mail：ishida.michihiko@jaea.go.jp

【研究目的】

リスク情報を活用した新たな安全規制の枠組みの構築に資するため、発電用軽水炉に対する PSA

技術の高度化や核燃料サイクル施設に対する PSA 手法の開発整備を行う。また、原子力安全委員会

による安全目標の策定、及び立地評価や安全評価指針等の体系化に資するため、原子力施設毎の性

能目標等の検討を行う。

【研究内容】

イ．確率論的安全評価手法の高度化

原子炉施設の PSA 手法の高度化では、不確実さ評価手法等の整備を行うとともに、核燃料サイク

ル施設の PSA 手法整備として、事故影響評価に必要な基礎的なデータを収集・分析しデータベース

として整備する【一部 JNES 受託】。

ロ．リスク情報活用に係わる技術的課題の検討

改良・整備した PSA 手法を用いて原子炉施設、核燃料サイクル施設等の原子力施設毎の性能目標

等に関する技術的な検討を行う。

ハ．東海再処理施設保守・保全データ等に基づく機器故障率データベースの作成手法の検討

東海再処理施設における保全データを収集・整備するとともに、再処理施設固有の機器故障率デ

ータベース整備に資する解析支援システムを構築し、東海再処理施設の保全データに基づく機器故

障率を算出する。

【達成目標】

原子力施設の PSA 手法を改良・整備し、リスク情報活用に参考となる技術的情報をまとめる。

【成果の活用方策】

改良・整備した PSA 実施手順は、原子力学会等で実施される標準的な PSA 実施手順の検討の参

考に資する。また、性能目標等に関する成果は、原子力安全委員会の検討に提供する。

【使用主要施設】

東海再処理施設

【研究の進め方】

中期計画及び原子力安全委員会が定める「原子力の重点安全研究計画」に沿って研究を進める。

具体的には、核燃料サイクル施設の PSA 手法整備及びその適用等、原子力安全委員会や規制行政庁

からのニーズに対応して、原子力安全基盤機構(JNES)等からの受託研究を積極的に進める。また、
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学会等での PSA に関する民間規格整備に参加し成果の活用を進める。また、東海再処理施設の保全

情報を活用し再処理施設 PSA に利用可能な機器故障率データベースを整備するため、発電炉の機器

故障率算出手順を調査し、東海再処理施設の保全情報を用いた機器故障率算出手順を検討する。さ

らに、保全部署との連携を強化し、東海再処理施設の保全情報の特徴を把握するとともに、機器故

障率算出のための解析支援システムの機能整備を行う。

【関連する共同研究、受託研究等】

［共同研究名（実施機関）］

［受託研究名（委託元）］

平成 17 年度

シビアアクシデント晩期の格納容器閉じ込め機能の維持に関する研究 (ガス状ヨウ素基礎試

験)」（(独)原子力安全基盤機構）

MOX 燃料加工施設安全技術調査等（確率論的安全評価等調査） （原子力安全・保安院）

MOX 燃料加工施設 PSA 手順のウラン加工施設 ISA への反映に関する調査 （(独)原子力安全

基盤機構）

核燃料加工施設での事故評価に関する調査 （(独)原子力安全基盤機構）

再処理施設の信頼性データに係る情報の整理 （(独)原子力安全基盤機構）

平成 18 年度

シビアアクシデント晩期の格納容器閉じ込め機能の維持に関する研究 (ガス状ヨウ素基礎試

験)」（(独)原子力安全基盤機構）

核燃料加工施設での事故評価に関する調査 （(独)原子力安全基盤機構）

再処理施設の信頼性データに係る情報の整理 （(独)原子力安全基盤機構）

平成 19 年度

シビアアクシデント晩期の格納容器閉じ込め機能の維持に関する研究 (ガス状ヨウ素基礎試

験)」（(独)原子力安全基盤機構）

核燃料サイクル施設におけるリスク情報活用策の検討 （(独)原子力安全基盤機構）

再処理施設の信頼性データに係る情報の整理 （(独)原子力安全基盤機構）

［委託研究名（委託機関）］

平成 17 年度

核燃料施設の確率論的安全評価に関する調査(II) （日本原子力学会）

平成 18 年度

核燃料施設の事故影響評価手法に関する調査(I) （日本原子力学会）

平成 19 年度

核燃料施設の事故影響評価手法に関する調査(II) （日本原子力学会）

【研究実施内容及び成果（平成 17～19 年度）】

イ．確率論的安全評価手法の高度化

(i) 原子炉施設の PSA 手法の高度化

不確実さ評価手法の整備として、シビアアクシデント解析コードを用いたソースタームの不確実

さ評価手順を構築し(図 1)、代表的なモデルプラントの１つである BWR-5/Mark-II への適用を実施

し、代表的な事故シナリオに対する放射性物質の環境への放出開始時刻及び環境への放出量の不確

実さの幅や不確実さに寄与するパラメータ等を明らかにした。本手順及びその評価例は、日本原子

力学会の標準委員会において検討されたレベル 2PSA 標準、「原子力発電所の確率論的安全評価に関

する実施基準(レベル 2PSA 編)」に反映された。また、リスク評価に用いるモデルの入力変数の不

確実さに着目したモンテカルロ手法に基づく Borogonovo の重要度指標の新しい計算方法を提案し

た（図 2）。Borogonovo 重要度指標は、評価モデルの出力変数の確率密度分布が入力変数の不確実

さに応じていかに変化するかを取り扱うモーメントに依存しないグローバルな感度解析手法として

注目されている。新計算手法では、従来、出力変数の確率密度分布に着目してその変化を面積積分

で定量化していたものを、対応する累積確率分布の距離の差で算出することにより計算効率及び精

度を高めた。提案した新計算手法の有効性を一般的な信頼性解析モデルに適用し確認した。

レベル 2PSA 手法の高度化では、現実的なソースターム評価、アクシデントマネジメント策や防
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災対策上の判断の検討に必要な技術的知見の整備を目的として、シビアアクシデント晩期の格納容

器閉じ込め機能の維持に関する研究を実施している。ガス状ヨウ素基礎試験の試験条件（温度、圧

力、照射線量等）及びヨウ素化学コードを用いた実機評価の解析条件を得ることを目的に、シビア

アクシデントコード THALES2 及び MELCOR コードを用いてシビアアクシデント晩期の代表的な

事故終息シナリオ(BWR/Mark -I：5 事故シーケンス、4 ループ大型ドライ型 PWR：4 事故シーケン

ス)の解析を行い格納容器内の熱水力条件及び放射性物質の分布を評価した。さらに、その結果を基

に、遮蔽計算コードを用いた格納容器内線量分布の評価を実施することにより、シビアアクシデン

ト晩期の実機事故条件を把握した(表１)。また、地震時における複数の設備の同時損傷確率を正しく

評価するため、機器損傷の相関性を適切に表現できるようにモンテカルロ法を用いてフォールトツ

リーを定量化する DQFM 手法を用いた地震時システム信頼解析コード SECOM2-DQFM の整備を

行い公開した。日本原子力学会の地震 PSA 標準では、機器損傷の相関性を考慮する手法の一つとし

て DQFM 法を推奨しており、本コードの公開により DQFM 法の普及と地震 PSA への適用の促進

に貢献できる。

(ii) 核燃料サイクル施設の PSA 手法整備

MOX 燃料加工施設に対する内的事象 PSA 手法の整備(図 3)では、環境影響評価のための基礎的情

報の整備として、爆発、火災事象での圧力、温度挙動及び煤煙発生量を評価するための解析コード

の性能評価、排気系内でのエアロゾル沈着量の簡易評価用データの整備、MOX 粉末のエアロゾル粒

径を考慮した線量換算係数の整備を行った。また、改良した PSA 手法を用いてモデルプラントを対

象に PSA を実施し、施設全体のリスクプロファイルを明らかにすると共に、リスク上重要な設備・

機器を同定するための手順を提案し、手法全体の有用性を示し手法整備を終了した。手法整備のま

とめとして、PSA 実施ステップにおける分析内容の解説と具体的な解析事例を組み合わせた手順書

を作成した。

事故影響評価に必要な基礎的データの整備では、再処理施設で想定される代表的な事故事象のう

ち水素爆発については、溶液中の水素発生の G 値、水素空気混合気体の爆発下限値、水素濃度と爆

発圧力に関する実験を調査した。その結果、実機の条件を考慮したデータの整備が必要なことが分

かった。また、廃液貯槽の冷却機能喪失による沸騰事象については、沸騰時の気液同伴現象を考慮

した実験式と径が一定の気泡の破裂によって生じる飛沫の粒径分布を測定した実験結果を基に、仮

想的な貯槽でのエアロゾルの移行割合の試解析を実施した(図 3)。その結果これまでの安全評価で参

照されているエアロゾル化割合の推奨値は過度に保守的であることが分かった。

ロ．リスク情報活用に係わる技術的課題の検討

原子力安全委員会が原子力利用活動に対して求めるリスクの抑制水準として示した定量的安全目

標案に対応する軽水炉の性能目標について、レベル 3PSA コード OSCAAR を用いて検討を行い、

格納容器機能喪失頻度の目標値案を提示した(図 4)。また、安全目標案において検討課題とされた防

護対策の効果や安全目標が対象とする個人の考え方等、技術的課題についても検討を行い、性能目

標値導出過程においては、控えめな防護対策条件を推奨し、対象とする個人の範囲とその条件を示

した(図 5)。

核燃料サイクル施設におけるリスク情報活用策の検討では、整備した MOX 燃料加工施設の PSA

実施手順に従い、公開情報を基に詳細化したモデルプラントを対象に PSA を実施した。その結果、

モデルプラントの主要な事故シナリオのリスクからなるリスクプロファイル(図 6)を得るとともに、

水蒸気による焼結炉内の異常加圧及び焼結炉での水素爆発の事故シナリオが全リスクの主要な部分

を占めることが明らかとなった。

ハ．東海再処理施設保守・保全データ等に基づく機器故障率データベースの作成手法の検討

東海再処理施設の機器について保全履歴データを継続収集し、東海再処理施設設備保全管理支援

システム（TORMASS）への登録を実施した。TORMASS は、東海再処理施設の設備・機器の保全

作業に関する保全履歴等を記録・管理するための支援システムであり、登録されている機器・設備

の故障原因、処置対策等について検索することが可能である。東海再処理施設では、保全計画作成

及び修正等に利用されている。

平成 20 年 3 月末における累計保全履歴登録件数は以下の通りである。

機械設備 167,639 件

計装設備 75,386 件
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電気設備 17,372 件

TORMASSに登録した保全履歴データと東海再処理施設の運転データを併せて評価することによ

り、再処理施設の PSA に不可欠な機器故障率を算出することが可能であることから、原子力安全研

究協会「PSA 用故障率データに関する調査」（平成 9 年 3 月）記載の算出方法を参考に、東海再処

理施設の保全データから点推定値、90%信頼区間の上限値・下限値、エラーファクタ等を算出する

ための手順書を整備するとともに、一部の機器について故障率の算出を行った。

故障率算出作業と並行して、TORMASS データに基づく機器故障率算出作業を効率的に実施する

ための「信頼性データ解析支援システム」の開発を行った。これまでに同システムの基本的な機能

を整備した。システムの概要を図 8 に示す。

信頼性の高い機器については、東海再処理施設の運転データだけでは運転時間やデマンド回数が

十分に確保できない可能性があることから、平成 19 年度は「信頼性データ解析支援システム」にベ

イズ統計手法を用いた故障率算出機能を組み込むための予備的検討を行った。

現在、日本原子力学会発電炉専門分会の分科会において、発電炉を対象とした PSA 用パラメータ

に関する調査・検討が行われていることから、同分科会に常時参加者として参加し、ベイズ手法を

用いた機器故障率データの更新手法に関する情報収集を行った。同調査を通して、ベイズ手法を用

いて機器故障率の更新を行うための基本的な知見を得ることができた。得られた知見を基に、東海

再処理施設の運転実績を用い、米国サバンナリバー再処理施設の PSA に利用された機器故障率の更

新を行った例を図 9 に示す。今後はベイズ法を用いた機器故障率更新機能を「信頼性データ解析支

援システム」に組み込む予定である。

【特記事項】

軽水炉の性能目標値導出における技術的課題検討の成果を原子力安全委員会安全目標専門部会性

能目標検討分科会における検討に提供した。

原子炉施設の PSA 手法の高度化において整備したソースタームの不確実さ評価手順及びその評

価例は、日本原子力学会標準委員会において作成された「原子力発電所の確率論的安全評価に関す

る実施基準(レベル 2PSA 編)」に反映された。

【研究成果の発表状況】
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Engineering and Design, 235(23), 2495 (2005).

6) 玉置等史，吉田一雄，渡邉憲夫，村松建，“MOX 燃料加工施設に対する確率論的安全評価手法

の開発”，日本原子力学会和文論文誌, 5(2), 125-135 (2006).

7) 石川淳，村松建，渡辺憲夫，“軽水炉シビアアクシデント時ソースタームの不確実さ評価”，日

本原子力学会和文論文誌，5(4)，305-315 (2006)．
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11) 玉置等史，内藤俶孝，鈴木忠和，三橋雄志，“解説「リスク情報を活用した臨界安全評価に関



5
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技術報告書：

12) 波戸真治，本間俊充，“原子炉事故時放射線影響解析で用いるための内部被曝線量係数”，

JAERI-Data/Code 2005-006，（2005）．

13) 石川淳，村松健，坂本亨，“THALES-2 コードによる BWR Mark-II を対象としたレベル 3PSA

のための系統的なソースターム解析”，JAERI-Research 2005-021，（2005）．

14) 真弓正美，森山清史，村松健，“ROAAM 法の適用による BWR のαモード格納容器破損確率

に評価に関する研究”，JAEA-Research 2006-022，（2006）．

15) 吉田一雄，阿部仁，山根祐一，田代信介，村松健，“核燃料施設の確率論的安全評価に関する

調査(I)”，JAEA-Research 2006-085（2007）．

16) 吉田一雄，阿部仁，山根祐一，田代信介，村松健，“核燃料施設の確率論的安全評価に関する

調査(II)”，JAEA-Research 2007-002（2007）．

17) 吉田一雄，阿部仁，山根祐一，田代信介，村松健，“核燃料施設の事故影響評価手法に関する
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法に関する検討”，JAEA-Research 2007-064（2007）．
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30) Seino, T., K. Yamate and H. Tamaki, “Application of Risk Information for Safety
Maintenance in Fuel Material Handling Process”, Proc. of IAEA Topical Meeting on
Advanced Safety Assessment Methods for Nuclear Reactors, Daejon, Korea, Oct. 30- Nov. 2,
2007.

口頭発表：

31) 玉置等史，“MOX 燃料加工施設の確率論的安全評価に関する研究，” 日本原子力産業会議原子

動力研究会原子力安全グループ定例研究会，東京 (2005).

32) 松原武史，本間俊充，“OSCAAR コードによるチェルノブイリ事故起因の I-131 甲状腺負荷量

の推定，” 日本保健物理学会第 39 回研究発表会，青森県六ヶ所村 (2005).

33) 本間俊充，“環境影響の不確実さ・感度解析，”日本原子力学会 2005 年秋の大会，八戸 (2005).

34) 濱口義兼，“MOX 燃料加工施設の確率論的安全評価実施手順の開発（Ⅳ）－管理計算機システ

ムの信頼性評価手法の検討－，” 日本原子力学会 2006 年春の年会，大洗 (2006).

35) 玉置等史，吉田一雄，山手一記，清野赳，“ウラン加工施設の統合安全解析（ISA）実施手順の

検討（5）－事故シーケンスの発生頻度区分設定のための基礎情報の充実－”，日本原子力学会

2006 年秋の大会，札幌（2006）．

36) 高原省五，村松健，吉田一雄，内山智曜，“地震時システム信頼性解析コード SECOM-2 の核

燃料施設への適用可能性の検討”，日本原子力学会 2006 年秋の大会，札幌（2006）．

37) 本間俊充，梶本光廣，内藤真，“確率論的安全評価実施基準（レベル３PSA 編）”，日本原子力

学会 2006 年秋の大会，札幌（2006）．

38) 清野赳，玉置等史，“臨界解析におけるリスク情報の適用－基本的考察－”，日本原子力学会

2007 年春の年会，名古屋（2007）．

39) 石川淳，黒澤直弘，森山清史，丸山結，中村秀夫，渡部厚，“シビアアクシデント晩期の格納

容器内ソースターム評価－2. ヨウ素化学挙動に関わる格納容器内環境の評価－”，日本原子力

学会 2007 年春の年会，名古屋（2007）．

40) 清野赳，玉置等史，“核燃料施設保守管理におけるリスク情報適用についての基本的考察”，日

本原子力学会 2007 年秋の大会，北九州（2007）．

41) 石川淳，黒澤直弘，森山清史，丸山結，中村秀夫，渡部厚，“シビアアクシデント晩期の格納

容器内ソースターム評価－6. ヨウ素化学挙動に関わる格納容器内環境の評価（その 2）－”，

日本原子力学会 2007 年秋の大会，北九州（2007）．

42) 玉置等史，“MOX 燃料加工施設の確率論的安全評価（PSA）手法”，核燃料サイクル施設にお

けるリスク情報活用に関するワークショップ，東京（2008）．

43) 吉田一雄，“再処理施設の放出量評価手法－日本原子力学会における事故影響評価手法の調査

－”，核燃料サイクル施設におけるリスク情報活用に関するワークショップ，東京（2008）．

44) 本間俊充，“再処理施設の環境影響評価手法”，核燃料サイクル施設におけるリスク情報活用に

関するワークショップ，東京（2008）．

受託事業報告書：

45) 経済産業省特会，平成 17 年度 MOX 燃料加工施設安全技術調査等（確率論的安全評価等調査）

調査報告書，平成 18 年 3 月，日本原子力研究開発機構．

46) (独)原子力安全基盤機構受託報告書，MOX 燃料加工施設 PSA 手順のウラン加工施設 ISA への

反映に関する調査，平成 18 年 2 月，日本原子力研究開発機構 安全研究センター．

47) (独)原子力安全基盤機構受託報告書，核燃料加工施設での事故評価に関する調査，平成 18 年 3

月，日本原子力研究開発機構 安全研究センター．

48) (独)原子力安全基盤機構受託報告書，平成 18 年度核燃料加工施設での事故評価に関する調査，

平成 18 年 12 月，日本原子力研究開発機構 安全研究センター．

49) (独)原子力安全基盤機構受託報告書，「平成 19 年度 再処理施設の信頼性データに係る情報の

整理」，平成 20 年 2 月，日本原子力研究開発機構．

50) (独)原子力安全基盤機構受託報告書，「平成 19 年度 核燃料サイクル施設におけるリスク情報

活用策の検討」，平成 20 年 2 月，日本原子力研究開発機構 安全研究センター．

51) (独)原子力安全基盤機構受託報告書，「平成 17 年度 シビアアクシデント晩期の格納容器閉じ

込め機能の維持に関する研究 (ガス状ヨウ素基礎試験)」，平成 18 年 3 月，日本原子力研究開

発機構 安全研究センター．
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52) (独)原子力安全基盤機構受託報告書，「平成 18 年度 シビアアクシデント晩期の格納容器閉じ

込め機能の維持に関する研究 (ガス状ヨウ素基礎試験)」，平成 19 年 3 月，日本原子力研究開

発機構 安全研究センター．

53) (独)原子力安全基盤機構受託報告書，「平成 19 年度 シビアアクシデント晩期の格納容器閉じ

込め機能の維持に関する研究 (ガス状ヨウ素基礎試験)」，平成 20 年 3 月，日本原子力研究開

発機構 安全研究センター．

委員会報告：

54) 村松健，“レベル 2PSA における事故シナリオとソースタームの知見について”，原子力安全委

員会安全目標専門部会第 5 回性能目標検討分科会，平成 17 年 5 月 25 日．

55) 村松健，“性能目標の指標について－LERF の利点・問題点・代替案－”，原子力安全委員会安

全目標専門部会第 6 回性能目標検討分科会，平成 17 年 6 月 24 日．

56) 本間俊充，“性能目標指標値と技術的課題の検討”，原子力安全委員会安全目標専門部会第 7 回

性能目標検討分科会，平成 17 年 8 月 26 日．

57) 村松健，“PSA 結果の国際比較について”，原子力安全委員会安全目標専門部会第 8 回性能目

標検討分科会，平成 17 年 10 月 25 日．

【用語解説】

確率論的安全評価〔Probabilistic Safety Assessment〕

確率論的安全評価とは、発生する可能性のあるさまざまな事象に対して、その発生の確率を考慮

して安全性を評価することである。原子炉の場合、原子力施設等で発生し得るあらゆる事故を対象

として、その発生頻度と発生時の影響を定量評価し、その積である「リスク（危険度）」がどれ程小

さいかで安全性の度合いを表現する。ＰＳＡは、施設・設備の劣化を考慮に入れた安全評価として、

海外では、広範に利用されている。（原子力百科事典・ATOMICA より抜粋）

安全目標

安全委員会の中間とりまとめでは、安全規制活動の下で事業者が達成すべき事故による危険性(リ

スク)の抑制水準を示す定性的目標と具体的水準を示す定量的目標が示された。定量的目標案は、

原子力施設の事故に起因する放射線被ばくによる、施設の敷地境界付近の公衆の個人の平均急

性死亡リスクは、年あたり百万分の 1 程度を超えないように抑制されるべきである。

また、原子力施設の事故に起因する放射線被ばくによって生じ得るがんによる、施設からある

範囲の距離にある公衆の個人の平均死亡リスクは、年あたり百万分の 1 程度を超えないように

抑制されるべきである。

FMEA（Failure Mode Effect Analysis)手法

ハザード分析のための手法の一つで、個々の部品の故障がシステムに及ぼす影響を調べることで

潜在的な異常事象を見つけ出す。

五因子法(Five Factor Formula Analysis）

環境中への放射性物質の放出量を簡易的に求める手法で、放射性物質移行過程を段階区分し、各

段階の通過割合を試験データ等を基にある程度保守性を持った係数の積で評価する方法。

ベイズ法による機器故障率データ更新

機器故障率を推定する際に、既存の機器に関する運転データが不十分な場合や、類似機器のデー

タが利用可能な場合などは、頻度論的統計処理からは妥当な故障率を得ることは難しい。このよう

な場合、ベイズ法が有用と考えられる。

ベイズ法は、以下に示すベイズの定理に基づき、観察事象をもって母数の分布を推定する手法で

ある。

 
   

   








dPAP

PAP
AP

P(A/θ)は母数がある値θをとるという条件のもとで、A という事象が得られる条件付確率として与

える、ベイズ推定は推定対象の母数θが確率密度関数に従うばらつきを持つものとして扱い、事前分
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布 P(θ)を得られた事象 A の情報を取り入れた事後分布 P(θ/A)に更新することで推定を行う。類似機

器に共通するデータベースから予測される分布を初期の事前分布としてベイズ推定を開始し、以後は

検査の都度更新していくことにより、母数の推定精度を高めていくことができる。この場合、事前分

布が適切であれば、少ないデータから母数推定を比較的精度よく行うことができる。

（参考資料：酒井、他、「実機検査データによる疲労寿命のベイズ推定」，J. Soc. Mat. Sci. Japan,

Vol.54, No.3, pp308-313 (2005)）
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表 1 軽水炉シビアアクシデント晩期における実機事故条件

BWR4/Mark-I 4 ループ大型ドライ PWR*

格納容器圧力[MPa] 0.2～0.3 0.3～0.4

液相温度[℃] 60～90 100～140

液相中の CsI 濃度[mol/dm3] 1.75×10‐5 ～2.42×10‐5 3×10-5～6×10-5

液相中の吸収線量[kGy/hr] 5～15 10～25**

* 全炉心損傷及び RPV 破損の起こった ADC, S2HF,TMLC の結果

** 炉心デブリが存在すると 10～60[kGy/hr]

最終的な事故復旧策として、BWR プラントでは RHR 復旧後の D/W スプレイの作動、PWR プラ

ントでは格納容器内自然対流冷却を想定している。格納容器の圧力及び温度については、事故復旧

策の違いにより除熱効果が高い D/W スプレイを作動させる BWR の方が PWR より若干低くなる。

液相中の CsI 濃度及び吸収線量については、BWR プラントの方が高くなる。これは、BWR では格

納容器内の圧力抑制プールには大量の水が存在しているので、液相中の放射性物質濃度が PWR に

比べ低くなるためである。
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III. 変動パラメータの確率分布の検討
既存のSA研究の知見(現象分析、専門家判断等)
より決定

IV. 不確実さ伝播解析の実施
パラメータセットの生成、重要度解析

II. 変動パラメータの選定
例) 放射性物質の放出速度、放射性物質の

沈着速度、デブリ/水間の熱流束、

格納容器の破損圧及び破損面積など

I. 不確実さ因子の抽出
例) 燃料からの放射性物質の放出、放射性物質

の沈着 、デブリ冷却、格納容器の耐力など
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図 1 軽水炉プラントに対するソースタームの不確実さ評価手順及び評価例

構築したソースタームの不確実さ評価手順は、4 つのステップからなる。ステップ I ではソースター

ム評価結果に重要な影響を及ぼす可能性のある不確実さ因子を系統的に抽出し、II.各因子のバラツキ

を表現できる代表的なパラメータ(変動パラメータ)を選定する。そして、III.現象分析や専門家判断な

ど既存の知見から変動パラメータの確率分布を検討し、IV.モンテカルロ法による不確実さ伝播解析を

実施することにより、パラメータの不確実さがソースタームに伝播する不確実さを評価する。本手順

を BWR5/Mark-II プラントへ適用することにより、発生頻度の観点から支配的な格納容器が過圧破損

に至る事故シナリオにおいて、環境へのヨウ化セシウム(CsI)の放出の平均値は、初期炉内内蔵量に対

し 10％程度であり、1～2 桁程度の不確実さ幅を持つことが明らかとなった。
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（Borgonovo 重要度指標の基本的な考え方） (提案した新計算手法の基本的な考え方)

図 2 Borgonovo 重要度指標及び提案した新計算手法の基本的な考え方

Borgonovo 重要度指標では、全ての入力変数 },...,{ 21 mXXX の値が変動する際に得られる出力変数

Y の確率密度分布 )(yfY と、変数 iX だけをある値
*
ix に固定する際に得られるY の条件付き確率密度

分布 )(| yf
iXY 間の面積の和 )( iXs を評価する。新計算手法では、これを対応する累積確率関数 )(yFY と

)(| yF
iXY 間の垂直方向の距離で計算できることを示した。
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Ⅲ.事故シナリオ分析
事故シナリオの同定
- 異常事象のFT解析（防止策の失敗）
- 事故シーケンスのET解析（緩和策の失敗）

環境への放射性物質の放出

Ⅴ.事故影響評価
五因子法を用いて放射性物質
の環境への移行量を評価

Ⅳ.発生頻度評価
FTおよびETの定量化

Ⅰ.異常事象候補の抽出
-機能レベルFMEA手法

Ⅱ.異常事象候補の選別
-発生頻度、放射性物質放出量の概略評価
-リスクマトリックス
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図 3 MOX 加工施設の PSA 実施手順

PSA 実施手順は、概略的 PSA と詳細な PSA の２段階に分けて実施する。第１段階では、詳細な設

備情報を必要としない機能レベル FMEA 手法により潜在的な異常事象候補を抽出し、概略的リスク評

価からリスク上重要と考えられる異常事象を選別する。第２段階では選別した異常事象を対象にシナ

リオ分析、発生頻度評価、事故影響評価を実施する。２段階構成とすることで抜け落ちなく、効率的

に施設全体のリスクを把握できるようになっている。

廃液量 ：120 m3

貯槽内径：7.0 m
液面からの排気口高さ：

0.5 ～ 3.0 m
発熱量：8.0×103 kcal/h･m3

槽内構造物を無視
廃液の表面張力：水と同じ

試解析で仮定した条件
廃液量 ：120 m3

貯槽内径：7.0 m
液面からの排気口高さ：

0.5 ～ 3.0 m
発熱量：8.0×103 kcal/h･m3

槽内構造物を無視
廃液の表面張力：水と同じ

試解析で仮定した条件

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

0

10

20

30

40

50

60

ARF

最大粒径

液面から換気口までの高さ (m)

最
大
粒

径
(μ

m
)

A
R

F
×

1
0

-4

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

0

10

20

30

40

50

60

ARF

最大粒径

液面から換気口までの高さ (m)

最
大
粒

径
(μ

m
)

A
R

F
×

1
0

-4

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

0

10

20

30

40

50

60

ARF

RF

ARF×RF

最大粒径

最大粒径が 10μm 以下で

は RF=1.0

A
R
F
[1
0
-
4
]
、
A
R
F
×

R
F
[1
0
-
4 ]
、
R
F
[-
]

D = 7.0 m

廃液量 ：120 m3

貯槽内径：7.0 m
液面からの排気口高さ：

0.5 ～ 3.0 m
発熱量：8.0×103 kcal/h･m3

槽内構造物を無視
廃液の表面張力：水と同じ

試解析で仮定した条件
廃液量 ：120 m3

貯槽内径：7.0 m
液面からの排気口高さ：

0.5 ～ 3.0 m
発熱量：8.0×103 kcal/h･m3

槽内構造物を無視
廃液の表面張力：水と同じ

試解析で仮定した条件

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

0

10

20

30

40

50

60

ARF

最大粒径

液面から換気口までの高さ (m)

最
大
粒

径
(μ

m
)

A
R

F
×

1
0

-4

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

0

10

20

30

40

50

60

ARF

最大粒径

液面から換気口までの高さ (m)

最
大
粒

径
(μ

m
)

A
R

F
×

1
0

-4

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

0

10

20

30

40

50

60

ARF

RF

ARF×RF

最大粒径

最大粒径が 10μm 以下で

は RF=1.0

A
R
F
[1
0
-
4
]
、
A
R
F
×

R
F
[1
0
-
4 ]
、
R
F
[-
]

D = 7.0 m

図 4 仮想的な廃液貯槽と廃液のエアロゾル移行割合の解析結果

エアロゾルの移行割合は、エアロゾル化する割合（ARF）と肺に吸入され得る微粒子（粒径が 10μ

m 以下）の割合の積で求める。ARF は飛沫同伴実験式（Kataoka-Ishii の式）で求め、RF は飛沫粒

径分布の実測より求めた。従来の安全評価での推奨値（2.0×10-3）が過度に保守的であることが分か

る。
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図 5 揮発性物質の放出割合に対する条件付平均死亡確率

放射性ヨウ素、セシウム等の揮発性物質の放出割合が 20%の大規模放出を仮定した場合、条件付急

性死亡確率は敷地境界から 1km の範囲で約 2×10-2、条件付がん死亡確率は敷地境界から 2km の範囲

で約 3×10-2、5km の範囲で約 1×10-2となった。この結果にさらに余裕を見込み、条件付死亡確率の

上限を10-1として、安全目標案の10-6に対応した格納容器機能喪失頻度の目標値案として年当たり10-5

を提示した。
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図 6 代謝特性等を考慮した場合の条件付平均死亡確率

安全目標が対象とする個人の定義の検討として、年齢による代謝特性等の違いが線量評価に及ぼす

影響及び施設周辺公衆の年齢構成を考慮した結果、安全目標への適合性評価あるいは性能目標の導出

に当たっては、成人を対象として線量評価を実施しても大きな相違が出ないことを確認した。
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図 7 モデルプラントのリスクプロファイル

図は、整備した MOX 燃料加工施設の PSA 実施手順に従い、モデルプラントを対象に PSA を実施

して得られたリスクプロファイルである。このリスクプロファイルには、各事故シナリオについてリ

スクの観点で主要な事故シーケンスの発生頻度と放射性物質漏洩量の組合せをプロットして示してい

る。図より、水蒸気による焼結炉内の異常加圧及び焼結炉での水素爆発の事故シナリオが全リスクの

主要な部分を占めることが明らかとなった。
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【起動画面】
【検索条件入力】

【検索結果からの故障の抽出】

【故障率算出】

【運転時間の設定】

1.00E-08

1.00E-07

1.00E-06

1.00E-05

故
障
率

(1
/h
)

試算結果

発電炉データ※

※桐本、他：原子力発電所に関する確率論的安全評価用の機器故障率

の算出（1982年度～1997年度16ヵ年49基データ 改訂版）

電動ポンプ

【故障率算出結果比較例】

図 8 信頼性データ解析支援システムの概要
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件数
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下限値
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点推定値

[1/hr]

上限値

[1/hr]

不確実さ

幅（EF)

計算例 電動ポンプ 継続運転失敗 1 1.04E+06
4.9E-0

8
9.6E-07 4.5E-06 9.6

事前

分布

PUMPS-
ELECTRIC

DRIVE※

- - -
2.9E-0

6
1.4E-05 2.7E-05 3.1

事後分布 - 3.5E-06 - 2.0

※A. H. Dexter and W. C. Perkins: ”Component failure-rate data with potential applicability to a

nuclear-fuel-reprocessing plant“, DP-1633, July 1982.

図 9 ベイズ手法を用いた機器故障率の更新例
別添 2
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重点安全研究成果調査票（中間評価(平成 17～19 年度)）

【研究分野／項目】 【分類番号】 1-2-1

Ⅰ．規制システム分野／事故・故障要因等の解析評価技術

【研究課題名(Title)】

事故・故障分析、情報収集

Analysis of Operating Experience Data

【研究代表者】

［所属］ 安全研究センター

［氏名］ 渡辺 憲夫（わたなべ のりお）

［連絡先］Tel：81-5253 E-mail：watanabe.norio@jaea.go.jp

【研究目的】

国内外において発生した原子力事故・故障の分析及び海外の規制等に係る情報の収集、分析を行

い、教訓や知見を導出する。

【研究内容】

イ．当該年に報告された OECD/NEA－IAEA の IRS(incident reporting system)情報の内容分析

各年に IRS に報告された事例情報についてその内容を分析し、その成果を、規制機関や電力会社

など関係各機関に配布する（IRS 情報は原則非公開であるため、非公開文書にまとめて関係機関だ

けに配布することとする）。

ロ．当該年に報告された国際原子力事象尺度（INES）情報の内容分析とインターネットでの和訳公

開

各年に報告される INES 情報について内容を分析し、その和訳情報をインターネットを介して一

般公開する。

ハ．原子力施設における事故故障事例の分析調査

OECD/NEA を介して JNES が入手した非公開の事例情報に関する内容分析を行う共に、米国原

子力規制委員会の発行する規制関連文書を収集し、その内容を分析して報告書にまとめる【JNES

受託】。

この他、特に安全上重要な事象が発生した場合には、それに関する情報収集と分析を優先して行

う。

【達成目標】

国外の原子力施設で発生した事故・故障に関する情報を収集し、その内容を技術的に分析するこ

とにより、安全規制上重要な情報・教訓・知見をまとめる。

【成果の活用方策】

事故・故障に関する情報の収集、分析については継続的に実施し、安全規制に適時に対応する。

また、分析の結果については、随時関係者に提供する。

【使用主要施設】

【研究の進め方】

中期計画及び原子力安全委員会が定める「原子力の重点安全研究計画」に沿って、OECD/NEA－

IAEA の IRS(incident reporting system)情報及び国際原子力事象尺度（INES）情報を中心に原子

力施設における事故・故障事例に関する情報を収集・整理し、各事例に関する内容を分析する。

別添 2
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【関連する共同研究、受託研究等】

［共同研究名（実施機関）］

［受託研究名（委託元）］

原子力施設における事故故障事例の分析調査（JNES）

［委託研究名（委託機関）］

【研究実施内容及び成果（平成 17～19 年度）】

2005 年から 2007 年の 3 年間に事象報告システム（IRS）に報告された事例 227 件(非公開)（2005

年：63 件、2006 年：82 件、2007 年 82 件）についてその内容分析を実施し、その結果に関する報

告書（非公開：IRS 情報が非公開情報であるため）を作成し、原子力安全委員会、原子力安全・保

安院、並びに、電力各社に提供した。この中で、特に注目すべき事例として、24 件の事象を取り上

げ、それぞれについて、事象の内容、原因、対策等を原情報に沿って詳細にまとめた。

また、2005 年から 2007 年に国際原子力事象尺度（INES）に報告された事例 95 件（2005 年：

25 件、2006 年：50 件、2007 年：20 件）について、各事例の内容を分析しその和訳を文科省や安

全委員会をはじめ関係各署に送付すると共にインターネット上に公開した。これらの中には、レベ

ル 4 と評価された事例が 1 件（ベルギーの滅菌照射施設での従業員被ばく）、レベル 3 事例が 2 件

（英国再処理工場での配管破損とスペインにおける放射線撮影技師の過大被ばく）ある。また、全

体的には、放射線撮影技師の被ばくや線源の発見・紛失・盗難といった事例が多く見られる。

さらに、米国原子力規制委員会が発行する規制書簡を収集、分析するとともに、JNES が

OECD/NEA を介して入手する事例情報（非公開）に関する内容の分析を行った【JNES 受託】。

この他、米国の加圧水型原子力発電所(PWR)における一次冷却水応力腐食割れ(PWSCC)事例並び

に米国の軽水型原子力発電所における安全弁・逃がし安全弁の設定点変動事例に関して、設置者事

象報告書(LER)を収集し、内容を分析するとともに、発生箇所や対策などの観点から全体的な傾向

を調べ、論文及び公開報告書にまとめた。PWSCC 事例の分析では、図 1 に示すように、損傷機器

に着目すると、PWSCC に起因した損傷は特定の機器に生ずる傾向が見られ、特に制御棒駆動機構

(CRDM)ノズルや加圧器ヒータスリーブといった高温環境にさらされる機器の損傷事例が多い。一

方、ホットレグやその計装ノズルの他、原子炉容器下部ヘッド取付計装(BMI)ノズルのような比較

的温度の低いに機器おける損傷も認められている。また、損傷した機器のうち、例えば、CRDM ノ

ズルや熱電対ノズルについては、運転中の温度の高い Babcock & Wilcox (B&W)社製プラントに、

また、ヒータスリーブやホットレグ計装ノズルでは Combustion Engineering 社製プラントに多く

発生するなど特定の製造元に偏って発生する傾向が見られる。さらに、CRDM ノズルでは B＆W 社

製のノズル母材に、Westinghouse 社製の溶接材にき裂が集中する傾向が確認できた。以上のことか

ら、不適切な製造過程や材料によって PWSCC の発生が助長されている可能性がある。また、安全

弁・逃がし安全弁の設定点変動事例の分析結果から、BWR の逃がし安全弁(SRV)、PWR の加圧器

安全弁(PSV)及び主蒸気安全弁(MSSV)について、次のような傾向が認められた：SRV については、

パイロット弁のディスクとシートとの間における腐食性固着が原因となって設定点が高い側に変動

する傾向が強いと言え、腐食性固着による設定点変動の程度は比較的大きく 10%を超える場合もあ

ることから、過圧防止機能に対して重要な問題と考えられる。一方、設定点が低い側に変動したケ

ースでは、シート漏洩や内部部品のミスアラインメントなどハードウェア上の問題を原因とする場

合の変動範囲は3～5%程度であり、高い側への変動に比べるとその程度は小さい。PSVについては、

原因が特定されていないものが多いが、そのほとんどは設定点変動幅が±1～±3%となっている。

これに対し、件数は少ないが、バネに問題が生じた場合には設定点が高い側に変動する傾向がある。

MSSV については、ディスクとシートとの間における酸化固着あるいは熱膨張による固着が原因と

なって設定点が高い側に変動する傾向が強いと言える。また、こうした固着が起こると設定点変動

の程度が比較的大きく 10%を超える場合もあることから、過圧防止機能に対して重要な問題と考え

られる。これらの固着現象に対処するためにディスク材や表面仕上げの変更を行うなどの対策が講

じられてきていることから、今後こうした原因による設定点の変動は改善されるものと考えられる。

一方、設定点が低い側に変動したケースでは、原因が特定されているケースがさほど多くないため

原因に基づく明確な傾向は把握できない。しかし、設定点の低い側への変動は、近年減少傾向にあ

り、また、その変動幅も比較的小さいという特徴がある。
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【特記事項】

IRS 及び INES 情報の分析結果については、安全委員会の依頼を受け報告した（四半期ごとに報

告：今後も継続する予定）。

【研究成果の発表状況】

（掲載論文）

1) 高原省五，渡辺憲夫：米国の加圧水型原子力発電所における Alloy 600 製圧力バウンダリ構成

機器の一次冷却水応力腐食割れ事例の傾向分析，日本原子力学会和文論文誌 Vol.5，No.4，

pp.282-291，(2006)．

2) 渡辺憲夫：米国の軽水型原子力発電所における安全弁・逃がし安全弁の設定点変動事例の傾向

分析，日本原子力学会和文論文誌 Vol.7，No.1，pp.74-84，(2008)．

3) 渡辺憲夫：原子力発電所の火災事例，日本火災学会誌 Vol.58，No.2，(2008)．

4) 渡辺憲夫：9.3 原子力事故事例，原子力ハンドブック，オーム社(2008)．

（技術報告書）

5) 渡辺憲夫，高原省五、米国の加圧水型原子力発電所における Alloy 600 製圧力バウンダリ構成

機器の一次冷却水応力腐食割れ事例の分析，JAEA-Review 2006-027，(2006)．

6) 渡辺憲夫：原子力施設等における事故・故障の分析－東京大学大学院工学系研究科原子力専攻

(専門職大学院)講義用テキスト－，JAEA-Review 2006-040，(2007)．

7) 渡辺憲夫：米国の原子力発電所における安全弁／逃がし安全弁の設定点変動事例の分析，

JAEA-Review 2007-043，(2007)．

8) 原子力発電所の事故・故障事例集（その 15）－OECD/NEA-IAEA の事象報告システムに報告

委された事例（2005 年報告版）－，日本原子力研究開発機構 安全研究センター，(2006)．（非

公開報告書）

9) 原子力発電所の事故・故障事例集（その 16）－OECD/NEA-IAEA の事象報告システムに報告

委された事例（2006 年報告版）－，日本原子力研究開発機構 安全研究センター，(2007)．（非

公開報告書）

10) 原子力発電所の事故・故障事例集（その 17）－OECD/NEA-IAEA の事象報告システムに報告

委された事例（2007 年報告版）－，日本原子力研究開発機構 安全研究センター，(2008)．（非

公開報告書）

（受託事業報告書）

11) (独)原子力安全基盤機構受託報告書，原子力施設における事故故障事例の分析調査，平成 18

年 2 月，日本原子力研究開発機構 安全研究センター．

12) (独)原子力安全基盤機構受託報告書，原子力施設における事故故障事例の分析調査，平成 19

年 2 月，日本原子力研究開発機構 安全研究センター．

13) (独)原子力安全基盤機構受託報告書，原子力施設における事故故障事例の分析調査，平成 20

年 2 月，日本原子力研究開発機構 安全研究センター．

【用語解説】
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図表

図 1 PWSCC が発生した原子炉冷却系圧力バウンダリ機器と該当する LER 件数
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重点安全研究成果調査票（中間評価(平成 17～1９年度)）

【研究分野／項目】 【分類番号】 2-1-1

Ⅱ．軽水炉分野／安全評価技術

【研究課題名(Title)】

軽水炉燃料の高燃焼度化に対応した安全評価

Safety evaluation for high burnup LWR fuel

【研究代表者】

［所属］ 安全研究センター 燃料安全評価研究グループ

［氏名］ 更田 豊志（ふけた とよし）

［連絡先］Tel：81-5277 E-mail：fuketa.toyoshi@jaea.go.jp

［所属］ 原子力基礎工学研究部門 核設計技術開発グループ

［氏名］ 岡嶋 成晃（おかじま しげあき）

［連絡先］Tel：81-5325 E-mail：okajima.shigeaki@jaea.go.jp

【研究目的】

軽水炉燃料の高燃焼度化とプルサーマル利用の本格化に向け、事故時燃料挙動に関するデータベ

ースの拡充と解析手法の高精度化を行い、安全審査のための基準等の高度化に貢献する。

【研究内容】

イ．高燃焼度燃料特有の現象を解明するための試験及び燃料挙動評価手法の開発

ロ．燃料挙動解析コードの開発･検証

ハ．事故模擬試験の実施を通じた次段階の高燃焼度化に係る安全審査の判断根拠となる基礎データ

の取得 【保安院受託】

ニ．高燃焼度燃料組織(リム組織)形成のシミュレーション 【文科省受託】

ホ．軽水炉 MOX 炉心ドップラー反応度の測定 【JNES 受託】

【達成目標】

高燃焼度燃料及び MOX 燃料に関し、反応度事故及び冷却材喪失事故時挙動解明を目指した知見

の取得、燃料挙動解析コードの開発、被覆管健全性評価手法の開発などを行う。また、高燃焼度ウ

ラン燃料及び MOX 燃料の安全審査に必要なデータを取得する。

リム組織形成過程解明のために加速器照射実験での基礎データを取得し、計算科学的手法により、

リム形成のモデル化を行う。

【成果の活用方策】

燃料のさらなる高燃焼度化や MOX 燃料の本格利用が今後 10 年程度の間に見込まれる。本研究の

成果は、高燃焼度燃料や MOX 燃料に対する安全審査のための基準等の高度化や、次段階の高燃焼

度化等に係る安全審査の判断根拠とすることができる。

【使用主要施設】

・原子力科学研究所 原子炉安全性研究炉（NSRR）

・原子力科学研究所 JRR-3

・原子力科学研究所 燃料試験施設

・原子力科学研究所 廃棄物安全試験施設（WASTEF）

・原子力科学研究所 燃料サイクル安全工学研究施設（NUCEF）

・原子力科学研究所 タンデム加速器

・原子力科学研究所 高速炉臨界実験装置（FCA）

・ノルウェー・エネルギー技術研究所 ハルデン炉

別添 2
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【研究の進め方】

高燃焼度化やプルサーマル本格導入に対する安全審査や基準の整備にタイムリーに応えるために、

産業界の動向を把握しつつ、中期計画及び原子力安全委員会が定める「原子力の重点安全研究計画」

に沿って研究を進める。原子炉安全性研究炉 NSRR（研究炉加速器管理部）や燃料試験施設（ホッ

ト試験施設管理部）、臨界実験装置 FCA（安全試験施設管理部）等との連携を一層強化する。また、

効率的な研究推進やデータベース拡充のため、米国やフランスとの国際協力を進め、経済協力開発

機構（OECD）ハルデン原子炉計画や OECD カブリ水ループ計画に参加する。

【関連する共同研究、受託研究等】

［共同研究名（実施機関）］

高燃焼度 PWR・A 型燃料の事故時の挙動に関する研究 （三菱重工業）

高燃焼度 PWR・B 型燃料の事故時の挙動に関する研究 （原子燃料工業）

［受託研究名（委託元）］

「平成 17 年度高度化軽水炉燃料安全技術調査」（原子力安全･保安院）

「平成 18 年度燃料等安全高度化対策事業」（原子力安全･保安院）

「平成 19 年度燃料等安全高度化対策事業」（原子力安全･保安院）

「照射・高線量領域の材料挙動制御のための新しいエンジニアリング」（文部科学省）

「平成 18 年度軽水炉 MOX 炉心ドップラー反応度測定試験計画策定等」（JNES）

「平成 19 年度軽水炉 MOX 炉心ドップラー反応度測定試験等」（JNES）

［委託研究名（委託機関）］

発電現場を見据えた加速器照射シミュレーション研究（電中研）

核分裂照射下での高次相互作用による組織化原理の研究（東京大学）

電子顕微鏡観察と照射実験による原子燃料細粒化プロセスに関する研究（九州大学）

など 5 件の委託研究を実施

反応度事故時燃料挙動については NSRR 実験を、冷却材喪失事故時燃料挙動については高温酸化

した被覆管の急冷破断実験を実施し、高燃焼度化やプルサーマル本格導入に対する安全審査や基準

の高度化において重要な反応度事故時の燃料破損しきい値、冷却材喪失事故時の燃料破断しきい値

などに関するデータを取得した。

(1) 反応度事故（RIA）時燃料挙動研究

高燃焼度燃料を対象としたNSRR実験及び燃料試験施設における実験前後の燃料分析を計画通り

進めた。その結果、酸化ウラン燃料に関しては、従来のデータの範囲(61MWd/kg)を大幅に超える

77 MWd/kg まで破損限界及び破損時挙動についてデータを取得した1。試験対象燃料が比較的厳し

い温度条件で照射されたことを考慮すれば、取得したデータの燃焼度範囲は、原子力安全委員会原

子炉安全基準専門部会報告「発電用軽水型原子炉施設の反応度投入事象における燃焼の進んだ燃料

の取扱いについて」において定義されている破損しきい値の範囲（＜75MWd/kg）を十分に超える

燃焼度領域をカバーするものである。また、商用炉照射 MOX 燃料を対象とした初めての水冷却条

件下での実験を行い、被覆管変形や FP ガス放出に関するデータ及び破損しきい値に関する知見を

取得した。さらに、高温高圧水冷却条件下で世界初の炉内実験データを酸化ウラン及び MOX 燃料

について取得した。これらの結果により、同原子炉安全基準専門部会報告に定められている破損し

きい値の安全余裕を確認し、同基準の高燃焼度酸化ウラン及び MOX 燃料への適用性を示した。（図

1）

(2) 冷却材喪失事故（LOCA）時燃料挙動研究

高燃焼度 PWR 及び BWR 燃料被覆管を対象とし LOCA 条件を模擬した急冷破断実験などを燃料

試験施設において計画通り実施した。その結果、耐食性改善のために導入されている新型合金被覆

管の高温酸化速度や急冷時破断限界に関するデータを初めて取得した１。また、調べた燃焼度範囲

（<76GWd/t）において、合金組成の変更を含み高燃焼度化が急冷時の破断限界に著しい影響を与え

ないことを明らかにし（図 2）、現行規準の高燃焼度燃料への適用性を示した。さらに、高燃焼度化

が被覆管の膨れ及び破裂挙動、酸化速度に及ぼす影響を評価した。

1原子力安全･保安院からの受託事業「平成 18 年度燃料等安全高度化対策事業」
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(3) 事故時燃料解析コードの開発

燃料挙動解析手法の高度化のため、高燃焼度燃料挙動解析コード FEMAXI をベースとした事故時

燃料挙動解析コード RANNS の開発を進めた。ペレット/被覆管機械的相互作用により生じる被覆管

内の応力歪み分布や燃料ペレット内の熱応力分布などを計算し、被覆管破損が生じる条件や核分裂

（FP）ガス放出条件などについて NSRR 実験の結果を評価した。（図 3）

(4) 高燃焼度燃料組織(リム組織)形成のシミュレーション2

燃料ペレットに生じる高燃焼度組織形成モデルの検証に必要なデータを取得するために、加速器

を用いたセリア及び酸化ウラン試料への高エネルギーイオン照射実験、Ｘ線回折による照射済燃料

ペレットの結晶格子歪みの評価、第一原理手法を利用した酸化ウランの原子間ポテンシャルの検討、

加速分子動力学による酸素の複合クラスター挙動の検討、高フルエンスの繰り返し照射での欠陥ク

ラスターの挙動を探索する分子動力学計算システムの開発、転位動力学によるメゾスコピックモデ

ルの開発を進めた。加速器を用いた照射実験において、リム組織の特徴のひとつである結晶の細粒

化を再現した。また、亜粒界形成シミュレーション手法を開発した。

(5) 軽水炉 MOX 炉心ドップラー反応度の測定

軽水炉 MOX 炉心及び U 炉心の中性子スペクトルを模擬する FCA 炉心体系を選定し試験計画を

策定した。基礎データ取得のため U 炉心試験体系を構築し、臨界特性データを取得し解析予測精度

を評価した。今後の試験で使用予定のPu サンプルに対しては、過去 30 年間使用されていないため、

その健全性を調査する。その調査を実施するための準備として、サンプルを FCA から検査実施施設

まで輸送する容器を選定するとともに、サンプルを輸送容器内に密封固定するための密封収納缶の

設計及び輸送容器の設計変更に係る安全解析等を行い、輸送容器の設計変更承認申請を行った。ま

た、同サンプル再被覆作業に備え、再被覆用部材を設計・試作し溶接確認試験を実施した。
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機構、平成 18 年 3 月．

108) 原子力安全･保安院受託事業「平成 18 年度 燃料等安全高度化対策事業」報告書、原子力機構、
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109) 原子力安全･保安院受託事業「平成 19 年度 燃料等安全高度化対策事業」報告書、原子力機構、
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【用語解説】

燃料ペレット/被覆管機械的相互作用（PCMI）

燃料ペレットの膨張により、被覆管を内側から押し拡げる機械的な作用を PCMI と呼ぶ。反応度

事故条件では、燃焼の進行に伴う水素吸収などによって被覆管の延性が著しく低下している場合に

は、極めて早い段階で被覆管に長い縦割れなどを生じる PCMI 破損に至る。

Zr-Nb 二元系被覆管

具体的には AREVA 社製 M5 被覆管のことであり、耐食性が高く我が国においても近い将来の実

用化が予想される。また、国内においても高燃焼度化を達成するために Zr-Nb 二元系合金を用いた

改良被覆管の開発が進められている。
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図表

図 1 反応度事故(RIA)時の燃料破損しきい値に関するデータ拡充

高燃焼度 UO2及び MOX 燃料を対象とした NSRR 実験を 9 回実施し、高燃焼度域における燃料

挙動及び PCMI(ペレット/被覆管機械的相互作用)破損しきい値に関するデータを拡充した。また、

このうち 2 回の実験は高温冷却水条件で実施しており、高温時の被覆管変形及び FP ガス放出に関

するデータを取得した。これらの結果により、現行の安全評価基準が高燃焼度 MOX 燃料及びより

燃焼の高い酸化ウラン燃料に対しても適切な安全余裕を有することを確認した。

図２ 冷却材喪失事故(LOCA)時の被覆管破断しきい値に関するデータ拡充
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高い燃焼度まで照射しLOCA時の被覆管脆化に大きな影響を及ぼす水素吸収量が多くなった燃料

被覆管に対する高温酸化・急冷破断試験の結果。基準値を超える１７～２８％まで酸化を与え急冷

させた場合にも高燃焼度燃料被覆管が破断することはなかった。高燃焼度化によっても破断限界が

著しく低下することはなく、また現在の安全基準が高燃焼度燃料に対しても適用できることを示し

ている。

図 3 RANNS コードを用いた高燃焼度 PWR 燃料の反応度事故模擬実験解析の例

パルス照射によりペレットは急速発熱して体積が膨張し、被覆管を押し広げ、PCMI が生じる。

この PCMI により被覆管は変形し、塑性歪みとクリープ歪みが生じる。図は、被覆管の変形量の実

測値が解析値（破線）によってよく表現されることを示している。
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重点安全研究成果調査票（中間評価(平成 17～19 年度)）

【研究分野／項目】 【分類番号】 2-1-2

Ⅱ．軽水炉分野／安全評価技術

【研究課題名(Title)】

出力増強等の軽水炉利用の高度化に関する安全評価技術

Research on Safety Evaluation Methods Necessary for Advanced Utilization of Light Water
Reactors

【研究代表者】

［所属］ 安全研究センター 熱水力安全評価研究グループ

［氏名］ 中村 秀夫 （なかむら ひでお）

［連絡先］Tel：81-5263 E-mail：nakamura.hideo@jaea.go.jp

【研究目的】

合理的な規制に資するため、安全余裕のより高精度な定量評価が可能な最適評価手法を開発する。

特に、3 次元二相流や流動と構造の相互作用、ならびに核熱の連成を含む炉心熱伝達など、複合的

な熱水力現象のモデル化を図り、必要なデータを取得する。シビアアクシデントに関しては、リス

ク上重要な現象のソースターム評価の不確実さ低減を図る。

【研究内容】

イ．熱水力最適評価手法の開発

最適評価手法の開発に必要なデータを取得するため、多次元流体挙動や非定常現象、核熱の連成、

流動と構造の相互作用、照射下の熱伝達などに着目して、大型非定常試験装置（LSTF）実験【OECD

共同研究】や核熱水力結合実験装置（THYNC）実験、放射線誘起表面活性効果に関する JMTR 実

験【経済産業省公募】などを行う。さらに、得られた詳細データに基づき、安全評価に用いられる

最適評価手法の検証・開発を行なうと共に、数値流体力学 CFD コードなどで使用される詳細解析手

法を取り込んだ多次元熱水力解析手法を開発・整備する。

ロ．燃料健全性評価に関わる熱水力評価手法の開発

高燃焼度燃料の反応度事故（RIA）時の健全性評価に関わる過渡的なボイド挙動に関する炉外試

験を実施し、評価手法の整備に必要なデータを得る【保安院受託】。さらに、学協会基準の規制への

導入支援のため、過渡沸騰遷移後（Post-BT）の被覆管温度挙動の高精度な解析手法を開発すると

共に、同手法の不確かさ評価に必要なデータを得る。【保安院受託】

ハ．ソースターム評価手法の開発

シビアアクシデント晩期の格納容器内ガス状ヨウ素再放出などに関わる照射下実験を行い、ソー

スターム評価手法の整備に必要なデータを得る。【JNES 受託】

【達成目標】

多次元熱水力解析手法のプロトタイプを開発する。

事故時の多次元、非定常、核熱の連成、流動と構造の相互作用に関する詳細な熱水力実験デー

タを得る。

照射下の沸騰熱伝達促進に関する実験データを得る。

Post-BT 熱伝達の高精度な予測に必要な液滴挙動やリウェット等に関する詳細なデータを得

ると共に評価手法を整備する。

RIA 時の過渡的なボイド挙動に関する炉外実験データを得る。

シビアアクシデント時における格納容器内ガス状ヨウ素放出などに関する照射下実験データ

を得ると共に解析手法を整備する。

別添 2
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【成果の活用方策】

事故時熱水力挙動に関する詳細デ－タと高精度の最適評価手法は、軽水炉利用の高度化に伴う

ECCS 性能評価指針などの安全基準の見直しや、RIA に係わるより合理的な安全評価に有用な

技術基盤として利用できる。

異常過渡時の燃料健全性評価に係わる Post-BT 基準（日本原子力学会、2003 年）の規制への

導入や導入後の規制判断などを支援する技術基盤として活用する。

高精度の最適評価手法は、万一の軽水炉事故時に、現象解明のための有力な解析ツールとなる。

AM 策として未整備のシビアアクシデント事後対策・防災対策解除の判断基準などの意思決定

に必要な技術的基盤として活用する。

【使用主要施設】

原子力科学研究所 ROSA 計画大型非定常実験装置（LSTF）

原子力科学研究所 核熱結合模擬試験装置（THYNC）

原子力科学研究所 過渡ボイド試験装置（二相流ループ実験棟）

原子力科学研究所 Post-BT 高圧単管試験装置（機械化工特研）

原子力科学研究所 ガンマセル 220（研究４棟）

大洗研究開発センター 材料試験炉（JMTR）ホットラボ

【研究の進め方】

炉の長寿命化や出力向上、燃料の高燃焼度化や MOX 利用など、軽水炉利用の高度化に対する安

全審査や基準の整備に応え、かつ原子炉事故などへの的確な対応に備えるため、産業界及び国際的

な研究・開発、ならびに規制の動向を把握する。研究項目は、熱水力安全研究とシビアアクシデン

ト研究に大別し、前者は特に、熱水力最適評価手法の開発と燃料健全性評価に関わる熱水力評価手

法の開発の２テーマに分類する。研究に際しては、関連する外部機関（OECD/NEA、原子力安全基

盤機構(JNES)など）及び原子力機構の原子力基礎工学研究部門、ならびに原子力科学研究所や大洗

研究開発センターの施設管理部門と協力する。実験設備としては、世界最大の PWR 熱水力模擬実

験装置である ROSA 計画大型非定常試験装置 LSTF や核熱結合実験装置 THYNC 等の既設装置、

さらに材料試験炉 JMTRやガンマ線照射実験装置等の原子力機構内の設備を活用する。OECD/NEA

ROSA プロジェクト、ならびに BWR における RIA 時の過渡ボイド挙動や Post-BT 挙動に関する研

究では、研究目標に応じて試験設備を整備しつつ研究を進める。

【関連する共同研究、受託研究等】

［共同研究名（実施機関）］

 OECD/NEA ROSA プロジェクト（原子力機構）

［受託研究名（委託元）］

 軽水炉高精度熱水力安全評価技術調査（経済産業省原子力安全･保安院）

 燃料等安全高度化対策事業 高精度熱水力安全評価技術調査（経済産業省原子力安全･保安院）

 シビアアクシデント晩期の格納容器閉じ込め機能の維持に関する研究（ガス状ヨウ素基礎試

験）（原子力安全基盤機構）

 放射線誘起表面活性効果による高性能原子炉に関する技術開発-試験炉での沸騰熱伝達改善

確認試験（経済産業省資源エネルギー庁公募）

 原子力発電プラントの地震耐力予測シミュレーション（科学技術振興機構 CREST タイプ公

募）

［委託研究名（委託機関）］

無し

【研究実施内容及び成果（平成 17～19 年度）】

イ．熱水力最適評価手法の開発

17 年度に国際協力による OECD/原子力機関（NEA）ROSA プロジェクト（14 カ国 17 機関参加）

を原子力機構の主催で開始した。19 年度までに ROSA/LSTF を用いて 9 実験を実施し（図 1）、解

析コード及びモデルの開発・検証に有用なデータを得た。17 年度及び 18 年度には、圧力容器頂部
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及び底部の貫通ノズルの破断を想定し、炉心損傷防止のためのアクシデントマネジメント(AM)策で

ある蒸気発生器の減圧操作に着目した小破断冷却材喪失事故(LOCA)模擬実験、非常用炉心冷却系

(ECCS)注入水の水平配管及び圧力容器ダウンカマ内での成層・混合実験、小破断 LOCA において

スクラム失敗を模擬した高出力自然循環実験を実施し、水平配管内の水位の有無やループ循環流量

が配管や圧力容器内部の冷却材温度分布に大きく影響を与えることを見出した（図 2）。19 年度は、

ECCS 水注入による成層・混合に関する LOCA 実験を実施し、配管及びダウンカマにおける冷却材

温度分布の過渡変化を明らかにするとともに、水平配管内凝縮水撃模擬実験を行い、凝縮水撃によ

る衝撃波の強さと圧力及び蒸気流速との関係等を把握した。また、主給水喪失スクラム失敗を模擬

した高出力自然循環を伴う異常過渡実験を行い、SG 伝熱管における気液対向流制限(CCFL)を伴う

顕著な水位振動と一次系ループ流量の振動を伴う低下、DNB 発生の可能性等を明らかにした。加え

て、蓄圧タンクからの非凝縮性ガス流入の有無を想定した SG 二次側減圧模擬実験を行い、ガス流

入が引き起こす減圧阻害、ガス流入の影響によるループ間の非対称な自然循環挙動等を明らかにし

た。この実験では、独自に開発したガス計測装置を SG 出口プレナム部に設置し、減圧阻害の解明

に有益なデータを取得した。併せて、三次元二相流解析を含む高精度な熱水力評価手法について、

OECD/NEA による現状、ならびに今後の開発の方向性をまとめた報告書の作成を支援した。[J1, J2,

R1～R7, C1～C3, O1～O10, T1～T17]

BWR 炉心のボイド反応度に対応する核動特性を実時間で演算・模擬（核熱結合模擬）できる

THYNC 装置を用いて、UO2炉心と MOX 炉心の核熱特性の相違が核熱水力安定性に及ぼす影響を

調べる模擬実験を行い、チャンネル安定性（17 年度及び 18 年度）及び領域安定性（19 年度）に係

わる減幅比や安定限界出力データを取得するとともに、得られた結果を三次元核熱水力結合コード

TRAC/SKETCH に使用する TRAC-BF1 コードにより解析し、燃料特性の相違による流動及び出力

の減幅比の相違を定性的に予測できることを明らかにした（図 3）。[O11] また、今後予定している

TRAC/SKETCH コードを用いた地震時の核熱水力安定性評価に備え、TRAC-BF1 コードに地震加

速度を考慮する手法を導入するための調査を進めた。

炉出力向上など現行炉の高度利用に際する安全余裕の現実的評価に関連して、放射線誘起表面活

性（RISA）効果が炉心の冷却特性に与える影響を確認するため、JMTR を用いた照射下沸騰熱伝達

改善確認実験を行った。平成 17 年度に実施した低圧条件下の実験結果において、限界熱流束（ドラ

イアウト熱流束）が向上することを確認した（図 4）。18 年度には、RISA 効果が認められた伝熱面

上の酸化皮膜に対する照射後試験・分析を行い、未照射試料との比較による定性的な考察から，熱

伝達測定に対する面粗さの影響が小さいことを確認すると共に、濡れ性向上などの照射による特徴

的な現象を確認した。 [J3, C4, C5, O12, O13, T18, T19]

ロ．燃料健全性評価に関わる熱水力評価手法の開発

RIA 時の過渡ボイド試験では、低温時 RIA を模擬した低圧試験及び高温待機時 RIA を模擬した

高圧試験を行い、原子力機構で開発した高速応答計測手法を用いた急速発熱する燃料棒周りに生じ

る蒸気泡（ボイド）挙動の計測、ならびに模擬燃料棒表面温度や沸騰熱伝達に関するデータ計測を

広範な条件下で実施した。低圧試験では単一模擬燃料棒体系及び 2ｘ2 バンドル体系の試験体を使用

した。18 年度までに実施した試験から、バンドル体系においては実機条件に近い低水温条件下でボ

イド率の増大開始が単一模擬燃料棒体系よりも遅れる傾向があるが、過渡ボイド挙動の各パラメー

タへの依存性が両試験体で定性的に一致することを明らかにした。19 年度には、種々の燃料集合体

形状に対応するために、冷却水流路条件（加熱等価直径）の影響を把握する試験を実施した。その

結果、加熱等価直径が過渡ボイド挙動に及ぼす影響は小さく、流入水サブクール度が支配因子の一

つとなることを見出した（図 5）。高圧試験は 18 年度から本格的に実施し、実機相当圧力条件下

（7MPa）における過渡ボイド挙動データを、初めて取得した。高圧試験の結果から、圧力の上昇

とともにボイド率の増加速度が低下すること、低圧試験と同様に冷却水のサブクール度が重要なパ

ラメータであることを明らかにした。過渡ボイド試験から得られた成果は、TRAC-BF1 を初めとし

た最適評価解析コードの検証に活用するとともに、クロスチェック解析コードの整備に資するべく

JNES に提供した。[J4, J5, C6, C7, O14～17, T20～T22]

Post-BT 熱伝達挙動試験では、異常過渡時の炉心熱伝達挙動に係わるデータを取得するため、

BWR 炉心を模擬した体系及び条件で基礎実験を行なっている。平成 17 年度には、燃料集合体を単

一の円管で模擬した高圧単管装置を製作し、18 年度には同装置を用いた定常試験及び 19 年度に過

渡試験を行った。図 6 に過渡試験の代表的な結果を示す。得られたデータは、詳細な熱水力解析が

可能なサブチャンネルコードの予測性能評価に活用した。また，定常試験結果に基づいて、液滴衝
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突冷却を考慮した熱伝達率の相関式を作成し，広範囲な壁面過熱度に対する予測の妥当性を確認し

た。これらの基礎実験と並行して、19 年度には実機燃料棒を模擬したヒーターロッドによる 2×2

バンドル装置を製作した。今後、Post-BT 熱伝達に対するスペーサ効果等、バンドル体系特有の現

象を含む詳細なデータを取得する予定である。[O18, T21～T23]

ハ．ソースターム評価手法の開発

既設 60Co ガンマ（γ）線照射装置の線源更新等、試験装置の整備を行い、γ線照射下での CsI

水溶液からのガス状ヨウ素放出に係わる試験を実施した。17 年度に予備試験を行い、18 年度に酸

性(pH～5)条件でのガス状ヨウ素放出と有機物の影響に関するデータを得た。19 年度には pH(5.5～

9)、無機及び有機不純物の影響に関するデータを得た（図 7）。 実験条件及び実機ヨウ素化学挙動解

析の参考とするため、BWR 及び PWR におけるシビアアクシデント晩期の格納容器内熱水力、FP

分布及び線量分布について、THALES２及び MELCOR コードによる事故進展解析と QAD コード

による線量解析による検討を行った。カナダ AECL で開発された LIRIC モデル等を参考として、

格納容器内の放射線場における水溶液中のヨウ素化学挙動に関する機構論的モデルを構築し、化学

反応モデルに関する検討を行った。 [O19～O23, T24～T26]

【特記事項】

照射下の沸騰熱伝達改善に関する研究で、放射線誘起表面活性(RISA)効果に関する JMTR 実験な

どで得られた成果により、第 39 回（平成 18 年度）日本原子力学会賞技術賞「放射線誘起表面活性

による原子炉内伝熱特性の向上」を受賞した。
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T19) 平成 18 年度放射線誘起表面活性効果（RISA）による高性能原子炉に関する技術開発−試験炉

での沸騰熱伝達改善確認試験（IV）成果報告書、平成 19 年 3 月

T20) 平成 17年度高度化軽水炉燃料安全技術調査に関する報告書, 平成 18年 3月, (独)日本原子力研

究開発機構

T21) 平成 18 年度燃料等安全高度化対策事業に関する報告書，平成 19 年 3 月，(独)日本原子力研究

開発機構

T22) 平成 19 年度燃料等安全高度化対策事業（高精度熱水力安全評価技術調査）に関する報告書，

平成 20 年 3 月，(独)日本原子力研究開発機構

T23) 平成 17 年度軽水炉高精度熱水力安全評価技術調査に関する報告書, 平成 18 年 3 月,(独)日本原

子力研究開発機構

T24) 平成 17 年度シビアアクシデント晩期の格納容器閉じ込め機能の維持に関する研究（ガス状ヨ

ウ素基礎試験）報告書、平成 18 年 3 月、(独)日本原子力研究開発機構

T25) 平成 18年度シビアアクシデント晩期の格納容器閉じ込め機能の維持に関する研究(ガス状ヨウ

素基礎試験) 報告書、平成 19 年 2 月、(独)日本原子力研究開発機構

T26) 平成 19年度シビアアクシデント晩期の格納容器閉じ込め機能の維持に関する研究(ガス状ヨウ

素基礎試験) 報告書、平成 20 年 3 月、(独)日本原子力研究開発機構

【用語解説】

OECD/NEA プロジェクト

経済協力開発機構/原子力機関（OECD/NEA）の原子力施設安全性委員会（CSNI）が、国際協力に

よる安全研究の効率的遂行を目指して運営する国際共同プロジェクト。９件の共同実験プロジェクト、

４件のデータベース共同開発等がある。LSTF 実験を主とする OECD/NEA ROSA プロジェクトは原

子力機構が主催する日本初の共同実験プロジェクトで、17 年度に開始し 14 ヶ国 17 機関が参加する。

核熱水力安定性

熱水力要因と核的要因の組み合わせによる BWR 炉心の安定性であって、炉心全体が同位相の振動

現象である炉心安定性と炉心内の領域間で位相がずれる振動現象である領域安定性の２つに分類され

る。BWR 炉心では再循環ポンプの停止などの異常過渡時に発生する可能性があり、炉出力が高い場合

には、流動振動に伴って炉心の一部が過熱する場合がある。

反応度事故（RIA）時の過渡ボイド

BWR で制御棒引き抜きによる RIA が生じた場合、炉心出力は制御棒の周辺かつ炉心の上部で急速

に上昇する。その結果、燃料棒表面には冷却水の急加熱によって蒸気泡（ボイド）が発生し、ごく短

時間（数秒）のうちにボイドの成長、離脱、凝縮による消滅などの複雑な蒸気水二相流挙動が生じる。

ボイド発生に伴う負の反応度によって RIA 時の燃料エンタルピーの上昇が抑制される。

沸騰遷移後（Post-BT）の炉心熱伝達

運転時の異常な過渡変化時等における炉心流量の一時的な低下や炉心出力の増加により、短時間の

沸騰遷移（BT：Boiling Transition、炉心の冷却形態が液膜に覆われた核沸騰から液膜が消失した状

態に遷移）が発生する可能性がある。このとき、スクラムなどによる出力低下や炉心流量の回復によ

って燃料被覆管が短時間でリウェット（再び液膜で覆われて冷却が改善）すると、沸騰遷移状態の持

続が短期間なら、燃料健全性が保たれる可能性を示唆するデータが得られてきている。このため平成

15 年には、これらの成果を基にした「BWR における過渡的な沸騰遷移後の燃料健全性評価基準：2003」

いわゆる「Post-BT 基準」が民間基準として日本原子力学会により策定された。

放射線誘起表面活性（RISA）

金属酸化膜に一定以上の吸収線量を超えるガンマ線を照射したときに表面に現れる電気化学的な反

応で、光触媒に類似した現象。ガンマ線照射により金属酸化被膜中に励起された正孔と電子が、それ

ぞれ酸化被膜表面と酸化被膜金属界面に拡散してアノード反応とカソード反応が生じる。濡れ性の向

上（超親水性）により、限界熱流束（CHF）が向上するほか、腐食低減、放射線計測等の利用が期待

される。

限界熱流束
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沸騰熱伝達において、沸騰モードが急変して伝熱特性が劣化する沸騰危機が生じる熱流束で、核沸

騰から膜沸騰に向けての沸騰遷移によるものと環状液膜などの破断（ドライアウト）によるものの２

種類が有る。

シビアアクシデント

設計基準事象を大幅に超え、安全設計の評価上想定された手段で炉心の冷却や反応度制御ができな

い状態であり、その結果炉心の重大な損傷に至る事象。

ソースターム

炉心損傷事故の際に、炉心から核分裂生成物等の放射性物質が放出される。冷却系及び格納容器の

健全性が失われていると、この放射性物質が環境へ放出される。炉心から放出される放射性物質の種

類、化学形、放出量等を総称してソースタームという。
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図表

図 1 OECD/NEA ROSA プロジェクトでの１７-19 年度実験

OECD/NEA ROSA プロジェクトでは大型非定常試験装置（LSTF）を用いて、圧力容器上部及び下部、

配管での破断を想定した小破断冷却材喪失事故(LOCA)模擬実験、並びに蒸気発生器給水喪失事象模擬

実験を行い、事故時安全に係る熱水力データを得るとともに、蒸気発生器の 2 次側減圧によるアクシ

デントマネジメント策の有効性に関する実験データを得て、参加各国に配布した。
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図 2 OECD/NEA ROSA プロジェクトで実施した LSTF 温度成層化実験と解析の例

水平配管に注入される ECCS 水が高温の一次冷却水と充分に混合せず、配管から原子炉容器に至る流

路で温度成層化現象が観察された。OECD/NEA ROSA プロジェクトでは本実験を含め、合計 9 回の

LSTF 実験を実施し、高精度な熱水力評価手法の開発に有用なデータを取得した。
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図 3 外乱投入時の流量減衰特性（TRAC-BF1 解析結果）

UO2燃料と MOX 燃料の核熱特性の相違（熱伝導時定数、ボイドフィードバック係数及び遅発中性子

発生割合）を模擬した THYNC 実験の解析結果である。減幅比は、MOX 燃料を模擬した場合の方が

UO2燃料の場合より大きくなり、実験結果と定性的に一致した。
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図 4 照射前後での限界熱流束の変化

JMTR での炉内照射前後において，同じ装置・境界条件のもと、限界熱流束（CHF）までの沸騰曲

線データ（壁面過熱度と熱流束）を測定した。本図はこのうち、各流量に対する CHF をプロットし

たものである。その結果、原子炉での照射により CHF が平均約 17%増加することを確認できた。変

化割合は、照射中及び照射後の両条件でほぼ同一であった。これは、RISA 効果の熱伝達特性への影

響と考えられ、照射による伝熱面表面濡れ性の向上が液膜を安定化させてドライアウトを生じにくく

し，CHF の向上に至ったと推測できる。

図 5 低圧試験の単一模擬燃料棒体系における

加熱等価直径及び流入水サブクール度のボイド挙動への影響

単一模擬燃料棒体系の加熱領域を６段（最下段 AL1～最上段 AL6）に分割してボイド率計測を行った

結果を示す。加熱等価直径(Dh)及び流入水サブクール度（T）をパラメータとした。加熱等価直径の

異なる二種類の試験体におけるボイド率の時間履歴を直接比較するため、熱平衡クオリティに基づき

算出した補正時刻を適用した。ハッチング部は、試験部のボイド率が急激に上昇する時刻域を示す。

全てのサブクール度の条件で、ボイド率急昇時刻が加熱等価直径に依らずほぼ一致した。これにより、

加熱等価直径は過渡ボイド挙動に大きな影響を与えないことが明らかとなった。
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図 6 過渡試験で得られた液膜伝播速度の計測結果（無次元数によるまとめ）

高圧単管試験装置では、直接通電により加熱した試験部配管壁の温度計測に基づいて、リウェット時

に壁面上を進展する液膜の伝播速度を計測することができる．本図は，実機の熱水力条件を模擬した

体系で熱出力を減衰させた過渡条件における液膜伝播速度の計測結果（逆数で表示）を初期伝熱面温

度に対してプロットしたものである．図内の線は原子力学会が制定した Post-BT 基準に採用されてい

る工藤・原の実験相関式を示している。同実験相関式は別途行われた 4×4 バンドル試験などに基づい

て開発されたが、体系の異なる本実験結果をも概ね良く予測することがわかった．但し，流量が大き

くかつ壁面温度が高温のときにやや非保守的に過大評価する傾向があることも判明した．今後これら

の結果をもとに同実験相関式の改良を行う予定である．

図 7 CsI 水溶液にガンマ線照射したときのガス状ヨウ素放出挙動

水溶液中の放射線化学的効果により、不揮発性の I−イオンが揮発性の I2や有機ヨウ素に変化し気相に

放出される挙動に関する実験結果である。左図は空気雰囲気と窒素雰囲気、有機物である MIBK(メチ

ルイソブチルケトン)の添加の影響を比較して示す。窒素雰囲気では空気雰囲気の数倍の放出が生じ、

MIBK を添加すると総放出量は減少した。右図は有機ヨウ素としての放出割合を示す。窒素雰囲気の

場合、MIBK 添加により有機ヨウ素の有意な増加が認められた。これらのデータを解析モデル改良の

参考とする。
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重点安全研究成果調査票（中間評価(平成 17～19 年度)）

【研究分野／項目】 【分類番号】 2-2-1

Ⅱ．軽水炉分野／材料劣化・高経年化対策技術

【研究課題名(Title)】

材料劣化・高経年化対策技術に関する研究

Research on Material Degradation and Aging Evaluation Method of Reactor Components

【研究代表者】

［所属］ 安全研究センター 機器･構造信頼性評価研究グループ

［氏名］ 鬼沢 邦雄（おにざわ くにお）

［連絡先］Tel：81-6039／E-mail：onizawa.kunio@jaea.go.jp

［所属］ 原子力基礎工学研究部門 腐食損傷機構研究グループ

［氏名］ 塚田 隆（つかだ たかし）

［連絡先］Tel：81-5381／E-mail：tsukada.takashi@jaes.go.jp

［所属］ 安全研究センター 高経年化対策基盤研究調整グループ

［氏名］ 渡士 克己（わたし かつみ）

［連絡先］Tel：81-6473／E-mail：watashi.katsumi@jaea.go.jp

［所属］ システム計算科学センター 高度計算機技術開発室

［氏名］ 西田 明美（にしだ あけみ）

［連絡先］Tel：80-2518／E-mail：nishida.akemi@jaea.go.jp

［所属］ 安全研究センター 高度化軽水炉燃材料研究グループ

［氏名］ 中村 武彦（なかむら たけひこ）

［連絡先］Tel：81-5044／E-mail：nakamura.takehiko@jaea.go.jp

【研究目的】

経年機器の構造信頼性評価のため確率論的破壊力学解析手法を整備し、放射線による材料劣化挙

動についての照射試験を通して機構論的な経年変化の予測手法及び検出手法の整備や照射誘起応力

腐食割れ(IASCC)に関する照射後試験データの取得を行い、高経年化機器の健全性確認に資する。

また、これらの研究に必要な照射試験設備を JMTR に整備するとともに、3 次元仮想振動台等を整

備する。

【研究内容】

イ．確率論的破壊力学解析手法に関する研究

地震時荷重に対する配管信頼性評価や原子炉容器上蓋貫通部等の複雑形状部におけるき裂進展等

に対する確率論的破壊力学解析手法等の整備を行う。

過渡事象時における原子炉(圧力)容器の健全性や配管溶接部の応力腐食割れ等に対する確率論的

破壊力学解析手法の整備を行う。【保安院受託を含む】

ロ．経年変化の予測手法及び検出手法に関する研究

放射線による材料劣化挙動について、原子炉圧力容器鋼の中性子照射脆化の機構論的評価を行う

ため、照射材について機械的性質等のデータを取得し、予測及び検出手法の精度向上を図る。【一部

JNES 受託を含む】

原子炉圧力容器鋼の粒界脆化に対する破壊靱性評価法を整備するため、中性子照射による不純物

偏析及び破壊靱性の変化に関するデータを取得する。また、溶接熱影響部監視試験片に必要性に関

する知見を得る。【保安院受託を含む】

電線ケーブルのγ線照射による絶縁劣化について、絶縁材内部の劣化分布を検証すると共に、絶

縁劣化評価手法の信頼性・適用性を検証する。【保安院受託を含む】

ハ．照射誘起応力腐食割れに関する研究

軽水炉の長期利用に備えて、JMTR で照射したステンレス鋼の応力腐食割れ（SCC）感受性試験

及びき裂進展試験を行い、炉内構造物の健全性評価の一層の精度向上に必要な照射誘起応力腐食割

れ(IASCC)に関する照射後試験データを拡充する。【一般受託、保安院受託及び JNES 受託を含む】

別添 2
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ニ．3 次元仮想振動台の開発・適用研究

計算科学的手法を用いた 3 次元仮想振動台を、従来の耐震解析で用いられている質点系モデル（従

来法）による解析と本手法および実データとの比較を可能とするように整備し、従来法の保守性の

評価や地震 PSA における機器の損傷確率（フラジリティー）評価に利用できるようにする。

【達成目標】

材料劣化現象の解明と評価手法の開発として、放射線場における材料劣化の機構論的な評価手法

の高度化、圧力バウンダリ配管等の高経年化を考慮した地震時信頼性評価手法の高精度化、確率論

的破壊力学(PFM)解析に基づく構造信頼性評価手法の確立、及び監視試験片による原子炉圧力容器

の破壊靭性評価手法の高精度化を目標とする。このために必要な照射試験施設の JMTR での整備を

開始する。

また、上記成果を基にした高経年化に対する安全規制手法（定期安全レビュー、リスク評価等）

の提案を行う。

IASCC に関する研究では、炉内構造物の健全性評価に必要な IASCC 照射後試験データベースの

構築及び IASCC 健全性評価ガイドラインの策定に寄与する。

【成果の活用方策】

PFM 解析手法については、リスク情報を活用した安全規制への活用に向けて成果を提示する。

PFM 解析に基づく確率論的構造健全性評価法について、平成 18 年度以降日本電気協会「破壊靱性

確認試験方法」、「原子炉構造材の監視試験方法」の改訂の妥当性確認に活用する。

また、平成 18 年度以降日本機械学会「維持規格欠陥評価法」の妥当性確認後、安全評価への活用

を図る。IASCC については、取得データを平成 20 年度に JNES が作成する IASCC 健全性評価ガ

イドラインに反映する。

ケーブル絶縁劣化については JNES｢高経年化技術評価マニュアル、電気計装設備の絶縁低下｣に

反映する。

3 次元仮想振動台については、従来の地震応答解析手法の保守性の評価や地震 PSA における機器

の損傷確率（フラジリティー）評価に利用できる技術基盤として活用する。

【使用主要施設】

大洗研究開発センター 材料試験炉 (JMTR) 及びそのホットラボ

原子力科学研究所 廃棄物安全試験施設 (WASTEF)、JRR-3、タンデム加速器

高崎量子応用研究所 イオン照射研究施設 (TIARA)、コバルト 60 照射施設

【研究の進め方】

大学及び民間との共同研究、委託研究を行い、効率的かつ効果的な研究の推進に努めている。

また、原子力安全・保安院、(独)原子力安全基盤機構等からの受託調査研究による外部資金の調達

を通して、研究成果の安全規制への活用を視野に入れた研究を展開している。

【関連する共同研究、受託研究等】

［共同研究名（実施機関）］

（平成 17 年度）

「協力研究:軽水炉圧力容器鋼における照射欠陥生成過程と照射誘起偏析に関する研究(Ⅱ)」（大阪

府立大学）

「協力研究:中性子照射による原子炉構造材料の経年劣化と磁気特性に関する研究(Ⅲ)」(岩手大学)

（平成 18 年度）

「軽水炉圧力容器鋼における照射欠陥生成過程と照射誘起偏析に関する研究」（大阪府立大学）

「溶接残留応力場におけるき裂進展評価法の高精度化に関する研究」（大阪大学）

「中性子照射による原子炉構造材料の経年劣化と磁気特性に関する研究」（岩手大学）

「高経年 BWR プラントの IASCC に関する研究（その 3）」（産業創造研究所）

「基礎・建屋の耐震シミュレーションに関する研究」（（株）竹中工務店 技術研究所）

（平成 19 年度）

「軽水炉圧力容器鋼における照射欠陥生成過程と照射誘起偏析に関する研究」（大阪府立大学）
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「溶接残留応力場におけるき裂進展評価法の高精度化に関する研究」（大阪大学）

「基礎・建屋の耐震シミュレーションに関する研究」（（株）竹中工務店 技術研究所）

［受託研究名（委託元）］

（平成 17 年度）

「平成 17 年度確率論的構造健全性評価技術調査」（原子力安全・保安院）

「平成 17 年度高照射量領域の照射脆化予測（粒界脆化基礎試験と確率論評価手法の調査）」（原子

力安全基盤機構）

「平成 17 年度高経年 BWR プラントの維持基準策定のための IASCC データ整備に関する研究」

（産業創造研究所）

（平成 18 年度）

「平成 18 年度確率論的構造健全性評価調査」（原子力安全・保安院）

「高経年化対応技術高度化調査研究」（原子力安全基盤機構）

「平成 18 年度高経年 BWR プラントの維持基準策定のための IASCC データ整備に関する研究」

（産業創造研究所）

「平成 18 年度高経年化対策強化基盤整備事業（高経年化対策強化基盤のための安全研究の総合的

推進」（原子力安全・保安院）

「平成 18 年度高度化軽水炉燃材料詳細健全性調査」（原子力安全・保安院）

（平成 19 年度）

「平成 19 年度確率論的構造健全性評価調査」（原子力安全・保安院）

「平成 19 年度高照射量領域の照射脆化予測（粒界脆化基礎試験と確率論評価手法の調査）」（原子

力安全基盤機構）

「平成 19 年度高経年化対策強化基盤整備事業（健全性に関する評価手法等」（原子力安全・保安

院）

「照射済ステンレス鋼のき裂進展挙動特性に関する調査研究」（原子力安全基盤機構）

「平成 19 年度高度化軽水炉燃材料詳細健全性調査」（原子力安全・保安院）

［委託研究名（委託機関）］

（平成 17 年度）

「高経年原子炉材料の放射線影響評価に関する調査（Ⅲ）」（東北大学）

（平成 18 年度）

「原子炉圧力容器鋼のナノスケール組織分析」（東北大学）

「原子炉圧力容器鋼溶接熱影響部の照射脆化に関わるミクロ組織分析」(東北大学)

「原子炉圧力容器鋼溶接熱影響部の照射脆化機構調査」(東京大学)

「イオン照射法による照射脆化予測基盤データ取得と効率的評価手法の調査研究」(東京大学)

「ケーブル劣化メカニズム調査研究｣（東京大学）

「ケーブル劣化の監視・診断特性試験研究｣（早稲田大学）

（平成 19 年度）

「原子炉圧力容器鋼のナノスケール組織分析」（東北大学）

「原子炉圧力容器鋼溶接熱影響部の照射脆化に関わるミクロ組織分析」(東北大学)

「原子炉圧力容器鋼溶接熱影響部の照射脆化機構調査」(東京大学)

「イオン照射法による照射脆化予測基盤データ取得と効率的評価手法の調査研究」(東京大学)

「ケーブル劣化メカニズム調査研究｣（東京大学）

「ケーブル劣化の監視・診断特性試験研究｣（早稲田大学）

「バルクおよび表面における水の放射線分解のシミュレーション解析」(東京大学)

「照射硬化、照射誘起偏析に関する照射速度効果の実験的評価およびモデリング」(東京大学)

「SCC 挙動への変動応力影響評価法の検討」（茨城大学）

「H2O2注入雰囲気の電気化学的評価」（芝浦工業大学）

「BWR 実機水化学環境の解析評価」（㈱東芝）

「照射硬化、照射誘起偏析に関する照射速度効果の調査解析」（㈱東芝）

「材料表面へのガンマ線照射効果試験に関する検討」（日立 GE ニュークリア・エナジー㈱）

「SCC 発生進展と照射による材料特性変化と相関評価」（日立 GE ニュークリア・エナジー㈱）
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【研究実施内容及び成果（平成 17～19 年度）】

イ．確率論的破壊力学解析手法に関する研究

地震時配管信頼性評価コードとして、地震ハザード解析、地震応答解析、及び応力腐食割れや流

動加速腐食に対する配管信頼性解析の各プログラムを統合し、経年配管の構造信頼性評価手法とし

て取りまとめるとともに、各プログラムを公開した。

平成 17 年度までに整備した配管用 PFM 解析コードを基に、原子炉圧力容器貫通ノズル溶接部付

近におけるき裂の発生・進展に対応した確率論的破壊力学解析コードを整備した。

また、19 年度には、耐震設計審査指針の改訂及び中越沖地震を受けて、地震時における経年配管

の構造信頼性に関する研究として、配管溶接部等の残留応力場に及ぼす過大な地震荷重の影響に関

する解析に着手し、今後の PFM 解析手法整備に有用な成果を得た。

原子炉圧力容器肉盛溶接部に関して、非破壊検査モデル、残留応力評価試験および有限要素解析

モデルの整備、肉盛溶接部近傍にき裂がある場合の破壊力学解析手法の検討を行った。図 1 に肉盛

溶接部を考慮した非破壊検査モデルに関する解析結果の例を示す。加圧熱衝撃時の原子炉容器の破

壊確率に関して、最大き裂検出確率の影響が大きいことを確認した。

配管溶接部に関しては、溶接残留応力試験及び有限要素解析を実施して PFM 解析に用いる 250A

配管の残留応力データベースを拡充した。図 2 に 250A 管の溶接継手部における溶接残留応力分布

の例を示す。また、溶接残留応力のばらつきや供用期間中検査における超音波探傷試験精度をモデ

ル化し、応力腐食割れに対する PFM 解析基本コードを完成させた。

加圧熱衝撃等の過渡事象時における原子炉容器の破損確率に関して、18 年度は確率論的破壊力学

解析コード PASCAL2 を用いて、破壊靱性評価式及び過渡事象の影響を調べた。また、代表的な過

渡事象に関して、PASCAL2 による国内プラント相当の解析結果と、米国パイロットプラント研究

の結果とを比較し、破損確率に及ぼす各過渡事象の影響度の相違を明らかにした。平成 19 年度は、

米国 NRC により提案された PTS 規則の代替手法および米国 Beaver-Valley 発電所の原子炉容器に

対するき裂分布について知見をまとめた。また、PASCAL2 を用いて国内外の過渡事象等について

決定論と確率論による破壊力学評価の相関を検討し、両者に相関があることを示した。

ロ．経年変化の予測手法及び検出手法に関する研究

昨年度までに材料試験炉(JMTR)で照射を行った原子炉圧力容器鋼について、照射誘起析出物の微

視組織、組成、及び磁気的と機械的性質との相関についてのデータを JMTR ホットラボ等で取得す

るとともに、イオン照射研究施設（TIARA）及びタンデム加速器で電子線照射あるいはイオン照射

を行ったモデル合金について電気抵抗率変化及び機械的性質に関するデータを取得し、照射脆化の

検出及び機構に関する知見を得た。また、原子炉圧力容器鋼の磁気的性質に関する JMTR での照射

中その場測定手法を開発するとともに、磁気的性質と機械的性質の変化の相関に関するデータを取

得した。

試験研究炉において中性子照射された原子炉圧力容器鋼（リンの含有量が 0.008 ～0.018 wt.%）

について、オージェ電子分光分析装置による粒界分析を行った。その結果、粒界脆化の原因となる

リンの粒界濃度は、中性子照射量とともに増加することを明らかにした。また、粒界脆化した鋼材

の破壊靱性評価に関して、非照射材により破壊靱性マスターカーブ法の適用法を明らかにするとと

もに、JMTR ホットラボで照射材のシャルピー衝撃試験及び破壊靱性試験を行い、シャルピー遷移

温度と破壊靱性参照温度はほぼ一対一の対応を示すことを明らかにした

原子炉圧力容器鋼の破壊靱性評価に関して、IAEA 国際ラウンドロビン試験として、新たに動的

破壊靱性試験データを取得するとともに、試験片形状・寸法効果、負荷速度及び非均質材の破壊靱

性データをとりまとめて IAEA に報告した。

原子炉圧力容器鋼における溶接熱影響部（HAZ）の中性子照射脆化に関する研究として、不純物

含有率を変えた鋼材の母材、溶接継手及び HAZ 再現熱処理材を用いて、機械的性質（シャルピー衝

撃・破壊靱性）とミクロ組織についてのデータを取得した。また、溶接を模擬した有限要素法によ

る伝熱解析結果から、HAZ における金属組織マップを作成する手法を開発した。

ケーブル絶縁劣化研究として、既存情報の収集分析及び検出手法としての広帯域インピーダンス

分光法の検討を推進した。

ハ．照射誘起応力腐食割れに関する研究

平成 18 年度には、各種照射後材料試験片を装荷し 5 年間に亘って行った照射キャプセル 10 体の

中性子照射試験を、JMTR 第 165 サイクルまでの運転により全て終了した。試験片の最大積算中性
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子照射量は、8.5×1025 m-2であった。

照射済みの試験片を用いて、JMTR ホットラボで BWR 条件を模擬した高温水中における SCC き

裂進展試験を、高溶存酸素濃度(DO)および低 DO 水質中で実施し、SCC き裂進展速度データを取

得・解析した。また、き裂進展データの解析に用いるため、高温水中低ひずみ速度試験、引張試験、

硬さ試験等を実施した。

得られた上記のデータは、(独)原子力安全基盤機構が作成する IASCC 健全性評価ガイドライン策

定のための基礎データとして用いられた。

JMTR 第 165 サイクルでは、実用炉内の環境を模擬した JMTR 炉内での照射下応力腐食割れ試験

を終了し、得られた照射下き裂進展データを上記で取得した照射後試験データと比較し、中性子照

射と高温高圧水の同時作用効果について検討した。図 3 にこれまでに取得した SUS316L 材のき裂

進展速度と応力拡大係数の関係を示す。

平成 19 年度には、炉内構造物、配管の SCC に対する放射線分解水質及び照射速度の影響に関す

る研究を開始し、過酸化水素注入条件及びガンマ線照射下でのステンレス鋼の高温水中腐食挙動に

関する知見などを取得した。

材料試験炉における材料照射試験計画の概念検討として、18 年度は試験項目と条件などに関する

検討を行い、試験に必要な装置の概念設計を実施した。19 年度は、軽水炉の長期利用に備えて照射

環境下でのステンレス鋼の応力腐食割れ（SCC）の発生・進展、応力発生源、応力発生源及び原子

炉圧力容器鋼の破壊靭性の変化を評価するため、JMTR を用いた照射試験装置の詳細設計を実施し

て、その設置場所などの整備を開始した。また、ハフニウム板型制御棒に SCC による損傷が発生し

た原因の１つと考えられるハフニウムの照射成長などの特性を調べるための基礎試験を開始した。

試験課題や条件の設定などに当たっては産業界と緊密に情報を交換した他、SCC 試験技術開発や試

験条件設定に関しては原子力基礎工学部門と、JMTR での装置の設計・整備準備に関しては照射試

験炉センターと連携して実施した。

ニ．3 次元仮想振動台の開発・適用研究

3 次元仮想振動台は、部品モデルを集積して大規模プラントモデルを構成し、高速ネットワーク

を活用した計算機結合で実用的な計算速度を確保する。平成 19 年度までに実プラントデータによる

大規模データ取り扱い技術を実証した。
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72) 飛田徹、勝山仁哉、西山裕孝、鬼沢邦雄、原子炉圧力容器鋼溶接熱影響部の監視試験片省略に

関する検討(第二報) 破壊靱性と金属組織の相関、日本原子力学会 2008 年秋の大会 高知

(2008).
73) 鬼沢邦雄、松澤寛、原子炉容器の破損確率に及ぼすき裂分布及び過渡事象の影響、日本機械学

会Ｍ＆Ｍ2008 材料力学カンファレンス講演論文集、2008 年 9 月 草津 (2008).

受託調査報告書

74) 原子力安全基盤機構受託事業「平成 17 年度高照射量領域の照射脆化予測（粒界脆化基礎試験

と確率論評価手法の調査）」報告書、原子力機構、平成 18 年 2 月

75) 原子力安全・保安院受託事業「平成 17 年度確率論的構造健全性評価技術調査」報告書、原子

力機構、平成 18 年 3 月

76) 産業創造研究所受託事業「平成 17 年度高経年 BWR プラントの維持基準策定のための IASCC

データ整備に関する研究」報告書、原子力機構、平成 18 年 3 月

77) 原子力安全基盤機構受託事業「高経年化対応技術高度化調査研究」報告書、原子力機構、平成

19 年 2 月

78) 原子力安全・保安院受託事業「平成 18 年度確率論的構造健全性評価調査」報告書、原子力機

構、平成 19 年 3 月

79) 産業創造研究所受託事業「平成 18 年度高経年 BWR プラントの維持基準策定のための IASCC

データ整備に関する研究」報告書、原子力機構、平成 19 年 3 月

80) 原子力安全・保安院受託事業｢高経年化対策強化基盤整備事業（高経年化対策強化基盤のため

の安全研究の総合的推進）｣報告書、原子力機構、平成 19 年 3 月

81) 原子力安全・保安院受託事業「平成 18 年度高度化軽水炉燃材料詳細健全性調査」報告書、原

子力機構、平成 19 年 3 月

82) 原子力安全基盤機構受託事業「平成 19 年度高照射量領域の照射脆化予測（粒界脆化基礎試験

と確率論評価手法の調査）」報告書、原子力機構、平成 20 年 2 月

83) 原子力安全・保安院受託事業「平成 19 年度確率論的構造健全性評価調査」報告書、原子力機

構、平成 20 年 3 月

84) 原子力安全・保安院受託事業｢高経年化対策強化基盤整備事業（健全性に関する評価手法等）｣

報告書、原子力機構、平成 20 年 3 月

85) 原子力安全・保安院受託事業「平成 19 年度高度化軽水炉燃材料詳細健全性調査」報告書、原

子力機構、平成 20 年 3 月

86) 原子力安全基盤機構受託事業「照射済ステンレス鋼のき裂進展挙動特性に関する調査研究」報

告書、原子力機構、平成 20 年 3 月

【用語解説】

中性子照射脆化

中性子などの照射で、材料の破壊に対する裕度が低下する現象。原子炉圧力容器では、監視試験

片により破壊靱性の低下を評価するとともに構造健全性を確認し、安全な運転を確保している。

破壊靱性マスターカーブ法
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フェライト鋼のように低温で脆性破壊を示し、高温で延性破壊を示す鋼材に対して、その延性脆

性遷移温度域で破壊靱性試験を行い、破壊発生時の J 積分値に基づいて破壊靱性値の平均とばらつ

きを評価する。得られる破壊靱性値は鋼種によらず、マスターカーブと呼ばれる一定の温度依存性

を示すことから、評価結果を基に破壊靱性値の参照温度を求めることにより、破壊靱性の延性脆性

遷移挙動を評価できる。

確率論的破壊力学(PFM)

破壊力学は、材料中にき裂の存在あるいは発生を想定し、機器・構造物の破壊に対する裕度を評

価する工学的手法。確率論的破壊力学は、き裂形状など破壊現象に影響する種々のパラメータに、

確率的な分布を与えて評価する手法。統計的なばらつきや不確実性がより合理的に評価できるもの

として期待されている。

照射誘起応力腐食割れ(IASCC)

オーステナイト系ステンレス鋼などの炉内構造材が、ある程度以上の中性子照射を受けると、照

射による材料変化（照射硬化、照射誘起偏析など）のために、高温水中において応力腐食割れ(SCC)

感受性を有するようになる現象。

応力腐食割れ(SCC)

材料が、引張り応力の作用した状態で腐食環境下に曝されることで、き裂の発生や進展が生じる

ようになる現象。オーステナイト系ステンレス鋼の溶接部近傍では、溶接時の熱影響により、応力

腐食割れを起こす条件を満たし易くなることがある。
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重点安全研究成果調査票（中間評価(平成 17～1９年度)）

【研究分野／項目】 【分類番号】 3-1-1

Ⅲ．核燃料サイクル施設分野／安全評価

【研究課題名(Title)】

核燃料サイクル施設の臨界安全性に関する研究

Research on Criticality Safety for Nuclear Fuel Cycle Facilities

【研究代表者】

［所属］ 安全研究センター 核燃料サイクル施設安全評価研究グループ

［氏名］ 内山 軍蔵（うちやま ぐんぞう）

［連絡先］Tel：029-282-6742 E-mail：uchiyama.gunzo@jaea.go.jp

【研究目的】

再処理施設及び MOX 燃料加工施設の臨界事故等に関する実験データを蓄積するとともに、高精

度の臨界安全評価手法を整備する。また、軽水炉における高燃焼度燃料や MOX 燃料の利用、並び

に使用済燃料の輸送及び中間貯蔵施設の安全基準整備に資するため、燃焼度クレジット、臨界管理

手法及び臨界安全データベースを整備する。

【研究内容】

イ．臨界安全評価手法の整備に資するため、溶液燃料体系における高精度の臨界ベンチマークデー

タ、臨界超過時の過渡特性データを系統的に取得する。また MOX 燃料体系の臨界特性データ、

臨界事故評価手法の整備を行い、臨界データベースの整備を行う。【一部、文科省、保安院受託】

ロ．燃焼度クレジットを考慮する際の臨界安全評価手法を整備するため、燃焼による核種組成変化

の評価とこれを考慮した臨界解析を統合した解析コードを整備し、燃焼燃料の臨界管理手法の

整備を行う。

【達成目標】

実験的及び解析的評価により、再処理施設及び MOX 燃料加工施設で取扱われる燃料に対する臨

界安全評価手法、データベースを整備するとともに、燃焼度クレジットを考慮した臨界管理手法の

整備を行う。

【成果の活用方策】

MOX 燃料加工施設の設工認、保安規定、保安検査、施設定期検査に適用する技術基準に、また、

六ヶ所再処理施設の後続規制に係る安全確保方策の検討時に活用できる。さらに、随時行われてい

る事業者からの申請に対して最新の知見として活用できる。

【使用主要施設】

・原子力科学研究所 燃料サイクル安全工学研究施設（NUCEF）

【研究の進め方】

MOX 燃料加工施設の許認可手続き、六ヶ所再処理施設の後続規制等にタイムリーに応えるために、

産業界の動向を把握しつつ、中期計画及び原子力安全委員会が定める「原子力の重点安全研究計画」

に沿って研究を進める。燃料サイクル安全工学研究施設（NUCEF）に設置されている臨界実験装

置による実験、OECD/NEA の国際臨界安全ベンチマーク評価プロジェクトへの参加、フランス

IRSN との研究協力を通じて実験データを取得しつつ、これを活用して各種のデータベース、解析・

評価手法の整備を行う。

【関連する共同研究、受託研究等】

［共同研究名（実施機関）］

BWR 燃料に対する燃焼解析手法の開発（東北大学、原子力機構）

別添 2
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［受託研究名（委託元）］

「再処理施設臨界安全技術開発等①再処理施設臨界安全技術開発」（文部科学省）

「MOX 燃料加工施設安全技術調査等（臨界事故安全評価等調査）」（原子力安全･保安院）

［委託研究名（委託機関）］

なし

【研究実施内容及び成果（平成 17～19 年度）】

イ．臨界安全データの取得・整備

（１）溶液燃料体系における高精度の臨界ベンチマークデータの取得

定常臨界実験装置 STACY（図 1）を用いて、濃縮度 5%の二酸化ウラン燃料棒と濃縮度 6%の

硝酸ウラニル溶液により再処理施設の溶解工程を模擬した体系を構成し、溶液に添加したSm、

Cs、Rh、Eu の反応度価値データを取得し（図 2）、燃焼度クレジットを考慮した安全基準整備

に必要なコードシステムの開発に向けた検証を行った3。また、可溶性毒物ガドリニウム（Gd）

を溶液に添加した臨界ベンチマークデータも取得した。

（２）溶液燃料体系の臨界超過時の過渡特性データの取得

過渡臨界実験装置 TRACY を用い、水反射体付き炉心で徐々に溶液を増加すること（ランプ給

液）による臨界事故を模擬した実験データを取得し、反射体が付かない炉心の実験データと比

較した（図 3）。

（３）MOX 燃料体系の臨界特性データの整備

MOX 燃料加工施設の均一化混合設備において MOX 粉末、ウラン粉末、及び添加剤の混合にお

いて臨界安全上最も厳しい燃料分布を求める計算コード OPT-TWO を開発し、中心部に MOX

粉末、周辺部にウラン粉末、添加剤が中心部に非均質に存在する分布が最も保守的な分布にな

るとの結果を得た（図 4）。また、MOX 燃料加工施設の臨界事故評価に必要な物性データを整

備した 。

（４）MOX 燃料体系の臨界事故評価手法の整備

MOX 燃料加工施設の均一化混合設備で想定される MOX 粉末、ウラン粉末、及び添加剤として

投入されるステアリン酸亜鉛の 3 種類の粒子の混合に対する臨界事象解析コードを開発し、臨

界事象を仮想した評価に適用できることを確認し、その適用範囲は添加剤が溶融する反応度

0.1$から急激に熱分解する反応度 3$までであることを示した（図 5）4。

ロ．燃焼度クレジットを考慮した臨界管理手法の整備

（１）燃焼による核種組成変化の評価

ベツナウ 1 号機（スイス）の MOX 燃料照射後試験データを用いて、燃焼解析コード SWAT2

が MOX 燃料についてもウラン燃料と同等の精度で核種生成量を評価できることを確認し、燃

焼度クレジットを考慮した安全基準整備に必要なコードシステムの開発に向けた検証を行った

（図 6）。

（２）燃焼・臨界統合解析コードの整備

燃焼解析コード SWAT 及び ORIGEN2 の出力結果をもとに、任意の臨界計算コードの入力デー

タを作成するシステムの開発をおこなった。これにより、SWAT や ORIGEN2 を使用して燃焼

燃料の組成変化を評価し、その結果を臨界安全評価に簡便かつ効率的に取り入れることが可能

となった（図 7）。さらに、統合化燃焼計算コードシステム SWAT2 を拡張し、MCNP を使った

燃焼計算を可能とした SWAT3 を開発し、その精度評価を進めた。

【特記事項】

【研究成果の発表状況】

雑誌掲載論文：

1) K. Suyama, H. Mochizuki*,"Effect of neutron induced reactions of neodymium-147 and 148

3 文部科学省からの受託事業「再処理施設臨界安全技術開発等①再処理施設臨界安全技術開発」
4 原子力安全・保安院からの受託事業「MOX燃料加工施設安全技術調査等（臨界事故安全評価等調査）」
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【用語解説】

反応度価値

原子炉(炉心)などの臨界体系に何等かの物質を挿入したとき、その体系に生じた反応度の変化量を

数値で表現したもの。単位として、ドルとその 1/100 のセントがある。

SWAT、SWAT2、SWAT3 コード

核種生成･消滅計算コード ORIGEN2 と中性子輸送計算コードを組み合わせて燃焼計算を行う。

約 1000 種類の核種の生成量等を解析することができる。なお、SWAT コードでは中性子輸送計算

コードとして 1 次元輸送計算に基づく SRAC のみが使用可能であったが、SWAT2 コード及び

SWAT3 では、連続エネルギーモンテカルロ計算コード MVP 及び MCNP を順次追加で使用可能と

した。

ステアリン酸亜鉛

MOX 燃料粉末の調整に用いられる添加剤。H､C のような軽元素を含むため中性子の減速材とな

り得る。124℃程度で融解し、400℃程度で熱分解する。

OPT-TWO コード

MOX, UO2, ステアリン酸亜鉛の混合系の臨界安全上最も厳しい分布を計算する。2 次元体系を扱

うことができる。
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図表

燃料溶液部 ( 59 cm 外径 )

非均質部 ( 31 cm 外径 )

- 5%EU:333 本

- 正方格子配列

- 格子間隔 : 1.5cm

- Vm/Vf : 2.9

a) 実験装置内部

安全板覆い

天板

中性子検出器

タンク本体

b) 臨界実験装置外観

図 1 定常臨界実験装置（STACY）

本装置は NUCEF の定常臨界実験装置（STACY）で、非均質体系炉心での臨界実験に用いる。直径

約 60 cm の円筒形状の炉心タンク内に、ウラン酸化物燃料棒 333 本をピッチ 1.5 cm の正方格子で予

め配列しておく。配列の外周はほぼ「円」になるようになっており、炉心タンク内に硝酸ウラニル水

溶液を給液することにより、燃料棒と溶液燃料が存在する「非均質部分」と、その周りの溶液燃料の

みからなる「均質部分」が構成され、双方があいまって全体で臨界となる。この硝酸ウラニル水溶液

に、FP 元素あるいはガドリニウム元素を添加し、臨界量の測定を行った。
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実験番号

臨
界

液
位

(m
m
)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14
400

500

600

FP無し（ウラン溶液燃料のみ）

Sm溶液
添加

Cs溶液
添加

Rh溶液
添加

Eu溶液
添加

U濃度
～330 g/L

ウラン：323 g/L Sm：0.12 g/L
Cs：2.8 g/L Rh：1.2 g/L
Eu：0.02 g/L 遊離硝酸濃度 2.0N

最終的なウラン溶液組成
（実験番号14）

Sm濃度
～0.14 g/L

Cs濃度
～3.4 g/L

Rh濃度
～1.3 g/L

Eu濃度
～0.02 g/L

図 2 FP 元素を添加した STACY 臨界実験

FP が臨界に与える負の効果について、原子力科学研究所の定常臨界実験装置 STACY を用いて精密

な測定を行った。燃焼度クレジットを導入するメリットが大きい再処理施設の溶解工程を模擬して、

ウラン燃料棒(235U 5wt%)を配列した炉心タンクに底のノズルからウラン溶液燃料(235U 6wt%)を供

給し、臨界となる溶液量を測定した。ウラン溶液燃料にウラン 1 t あたり 30 GWday の積算出力を得

た場合の蓄積濃度に相当するサマリウム(Sm)、セシウム(Cs)、ロジウム(Rh) の各天然元素を順次追加

した。その結果、中性子の吸収量が増え、臨界液位が増えた。同様にユーロピウム(Eu)も追加したが、

溶液燃料全体の体積が増えて Sm などの濃度が下がった効果が Eu の濃度増加の効果よりも大きく、

臨界液位は減った。



62

1.E+03

1.E+04

1.E+05

1.E+06

1.E+07

0 20 40 60 80 100

時間(s)

出
力

(W
)

反射体なし
（R161）RF0.83$

水反射体付き
（R352）RF0.81$

図 3 水反射体付き及び反射体なし炉心における臨界超過時の出力時間変化の比較

原子力科学研究所の過渡臨界実験装置 TRACY 炉心タンクに底のノズルからウラン溶液を徐々に供

給して、臨界超過状態にして、出力の時間変化を測定した。50cm 厚の水反射体を炉心タンク外側に付

けた状態で実験を行った。過去にほぼ等しい臨界超過状態での実験を反射体がない状態で実施した。

両者の実験結果を比較したところ、水反射体付きの方が、出力の第１ピークの値がやや大きいという

結果を得た。温度が高くなることによる反応度への負のフィードバック効果が、反射体がない炉心に

比べて水反射体付き炉心の方が数%小さいためと考えられる。
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MOX 粉末 添加剤

図 4 粉末混合装置モデルにおける臨界安全評価上で最も厳しい燃料濃度分布の解析例

MOX 燃料加工施設において、MOX 取扱量の最も大きな粉末混合装置のモデルを対象に、臨界特性

データを整備した。2 次元 MOX 燃料最適濃度分布計算コード OPT-TWO を用いて、臨界安全評価上

で最も厳しい燃料濃度分布を計算した。PuO2富化度 18wt%、添加剤濃度 0.1g/cm3の計算結果の例を

示す。左側は MOX 濃度の分布で、中心部で MOX、周辺部で二酸化ウランの濃度が高くなっている。

右側は添加剤の分布で、中心部 MOX 粉末領域の中に入り込んだ球殻状の分布になっている。
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図 5 粉末混合装置モデルの臨界事象の解析例

MOX 燃料加工施設の粉末混合装置モデルを対象に、臨界事象が起きたとした場合の出力の変化を調

べた。反応度添加後 0.1 秒程度で一度 1×1015 fission/s 程度まで出力が上昇し、その後は単調に下降

している。500 秒まで計算を実施したが、燃料部の最高温度は 20 ℃のままであり、出力の下降は温

度のフィードバックのためではないことがわかる。混合攪拌初期の 0.2 秒間の間、全反応度が正とな

るが、その時間が短いために出力が大きくなる前に体系が未臨界となり、出力が下降したと考えられ

る。

単位：g/cm3
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図 6 FP 核種生成量評価結果

照射済 PWR-MOX 燃料（44 GWd/t 及び 55GWd/t）の同位体組成データを、連続エネルギモンテ

カルロコード MVP を使用した統合化燃焼計算コードシステム SWAT2 によって解析した結果を示す。

C/E は（計算値/実験値）を表す。これによって、MOX 燃料に対しても、従来の UO2燃料を対象とし

た解析で得られていた同様の解析精度、すなわち主要 U、Pu 同位体に対して 5%の精度で同位体組成

が得られる事を確認できた。FP については、不溶性残渣として残る金属類について C/E の値が大き

くなっているのを除くと、5-10%の精度で推定可能であることがわかった。
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図 7 燃焼計算結果ポスト処理システムの概要

SWAT または ORIGEN2 によって書き出されたファイルを処理し、MVP を始めとする各種臨界計

算コードの入力で必要とされる原子個数密度データを作成する燃焼計算ポスト処理システム（燃焼計

算結果ポスト処理システム）を作成した。本システムを利用すると、 インターネットを通じた会話型

の実行による 1 回ごとの臨界計算のほか、コマンドラインを通じて多数回の臨界計算を自動的に行う

ことも可能となっている。
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【研究目的】

核燃料サイクル施設の火災・爆発・臨界事故が万一発生した時の放射性物質の放出・移行特性等

に関する基礎データを取得し、安全審査等に対する科学的知見を提供する。

【研究内容】

イ．核燃料サイクル施設における火災・爆発・臨界事故の放射性物質放出・移行特性及び施設の閉

じ込め性能の定量的評価に係る基礎データの収集及び評価モデルの検討を行う。

ロ．MOX 燃料加工施設に対する安全審査及び後段規制に資することを目的として、同施設内で想定

される火災事故時の施設が有する閉じ込め安全性能を定量的に評価するための基礎データを実

験的に取得・整備する。【JNES 受託】

【達成目標】

実験的及び解析的評価により、異常反応を含む火災・爆発危険性の評価に必要なデータベースを

取得・整備するとともに、施設が有する閉じ込め機能に関する安全評価手法の開発を行う。

【成果の活用方策】

MOX 燃料加工施設の設工認、保安規定、保安検査（経年劣化の評価を含む）、施設定期検査に適

用する技術基準に、また、六ヶ所再処理施設の後続規制に係る安全確保方策の検討時に活用できる。

さらに、随時行われている事業者からの申請に対して最新の知見として活用できる。また、取得・

整備した基礎データ及び評価手法は、現在導入が検討されているリスク情報を活用した原子力安全

規制に活用できる。

【使用主要施設】

・原子力科学研究所 第４研究棟

・原子力科学研究所 機械化工特研

【研究の進め方】

MOX 燃料加工施設の設工認、保安規定、保安検査（経年劣化の評価を含む）、施設定期検査に適

用する技術基準、また、六ヶ所再処理施設の後続規制に係る安全確保方策の検討に反映させること

を念頭に置き、中期計画及び原子力安全委員会が定める「原子力の重点安全研究計画」に沿って研

究を進める。MOX 燃料加工施設における火災時の閉じ込め評価に係る試験研究は、(独)原子力安全

基盤機構(JNES)からの受託研究として実施する。

【関連する共同研究、受託研究等】

［共同研究名（実施機関）］

なし。

［受託研究名（委託元）］

・MOX 燃料加工施設火災時ソースターム試験（JNES）
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［委託研究名（委託機関）］

なし。

【研究実施内容及び成果（平成 17～19 年度）】

核燃料サイクル施設の事故時の放射性物質の放出・移行特性に関する研究として、MOX 燃料加工

施設を含む核燃料サイクル施設で想定される可燃性廃棄物の燃焼に伴う、エネルギー放出特性、模

擬放射性物質と煤煙の放出特性に係るデータを取得した。また、溶液燃料臨界事故時の硝酸水溶液

からの放射性ヨウ素の放出特性を定量的に把握するため、放射線照射下でのヨウ素の放出率及び積

算放出量の経時変化に関する試験を行い、水溶液中の硝酸濃度及び共存有機物濃度をパラメータと

したヨウ素放出データを取得した。

(1) 核燃料サイクル施設の火災事故時の放射性物質の放出・移行特性に関する研究

原子力機構が所有する「火災時ソースターム実験装置」（図 1）を用いて、可燃性物質の燃焼に伴

うエネルギー放出特性、模擬放射性物質と煤煙の放出特性に係るデータを取得した。

再処理施設に関しては、抽出有機溶媒（30%TBP/ドデカン）の燃焼特性データを取得し、燃焼に

伴う煤煙の放出特性データを取得した。煤煙の質量中央径は、HEPA フィルタの捕集効率が最も低

い粒子径（0.15μm）に近い 0.2μm 程度であった。煤煙化率（抽出溶媒の質量減少量に対する煤煙

の発生質量の割合）は最大で約 3%となった。

JNES からの受託事業｢MOX 燃料加工施設火災時ソースターム試験｣として、ＭＯＸの閉じ込め機

能を担うグローブボックスに着目し、グローブボックスの構成材（パネル、パッキン、グローブ等）

の燃焼に伴うエネルギー放出特性あるいは模擬放射性物質と煤煙の放出特性データの取得を行った。

試験では、これら構成材のうち、可燃性物質でありかつ大きな存在割合を占めるアクリル（グロー

ブボックスのパネル材として使用）に着目し、空気雰囲気条件及び酸素濃度をコントロールした雰

囲気条件のもとで、これら燃焼データを取得した（図 2）。

また、示差熱・熱重量同時測定装置等の熱分析装置（以下、DTG という。）を用いることで、こ

れら構成材の昇温に伴う熱分解特性データ（熱分解開始温度、熱分解ピーク温度、熱分解吸発熱量、

熱分解反応速度定数等）を取得した。これらのデータを用いることで、グローブボックスの内外で

火災が発生した場合のグローブボックスパネル材の熱分解による静的閉じ込め性の低下の経時変化

をシミュレーションするための評価モデルを検討した。その結果、耐熱性の観点において、アクリ

ルに対して優位性を有するものと考えられてきたポリカーボネートは、空気雰囲気下でかつ火災規

模が大きい場合には、アクリルよりも早い時間で熱分解を生じ、質量が失われる可能性があること

が示された（図 3）。

MOX 燃料加工施設では比放射能が高い MOX を使用するため、比較的長い期間連続的に使用され

る設備に関しては、設備が有する閉じ込め性能に対する放射線劣化の影響を定量的に見積もること

が重要となる。そこで、原子力機構が所有する Co-60 ガンマ線照射装置を用いてパネル材（アクリ

ル及びポリカーボネート）にガンマ線を照射（照射線量条件：～880 kGy）するとともに、放射線

劣化を受けたこれらパネル材の熱分解特性を DTG を用いることで観察することで、これらの熱分

解特性に対する放射線劣化の影響を調べた。ポリカーボネートについては試験を行った全照射線量

条件において、また、アクリルについては比較的低線量条件（～3 kGy）において、熱分解特性に

対する放射線劣化の影響は観察されなかった。一方で、アクリルの場合は、25 kGy～880 kGy の比

較的高線量条件では、熱分解開始温度の低温側へのシフトや熱分解ピークの分裂等の影響が観察さ

れた（図 4）。照射線量が 3 kGy であっても、実施設においてパネル材が長期間更新させずに使用さ

れ続けた場合に想定されるパネル材が受ける積算の照射線量と比べて十分大きい値であると考えら

れる。このことから、実施設においてこれらパネル材が長期間更新なしに使用されたとしても、そ

の間の放射線劣化による熱分解特性に対する有意な影響はないと考えられる。

(2) 硝酸溶液からのヨウ素の放出挙動評価に関する研究

溶液燃料臨界事故時の放射性ヨウ素の放出特性を定量的に把握するためには、臨界事故時の核出

力条件によるヨウ素種生成・放出のみならず、溶液中のヨウ素種が揮発性ヨウ素種に変化する因子

も検討する必要がある。溶液中のヨウ素種が揮発性ヨウ素種に変化するための重要な因子と考えら

れる硝酸水溶液ならびに放射線照射の影響を実験的に検討するため、放射線照射下での硝酸水溶液
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からのヨウ素の放出率及び積算放出量の経時変化に関する試験を行い、水溶液中の硝酸濃度及び共

存有機物濃度をパラメータとしたヨウ素放出データを取得した(図 5)。
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【用語解説】

質量中央径

煤煙等の粒子の粒子径分布において、ある粒子径より大きな粒子の質量が、全粒子の質量の 50%

を占めるときの粒子径である。

示差熱・熱重量同時測定装置

「物質及び基準物質の温度を調節されたプログラムに従って変化させながら、その物質と基準物

質の間の温度差を温度の関数として測定する技法」である示差熱分析（DTA）と「物質の温度を調
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節されたプログラムに従って変化させながら、その物質の質量を温度の関数として測定する技法」

である熱重量測定（TG）を同時に行える熱分析装置である。本試験で使用した装置は、室温から

1,500 ℃までの広い温度範囲での吸発熱と質量減少を同時測定することが可能であるため、比較的

高温で熱分解する高分子化合物等の熱分解特性についても測定することが可能である。

アクリル

メタクリル酸メチルを主成分とするポリマーで、優れた透明性、耐候性、表面光沢などを生かし

て、電気、光学用部品等に広く用いられている。メタクリル樹脂は透明な熱可塑性ポリマーであっ

て、100℃以上に加熱することによって軟化し、200℃以上に過熱すると分解してメタクリル酸メチ

ルモノマーを生成する。グローブボックスのパネル材として使用されている。

ポリカーボネート

炭酸エステル結合を有する重合体の総称であるが、市販されているポリカーボネートのほとんど

は二価ヒドロキシ化合物として 2,2-ビス(4-ヒドロキシフェニル)プロパンを用いたポリマーである。

自己消炎性を有すると報告されており、アクリルと同様に、グローブボックスのパネル材として使

用されている。
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図 1 火災時ソースターム実験装置の概要

可燃性物質の燃焼に伴う、エネルギー放出あるいは模擬放射性物質と煤煙の放出特性に係る基礎的

なソースタームデータを取得するための実験装置である。主として、給気ダクト、燃焼セル、希釈ダ

クト、フィルタユニット及び排気ダクトから構成される。燃焼セルには内部観察用の防煙ガラスが設

置されており、その防煙ガラスの内部で燃焼物質を実際に燃焼させ、それに伴う火炎からの輻射熱量

や燃焼物質の質量減少、燃焼物質からの煤煙及び燃焼物質に共存する模擬放射性物質の放出量、HEPA

フィルタの目詰まりによる差圧上昇データを同時に計測することができる。マスフローコントローラ

を介して空気と CO2とを任意の割合で混合し燃焼セル内に給気することが可能であるため、燃焼に対

する雰囲気中の酸素濃度をコントロールすることが可能である。本装置を用いて得られた実験結果を

用いて、可燃性物質燃焼時のエネルギーや質量放出速度等の熱流動に対するソースタームデータ、煤

煙や模擬放射性物質の放出率等の物質の放出に係るソースタームデータ、あるいは、煤煙の負荷によ

る HEPA フィルタの差圧上昇評価データ等の評価を行うとともに、火災時の放射性物質の放出挙動を

評価するモデルの検討を行っている。

温度計

プレフィルタ

HEPA フィルタ

HEPA フィルタ
HEPA フィルタ

燃焼セル

給気ダクト
排気ダクト

希釈ダクト

（煤煙/模擬放射性物質捕集）

（圧空ライン）

CO2ボンベ

重量測定装置

防煙ガラス
（石英ガラス）

（）
輻射熱流束
センサー

（燃焼ガス分析（O2濃度、CO2濃度等））
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図 2 アクリルの燃焼に伴う煤煙化率及び Eu2O3（模擬放射性物質）の放出速度評価結果

（煤煙化率 = 煤煙放出量/燃焼物質の質量減少量×100）

グローブボックスの構成材として、大きな存在割合を占めるパネル材に使用されるアクリルに着目

して、燃焼に伴うエネルギー放出特性及び模擬放射性物質と煤煙の放出特性を観察した。実験は図１

に示した「火災時ソースターム実験装置」を使用して実施した。アクリルとしては、直径 100 mm、

高さ 15 mm のペレット状の形態のものを用いた。図中の煤煙化率を評価した実験では、このアクリル

ペレットの上表面をガスバーナーで着火し、燃焼に伴って放出された煤煙を一定時メンブレンフィル

タに捕集し、その捕集重量を測定することで煤煙放出量を求めた。また、同じ時間で計測されたアク

リルペレットの質量減少量でこの煤煙放出量を除することで煤煙化率を評価した。また、本試験では

MOX の模擬物質として安定な酸化物である Eu2O3 を用いることで、燃焼に伴う模擬放射性物質の放

出特性に係るデータを取得している。図中の Eu2O3放出速度を評価した実験では、煤煙化率の評価に

使用したものと同じ形態のアクリルペレットの上表面に Eu2O3を約 1 g 添加した状態でアクリルペレ

ットを燃焼させ、燃焼にともなって放出される Eu2O3を煤煙と同様に一定時間メンブレンフィルタに

捕集した。捕集された Eu2O3を硝酸溶液に溶解させ、溶液中の Eu2O3存在量を原子吸光装置を用いて

定量するとともに放出速度として評価した。図中の各データ点に付加した矢印は各データ点に対応す

る煤煙及び Eu2O3の捕集時間を意味している。アクリルの燃焼は着火直後よりある程度時間が経過し

た時間帯で定常となる。煤煙の放出率はこの燃焼が定常となる時間帯でピークを生じることがわかる。

一方で Eu2O3は、アクリルペレット上表面に存在しているため、着火直後に最大となり、煤煙とは異

なる挙動を示すことがわかる。これらのデータを熱流動・放射性物質移行解析コードの入力項として

活用していく予定である。
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図 3 近傍での火災に伴うパネル材（アクリル及びポリカーボネート）の厚みの減少評価結果

初期厚み：1 cm（実施設でのグローブボックスの形状から設定）

本研究で取得したアクリル及びポリカーボネートに関する吸発熱特性データを用いることで、火災

時のこれら物質の熱分解反応の進展の評価を試みた。これらパネル材に対して加えられる輻射熱流束

として図１に示した「火災時ソースターム実験装置」を用いた燃焼試験で得られた実験値を元に設定

し、これらの温度上昇による熱分解の進行及びその結果としての厚みの減少の経時変化を評価した。

その結果、熱分解開始温度が極めて高い点及び自己消炎性を有する点等から、耐熱性の観点において、

アクリルに対して優位性を有するものと考えられてきたポリカーボネートは、空気雰囲気下でかつ火

災規模が大きい場合等、条件によっては、アクリルよりも早い時間で熱分解を生じ、質量が失われる

可能性があることが示された。
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図 4 アクリルの熱分解特性に対する放射線劣化の影響（DTG 測定結果空気雰囲気）

MOX 燃料加工施設では比放射能が高い MOX を使用するため、比較的長い期間連続的に使用される

設備に関しては、設備が有する閉じ込め性能に対する放射線劣化の影響を定量的に見積もることが重

要となる。そこで、原子力機構が所有する Co-60 ガンマ線照射装置を用いてパネル材（アクリル及び

ポリカーボネート）にガンマ線を照射（照射線量条件：～880 kGy）するとともに、放射線劣化を受

けたこれらパネル材の熱分解特性を DTG を用いることで観察することで、これらの熱分解特性に対

する放射線劣化の影響を調べた。ポリカーボネートについては本実験の全照射条件範囲で影響が確認

されなかった。一方、アクリルでは比較的低線量条件（～3 kGy）においては、ポリカーボネートと

同様に影響は見られなかったが、高線量条件（25 kGy～880 kGy）では、本図に示すように、酸素雰

囲気下での DTG 測定結果では、非照射条件での一つのピークが２つのピークに分かれ、照射線量が

高くなるに従って、低温側のピークはピーク高を減じながら低温側に、また、高温側のピークはピー

ク高を増しながら高温側にシフトしていくことが確認された。また、窒素雰囲気下での測定では、低

温側のピークが照射線量が高くなるに従っていくつかの微小ピークを生じるようになり、ピーク高を

減じながら低温側へシフトするとともに高温側のピークはより高温側にシフトする影響がみられた。

アクリルのような長鎖高分子が高エネルギー放射線を受ける際には、①分子を互いに結合すること（三

次元的網目構造化）及び②主鎖を切断することの２つの相反する効果が生じることが考えられる。本

図に示した高線量条件のもとでは、この２つの相反する効果がより強く現れたため、本図に示した影

響が発現したものと推察される。
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図 5 硝酸水溶液からの I-131 の放出率

(溶液中の初期のヨウ素の化学形は I－、図中の硝酸濃度は初期値)

溶液中の初期硝酸濃度、初期 I－濃度が同じ場合では、ヨウ素の放出率はガンマ線照射有の場合の方

がガンマ線照射無の場合よりも高く、ガンマ線照射により溶液中の揮発性ヨウ素種生成が促進される

ことが確認された。初期硝酸濃度が同じ場合では、ガンマ線照射の有無のいずれの場合でも初期 I－濃

度が高い条件でヨウ素の放出率は高くなることがわかった。初期 I－濃度が同じ条件では、ガンマ線照

射無の場合には硝酸濃度が高い方がヨウ素の放出率が高くなるのに対し、ガンマ線照射有の場合には

硝酸濃度が低い方がヨウ素の放出率が高くなることがわかった。
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重点安全研究成果調査票（中間評価(平成 17～19 年度)）

【研究分野／項目】 【分類番号】 3-1-3

Ⅲ．核燃料サイクル施設分野／安全評価

【研究課題名(Title)】

核燃料サイクル施設の安全性評価に関する研究－基盤・開発研究の成果の活用－

Study on Safety Assessment of Nuclear Fuel Cycle Facilities – Application of Basic and
Developmental Research

【研究代表者】

［所属］ 原子力基礎工学研究部門 燃料・材料工学ユニット 防食材料技術開発グループ

［氏名］ 山本 正弘

［連絡先］Tel：81-6372 E-mail：yamamoto.masahiro75@jaea.go.jp

【研究目的】

核燃料サイクル施設の定期的な評価の適切性確認に必要な知見の整備、並びに新たな安全規制方策

の検討に資するため、施設の高経年化に関する安全評価手法の高度化とデータ整備を行う。

【研究内容】

イ．再処理施設の高経年化対策技術評価に係わる研究

・再処理施設の経年劣化事象に関する技術情報の調査及び整備

東海再処理施設の運転実績を踏まえ、腐食等の経年劣化に関する対策技術評価に資するため、

関連する最新の技術情報を国内外の文献や化学プラントメーカー等の情報の調査により収集・整

備する。【JNES 受託】

・高経年化対策技術評価に関するデータ整備

再処理施設の経年劣化事象に関する対策技術評価に資するため、評価対象機器及び部位を選定

し、液相部及び気相部の腐食に関する加速試験を実施し、経年劣化発生メカニズムや劣化加速試

験方法に関する知見を得るとともに、経年劣化データを取得する。【JNES 受託】

【達成目標】

イ．再処理施設の高経年化対策技術評価に係わる研究では、再処理施設の高経年化対策技術評価に

資する最新の技術情報を調査・整備するとともに、腐食による経年劣化発生メカニズムや加速

試験方法に関する知見を得るとともに、経年劣化データを取得する。

【成果の活用方策】

イ．再処理施設の経年劣化に関する最新の技術情報を整備することにより、事業者が実施した高経

年化対策技術評価の適切性確認に活用できる。

【使用主要施設】

イ．再処理施設の高経年化対策技術評価に係わる研究

・日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所 材料試験室

・同 燃料サイクル安全工学研究施設(NUCEF)

・日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究所 実規模開発試験室

・同 第 2 応用試験棟

【研究の進め方】

イ．再処理施設の高経年化対策技術評価に係わる研究では、平成 18 年度から（独）原子力安全基盤

機構からの受託研究として開始し、安全研究センター及び核燃料サイクル工学研究所 サイク

ル工学試験部 試験運転第 2 課と協力して実施する。また、今後、原子力機構の安全研究委員

会の下に専門部会を設置し、研究成果の評価を受ける。

【関連する共同研究、受託研究等】

別添 2
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［受託研究名（委託元）］

イ．再処理施設保守管理技術等調査 平成 18 年度 再処理施設の経年変化に関する研究

（委託元：JNES）

【研究実施内容及び成果（平成 17～19 年度）】

イ．再処理施設の高経年化対策技術評価に係わる研究

（１）調査研究

①経年劣化事象等の調査

平成 18 年度は、再処理機器の耐食安全性に関する国の既存研究成果を調査し、高経年化評価の観

点から整理を実施した。再処理施設特有の経年劣化環境にある塔槽類及び炉類等の主要なプロセス

機器を対象に、再処理施設だけではなく、類似する環境にある硝酸化学プラント等について、腐食、

摩耗、疲労等による経年劣化発生メカニズムや劣化進展傾向、発生部位等に関する国内外の最新の

文献等調査を実施し、監視すべき部位の抽出などを行った。

平成 19 年度は、引き続き最新の文献情報等を収集し、平成 18 年度に実施した調査研究結果を充

実させるとともに、新たに検討すべき未検討課題について必要に応じて調査を実施した。

②解析方法の調査

平成 18 年度は、再処理機器の構造強度について、解析方法に関する最新知見の調査を実施した。

また、調査結果をもとに選定した解析コードを用いて機器の構造強度解析を行い、事業者が実施し

た解析手法や解析結果との比較検討を行い、解析評価方法の特性を明らかにした。本項目について

は平成 18 年度にて終了した。

（２）試験研究

①試験計画策定

平成 18 年度は、再処理施設の中でも安全上重要な機器として、上記の調査研究の結果に基づきス

テンレス鋼製の濃縮ウラン溶解槽（以下「溶解槽」）及びチタン合金製のプルトニウム溶液蒸発缶（以

下「Pu 蒸発缶」）を検討対象機器として選定し、硝酸環境下の液相部（溶解槽の沸騰伝熱部）及び

気相部（Pu 蒸発缶の凝縮流動部）の腐食を対象とし、プルトニウムなどの再処理施設特有の化学種

が存在する環境下での腐食挙動に関する知見を取得するため、液相部及び気相部の腐食環境の調査、

加速試験方法及び試験条件の検討、試験計画の策定を行った。

②試験装置整備

平成 18 年度に試験計画策定に基づき、沸騰伝熱面腐食試験装置及び凝縮流動硝酸腐食試験装置を

整備するとともに、経年変化データの取得試験を開始した。

②評価データ取得試験

平成 18 年度に選定した溶解槽及び Pu 蒸発缶について、実機の運転中の溶液組成変化を調査し、

標準的な溶液組成や溶液組成変化の範囲内で最も厳しい条件及び腐食メカニズムを明らかにした。

組成変化範囲外の温度、硝酸濃度、溶液組成条件に関する検討を行い、加速試験条件の検討を行な

った。併せて、標準的な実機溶液組成相当条件下での評価データを取得した（図１参照）。また、平

成 18 年度に実施した調査研究結果等を踏まえ未着手の熱サイクル疲労及び潜在的な経年劣化事象

等に関する試験条件や方法について検討を行った。

ロ．核燃料施設免震構造に関する入力地震動及び信頼性評価手法の高度化

平成 18 年度は、活断層評価に関わる既往の研究成果を調査し、次年度以降実施予定である３次元

地震動伝播解析を実施していくために、対象とすべき活断層の選定及び各種断層パラメーターにつ

いて整理した。特に長周期地震動を考える上で影響が大きい長大断層については、既往の強震動予

測手法を用いると断層面積に対して、アスペリティ面積が大きくなり、現実的ではないとの指摘も

あるため、文献等を参考に妥当な断層パラメーターの設定方法を検討した。

【特記事項】

イ．機構内において、安全研究センター、原子力基礎工学研究部門（燃料・材料工学ユニット 防

食材料技術開発グループ）及び核燃料サイクル工学研究所（サイクル工学試験部 試験運転第

2 課）が連携・協力体制を整備して本受託研究を実施した。平成 20 年度からは、１グループ（原

子力基礎工学研究部門 燃料・材料工学ユニット 湿式分離プロセス化学研究グループ）を加
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えた体制の元に推進する。

ロ．平成 18 年度以降は、耐震指針改訂にともなう、MOX 加工施設補正申請及び既存再処理施設の

耐震再評価への取組を最優先課題とし、建設部をあげて対応する必要がある。このため、安全

研究を実施する人員確保が困難な状況である。また、平成 19 年度以降については、安全研究予

算が打ち切られたことから、取り下げざるを得ない状況である。

【研究成果の発表状況】

イ．再処理施設の高経年化対策技術評価に係わる研究

［雑誌掲載論文］

1) 上野文義ほか：Corrosion phenomenon of stainless steel in boiling nitric acid solution using

large scale mock-up of reduced pressurized evaporator, Journal of Nuclear Science and
Technology, Vol.45, No.10 (2008) [印刷中]

2) 上野文義ほか：核燃料再処理用機器の予防保全に向けたステンレス鋼の沸騰硝酸中での腐食の

統計的検討、保全学、(2009) [掲載予定]

［国際会議］

(1) 2007 Asian-Pacific Symposium on Corrosion in Nuclear Systems at the Materials and
Corrosion 2007 （2007 年 5 月 9 日～11 日、早稲田大学にて）(2 件)

1) 加藤千明ほか：Stress Corrosion Cracking of Zirconium in Simulated Solution of Nuclear

Reprocessing Process
2) 山本正弘ほか： Intergranular Corrosion Mechanism of Ultra Low Carbon Type 304

Stainless Steel in a Simulated Solution of Nuclear Fuel Reprocessing Process
(2) GLOBAL2007；Advanced Nuclear Fuel Cycles and Systems（平成 19 年 9 月 9～13 日、米

国 アイダホ州 ボイジー市、Centre on the Grove）にて（2 件）

1) 上野文義ほか：Intergranular corrosion mechanism of ultra-low carbon Type 304 stainless

steel in a nuclear reprocessing plant
2) 加藤千明ほか：Stress corrosion cracking of zirconium used in the reprocessing plant

［口頭発表］

(1) 日本原子力学会 2007 年春の年会（2007 年 3 月 27 日～29 日、名古屋大学）にて（4 件）

3) 上野文義ほか：再処理用材料の腐食による劣化とその機構（第 1 報）ステンレス鋼製機器にお

ける腐食進展傾向

4) 市川史郎ほか：再処理用材料の腐食による劣化とその機構（第 2 報）ステンレス鋼製機器の腐

食形態の解析

5) 加藤千明ほか：再処理用材料の腐食による劣化とその機構（第 3 報）ジルコニウム製機器の環

境助長割れに関する検討

6) 沼田正美ほか：再処理用材料の腐食による劣化とその機構（第 4 報）ホット環境におけるジル

コニウム製機器の環境助長割れ確認試験

(2) 腐食防食協会 第 54 回材料と環境討論会（秋期大会）（2007 年 10 月 31 日～11 月 2 日、広島

市 RCC 文化センター）にて（2 件）

1) 山本正弘ほか：沸騰硝酸環境での SUS304ULC 鋼の腐食進行過程の統計的解析

2) 廣瀬史昌ほか：硝酸化学プラントにおける高経年化事象情報の調査

(3) 日本原子力学会 2008 年春の年会（2008 年 3 月 26 日～28 日、大阪大学）にて（1 件）

1) 上野文義ほか：再処理模擬溶液中におけるステンレス鋼の侵食深さの詳細解析

(4) 日本保全学会第 5 回学術講演会（2008 年 7 月 10 日～12 日、水戸市民会館）にて（1 件）

1) 上野文義ほか：核燃料再処理機器の予防保全に向けたステンレス鋼の沸騰硝酸中での腐食の統

計的検討

(5) 腐食防食協会 第 55 回材料と環境討論会（秋期大会）（2008 年 9 月 17 日～9 月 19 日、長崎

大学）にて（1 件）

1) 山本正弘ほか：沸騰硝酸溶液中での SUS304ULC 鋼の過不働態域での腐食挙動

［受託事業報告書］

1) 経済産業省原子力安全・保安院受託事業報告書「耐食材料機器保守管理技術等調査に関する成

果最終報告書 平成 18 年 3 月 独立行政法人 日本原子力研究開発機構」
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2) JNES 受託研究事業報告書「再処理施設保守管理技術等調査 平成 18 年度 再処理施設の経

年変化に関する研究 受託研究成果報告書 平成 19 年 2 月 独立行政法人 日本原子力研究

開発機構」

3) JNES 受託研究事業報告書「再処理施設保守管理技術等調査 平成 19 年度 再処理施設の経

年変化に関する研究 受託研究成果報告書 平成 20 年 3 月 独立行政法人 日本原子力研究

開発機構」

ロ．核燃料施設免震構造に関する入力地震動及び信頼性評価手法の高度化

特になし

【用語解説】

図表
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沸騰伝熱面腐食試験
硝酸：3N

図１ 腐食減肉量の経時変化(ステンレス鋼の例）

左図に示す沸騰伝熱面腐食試験装置を用いて、各種の再処理溶液において、腐食速度、減肉量など

腐食進展傾向の長期間評価データを取得中である。（10,000 時間超まで継続予定）
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重点安全研究成果調査票（中間報告（平成 17～19 年度））

【研究分野／項目】 【分類番号】 4-1-1

IV. 放射性廃棄物・廃止措置分野／高レベル放射性廃棄物の処分

【研究課題名(Title)】

高レベル放射性廃棄物の地層処分に関する研究（１）

Research on Geological Disposal of High-level Radioactive Waste (1)

【研究代表者】

［所属］ 安全研究センター 廃棄物・廃止措置安全評価研究グループ

［氏名］ 中山 真一（なかやま しんいち）

［連絡先］ Tel：81-6001 E-mail：nakayama.shinichi@jaea.go.jp

【研究目的】

人工バリア材の長期変質など変動要因を考慮できる確率論的長期安全評価手法を開発・整備する。

【研究内容】

イ．長期安全評価手法に関する研究

地層処分の地下水移行シナリオのための確率論的長期評価手法および人間侵入シナリオの評価モ

デルの開発・整備を行う。また、ベントナイト系緩衝材の変質、金属容器の腐食・初期欠陥、隆起

侵食・海水準変動等の長期変動の影響評価手法を開発・整備する。決定論及び確率論的安全解析を

行い、個々の変動要因による不確かさの影響を定量的に明らかにする。

また、これらの解析に必要なデータの整備として、人工バリア、天然バリア及び生物圏パラメー

タの時間的・空間的変動に関するデータベース、人間侵入シナリオ評価のための基礎データとして

のボーリング行為に関するデータの収集・分析、ならびに人工バリア材の変質や核種移行に関する

現象理解とデータ取得を行う。

さらに、安全確保のための基本的事項調査として、我が国の地質環境・地殻変動に関する調査、

処分工学技術（バリア材性能、建設・閉鎖技術等）の現状に関する調査、及び安全確保のための基

本的事項（線量基準、長期評価の考え方等）に関する国際動向の調査を行い、長期評価において考

慮すべき事象及び評価の考え方の検討を行う。【保安院受託（H17～H18）、JNES 受託（H19）】

ロ．広域かつ長期的な地下水流動に関する研究

安全評価のための地下水流動の予測のために、数 10～100km 程度の広域かつ長期的な地下水流

動が考慮可能な基本モデルを構築するとともに、広域水文に関する調査データ並びに知見を基にモ

デルの検証を行う。さらに、地質及び気候関連事象の変化、人間活動等の外的要因による地下水流

動系への影響を評価できるようモデルの拡張を行う。【保安院受託（H17～H18）、JNES 受託（H19）】

【達成目標】

高レベル放射性廃棄物処分安全評価手法の開発・整備として、

基礎データの拡充およびデータベースの整備

広域かつ長期的な地下水流動評価手法の開発

人工バリア等の構成要素の長期的挙動に関するデータ整備および評価モデルの開発。

【成果の活用方策】

精密調査地区選定のための環境要件および安全審査基本指針の策定に対し、最新の技術や成果

を技術基盤として整備する。

最終処分施設建設地選定の要件・基準の策定のための科学的基盤情報を整備する。

【使用主要施設】

東海研究開発センター 原子力科学研究所 燃料サイクル安全工学研究施設（NUCEF）

東海研究開発センター 原子力科学研究所 環境シミュレーション試験棟（STEM）

東海研究開発センター 原子力科学研究所 廃棄物安全試験施設（WASTEF）

別添 2
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東海研究開発センター 原子力科学研究所 第４研究棟

【研究の進め方】

高レベル放射性廃棄物の地層処分に関する事業および規制の進展、および国際的な安全規制等の

動向を把握し、適宜、研究計画に反映させる。学識経験者及び民間企業等の関係機関の専門家を加

えた専門部会を機構内の安全研究委員会下に設置し、年２回の予定で研究計画および研究成果を審

議し、審議結果を経て検討および取りまとめを実施する。処分の安全評価に資する基礎的研究につ

いて、「連携重点研究」において大学及び民間企業と連携する。また、原子力機構地層処分研究開発

部門、（独）産業技術総合研究所、（独）原子力安全基盤機構等との連携を密に研究を実施する。

【関連する共同研究、受託研究等】

［共同研究名（実施機関）］

連携重点研究：放射性廃棄物処分研究のためのネットワーク（東京大学）

［受託研究名（委託元）］

放射性廃棄物処分の長期的評価手法の調査（保安院受託(H17～H18)、JNES 受託(H19)）

地層処分に係る水文地質学的変化による影響に関する調査（保安院受託(H17～H18)、JNES

受託(H19)）

［委託研究名（委託機関）］

なし

【研究実施内容及び成果（平成 17～19 年度）】

長期安全評価手法に関する研究では、地層処分の安全評価における様々な変動要因による不確か

さの影響を定量的に明らかにするために、人工バリア材の変質や核種移行に関する現象理解とデー

タ取得を行う長期的影響評価用データ取得、解析に必要な各評価パラメータのデータ変動特性の検

討を行うデータベース整備、各種の長期変動による不確かさの影響の定量化を目的としたコード開

発および安全解析を行った。

広域かつ長期的な地下水流動の研究においては、広域地下水流動解析モデルの整備およびその検

証方法に係る検討を行うと共に、現地調査によるモデル対象地区での検証用データの取得を実施し

た。

イ．長期安全評価手法に関する研究

(1) 長期的影響評価用データ取得

セメント系材料の変質に関して、鉱物の溶解生成、間隙構造の変化及び物質移行特性の変化を伴

うセメント系材料の変質現象を模擬するためのモデルおよびコードを整備した。海水環境下におけ

るセメント系材料の変質試験を実施し、試験結果をモデル計算結果と比較することにより、鉱物の

溶解生成についてのモデルの妥当性を提示した。また、処分場を模擬した環境でのセメント硬化体

の間隙構造および物質移行特性の変化を実測し、計算結果と比較することにより、間隙変遷モデル

による予測との不適合箇所を抽出した。

ベントナイト系緩衝材変質について、実験的に決定した定量式を物質移行－変質連成解析コード

に導入して、処分場環境における緩衝材内の透水係数等の時間的・空間的分布を評価した（図１）。

また、ベントナイトの Ca 型化が透水係数に与える影響を調べる試験を実施し、透水係数データを

取得した。

移行評価データとして、溶解度の不確かさが安全解析結果に影響を及ぼす Se、Nb について、デ

ータが整備されていない鉄共存系での Se の溶解度および Ca 共存系での Nb の溶解度を取得すると

ともに、溶解度の温度依存性の評価を行った。変質ベントナイトを対象とした I、Cs 等の拡散係数

および、砂混合ベントナイト内における Th 等の拡散係数を取得し、拡散係数評価モデル構築を行

った（図２）。天然バリア材について、硝酸塩及び塩水濃度の変化に対応する Cs, Se (HSe-), I, Pu

の分配係数データを取得した。また、地下水組成の変化に対応できる知見が得られていない Sn の

分配係数について、pH をパラメータとして分配係数を取得し、処分環境での分配係数の変動幅を評

価するために必要なデータを蓄積した。

オーバ－パック腐食による地下水組成への影響について、長期的な影響評価に必要な炭素鋼の腐
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食反応速度式および腐食に関わる平衡定数等を整備した。これらの成果を、炭素鋼腐食に伴う Eh

等間隙水組成の長期的な変遷の解析手法（１次版）として整備した。

(2) データベース整備

地下水移行シナリオの安全解析に用いられる人工バリア、天然バリア、生物圏に関連したパラメ

ータに関する既往データの収集・整備を進めるとともに、大学の有識者で構成されるデータベース

検討会を設置して、拡散係数、分配係数、及びガラス溶解速度について、不確かさをもたらす影響

因子および各評価パラメータのデータ変動特性の検討を行い、その結果、主要な影響因子に着目し

たデータ分析よって核種移行データの不確かさの低減が可能なことを確認した。さらに、こうした

一連の評価パラメータに対する検討結果や、既往の研究事例・知見なども踏まえて、典型的な処分

環境を対象に、現状のデータ及び知見から解析用のパラメータ（選定値、分布幅）の推定を試みた。

さらに、天然バリア中の地下水流動および核種移行モデルの検証のために、国内および諸外国の地

下研究施設での物質移行試験および水理に関する原位置試験についてデータ収集・整備を進めた。

また、人間侵入に関するデータベース整備では、処分システムへの人間侵入の可能性（処分場に

到達するボーリング行為が実施される可能性）を検討する際の基礎情報を提供するため、我が国で

実施されたボーリング掘削に関するデータを収集・整備し、目的、地域、深度条件に対応したボー

リング発生頻度を算定するとともに、ボーリング掘削に起因した線量評価のためのパラメータ値を

推定した。

(3) コード開発及び安全解析

地層処分の長期的な安全性の評価用コードとして、地下水移行シナリオに対するパラメータ不確

かさとモデル不確かさに起因した影響評価のための確率論的安全評価コード GSRW-PSA の整備を

進めた。また、緩衝材及びセメントの変質・劣化現象の評価モデル/コード、炭素鋼オーバーパック

の腐食寿命の評価モデル/コード、確率論的溶解度解析コードの整備を行うとともに、隆起・侵食・

海面変化に対応した地下水流動解析コードおよび亀裂性媒体中の地下水流動・核種移行解析コード

の整備を行った。さらに、処分場跡地におけるボーリング掘削に伴い発生するシナリオの評価コー

ドの整備を行った。

安全解析では、HLW 処分サイトの空間的および時間的な広がりに起因した不確かさの検討のため、

仮想的な処分サイトを想定した地下水流動解析や炭素鋼オーバーパックの腐食寿命の解析結果等と

長期的評価に関するデータベースの情報を基に、決定論的及び確率論的手法による不確かさ解析を

行った。地下水移行シナリオにおける主に各人工バリア材の性能が低下して所期の機能を喪失した

場合をシナリオ不確かさとして抽出し、各シナリオにおけるモデルおよびパラメータの不確かさが

核種の移行フラックスや被ばく線量に与える影響の解析結果から安全評価上の重要なモデルやパラ

メータを抽出した。（図３、図４）。また、隆起・侵食・海水準変動の天然バリア中の核種移行への

影響を検討にあたり、地下水流動解析を実施した。

ロ．広域かつ長期的な地下水流動に関する研究

(1) 広域地下水流動解析モデルの検証方法に係る検討

国内外文献を対象として、地下水流動を把握するための調査技術・手法の適用性についての広範

な調査を行い、そのデータベース化を進めるとともに、広域地下水流動解析モデルの検証方法を整

理した。調査技術・手法と調査項目との関係について、地質環境（内陸・亀裂性岩、内陸・多孔質

岩、沿岸・亀裂性岩、沿岸・多孔質岩）ごとに調査実績マトリックス表および有効性評価マトリッ

クス表の形で取りまとめ、調査技術の適用実態の傾向を把握した。特に、地下水流動評価のために

取得されたデータに対するクロスチェック方法とその課題について整理し、地下水流動に大きな影

響を与える水理パラメータである間隙率、透水係数の 2 項目について、調査手法（試験方法）の違

いに起因する不確実性について検討を行った。間隙率については、3 種類の方法によって算出した

値を室内試験結果と比較・検討を行い、いずれの方法も比較的良い一致を見ることがわかった。透

水係数については、Kozeny-Carman の式を用いて間隙率、平均粒径から透水係数を換算し、その

結果を原位置試験結果と比較したところ、計算値が原位置試験結果と比較的良い一致を見るのは、

亀裂のないマトリックス部分であることがわかった。

(2) モデル地区詳細調査

堆積岩地域である養老川流域での調査においては、地表水・井戸水を広域的に採水し、水質・水
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温、酸素・水素同位体比分析、14C 年代測定を実施し、同地域における地下水の賦存状況を明らかに

するとともに、河川流量等の観測データから広域的な水収支を検討し、広域的地下水流動の概念モ

デルを作成した（図５参照）。当地域の地下水涵養システムの特徴は、上流域の砂泥互層地域が主要

な涵養源となっていること、また、自噴井の多い地域の下流側には比較的透水係数の小さな層が存

在することである。これらが、当地域の流動状況に大きく影響していることがわかった。さらに、

養老川支流 3 河川流域の流況調査（地形、地質調査を含む）、流量観測、水質分析、同位体分析等か

ら、堆積岩地域の地下水流動特性のイメージを概略把握した。その結果、流量観測データ、地形・

地質構造のデータに基づけば、養老川支流 3 河川流域の地下水流動は地質構造に規制され、高標高

部（源流域）で涵養された地下水は地層の走向方向（地質構造と平行）に沿って流動し、低標高部

で流出しやすい傾向にあること、酸素・水素同位体データに基づけば、3 河川とも涵養域は各河川

源流域である大福山に求められるが、芋原川では中・下流域においても一部涵養している可能性が

あること等が示唆された。

結晶質岩地域でのモデル地区（北上山地：遠野地区、阿武隈山地：都路、矢祭地区）調査におい

ては、地質専門家による経験的手法であるリニアメント解析を、画像解析と線素追跡アルゴリズム

を用いた手法で自動的に行い、より確実度の高いリニアメント解析を実施できる手法を検討した。

解析結果は、既存資料との比較、放射能探査による亀裂分布調査での検証をとおして、有効な手法

であると判断できた。さらに、結晶質岩分布地域を例に、モデル地区における地表踏査において、

地表地質調査、土壌・マサ厚調査、谷頭調査、湧水調査、河川水・沢水採取調査、室内試料分析、

総合解析の 7 項目の調査を実施した。また、物理探査の一手法である CSAMT 法により、地質構造

モデルの構築に必要な深度約 1 km までの亀裂分布についての情報を概略得ることができた。

以上の調査により、広域地下水流動のモデル化手法および解析モデルを検証するため、そのモデ

ル地区において検証用データを蓄積した。

(3) 地下水流動系に影響を及ぼす外的要因に関する調査

文献調査によって、モデル対象地区内およびその近傍を対象とした気候変動（海水準変動を含む）、

地殻変動（隆起・沈降・侵食、火山・火成活動、及び地震・断層活動等）のデータを収集・整理す

るとともに、気候変動、地殻変動による広域地下水流動及び地表水流動の影響に関する知見を収集

し整理した。その内、古気候変化に関する調査においては、東北地方の 2 地点から花粉分析データ

を収集し、そのデータをモダンアナログ法により解析するとともに、既往研究事例を参照して、古

気候変化の特徴について検討した。その結果、山形県白鷹湖沼群荒沼の花粉分析データからは、約

9 万年前から現在までの古気候が復元でき、その平均気温は最終氷期の MIS4（7～6 万年前）およ

び MIS2（3～1 万年前）で 2℃～4℃と現在より 5～7℃低いこと、一方、MIS1 の完新世ヒプシサー

マル期（7,000～5,000 年前）では 13℃前後と現在より 4℃程度暖かいことが示唆された。この白鷹

湖沼群のモダンアナログ法による解析結果は、深海底コアから得られた海水温変化と良い対応を示

した（図６参照）。また、隆起・侵食現象のモデル化では、房総半島における小櫃川と養老川を解析

対象河川として、既存データの収集・分析、現在および氷期の河床縦断形の作成を行った上で、河

床縦断形シミュレーションにより、原面→氷期→現在に至る地形変化を推定した。さらに、現在の

河床縦断形の調査結果および氷期河床縦断形の既存資料からの検討結果から、既存情報の縦断形に

は各段丘面が形成されてから現在までの地殻変動量が含まれているため、その影響を考慮して縦断

形を補正した。また、河床縦断形（凹型度）の変化に基づき年降水量を推定した結果、氷期の降水

量は間氷期降水量の 72%（約 30％減）と試算された。

(4) 広域地下水流動解析モデル整備

広域を対象とした地下水流動解析コードに関する国内外の研究事例を調査し、解析に関わる最新

知見を整理しつつ、広域地下水流動解析コードシステムの整備を行った。また、モデル構築手法に

関する検討として、諸外国における地下水流動解析手法のスタンダードの現状とモデル構築に係わ

るデータを整備し、モデリング時に留意すべき事項等を整理した。

広域地下水流動解析では、堆積岩事例的地域での解析として養老川流域を対象とした広域地下水

流動解析、結晶質岩事例的地域での解析として北上山地中央部を対象とした広域地下水流動解析を

実施した。その結果、養老川流域を対象とした地下水流動解析結果は、全水頭分布の結果から、大

局的には標高の高い房総丘陵部から養老川下流方向（北北西方向）への大まかな流動を示すことが

わかった（図７参照）。また、深部の流動については、南東部の清澄山から東西方向（地層の走向方

向）に沿った流動が生じていることがわかった。結晶岩地域を対象とした広域地下水流動解析では、
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地質区分に加え、風化層、接触変成岩の分布、断裂の設定等を加えた解析を行った。その結果、標

高の高い早池峰山、薬師岳周辺で全水頭が高くなっており、薬師岳周辺で涵養された地下水は、標

高の低い遠野市街地付近で湧出する流動を示すことがわかった。解析結果は、「(2) モデル地区詳細

調査」で実施した、水質調査や地表踏査、既存文献で得られた本対象地域の広域地下水流動イメー

ジと整合性のあるものであり、解析手法の妥当性が示された。
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図表

各温度における透水係数の分布（周辺温度一定）
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図 1 ベントナイト緩衝材の長期性能評価手法の検討例

緩衝材に期待するバリア機能である止水性能の長期的変動を予測するために、緩衝材構成鉱物の溶

解や間隙水中溶存成分の拡散挙動に関する実験データを得るとともに、緩衝材の変質現象を物質移動

と地球化学反応との連成で解析する計算コード MC-BENT を整備した。

実験に基づき決定した緩衝材構成鉱物の溶解や間隙水中溶存成分の拡散挙動に関する評価式を

MC-BENT へ導入して、処分場環境における緩衝材内の透水係数等の時間的・空間的分布を計算し、

確率論的安全評価手法整備のためのデータとしてまとめた。図は、緩衝材周辺温度を一定として計算

した、1000 年後及び 5000 年後における緩衝材領域の透水係数の分布状況を示す。本計算から、処分

後 1,000 年程度では、ガラス固化体の発熱に起因する高温が 90℃にも達するとすれば緩衝材の透水性

に与える影響が顕著であること、1000 年以降に想定される緩衝材周辺温度 50～60℃では 5000 年経過

後も 10-11 m/s 以下の低透水領域が十分に残存することがわかった。
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図２ 変質ベントナイト拡散試験での実験結果とモデル計算結果の比較

変質ベントナイト拡散試験により得られた有効拡散係数値と、開発した理論モデルによる計算値を

比較した。モデルにより算出した Cs、HTO および I の拡散係数は実験値と良い一致を示した。処分

環境におけるベントナイトの変質および地下水組成の変動による拡散係数の変動幅を評価可能とした。
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図３ ガラス長期溶解モデルの不確かさに関する決定論的解析結果例（Cs-135）

ガラスの溶解が一定の速度で続くと仮定した従来の「長期一定の溶解速度モデル（基本ケース）」と、

ガラス表面変質層の形成に伴う拡散過程にガラス溶解が律速されるとする最近の知見に基づいた時間

の平方根則に従う「溶解速度の時間依存性モデル」の 2 種類を想定し、長期ガラス溶解モデルの相違

の影響を定量的に把握することを目的に解析を行った。最新の知見に基づいた長期溶解速度の時間依

存性式を導入することにより得られた人工バリア及び天然バリアからの Cs-135 の移行フラックスは、

従来の長期ガラス溶解速度一定とする評価に比べて数桁低く、ガラス溶解速度モデルの不確かさの影

響は大きいことが示唆された。
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図４ 緩衝材変質シナリオの決定論的解析結果例

緩衝材変質の進行によるバリア機能低下の程度に対する影響解析（図 4(a)）から、人工バリアから

の移行フラックスは、変質による緩衝材中の実効拡散係数と実流速の増大及び変質によるガラス固化

体の化学親和力による溶解過程の再現（ガラス溶解速度の増加）の影響を受けて 1 桁～2 桁程度まで

増加する可能性がある。また、緩衝材変質によるバリア機能低下の時間変化に対する影響解析から、

緩衝材変質によるバリア機能低下の時間変化が 5 千年程度までは、緩衝材変質の Se-79 に対する最大

フラックスの寄与にほとんど違いはなく、バリア機能低下の時間変化が 5 万年、10 万年に延びると最

大フラックスが徐々に低下し、50 万年では標準シナリオのケースとほぼ同等になることが示された。
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図５ 養老川流域における広域地下水流動イメージ

当地域の地下水涵養システムの特徴は、上流域の砂泥互層地域が主要な涵養源となっていること、

また、自噴井の多い地域の下流側には比較的透水係数の小さな層が存在することである。これらが、

当地域の流動状況に大きく影響していることがわかった。

図６ 白鷹湖沼群荒沼における古気候の復元結果

降水量は最終氷期の MIS4、MIS2 において 1,100 mm 前後の値を示し、現在の年間降水量 1,381 mm

に比べて 20～30％程度少なく、乾燥していたことが推定される。一方、最終間氷期の MIS5.1（約 8

万年前）や後氷期MIS1の完新世ヒプシサーマル期では1,500 mmを超える年降水量の値が示された。

すなわち、氷期には現在よりも降水量が 300 mm 程度少なかった可能性が高く、逆に最終間氷期や完

新世では 100 mm もしくはそれ以上多かった可能性が高いことが推定される。
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図７ 養老川流域を対象とした広域地下水流動解析結果

全水頭分布の結果より、標高の高い房総丘陵部から養老川下流方向（北北西方向）への大まかな流

動状況を示した。また、南東部の清澄山から東西方向（地層の走向方向）に沿った動水勾配の変化が

見られる。この動水勾配の変化は南北方向の変化に比べて緩やかに変化しているものの、地層の走向

方向への流動が生じていることがわかる。

(a) 南西方向からの鳥瞰図 (b)養老温泉付近を通る南北方向断面図

(c) 養老温泉付近を通る東西断面図 (d)標高 0 m での水平面図
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重点安全研究成果調査票（中間評価(平成 17～19 年度)）

【研究分野／項目】 【分類番号】 4-1-2

IV. 放射性廃棄物・廃止措置分野／高レベル放射性廃棄物の処分

【研究課題名(Title)】

高レベル放射性廃棄物の地層処分に関する研究(2)－開発研究の成果の活用

Research on the geological disposal of high-level radioactive waste (2)

【研究代表者】

［所属］ 地層処分研究開発部門 研究開発統括ユニット 研究計画グループ

［氏名］ 清水 和彦（しみず かずひこ）

［連絡先］Tel：82-67201 E-mail：shimizu.kazuhiko@jaea.go.jp

【研究目的】

我が国における地層処分の技術基盤を継続的に強化し、関連する科学的知見の拡充や地層処分の

技術的信頼性・安全性の向上を図ることにより、精密調査地区選定のための環境要件や安全審査基

本指針の検討に資する。

【研究内容】

イ．人工バリア等の信頼性向上に関する研究

ロ．安全評価手法の高度化に関する研究

ハ．地質環境特性調査・評価手法に関する研究

ニ．地質環境の長期的な安定性評価に関する研究

【達成目標】

「日本原子力研究開発機構に期待する安全研究」（原子力安全委員会安全研究専門部会；H17.6 月）

に示される以下の事項について、｢安全評価手法の開発｣を達成するとともに、｢安全規制に係る基本

的考え方の構築｣に資する。

○安全規制に係る基本的考え方の構築

安全審査基本指針の必要事項の検討（処分施設の安全設計要件、安全評価に係る安全指標とそ

の基準値、安全評価シナリオ等の検討）

リスク論的考え方を安全評価に導入する可能性の検討、安全確保の論拠（セーフティケース）

の仕組みの検討

○安全評価手法の開発

重要事項（地質環境、人工バリアなど）の抽出と安全評価手法の開発

地質環境の調査評価手法の開発、地質環境の長期的履歴評価手法及び天然現象の地質環境に及

ぼす影響評価手法の開発、地質環境の長期将来予測評価手法の開発

人工バリア等の構成要素の長期的挙動や複合挙動に関するデータ整備及び評価モデルの開発

【成果の活用方策】

・精密調査地区選定のための環境要件および安全審査基本指針の策定に対し、必要な最新の技術や

成果を技術基盤として整備する。

・さらに、最終処分施設建設地選定の要件・基準の策定において、基準を設ける際の科学的根拠を

整備する。

【使用主要施設】

・核燃料サイクル工学研究所 地層処分基盤研究施設（ENTRY）

・核燃料サイクル工学研究所 地層処分放射化学研究施設（QUALITY）

・東濃地科学センター 瑞浪超深地層研究所

・幌延深地層研究センター 幌延深地層研究所

別添 2
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【研究の進め方】

我が国における地層処分技術に関する研究開発の中核的役割を担い、処分実施主体である原子力

発電環境整備機構による処分事業と、国による安全規制の両面を支える技術を知識基盤として整備

していく。このため、｢地層処分研究開発｣と「深地層の科学的研究」の二つの領域を設け、２つの

深地層の研究施設（瑞浪・幌延）等を活用するとともに、他の研究開発機関と連携して研究開発を

進め、その成果を地層処分の安全確保の考え方や評価に係る様々な論拠を支える「知識ベース」と

して体系化する。

｢地層処分研究開発｣としては、【達成目標】に示した「人工バリア等の構成要素の長期的挙動や複

合挙動に関するデータ整備及び評価モデルの開発」および「重要事項の抽出と安全評価手法の開発」

に向けて、「イ．人工バリア等の信頼性向上に関する研究」および「ロ．安全評価手法の高度化に関

する研究」として、地層処分基盤研究施設や地層処分放射化学研究施設での室内試験等によるデー

タの拡充、モデルの高度化ならびに深地層の研究施設等で得られる地質環境データを活用した手法

の適用性確認などを進める。また、得られた研究開発成果を国内外の知見とあわせて体系的に管理

し、伝達・継承していくための知識マネジメントシステムの開発を進め、【達成目標】の「安全確保

の論拠（セーフティケース）の仕組みの検討」に資する。

一方、「深地層の科学的研究」としては、【達成目標】の「地質環境の調査評価手法の開発、地質

環境の長期的履歴評価手法及び天然現象の地質環境に及ぼす影響評価手法の開発、地質環境の長期

将来予測評価手法の開発」に向けて、瑞浪（結晶質岩）と幌延（堆積岩）の２つの深地層の研究施

設を活用した「ハ．地質環境特性調査・評価手法に関する研究」および火山活動や断層活動などの

天然現象を対象とした全国規模での「ニ．地質環境の長期的な安定性評価に関する研究」を進める。

なお、我が国の基盤研究開発（地層処分研究開発及び深地層の科学的研究を含む）を効果的・効

率的に進めるために発足した地層処分基盤研究開発調整会議における中核的な機関として、原子力

発電環境整備機構および規制関連機関の動向やニーズを踏まえながら、資源エネルギー庁調査等事

業を実施する関係機関との間で、研究開発戦略の具体化、連携・協力、成果の体系化などに向けた

検討調整を進めている。平成 18 年度には、「高レベル放射性廃棄物の地層処分基盤研究開発に関す

る全体計画」を策定し、資源エネルギー庁と機構の共催により、「地層処分計画を支える技術基盤の

継続的な強化－国の地層処分基盤研究開発の成果と今後の展開－」と題した報告会を開催して（3

月 5 日）、全体計画を公表した。また、全体計画に基づき国内関係機関との研究協力を進めるととも

に、米国、フランス、スウェーデン、スイス、韓国との二国間協定に基づく、地下研究施設などを

活用した共同研究や、OECD/NEA （経済協力開発機構・原子力機関）のデータベースプロジェク

トへの参加などを通じた国際協力を進めている。

【関連する共同研究、受託研究等】

［共同研究名（実施機関）］

○国際共同研究（10 件）

高レベル放射性廃棄物処分場の広域的安全評価モデルの統合化に関する共同研究：カリフォル

ニア大学バークレイ校(UCB)

水理･物質移動:サイト特性調査及び予測技術に関する研究：米国ローレンスバークレイ国立研

究所（LBNL）

熱-水-応力-化学連成モデルの開発・確証に関する国際共同研究「DECOVALEX-THMC」：ス

ウェーデン原子力発電検査機関（SKI）

スウェーデン・エスポ島地下研究施設（HRL）における共同研究：スウェーデン放射性廃棄物

管理会社（SKB）

水理物質移行研究に関する国際共同研究「TRUE CONTINUATION PROJECT」：スウェーデ

ン放射性廃棄物管理会社（SKB）

熱化学及び吸着に関する基礎データの整備：米国パシフィックノースウェスト国立研究所

（PNNL）

OECD/NEA TDB 開発フェーズ III：経済協力開発機構／原子力機関（OECD/NEA）

モンテリ・プロジェクト Phase12 Porewater Chemistry 試験：スイス連邦地形測量庁

（Swisstopo）

グリムゼル試験場での原位置試験に関する共同研究並びに高レベル放射性廃棄物と TRU 廃棄

物の処分研究開発プロジェクトに関する協力：スイス放射性廃棄物管理共同組合（Nagra）

高レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発分野における「日本原子力研究開発機構と韓国原子
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力研究所との取り決め」に基づく共同研究：韓国原子力研究所（KAERI）

○国内共同研究（19 件）

高レベル放射性廃棄物の地層処分に関する性能評価及びモニタリング技術高度化研究：原子力

環境整備促進・資金管理センター

高レベル放射性廃棄物処分施設への低アルカリ性セメントの適用性に関する研究：電力中央研

究所

オーバーパック溶接部の耐食性に関する研究：原子力環境整備促進・資金管理センター

塩濃縮シミュレーションに関する研究：産業創造研究所（H18 年度に終了）

地層処分における微生物影響評価に関する共同研究：産業創造研究所（H18 年度に終了）

岩石・コロイド・水相間における核種分配挙動解明に関する研究：電力中央研究所

地層処分における酸化還元フロントに及ぼす放射線の影響に関する研究：産業創造研究所

（H18 年度に終了）

低アルカリ性セメント硬化体の間隙構造とイオンの移動に関する研究：金沢大学

幌延深地層研究計画における地下水水質・水理モデルの信頼性向上に関する研究：産業創造研

究所（H18 年度に終了）

幌延深地層研究計画における地質・地下水環境特性評価に関する研究：電力中央研究所

地質環境調査技術の適用性検討に関する研究：原子力環境整備促進・資金管理センター

地盤統計学的手法を用いた地質環境モデル構築技術に関する研究（その２）：清水建設

岩芯を用いた岩盤応力評価手法の高度化に関する研究：産業技術総合研究所

傾斜計を用いたモニタリング技術の開発：東北大学

アクロス技術を用いた東海地域の能動監視：静岡大学

瑞浪超深地層研究所周辺の水理・物質移動特性評価に関する共同研究：電力中央研究所

天然環境中における微量元素の挙動に関わる研究：武蔵工業大学

瑞浪超深地層研究所における地下深部岩盤の歪変化のメカニズムに関する研究：名古屋大学大

学院環境学研究科附属地震火山・防災研究センター

幌延深地層研究計画における安全評価手法の適用性に関する研究：産業技術総合研究所、原子

力安全基盤機構

○先行基礎工学研究（公募）による共同研究（14 件）

X 線 CT による亀裂性岩盤内の移流・分散現象の分析：熊本大学

深部地下水組成推定のための花崗岩起源流体化学組成に関する研究：筑波大学

アクチニド元素の溶解度に関する熱力学データの整備と検証：京都大学

溶存メタンセンサーによる原位置メタン量測定法に関する研究：山口大学

塩素安定同位体を用いた推理地質構造モデル評価技術の開発：東京大学、熊本大学、大成建設

ボーリングコアを用いた堆積軟岩の AE 特性の分析および原位置測定手法に関する研究：京都

大学

堆積岩の微視的性状把握と水－岩石反応実験による地球化学特性の解明：筑波大学、慶應義塾

大学、函館高専、東京学芸大学、三菱マテリアル資源開発

断層帯及び亀裂を考慮した堆積岩地盤の水理学的構造の決定と地下水移動解析：京都大学

東濃地域を対象とした亀裂分布のマルチスケールモデリング技術の開発：熊本大学

 (U-Th)/He 年代測定システムの構築と地質試料への適用に関する研究：京都大学

セルオートマトン法による亀裂ミクロ構造を考慮した流体物質移動解析：京都大学

遺伝子プローブを用いた微生物群集構造の解析とその定量的評価：静岡大学

３次元流向・流速計による原位置地下水流動測定法に関する研究：岡山大学他

花崗岩に発達するヒールドマイクロクラックの準三次元解析に基づく古応力場解析（野島花崗

岩の例）：早稲田大学

［委託研究名（委託機関）］

○委託研究（24 件）

前進的モデルを用いた不均質堆積岩評価手法の研究：地球科学総合研究所

緩衝材及び岩盤の力学連成挙動解析手法の検討：竹中工務店

核種移行に関する基礎データ構築手法の検討及び個別モデルの高度化に関する研究：三菱マテ
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リアル

ニアフィールド岩盤の長期安定性評価手法：東京大学

熱力学データベース管理システムの開発：クインテッサジャパン

核種移行に関する基礎データ構築手法の検討および個別モデルの高度化に関する研究：三菱マ

テリアル

緩衝材中の核種移行挙動に及ぼす処分環境因子に関する基礎的研究（III）：北海道大学

ベントナイト緩衝材の諸性能に及ぼすスメクタイト層間イオン種の影響に関する基礎的研

究：北海道大学

スメクタイトのアルカリ変質挙動の速度論的研究：北海道大学

遺伝的アルゴリズムおよびニューラルネットワークを用いた間隙水圧の相互関係に関する検

討：鹿島建設

地質環境の長期的変遷を考慮した水理モデル構築に関する研究：間組

高精度傾斜計による立坑掘削に伴う岩盤変形挙動の予測解析：大成建設

地下水の水圧モニタリングデータを用いた岩盤物性の評価：ダイヤコンサルタント

幌延深地層研究計画における地下水流動解析の実施および地球化学モデルの構築・検討：大成

建設

堆積軟岩の長期挙動に関する調査試験研究：大成建設

圧縮ベントナイト中の溶存ガス及び溶存物質の移行経路の評価に関する研究：北海道大学

幌延深地層研究計画における低アルカリ性セメントの適用性に関する研究：大林組

幌延深地層研究計画における不確実性を考慮した安全評価手法の検討：クインテッサジャパン

安全評価の観点からみた人工バリアオプションの成立性検討：クインテッサジャパン

３次元応力場同定手法の高度化に関する研究：資源・素材学会

結晶質岩を対象とした長期岩盤挙動評価のための現象論的研究：東京大学

結晶質岩を対象とした長期岩盤挙動評価のための理論的研究：名古屋大学

瑞浪超深地層研究所における工学技術に関する検討：大成建設、清水建設、大林組、鹿島建設

深部地質環境の調査・解析技術の体系化に関する研究：資源・素材学会

［受託研究名（委託元）］

○受託研究（1 件）

地下水流動解析コードの適用性に関する検討：（原子力安全基盤機構）

【研究実施内容及び成果（平成 17～19 年度）】

イ．人工バリア等の信頼性向上に関する研究

地層処分基盤研究施設での工学試験等を実施して、人工バリア等の長期挙動に関するモデルの

高度化、基礎データの拡充、データベースの開発を進め、緩衝材の基本特性データベースを新

たに Web サイト上に公開するとともに（図 1）、オーバーパックに関する 10 年間の長期腐食

試験データおよび人工バリア材料に係るナチュラルアナログ・データを取りまとめて公開した。

また、オーバーパック溶接部の耐食性や銅製オーバーパックの長期性能にとって重要な環境条

件などを整理し報告書として公表した。

結晶質岩を対象としたカナダ原子力公社（AECL）との共同研究の成果に基づき、処分場の閉

鎖材料に関する基本データや性能評価手法を取りまとめ、報告書として公表した。

国内外で提案されている様々な処分場概念の特徴を比較検討することにより、人工バリアの施

工性等に関する共通的な課題を抽出・整理した。

低アルカリ性セメントについては、pH 低下挙動に関する室内試験の継続や、吹付けコンクリ

ートの施工性および力学特性の検討に基づき、配合選定例等を提示するとともに、今後、実施

予定の現場施工試験に反映するため報告書として整理した。

深地層の研究施設で得られた地下水の水質等に関するデータを用いて、坑道掘削による影響を

考慮した水－化学連成挙動の解析を行い、結果を報告書として公表した

ロ．安全評価手法の高度化に関する研究

地層処分放射化学研究施設での放射性核種を用いた試験等を実施して、核種の溶解・移行等に

関するモデルの高度化、基礎データの拡充、データベースの開発を進め、安全評価に必要とな

る「拡散データベース」を Web サイト上で公開した（図２）。

安全評価の専門家によるシナリオ構築を支援するための計算機支援ツール「FepMatrix（フェ
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ップマトリクス）」を開発し、外部利用（無償提供）を開始した。

処分場の設計や安全評価にとって重要となる各種データの標準的な取得方法を確立するため

の検討を進め、深地層中における核種の分配係数を計測するための標準的な手法を日本原子力

学会標準委員会に提示した。本手法は標準委員会にて審議のうえ可決され、公衆審査が行われ

た後、「収着分配係数の測定方法－深地層処分のバリア材を対象とした測定方法の基本手順：

2006」として制定された。

深地層の研究施設等で得られる実際の地質環境データを活用して、安全評価において重要とな

るシナリオを客観的な根拠に基づいて導出するための手法を構築し報告書として公表した。

深地層の研究施設等で得られる地質環境データを活用して、安全評価上重要となるシナリオの

抽出方法及び不確実性を考慮した性能評価手法の検討を進め、現実の地質環境が有する空間的

な不均質性や時間的な変化を考慮した適用例を取りまとめ報告書として公表した。

長期にわたる処分事業や安全規制を支えていくため、研究開発の成果を体系化し知識基盤とし

て適切に管理・継承していくことを目的として、安全確保の論拠（セーフティケース）を視軸

とした知識マネジメントシステムの詳細設計を行った。

ハ．地質環境特性調査・評価手法に関する研究

地層処分事業に必要となる地質環境の調査・評価技術や深地層における工学技術の基盤を整備

するため、我が国における地質の分布と特性を踏まえ、岐阜県瑞浪市（結晶質岩）と北海道幌

延町（堆積岩）の 2 つの深地層の研究施設計画を進めた。坑道掘削時の調査研究により得ら

れた実際の地質環境データに基づき、地上からの調査技術やモデル化手法の妥当性評価を進め

るとともに、平成 19 年度には、処分事業や安全規制の段階的な進展に資するため、地上から

の調査研究段階の成果報告会「地層処分の技術と信頼を支える研究開発：概要調査への技術基

盤の確立」を開催して、概要調査の技術基盤となるべき地上からの地質環境調査技術やモデル

化手法等に関する研究開発成果を発表した。

瑞浪超深地層研究所（岐阜県瑞浪市）については、ボーリング調査などの地上からの調査研究

の総合的な結果に基づいて作成した地質環境モデル（地質構造、岩盤力学、水理、地球化学）

や地下施設の建設による周辺の地質環境への影響予測などの成果を取りまとめ、「超深地層研

究所計画における地表からの調査予測研究段階報告書」として公表した。

坑道掘削時の調査研究としては、2 本の立坑を連絡する深度 200m 水平坑道の掘削を完了す

るとともに、主立坑を深度 231m まで掘削した。その間、坑道壁面の連続的な地質観察等を実

施して、花崗岩上部の風化帯及び断層・割れ目の分布や性状を把握した。また、坑道壁面の深

度約 25m ごとに設置した湧水観測装置及び地上や深度 100m 水平坑道のボーリング孔内に設

置した地下水観測装置を用いて、掘削の進展に伴う湧水量の経時変化や地下水の水圧及び水質

の変化を継続的に観測することにより、坑道の掘削による地下水への影響を評価した。さらに、

深度 200m の水平坑道に、新たにボーリング孔内地下水観測装置を設置し、定常的な観測を

開始した。これらの各調査で得られた情報に基づき、地上からの調査研究で構築した地質環境

モデル（地質構造、岩盤力学、水理、地球化学）を確認しつつ、地上からの調査技術やモデル

化手法の妥当性評価を進めた。これまでのところ、地上からの調査に基づく断層の分布状況や

地下水の水質等に関する予測結果は概ね妥当であるとの評価結果が得られている（図３）。

幌延深地層研究所（北海道幌延町）については、地上からの調査研究で得られた各種データを

総合的に解析して地質環境モデルを更新するとともに、地下施設の建設による周辺の地質環境

への影響を予測した（図４）。あわせて、安全評価や地下施設の設計・施工の観点から地質環

境の調査・評価技術を整理し、これらの成果を、「幌延深地層研究計画における地上からの調

査研究段階研究成果報告書」として公表した。また、上記の地質環境モデルおよび地下施設の

建設による周辺の地質環境への影響予測の妥当性について評価を開始した。

坑道掘削時の調査研究としては、換気立坑を深度 161m まで、東立坑を深度 110m まで掘

削した。その間、坑道壁面の連続的な地質観察等を実施して、堆積岩層及び断層・割れ目の分

布や性状を把握した。また、掘削の進展に応じて、坑道壁面の深度約 35m ごとに湧水観測装

置を設置して湧水量の経時変化を観測するとともに、地上からのボーリング孔内に設置した地

下水観測装置を用いて地下水の水圧及び水質の変化を定常的に観測することにより、坑道の掘

削による地下水への影響を評価した。これらの各調査で得られた情報に基づき、地上からの調

査研究で構築した地質環境モデルを確認しつつ、地上からの調査技術やモデル化手法の妥当性

を検討した。これまでのところ、地上からの調査に基づく堆積岩層の性状等に関する予測結果

は概ね妥当であることが確認されている。
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坑道掘削に係る工学技術や影響評価手法の適用性を検討するため、瑞浪超深地層研究所におい

ては、湧水観測や岩盤の変位・応力観測を継続することにより、坑道設計や覆工技術等の妥当

性を確認するとともに、深度 200m の水平坑道を掘削しながら湧水抑制対策(グラウト)を実施

して、その有効性を確認した。それらの結果に基づき、深度 200m 以深の坑道掘削時に実施

すべき湧水対策や調査研究計画の最適化を図った。また、深度 200m 以深における坑道設計

や覆工技術等の妥当性評価に必要な情報を取得するため、深度 200m の水平坑道から立坑位

置の近傍にボーリング孔を掘削して、立坑掘削に伴う周辺岩盤の変位を計測するための機器を

設置した。

幌延深地層研究所においては、換気立坑と東立坑の掘削を進めながら、岩盤の変位や応力を

観測する計測システムを設置し、得られる情報に基づき、坑道壁面での地質観察や湧水観測の

結果ともあわせて、坑道設計や覆工技術等の妥当性を確認した。その結果を踏まえて、以深の

掘削工事や対策工事の最適化を進めた。また、坑道掘削時の安全対策や湧水対策を確実なもの

とするため、先行ボーリング調査を実施して、地下深部の岩盤や湧水の状況を事前に評価した。

その結果、深度 250m 程度よりも深い場所に高透水帯の存在が確認されたことを受けて、平

成 20 年度以降に掘削すべき坑道のレイアウトや調査研究計画の最適化を図った。

ニ．地質環境の長期的な安定性評価に関する研究

地質・地形に残された記録に基づいて、活断層帯の発達過程や過去 10 万年程度の気候変動を

解明するための調査技術や、地下深部のマグマ・高温流体等の存在を検出するための地球物理

学的手法と地球化学的な手法を組み合わせた手法の開発を進めた。また、将来の地形・地質の

変化を予測するためのシミュレーション技術の適用性評価を進めた。

幌延地域を事例として、地質環境特性の調査や地殻変動に関する連続観測などの結果を踏まえ、

過去数百万年間における古地理の変遷を推定した。

陸域地下構造フロンティア研究の第 2 フェーズ（平成 13 年度～平成 17 年度）成果報告書の取

りまとめ、公表した。

【特記事項】

なし

【研究成果の発表状況】

別紙（巻末）のとおり

【用語解説】

地層処分基盤研究開発調整会議

放射性廃棄物の地層処分に関する事業および安全規制の双方を支える基盤研究開発を効果的・効

率的に進めるため、経済産業省・資源エネルギー庁と日本原子力研究開発機構などの関係研究機関

により平成 17 年 7 月に設置された。これは原子力政策大綱（原子力委員会：平成 17 年 10 月）の

「国及び研究開発機関等は全体を俯瞰して総合的、計画的かつ効率的に進められるよう連携・協力

するべき」との方針に沿った具体的取り組み。

低アルカリ性セメント

地下施設を建設する際に通常のセメントを用いたコンクリートを使用した場合、セメントから地

下水への浸出液が高 pH となり周辺の岩盤や緩衝材を変質させる可能性がある。原子力機構では、

通常のセメント（普通ポルトランドセメント）にポゾラン材料であるシリカフュームとフライアッ

シュを混入し、ポゾラン反応（可溶性シリカと水酸化カルシウムが反応し、難溶性のけい酸カルシ

ウム水和物を生成する現象）により高 pH の主な原因である水酸化カルシウムの消費をはかったセ

メントの開発・実用化を進めている。

知識ベース

知識ベースとは、地層処分に関わる国内外の様々な情報、研究開発を通じて明らかとなった事実、

経験などにもとづく知見やノウハウなどの知識を、ユーザーが活用しやすい形態に整えて蓄積・保

管している場所と、蓄積・補完した知識そのもののことを言う。
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図表

図１ Web 公開した「緩衝材基本特性データベース」

図２ 拡散データベースのデータ検索条件設定のインターフェース（主要検索項目）

データ検索機能データ検索機能

グラフ作成機能グラフ作成機能

透水特性 透水試験 力学特性 一軸圧縮試験
膨潤特性 飽和膨潤応力試験 圧裂試験

不飽和膨潤応力試験 一次元圧密試験
飽和膨潤ひずみ試験 非圧密非排水三軸試験
不飽和膨潤ひずみ試験 圧密非排水三軸試験

締固め特性 動的締固め試験 圧密非排水三軸クリープ試験
静的締固め試験 動的三軸試験

熱特性 熱物性測定(熱伝導率・熱拡散率) 弾性波速度測定
乾燥収縮特性 乾燥収縮試験 液状化試験

緩衝材の基本特性データ

データ検索機能データ検索機能

グラフ作成機能グラフ作成機能

透水特性 透水試験 力学特性 一軸圧縮試験
膨潤特性 飽和膨潤応力試験 圧裂試験

不飽和膨潤応力試験 一次元圧密試験
飽和膨潤ひずみ試験 非圧密非排水三軸試験
不飽和膨潤ひずみ試験 圧密非排水三軸試験

締固め特性 動的締固め試験 圧密非排水三軸クリープ試験
静的締固め試験 動的三軸試験

熱特性 熱物性測定(熱伝導率・熱拡散率) 弾性波速度測定
乾燥収縮特性 乾燥収縮試験 液状化試験

緩衝材の基本特性データ
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図３ 第１段階後と坑道掘削時の調査研究時の地質モデルの比較

地質構造モデル 岩盤等級分布図

凡 例

瑞浪層群 明世累 層 / 本郷累層

瑞浪層群 土岐夾炭累層 基底 礫

土岐花崗岩 低角度傾 斜を有する割れ目の集中 帯

土岐花崗岩 上部割れ目 帯

土岐花崗岩 下部割れ目低密度 帯

月吉断層に伴う割れ目 帯

瑞浪層群 明世累 層 / 本郷累層 基底礫

瑞浪層群 土岐夾炭累 層

断層および破砕 帯 ・ 変質帯(破線部は推定断層 )

土岐花崗岩 風化 帯

第１段階後 パイロットボーリング後
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図４ 地下施設建設に伴う地下水中の塩化物イオン濃度変化の予測解析結果の一例(幌延)



100

【研究成果の発表状況】

雑誌掲載論文：

全項共通

1) 梅木, “リスク学用語小辞典”, 日本リスク研究学会編, 丸善株式会社, p.338, (2008).

2) 河田, “地層処分研究開発の最近の進捗状況”, 原子力システムニュース, 18[4], pp.18-25,

(2008).
3) 河田, “軽水炉から高速炉への移行期にそなえて”, 日本原子力学会誌, 49[6], pp.22-27, (2007).

4) T. Kawata, “The impact of fuel cycle options on the space requirements for a HLW
repository”, Nuclear Engineering and Technology, 39[6], pp.683-690, (2007).

5) 河田，“地層処分技術に関する知識の伝承～社会共通の知的財産作りに向けて～”，月刊エネル

ギー， 40[6]，pp.15-20，(2007).

6) T. Kawata, H. Umeki, I. G. McKinley, “Knowledge Management: the Emperor’s New
Clothes?”, Proceedings of International High-Level Radioactive Waste Management
Conference (IHLRWM), Las Vegas, Nevada, pp.669-676, (2006).

7) Y. Miyamoto, H. Umeki, H. Ohsawa, et al., “Key R&D Activities Supporting Disposal of
Radioactive Waste: Responding to the Challenges of the 21st Century”, Nuclear
Engineering and Technology, 38[6], pp.505-534, (2006).

8) 梅木,“21 世紀の地層処分研究開発：技術的知識基盤の構築”, 日本原子力学会誌, Vol.48, No3,

pp.14-19,（2006）．

9) 梅木, “地層処分の技術的知識基盤の構築に向けた取り組み”, 月刊エネルギー, 2005 年 12

月号, pp.72-77,（2005）．

イ．人工バリア等の信頼性向上に関する研究

1) 藤田，杉田，升本, 他, “結晶質岩における粘土プラグの閉鎖性能にかかわる原位置試験及び解

析評価”, 原子力バックエンド研究, 14[1], pp.13-30, (2007).

2) 谷口, 鈴木, 中西, 他, “低炭素濃度下におけるチタンオーバーパックの長期水素吸収挙動と水

素脆化の検討”, 材料と環境, 56[12], pp.576-584, （2007）.

3) 鈴木，谷口，“低酸素濃度下におけるチタンの腐食速度と水素吸収挙動”材料と環境，55，

pp.485-494，(2006).

4) T. Fujita, Y. Sugita, Y. Takahashi, “HYDRAULIC CALCULATION OF CLAY-BASED
BACKFILL AND PLUG FOR THE INTERSECTIONS OF TUNNELS IN THE
GEOLOGICAL REPOSITORY FOR HLW”, Australian Geomechanics, 41[4], pp.89-95
(2006).

5) Y. Sugita, T. Fujita, Y. Takahashi, et al., “The Japanese approach to developing clay-based
repository concepts –An example of design studies for the assessment of sealing strategies”,
Physics and Chemistry of the Earth, Parts A/B/C, 32[1-7], pp.32-41 (2006).

6) N. Taniguchi, M. Kawasaki, “Influence of sulfide concentration on the corrosion behavior of
pure copper in synthetic sea water”, Journal of Nuclear Materials, (in press).

7) T. Ishidera, K. Ueno, S. Kurosawa, “Montmorillonite alteration in compacted bentonite in

contact with carbon steel for ten years”, Journal of Nuclear Science and Technology,

(submitted).
8) H. Mitsui, R. Takahashi, A. Otsuki, et al., “Stress corrosion cracking susceptibility for low

carbon steel welds in carbonate-bicarbonate solution”, Corrosion Science, (submitted).

9) T. Okubo, H. Kikuchi, M. Yamaguchi, “Evaluation of pore structure in compacted

saturated bentonite using NMR relaxometry”, Applied Clay Science, (submitted).

10) T. Okubo, “Tortuosity based on anisotropic diffusion process in structured plate-like

obstacles by Monte Carlo simulation”, Transport in Porous Media, (submitted).

11) 松本, 棚井, “X 線 CT スキャナによる亀裂内侵入ベントナイトの密度測定に関する適用性”,

原子力バックエンド研究, （投稿中）.

ロ．安全評価手法の高度化に関する研究

1) T. Ishidera, S. Miyamoto, H. Sato, “Effect of Sodium Nitrate on the Diffusion of Cl- and I- in
Compacted Bentonite”, Journal of Nuclear Science and Technology, 45[7], pp.610–616,
(2008).

別紙



101

2) T. Ishidera, X. Xia, K. Idemitsu, “Corrosion Products from Carbon Steel Formed in
Compacted Bentonite under Reducing Conditions”, Journal of Nuclear Science and
Technology, 45[8], pp. 763–772, (2008).

3) 笹本, ”第3回放射性廃棄物管理における天然及び人工バリア材としての粘土の役割に関する国

際会議”, 日本原子力学会誌, 50[1], p.51, （2008）.

4) 大澤, 梅木, 牧野, 他, “地層処分技術に関する知識マネジメントシステムの設計概念”, 火力原

子力発電, no.621, pp.26-33, (2008).

5) A. Sato, A. Sawada, “Analysis of tracer migration process in the crack by means of X-ray

CT”, 11th Congress of International Society for Rock Mechanics - Ribeiro e Sousa, Olalla

and Grossmann (eds), Vol. 1, pp. 15-18 (2007).
6) 梅木博之, “放射性廃棄物処分のセーフティケース”, 金属, 77[10], pp.1135-1140, (2007).

7) T. Kawata, H. Osawa, H. Umeki, et al., “Knowledge Management the Japanese High-Level
Radioactive Waste Disposal Programme”, IAEA-CN-153/1/O/01, (2007).

8) T. Ohi, H. Takase, M. Inagaki, et al., “Application of a Comprehemsive Sensitivity Analysis
Method on the Safety Assessment of TRU Waste Disposal in JAPAN”, Scientific Basis for
Nuclear Waste Management XXX, MRS Proceedings Volume 985, (2007).

9) 澤田，竹内，三枝，他，“亀裂性岩盤におけるボーリング調査に基づく水理学的有効間隙率の

設定について”，第 36 回岩盤力学に関するシンポジウム講演論文集，pp.273-278，(2007).

10) 黒澤，長崎，田中，“DLVO 理論に基づく地下水中でのモンモリロナイトゲルからの粒子の分

散性に関する評価”，日本原子力学会和文論文誌， 6[2]，pp.205-213，(2007).

11) A. Sato, D. Fukahori, K. Sugawara, et al., “Visualization of 2D diffusion Phenomena in
Rock by Means of X-ray CT”, Advances in X-ray Tomography for Geomaterials, Desrues. J.,
Viggiani, G and Besuelle, P. ed., pp.315-321, (2006).

12) J. Xiao, H. Sato, A. Sawada, et al., “Visualization and quantitative evaluation of aperture
distribution, fluid flow and tracer transport in a variable aperture fracture”, ISRM
International Symposium 2006 4th Asian Rock Mechanics Symposium, Rock Mechanics in
Underground Construction, Leung, C. F. and Zhou, Y. X. ed, (2006).

13) M. Kawamura, T. Ohi, H. Makino, et al., “Study on Evaluation Method for Potential
Impact of "Natural Phenomena" on a HLW Disposal System”, 2006 East Asis Forum on
Radioactive Waste Management Conference, Proceedings, pp.350-367, (2006).

14) 黒澤，水上，佐藤，他，“コロイドプローブ原子間力顕微鏡による NaCl 水溶液中のモンモリ

ロナイト粒子の相互作用力の測定”，日本原子力学会和文論文誌， 5[3]，pp.251-256，(2006).

15) X. Xia, K. Iijima, G. Kamei, et al., “Comparative study of cesium sorption on crushed and
intact sedimentary rock”, Radiochim. Acta, 94[9-11], pp.683-687 (2006).

16) A. Sawada, H. Saegusa, Y. Ijiri, “Uncertainty in Groundwater Flow Simulations Caused by
Multiple Modeling Approaches, at Mizunami Underground Research Laboratory”, Japan,
in “Dynamics of Fluids and Transport in Fractured Rock” ed. Faybishenko, B. and Gale, J,
AGU Geophysical monograph 162, (2005).

17) Lim, D., “Numerical Study of Nuclide Migration in a Heterogeneous Flow Field of a
High-Level Radioactive Waste Repository with Multiple Canisters”, Nuclear Technology
156, pp.222-245, (2006).

18) K. Fujiwara, H. Yamana, T. Fujii, et al., “Solubility of uranium (IV) hydrous oxide in high
pH solution under reducing conditions”, Radiochim. Acta, 93, 347, (2005).

19) H. Sato, “Effects of the orientation of smectite particles and ionic strength on diffusion and
activation enthalpies of I- and Cs+ ions in compacted smectite”, Appl. Clay Sci., 29,
pp.267-281, (2005).

20) H. Sato, “Measurements on the thermodynamic properties of porewater in sandstone by
vapor pressure method”, J. Nucl. Sci. Technol., 42(4), pp.368-377, (2005).

21) 吉田, 吉川, 佐藤, “炭酸塩固相に対する微量元素の共沈反応についての固溶体モデルによる

評価”, 日本放射化学会誌, 6（別冊）, 124,（2005）．

22) 磯貝, 神徳, 笹本,“圧縮ベントナイト中の間隙水測定手法の検討”, 原子力バックエンド研究,

Vol.11, No.1, pp.29-36,（2005）．

23) 江橋, 小尾, 大井, “人工バリアのパラメータに関する感度解析”, 原子力バックエンド研究,

（投稿中）.

24) T. Ebashi, Y. Hwang, Y. Lee et al., “Application of a Comprehensive Sensitivity Analysis

Method to a Korean geological disposal concept” , Journal of Nuclear Science and



102

Technology, （投稿中）.

25) N. Fujii, K. Kawamura, S. Suzuki et al., “Study of the migration behavior of K, Cs and Sr

in smectite hydrates using molecular dynamics”, Applied Clay Science, (submitted).

26) K. Fujiwara, Y. Kohara, “Hydrolysis constants of tetravalent neptunium by using solvent

extraction method”, Radiochimica Acta, (submitted).

27) A. Hara, K. Kai, K. Maekawa, “Rock properties of diatomaceous mudstone at Horonobe,

northern Hokkaido, Japan”, 地質学雑誌, （投稿中）.

28) K. Iijima, Y. Shoji, T. Tomura, “Sorption Behavior of Americium onto Bentonite Colloid”,

Radiochimica Acta, (submitted).
29) D. Lim, M. Uchida, K. Hatanaka, et al., “Modeling of Radionuclide Migration through

Fractured Rock in a HLW repository with Multiple Canisters”, Proceedings of 31st

International Symposium on the Scientific Basis for Nuclear Waste Management (MRS
2007), (submitted).

30) K. Miyahara, T. Kato, “Illustration of HLW repository performance; Using alternative

yardsticks to assess modeled radionuclide fluxes”, Proceedings of 31st International

Symposium on the Scientific Basis for Nuclear Waste Management (MRS 2007),
(submitted).

31) Y. Yoshida, H. Yoshikawa, T. Nakanishi, “Partition coefficients of Ra and Ba in calcite”,

Chemical Geology, (submitted).
32) Y. Tochigi, et al., “Modeling studies on microbial effects on groundwater chemistry”, Mat.

Res. Soc. Proc. (in press).
33) H. Sasamoto, et al., “A preliminary Interpretation of Groundwater Chemistry in the

Horonobe Area”, 12th Int. Symp. Water Rock Interaction (WRI-12), (submitted).
34) 藤井，市川，“圧縮ベントナイト中の表面拡散現象に関する均質化解析”，土木学会応用力学論

文集，(投稿中).

35) 甲斐，前川，“続成鉱物の分布に基づく新第三系珪藻質泥岩中の地下水流動の推定－北海道幌

延地域について－”，日本地熱学会誌，(投稿中).

ハ．地質環境特性調査・評価手法に関する研究

1) H. Yoshida, K. Yamamoto, Y. Amano, et al., “The development of Fe-nodules surrounding
biological material mediated by microorganisms”, Environmental Geology, 55[6], pp.
1363-1374, (2008).

2) H. Yashuhara, N. Kinoshita, H. Kurikami, et al., “Evolution of permeability in siliceous
rocks by dissolution and precipitation under hydrothermal conditions”, Proceedings of 3rd
International Conference on Coupled T-H-M-C Processes in Geo-systems; Fundamentals,
Modeling, Experiments and Applications (GeoProc 2008), (2008).

3) 尾留川, 松井, 操上, 他, “幌延深地層研究計画における地下研究施設建設時の課題と対応策(<

小特集>大型プロジェクトの地盤工学的な問題と対処法)”, 土と基礎, 56, pp.32-35, (2008).

4) 石井, 安江, 大平, 他,“北海道北部，大曲断層近傍の背斜成長の開始時期”, 地質学雑誌, 114[6],

pp.286-299, (2008).
5) J. Guimerà, E. Ruiz, M. Luna, et al., “Numerical assessment of the origin of deep salinity

in a low permeability fractured medium”, Proceedings of the 11th International Conference
on Environmental Remediation and Radioactive Waste Management (ICEM2007), (2007).

6) H. Saegusa, H. Onoe, S. Takeuchi, et al., “Hydrogeological characterization on
surface-based investigation phase in the Mizunami Underground Research Laboratory
Project, in Japan”, Proceedings of the 11th International Conference on Environmental
Remediation and Radioactive Waste Management (ICEM2007), (2007).

7) S. Takeuchi, R. Takeuchi, W. Salden, et al., “Hydrogeological conceptual model determined
from baseline and construction phase groundwater pressure and surface tiltmeter data at
the Mizunami Underground Research Laboratory, Japan”, Proceedings of the 11th

International Conference on Environmental Remediation and Radioactive Waste
Management (ICEM2007), (2007).

8) H. Saegusa, H. Osawa, H. Onoe, et al., “Stepwise Hydrogeological characterzation
utilizings a geosynthodology -A case study from the Mizumami Underground Research
Laboratoty project”, Proceedings of third AMIGO Programme Workshop on Approaches
and Challenges for the Use of Geological Information in the Safety Case, (2007).



103

9) H. Saegusa, K. Yasue, H. Onoe, et al., “Numerical Assessment of the Influence of
Topographic and Climatic Perturbations on Groundwater Flow Conditions”, Proceeding of
an IGSC "Geosphere Stability" Proceeding of Workshop on Stability and Buffering
Capacity of the Geosphere for Long-Term Isolation of Radioactive Waste: Application to
Crystalline rock, (2007).

10) 安原, 木下, 操上, 他, “温度・応力に依存する化学溶解・沈殿現象を考慮した珪藻質岩石の透水

性経時評価”, 土木学会論文集 C, 63[4], (2007).

11) 羽柴，“岩石の時間依存性挙動と周圧の影響に関する最近の研究”，Journal of MMIJ，123[1]，

pp.10-16，(2007).

12) 岩月，天野，井岡，他，“大規模地下施設の建設に伴う周辺地下水環境の変化”，日本原子力学

会和文論文誌，6[1]，pp.73-84，(2007).

13) M. Amo, N. Suzuki, T. Shinoda, et al., “Diagenesis and distribution of sterenes in Late
Miocene to Pliocene marine siliceous rocks from Horonobe (Hokkaido, Japan)”, Organic
Geochemistry, 38, pp.1132-1145 (2007).

14) K. Hama, T. Kunimaru, R. Metcalfe, et al., “The hydrogeochemistry of argillaceous rock
formations at the Horonobe URL site, Japan.”, Physics and Chemistry of the Earth, 32,
pp.170-180, (2007).

15) 石井，濱，國丸，他，“海成堆積物の地下浅部における天水の浸透に伴う地下水の pH 変化”，

地質学雑誌， 113，pp.41-52，(2007).

16) 佐藤，“ベントナイト及び岩石中に於ける拡散現象に関する情報交換会－地層処分の安全評価

を目指して－”，日本原子力学会誌（会議報告）， 49[1]，pp.51-52，(2007).

17) 天野, 岩月, 井岡, 他, “微生物が地下の酸化還元環境形成に及ぼす影響”, 原子力バックエンド

研究, 14[1], pp.61-67, (2007).

18) 三浦, 小西, 入矢, 他, “ポゾランを高含有した吹付けコンクリート”, セメント・コンクリ

ート, no. 728, pp.63-67, (2007).

19) 郷家，多田，瀬野，他，“瑞浪超深地層研究所の研究坑道における掘削損傷領域を考慮した掘

削影響解析”，第 16 回トンネル工学論文集，pp.35-45，(2006).

20) 井岡，古江，岩月，“深層ボーリング孔を用いた岩盤中の地下水の採取方法 地下水の酸化還

元状態の把握のために”，日本水文科学会誌，36[4]，pp.181-190，(2006)．

21) 井岡，岩月，加藤，他，“電極表面連続研磨器具付き白金電極を用いる水溶液酸化還元電位の

安定測定”，分析化学，55[10]，pp.793-797，(2006).

22) 中間，“賛助会員のページ 独立行政法人日本原子力研究開発機構地層処分研究開発部門”，岩

の力学ニュース，79，pp.12-13，(2006).

23) 櫻井，清水，芥川，他，“国内超大深度立坑工事の地山崩壊形態から見た崩壊発生機構に関す

る考察”，土木学会論文集 F，62[4]，pp.662-673，(2006).

24) 進士，西垣，竹内，“揚水試験結果の解析手法の変遷と最近の技術”，土と基礎，54[5]，pp.6-9，

(2006).
25) Sohail, A. R.，K. Watanabe, S. Takeuchi, “Stream flow forecasting by artificial neural

network (ANN) model trained by real coded genetic algorithm (GA) A Case study when
role of groundwater flow component in surface runoff is small”, 日本地下水学会誌, 48[4],

pp.233-262, (2006).
26) 柳澤，武田，茂田，他，“地質環境特性を対象とした不確実性解析の方法論 -東濃地域を対象

とした適用性検討-”，日本地下水学会誌，48[3]，pp.149-167，(2006).

27) Y. Suyama, M. Toida, K. Masumoto, et al., “Investigation of the EDZ using high-resolution
GPR with modulating frequency”, Proceedings of 12th European Meeting of
Environmental and Engineering Geophysics (Near Surface 2006) (CD-ROM), p.5, (2006).

28) 石井，福島，“新第三紀珪質岩における断層の解析事例”，応用地質，Vol.47，pp.280-291，(2006).

29) 石井，安江，他，“北海道北部，幌延地域における大曲断層の三次元分布と水理特性”，地質学

雑誌， 112, pp.301-314，(2006).

30) 安江，秋葉，大平，他，“北海道北部，サロベツ背斜付近に分布する声問層上部の鮮新統上部

珪藻化石帯とフィッション・トラック年代”，地質学雑誌, 112, pp.284-293，(2006).

31) 森岡，松井，“幌延深地層研究計画における地下施設建設の概要”，土木学会岩盤力学委員会ニ

ューズレター，No.11，http://www.rocknet.japan.org/topics/News.html，(2006).

32) 尾留川，小島，白戸，他，“石炭灰（フライアッシュ）の高強度吹付けコンクリートへの適用



104

性”，コンクリート工学年次大会 2006，コンクリート工学年次論文集第 28 巻，pp.1637-1642，

(2006).
33) 尾留川，森岡，山上，他，“幌延深地層研究計画における地下研究坑道の概要と支保設計”，電

力土木技術協会誌， 324，pp.82-86，(2006).

34) 瀬谷，畑中，福島，“幌延深地層研究計画の概要と現状について”，佐藤工業技術研究所報，

No.31，pp.49-56，(2006).

35) 瀬谷，森岡，福島，“幌延深地層研究センター地下施設の建設について”，佐藤工業技術研究所

報，No.31，pp.57-62，(2006).

36) C. Doughty, S. Takeuchi, K. Amano, et al., “Application of multi-rate flowing fluid electric
conductivity logging method to well DH-2, Tono Site, Japan”, Water Resour. Res., 41 [10],
W10401, (2005).

37) 古江, 岩月, 濱, “深層ボーリング孔を用いた地下水の地球化学調査の課題”, 応用地質, 46[4],

pp.232-236,（2005）．

38) T. Iwatsuki, R. Furue, H. Mie, et al., “Hydrochemical baseline condition of groundwater at

the Mizunami underground research laboratory (MIU)” , Applied Geochemistry, 20,

pp.2283-2302, (2005)．

39) T. Miyoshi, T. Iwatsuki, T. Naganuma, “Phylogenetic Characterization of 16S rRNA Gene
Clones from 0.2 micron-filtrates of Deep Groundwater”, Applied and Environmental
Microbiology, 71[2], pp.1084, (2005).

40) 柳澤, 武田, 大澤, 他,, “空間的に不均一な地質環境特性の評価方法に関する基礎的検討”, 日

本地下水学会誌, 47,（2005）

41) 安江, 石井, “北海道北部, 幌延町における大曲－豊富断層の正確な位置の特定”, 活断層研

究, 25, pp,39-46,（2005）．

42) K. Matsuki, S. Nakama, T. Sato, “Estimation of regional stress by FEM for a
heterogeneous rock mass with a large fault”, International Journal of Rock Mechanics and
Mining Sciences, (in press).

43) K. Matsuki, K. Nakatani, T. Arai, et al., A quadratic element method for evaluating
groundwater flow by the inversion of surface tilt with application to the Tono Area, Japan”,
Journal of Hydrology, (in press).

44) Y. Ijiri, H. Saegusa, A. Sawada, et al., “Evaluation of uncertainties originating from the
conceptual models applied to analyze regional groundwater flow in the Tono area of Japan”,
Journal of Contaminant Hydrology, (submitted).

45) 尾上, 三枝, 大山, 他, “孔間水理試験による水圧応答に基づく地下深部の水理地質構造の解析

的推定”, 地下水学会誌, (印刷中).

46) 大津, 堀田, 三枝, 他, “不連続性岩盤における突発湧き水リスク評価手法の事後評価への適用”,

土木学会論文集, (印刷中).

47) 操上, 竹内, 藪内, 他, “幌延深地層研究計画の地上からの調査研究段階における地下水流動に

関する調査研究”, 土木学会論文集, (印刷中).

48) 尾上, 笹尾, 三枝, 他, “過去から現在までの長期的な地形変化が地下水流動性に与える影響の

解析的評価の試み”, 日本原子力学会和文論文誌, (投稿中).

49) 延藤, 西垣, 見掛, 他, “注入圧力によるグラウトの目詰まり現象抑制効果”, 土木学会論文集,

(投稿中).

ニ．地質環境の長期的な安定性評価に関する研究

1) K. Yamada, T. Tagami, “Postcollisional exhumation history of the Tanzawa Tonalite
Complex, inferred from (U-Th)/He thermochronology and fission track analysis”, Journal
of Geophysical Research, 113, B03402, doi:10.1029/2007JB005368, (2008).

2) 三箇, 安江, “河床縦断形のシミュレーション”, 地形, 29[1], pp.27-49, (2008).

3) 花室, 梅田, 高島, 他, “紀伊半島南部，本宮および十津川地域の温泉周辺の熱水活動史”, 岩石

鉱物科学, 37[2], pp.27-38, (2008).

4) 新里, 舟木, 安江, “北海道北部,幌延地域における後期鮮新世以降の古地理と地質構造発達史”,

地質学雑誌, 113[Supplement], pp.119-135, (2007).

5) 廣内, 安江, 内田, 他, “完新世における阿寺断層帯湯ヶ峰断層の活動”, 活断層研究, no.27, pp.

201-209, (2007).
6) 今井, 塩崎, 山下, 他, “気候・海水準変動が地下水流動に与える影響に関する解析的検討－北海



105

道 幌延地域を例として－”, ハザマ研究年報, 39, pp.1-7, (2007).

7) 楮原，今泉，宮内，他，“横手盆地東縁断層帯・千屋断層の構造発達史－逆断層システムの進

化過程からみた変動地形形成－”，地学雑誌，115(6)，pp.691-714，(2007).

8) K. Umeda, Y. Sakagawa, A. Ninomiya, et al., “Relationship between helium isotopes and
heat flux from hot springs in a non-volcanic region, Kii Peninsula, Southwest Japan”,
Geophysical Research Letters, 34, pp.L05310_1-L05310_5, (2007).

9) 棚瀬，及川，二ノ宮，他，“K-Ar 年代測定に基づく両白山地の鮮新; 更新世火山活動の時空分

布”，火山，52，pp.39-61，(2007).

10) 今泉，楮原，大槻，他，“秋田県・千屋断層の陸羽地震断層露頭”，活断層研究，26，pp.71-77，

(2006).
11) 守田，関口，佐々木，他，“東海地方の中間温帯における中期更新世以降の植生変遷－内陸小

盆地堆積物の花粉分析から－”，季刊地理学，58，pp.123-139，(2006).

12) T. Oikawa, K. Umeda, S. Kanazawa et al., “Unusual cooling of Middle Miocene
Ichifusayama Granodiorite in Kyushu, Japan”, J. Mineral. Petrol. Sci., 101, pp.23-28,
(2006).

13) 坂川，梅田，浅森，“熱移流を考慮した日本列島の熱流束分布”，日本地熱学会誌，28，pp.211-221，

(2006).
14) K. Umeda, K. Asamori, T. Negi, et al., “Magnetotelluric imaging of crustal magma storage

beneath the Mesozoic crystalline mountains in a nonvolcanic region, northeast Japan”,
Geochem. Geophys. Geosyst, 7, Q08005, doi:10.1029/2006GC001247, (2006).

15) K. Umeda, S. Kanazawa, C. Kakuta, et al., “Variations in the 3He/4He ratios of hot springs
on Shikoku Island, southwest Japan”, Geochem. Geophys. Geosyst, 7, Q04009,
doi:10.1029/2005GC001210, (2006).

16) K. Umeda, Y. Ogawa, K. Asamori, et al., “Aqueous fluids derived from a subducting slab:
observed high 3He emanation and conductive anomaly in a non-volcanic region, Kii
Peninsula southwest Japan”, Jour. Volcanol. Geotherm. Res., Vol. 149, pp.47-61, (2006).

17) K. Umeda, “Deep structure of the Miocene igneous complex in the Kii peninsula,
Southwest Japan, inferred from wide-band magnetotelluric soundings”, Advances in
Geosciences-Vol.1: Solid Earth (SE), pp.207-213, (2006).

18) 新里，重野，高清水，“北海道における地震に関するアイヌの口碑伝説と歴史記録”，歴史地震，

21，pp.121-136，(2006).

19) 笹尾，岩月，天野，“東濃ウラン鉱床でのナチュラルアナログ研究から見た古水理地質研究の

役割”，資源地質，56，pp.125-132，(2006).

20) 笹尾，岩野，檀原，“瀬戸内中新統東部，瑞浪層群土岐夾炭累層の凝灰質砂岩のフィッション・

トラック年代”，地質学雑誌，112，pp.459-468，(2006).

21) T. Nohara, H. Tanaka, K. Watanabe, et al., “In situ hydraulic tests in the active fault
survey tunnel, Kamioka Mine, excavated through the active Mozumi-Sukenobu Fault zone
and their hydrogeological significance”, Island Arc, 15, pp.537-545, (2006).

22) E. Sasao, K. Ota, T. Iwatsuki, et al., “An overview of a natural analogue study of the Tono
Uranium Deposit, central Japan”, Geochemistry: Exploration, Environment, Analysis, 6,
pp.5-12, (2006).

23) R. Metcalfe, H. Takase, E. Sasao, et al., “A system model for the origin and evolution of the
Tono uranium deposit, Japan”, Geochemistry: Exploration, Environment, Analysis, 6,
pp.13-31, (2006).

24) R. Arthur, T. Iwatsuki, E. Sasao, et al., “Geochemical constraints on the origin and stability
of the Tono uranium deposit, Japan”, Geochemistry: Exploration, Environment, Analysis, 6,
pp.33-48, (2006).

25) 梅田, 大澤, 野原, 他, “サイクル機構における「地質環境の長期安定性に関する研究」の概要

－日本列島のネオテクトニクスと地質環境の長期安定性－”, 原子力バックエンド研究, 11,

pp.97-112,（2005）．

26) 藤原, 柳田, 三箇, 他, “地層処分からみた日本列島の隆起・侵食に関する研究”, 原子力バッ

クエンド研究, 11, pp.113-124,（2005)．

27) 藤原, 柳田, 三箇, 他,“地層処分から見た侵食作用の重要性－海成段丘を対象とした侵食速度

の推定を例に－”, 原子力バックエンド研究, 11, pp.139-146,（2005)．

28) 浅森, 梅田, “地下深部のマグマ・高温流体等の調査技術について”, 原子力バックエンド研



106

究, 11, pp.147-156,（2005）．

29) 坂川, 梅田, 浅森, “熱移流を考慮した日本列島の熱流束分布と雲仙火山を対象とした熱・水

連成シミュレーション”, 原子力バックエンド研究, 11, pp.157-166,（2005）．

30) 笹尾, 天野, 太田, “東濃ウラン鉱床におけるナチュラルアナログ研究－ウラン鉱床での隆

起・沈降の変遷と隆起速度の見積もり－”, 原子力バックエンド研究, 11, pp.167-179,（2005）．

31) 木下, 野原, 中田, 他, “比較的規模の大きな地下活断層の特徴とその調査手法の検討”, 活断

層研究, 25, pp.27-37,（2005)．

32) 上原, 小川, 角田, 他,“紀伊半島南部地域の重力異常と深部比抵抗構造から推定される地熱構

造”, 地震第 2 輯, 57, pp.245-255,（2005）．

33) 山口, 須貝, 藤原, 他,“ボーリングコアの粒度組成と堆積速度からみた木曽川デルタの微地形

と堆積過程”, 第四紀研究, 44, pp.37-44,（2005）．

34) K. Umeda, “An integrated approach for detecting latent mamatic activity beneath the
crytalline mountains,in a non-volcanic region:an example form the Lide
Mountains,noryheast Japan”, Proceeding of an IGSC "Geosphere Stability" Workshop on
Stability and Buffering Capacity of the Geosphere for Long-Term Isolation of Radioactive
Waste: Application to Crystalline rock, (submitted).

35) T. Niizato, K. Ysue, H. Kurikami, “Impacts of natural events and processes on
groundwater flow conditions; A Case study in the Horonobe area, Hokkaido, northern
Japan”, Proceeding of an IGSC "Geosphere Stability" Workshop on Stability and Buffering
Capacity of the Geosphere for Long-Term Isolation of Radioactive Waste: Application to
Crystalline rock, (submitted).

36) T. Nohara, “Hydraulic and Hydrochemical Response to Seismic Events”, Proceeding of an
IGSC "Geosphere Stability" Workshop on Stability and Buffering Capacity of the
Geosphere for Long-Term Isolation of Radioactive Waste: Application to Crystalline rock,
(submitted).

37) 根木, 浅森, 松尾, 他, “MT 法データの信頼性評価に関する一考察”, 物理探査, (投稿中).

研究開発報告書類：

全項共通

1) 梅田，大井，大澤，他，“地層処分技術に関する知識基盤の構築；平成18年度報告”，JAEA-Review

2007-050，(2007).

2) 梅木，大澤，内藤，他，“地層処分技術に関する知識管理システムの基本的概念”，

JAEA-Research 2006-078，(2006).

3) 核燃料サイクル開発機構, “高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する知識基盤の構築－

平成 17 年取りまとめ－分冊 1 深地層の科学的研究”, JNC TN1400 2005-014, 核燃料サイク

ル開発機構,（2005）．

4) 核燃料サイクル開発機構, “高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する知識基盤の構築－

平成 17 年取りまとめ－分冊 2 工学技術の開発”, JNC TN1400 2005-015, 核燃料サイクル開

発機構,（2005）．

5) 核燃料サイクル開発機構, “高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する知識基盤の構築－

平成 17 年取りまとめ－分冊 3 安全評価手法の開発”, JNC TN1400 2005-016, 核燃料サイク

ル開発機構,（2005）．

6) 核燃料サイクル開発機構, “高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する知識基盤の構築－

平成 17 年取りまとめ－地層処分技術の知識化と管理”, JNC TN1400 2005-020, 核燃料サイ

クル開発機構,（2005）．

7) 核燃料サイクル開発機構, “平成 16 年度地層処分技術に関する研究開発報告会－わが国の地

層処分計画を支える技術基盤の継続的な強化－要旨・スライド・ポスター”, JNC TN1400

2004-015, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

イ．人工バリア等の信頼性向上に関する研究

1) 平本 , 小林 , 中間 , 他 , “地層処分施設における多連設坑道の設計手法に関する検討” ,

JAEA-Research 2008-001, (2008).
2) 平本，小林，大久保, “ 岩石の強度回復特性・一般化応力緩和挙動に関する研究（委託研究）”,

JAEA-Research 2008-002, (2008).



107

3) 鈴木, 藤崎, 藤田, “坑道周辺における不飽和領域の生起に伴う地球化学反応を考慮した水理-

物質移行連成解析－高レベル放射性廃棄物の地層処分における熱-水-応力-化学連成挙動モデ

ル/解析コードの適用－”, JAEA-Research 2008-003, (2008).

4) 齋藤, 棚井, 菊池, 他, “断層ずれに伴う人工バリアの力学的挙動評価（Ⅱ）, JAEA-Research

2008-010, (2008).
5) 谷口, 川崎, 内藤, “緩衝材中における炭素鋼の腐食挙動の実験的検討－１ －10 年間の浸漬試

験結果に基づく腐食進展挙動の検討－”, JAEA-Research 2008-011, (2008).

6) 川崎, 谷口, 内藤, “炭酸塩水溶液中における純銅のアノード分極挙動”, JAEA-Research

2008-012, (2008).
7) 平本, 小林, 青柳, 他, “ニアフィールド岩盤の長期力学挙動予測評価手法の信頼性向上に関す

る検討（Ⅱ）－緩衝材の膨潤圧とオーバーパックの腐食膨張圧がニアフィールド岩盤の長期安

定性に与える影響に関する研究－, JAEA-Research 2008-013, (2008).

8) 藤崎, 鈴木, 藤田, “熱-水-応力連成試験設備(COUPLE)を用いた室内試験結果に基づく熱-水連

成モデルの信頼性確認”, JAEA-Research 2008-020, (2008).

9) 林, 吉川, “大型鉄遺物の X 線 CT 測定法の比較”, JAEA-Research 2008-024, (2008).

10) 陶山 , 上野 , 笹本 , “炭素鋼と 10 年間接していた圧縮ベントナイトの変質挙動調査”,

JAEA-Data/Code 2008-007, (2008).
11) 平本，小林，青柳，他，“ニアフィールド岩盤の長期力学挙動予測評価手法の信頼性向上に関

する検討”，日本原子力研究開発機構，JAEA-Research，2007-003，(2007).

12) 西村，棚井，高治，他，“ニアフィールドの長期力学連成解析手法の構築”，JAEA−Research，

2007-004，(2007).

13) 藤田，油井，鈴木，他，“塩濃縮シミュレーションに関する研究（共同研究）”，JAEA-Research ，

2007-017，(2007).

14) 藤田，須山，戸井田，“結晶質岩における閉鎖要素に期待すべき性能要件”，JAEA-Research，

2007-021，(2007).

15) 谷口，川崎，内藤，“低酸素濃度環境における純銅の腐食挙動に及ぼす硫化物の影響と銅オー

バーパック寿命の超長期化の可能性”，JAEA-Research，2007-022，(2007).

16) 杉田，高橋，浦上，他，“処分システムに求められる閉鎖性能の考え方－処分場パネル規模の

水理に関する試解析－”，JAEA Research，2007-023，(2007).

17) 棚井, 山本, 関, “TRU 処分システム中のガス移行に関する感度解析評価”, JAEA-Research

2007-057, (2007).
18) 上野, 柴田, “スメクタイトと 2:1 型粘土鉱物の標準生成自由エネルギーの推定手法による誤差

について”, JAEA-Research 2007-069, (2007).

19) 立川, 川久保, 清水, 他, “オーバーパックの長期耐食性に関する調査 平成18年度（委託研究）”,

JAEA-Research 2007-086, (2007).
20) K. Tanai, K. Matsumoto, “A Study on extrusion behavior of buffer material into fractures

using X-ray CT method”, JAEA-Research 2007-094, (2007).
21) 小林，山田，中山，他，“低アルカリ性セメントを用いたコンクリートに関する原位置試験計

画案”，日本原子力研究開発機構，JAEA-Review，2007-007，(2007).

22) 山田，平本，小林，他，“処分場建設の際に持ち込まれる材料の長期性能評価の観点からの留

意点”，日本原子力研究開発機構，JAEA-Review 2007-008，(2007).

23) 棚井，神徳，菊池，他，“緩衝材の性能保障項目に関わる評価ツールの現状”，JAEA-Research，

2006-035，(2006).

24) 谷口，甲川，前田，“幌延地下水環境における炭素鋼の腐食挙動の予察的検討”，JAEA-Research，

2006-051，(2006).

25) 立川，川久保，清水，他，“オーバーパックの長期耐食性に関する調査（委託研究）”，

JAEA-Research， 2006-058，(2006).

26) 三井，高橋，谷口，他，“オーバーパック溶接部の耐食性評価に関する研究－Ⅲ（共同研究）”，

JAEA-Research，2006-080，(2006).

27) 小田, 鈴木, 川上, 他, “熱－水－応力－化学連成試験設備（COUPLE）における熱－水－応

力－化学連成試験（Ⅱ）”, JNC TN8400 2004-024, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

28) 菊池, 棚井, “幌延地下水を用いた緩衝材・埋め戻し材の基本特性試験”, JNC TN8430

2004-005, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

29) 石原, 千々松, 雨宮, 他, “熱－水－応力－化学連成挙動に関する研究（Ⅳ）”, JNC TJ8400



108

2004-015, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

30) 戸井田, 笹倉, 渥美, 他,“シーリング性能挙動に関する評価研究”, JNC TJ8400 2004-023, 核

燃料サイクル開発機構,（2005）．

31) 千々松, 福留, 浦野, 他, “人工バリア性能確認に関する基盤情報取得方法の調査研究（Ⅱ）”,

核燃料サイクル開発機構, JNC TJ8400 2004-027,（2005）．

ロ．安全評価手法の高度化に関する研究

1) 北村, 戸村, 佐藤, 他, “海水系地下水中におけるベントナイト及び堆積岩に対するセシウムの

収着挙動, JAEA-Research 2008-004, (2008).

2) 大井, 加藤, 河内, 他, “信頼性のレベルを提示可能な体系的な検討結果のとりまとめ方法の整

備”, JAEA-Research 2008-014, (2008)

3) 吉田, 吉川, “核種移行評価モデルにおける Ra の共沈現象の検討”, JAEA-Research 2008-015,

(2008).
4) 久野 , 笹本 , “地下水中のコロイドの特性評価に及ぼす水質擾乱影響の予察的検討” ,

JAEA-Research 2008-016, (2008).
5) M. Ochs, S. Kunze, Y. Saito, et al., “Application of the sorption database to Kd-setting for

Horonobe rocks”, JAEA-Research 2008-017, (2008).

6) 川村, 大井, 新里, 他, “高レベル放射性廃棄物地層処分における天然現象影響評価に関する研

究”, JAEA-Research 2008-018, (2008).

7) 江橋, 小尾, 大井, “人工バリアと天然バリアのパラメータに関する感度解析－高レベル放射性

廃棄物の地層処分性能評価への包括的感度解析手法の適用－”, JAEA-Research 2008-019,

(2008).
8) 加藤, 鈴木, “地層処分生物圏評価における感度解析による重要パラメータの抽出に関する検

討”, JAEA-Research 2008-021, (2008).

9) 稲垣 , 蛯名 , “処分環境や設計オプションに対応した性能評価手法の構築（１）” ,

JAEA-Research 2008-022, (2008).
10) 大井, 稲垣, 川村, “シナリオの重要度をわかりやすく提示可能なシナリオ解析手法の整備”,

JAEA-Research 2008-023, (2008).
11) 栃木, 吉川, 青木, 他, “地層処分における微生物影響評価に関する研究 (2) (共同研究)”,

JAEA-Research 2008-025, (2008).
12) 下茂, 熊本, 唐崎, 他, “亀裂を有する堆積岩の水理・物質移行評価のためのデータ取得・解析

（委託研究）”, JAEA-Research 2008-029, (2008).

13) 高須, 前川, 澤田, “多孔質媒体均質層及び二層不均質層を対象にした塩淡境界面の挙動”,

JAEA-Research 2008-030, (2008).
14) Y. Saito, M. Ochs, S. Kunze, et al., “Evaluating and categorizing the reliability of

distribution coefficient values in the sorption database (2)”, JAEA-Technology 2008-018,

(2008).
15) 蛯名, 大井, “人工バリア・天然バリア中の核種移行解析コード「TIGER」を不確実性解析に

用いるための特性把握”, JAEA-Data/Code 2008-002, (2008).

16) 河内, 大井, 川村, 他, “品質管理及びプロジェクト管理機能を考慮した JGIS の機能高度化”,

JAEA-Data/Code 2008-006, (2008).
17) 林, 笹本, 吉川, “ガラスの溶解に関するデータベースの改良”, JAEA-Data/Code 2008-008,

(2008).
18) 佐藤，肖，澤田，“光学的手法を用いた亀裂開口幅測定及び亀裂内濃度分布測定手法の開発”，

JAEA-Research，2007-006，(2007).

19) 土井，Xia，柴田，他，“幌延堆積岩への Cs 収着挙動に対するイオン交換反応に基づくモデル

の適用性検討”，JAEA-Research，2007-007，(2007).

20) 栃木，吉川，青木，他，“地層処分における微生物影響評価に関する研究(1)（JAEA-産創研共

同研究）”，JAEA-Research，2007-010，(2007).

21) 原，星，加藤，他，“前進的モデルを用いた不均質性堆積岩評価手法の研究 III”，JAEA-Research，

2007-015，(2007).

22) 下茂，熊本，前川，“亀裂を有する軟岩の水理・物質移行特性データの取得・解析”，

JAEA-Research，2007-016，(2007).

23) 陶山，柴田，上野，他，“鉄型化ベントナイト水熱試験(II)－低酸素雰囲気，150℃ における鉄



109

型化ベントナイトの変化の同定－”，JAEA-Research，2007-018，(2007).

24) 栃木，甲川，向井，他，“花崗岩質岩石のマトリクスにおける拡散深さに関する研究”，

JAEA-Research，2007-024，(2007).

25) 稲垣，加藤，吉田，他，“表層での水理・物質移行を考慮した生物圏における核種流入域の設

定に関する検討”，JAEA-Research，2007-029，JAEA，(2007).

26) J.A. Berry, 油井 , 北村 , “Sorption studies of radioelements on geological materials”,

JAEA-Research 2007-074, (2007).
27) M. Ochs, Y. Saito, A. Kitamura, et al., “Evaluating and categorizing the reliability of

distribution coefficient values in the sorption database”, JAEA-Technology, 2007-011,
(2007).

28) 牧野，川村，若杉，他，“高レベル放射性廃棄物地層処分安全評価のシナリオ解析のための計

算機支援ツールの開発”，JAEA-Data/Code，2007-005，JAEA，(2007).

29) 吉田，北村，“OECD/NEA で選定された熱力学データの利用環境の整備（その 3）―Ni, Se, Zr

および有機物配位子の熱力学データベースファイルの作成―”，JAEA-Data/Code，2007-009，

(2007).
30) 栃木，柴田，佐藤，他，“主要岩石及び緩衝材中の核種の拡散係数データベースシステム（2007

年公開版／仕様）”，JAEA-Data/Code，2007-010，(2007).

31) 齋藤, M. Ochs, 陶山, 他, “収着データベースの更新; 信頼性評価に伴う収録データの訂正と

公開文献データの追加”, JAEA-Data/Code 2007-014, (2007).

32) 前川，澤田，太田，他，“地質環境調査・物質移行評価に関する研究の基本的な方針”，

JAEA-Review， 2007-011，(2007).

33) 佐々木，“地層処分研究に対する外部のご意見と研究の方向性”，JAEA-Review，2007-016，

(2007).
34) 佐々木，虎田，“第１回地層処分研究開発検討委員会（会議報告）”，JAEA-Conf，2007-004，

JAEA，(2007).

35) 原, “堆積岩の水理・物質移行特性に関するデータ取得Ⅱ－幌延泥岩の孔径分布・化学組成・

空気浸透率－”, JAEA-Research 2006-020,（2006）．

36) 棚井, 神徳, 菊池, 他, “緩衝材の性能保証項目に関わる評価ツールの現状”, JAEA-Research

2006-035,（2006）．

37) 陶山，柴田，笹本，“鉄型化ベントナイト水熱試験－低酸素雰囲気での高温条件下における鉄

型化ベントナイトの変化の同定－”，JAEA-Research，2006-064，(2006).

38) 高須，前川，“多孔質媒体中水理・物質移行現象可視化装置（小型 MACRO)の開発及び予察試

験結果”，JAEA-Technology，2006-061，(2006).

39) 栃木, 笹本, 柴田, 他, “主要岩石中の核種の拡散係数データベースシステム（2006 年版／仕

様・CD-ROM）”, JAEA-DATA/Code 2006-008,（2006）．

40) 鈴木, 加藤, 牧野, 他, “TRU 廃棄物処分に特有な放射性核種を考慮した生物圏データセット

の整備と線量への換算係数の算出”, JAEA-Data/Code 2006-011,（2006）．24) 鈴木, 加藤, 牧

野, 他, “TRU 廃棄物処分に特有な放射性核種を考慮した生物圏データセットの整備と線量へ

の換算係数の算出”, JAEA-Data/Code 2006-011,（2006）．

41) 仲島，牧野，“決定木分析を用いた核種移行解析結果の感度分析の検討(II)”，JAEA-Data/Code，

2006-013，JAEA，(2006).

42) 磯貝，笹本，柴田，“圧縮ベントナイト中の間隙水組成の測定－間隙水 pH の空間変化に関す

る追加試験の結果－”，JAEA-Data/Code，2006-017，(2006).

43) 宮原, 吉川, 大井, 他, “高レベル放射性廃棄物地層処分の性能評価に関する研究計画書”,

JAEA-Review 2006-015,（2006）．

44) 宮原，加藤，“地層処分の安全規制に関する動向”，JAEA-Review，2006-030，JAEA，(2006).

45) 川村，大井，牧野，他，“高レベル放射性廃棄物地層処分に係わる天然現象影響評価に関する

研究計画書”，JAEA-Review，2006-039，JAEA，(2007).

46) 佐藤, “Na 型スメクタイトの精製及び拡散試験用定方位試料の作製”, JAEA-Research

2005-004,（2005）．

47) 仲島 , 牧野 , “決定木分析を用いた核種移行解析結果の感度分析の検討（Ⅱ）” ,

JAEA-Data/Code 2006-013,（2006）．

48) 川村, 牧野, 梅田, 他,“高レベル放射性廃棄物処分における天然現象影響評価技術の高度化”,



110

サイクル機構技報, No.28, 53-64,（2005）．

49) 牧野, 澤田, 前川, 他, “地質環境の調査から物質移行解析にいたる一連の調査・解析技術－2

つの深地層の研究施設計画の地上からの調査研究段階（第 1 段階）における地質環境情報に基

づく検討”, JNC TN1400 2005-021, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

50) 加藤, 鈴木, 牧野, 他, “生物圏評価データの重要度に関する検討（研究報告）”, JNC TN1400

2005-024, NUMO-TR-05-01,（2005）．

51) 黒澤, “高レベル放射性廃棄物地層処分システムにおける核種移行評価に及ぼすコロイド影響

に関する研究－第 2 次取りまとめ以降の検討－”, JNC TN8400 2005-007, 核燃料サイクル開

発機構,（2005）．

52) R. C. Arthur, H. Sasamoto, C. Oda, et al., “Development of Thermodynamic Databases for
Hyperalkaline, Argillaceous Systems”, JNC TN8400 2005-010, (2005).

53) 佐治, 伊藤, 柴田, 他, “河川水と接触したベントナイト鉱床の化学特性変化”, JNC TN8400

2005-017, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

54) 石寺, 佐藤, “凝灰岩中の CO32-, Cl-, I-の拡散挙動に及ぼす NaNO3 の影響”, JNC TN8400

2005-018, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

55) 吉川, 本田, 郡司, “宇和奈辺陵墓参考地陪塚大和六号墳出土鉄ていの腐食調査”, JNC

TN8400 2005-031, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

56) 齋藤, M. Ochs, 神徳, 他, “JNC 収着データベースを用いた分配係数の信頼度評価手法の開

発”, JNC TN8410 2005-11, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

ハ．地質環境特性調査・評価手法に関する研究

1) 市川, 瀬野, 中間, 他, “結晶質岩を対象とした長期岩盤挙動評価のための理論的研究（委託研

究）”, JAEA-Research 2008-005, (2008).

2) 森岡, 山崎, 松井, 他, “幌延深地層研究計画における地下施設の支保設計（実施設計）”,

JAEA-Research 2008-009, (2008).
3) 渋谷, 鈴木, 黒田, “瑞浪超深地層研究所研究坑道予備解析－平成 16 年度－（委託研究）”,

JAEA-Research 2008-027, (2008).
4) 柴野 , 尾留川 , 安江 , 他 , “換気立坑掘削深度 50m までの湧水量解析”, JAEA-Research

2008-033, (2008).
5) 戸井田, 須山, 瀬尾, 他, “東濃地域における地質環境の不確実性評価－平成 18 年度－（委託研

究）”, JAEA-Research 2008-035, (2008).

6) 本多, 桜井, 鈴木, 他, “地盤統計学的手法を用いた地質環境モデル構築手法に関する研究（共同

研究）”, JAEA-Research 2008-038, (2008).

7) 黒崎, 山地, 勝沼, 他, “超大深度立坑の連接部における崩落機構に関する調査（委託研究）”,

JAEA-Research 2008-048, (2008).
8) 西尾, 弥富, 尾方, “「平成 18 年度東濃地科学センター地層科学研究情報・意見交換会」資料集”,

JAEA-Review 2008-010, (2008).
9) 西尾, 弥富, 尾方, “「平成 19 年度東濃地科学センター地層科学研究情報・意見交換会」資料集”,

JAEA-Review 2008-026, (2008).
10) 尾上，三枝，大山，他，“繰り返しアプローチに基づくサイトスケールの水理地質構造のモデ

ル化・地下水流動解析（ステップ４）”，JAEA-Research，2007-034，(2007).

11) 尾上，三枝，大山，“ローカルスケールの地下水流動解析－サイトスケールにおけるステップ 4

の地下水流動解析の境界条件の設定－”，JAEA-Research，2007-035，(2007).

12) H. Matsui, T. Niizato, Y. Yamaguchi, (eds.), “Horonobe Underground Research Laboratory
Project Investigation Program for the 2006 Fiscal Year”, JAEA-Research, 2007-041, (2007).

13) 三枝，瀬野，大山，他，“超深地層研究所計画における地表からの調査予測研究段階（第 1 段

階）研究成果報告書”，JAEA-Research，2007-043，(2007).

14) 太田，阿部，山口，他，“幌延深地層研究計画における地上からの調査研究段階（第１段階）

研究成果報告書 分冊「深地層の科学的研究」”，JAEA-Research，2007-044，(2007).．

15) 松井, 中山, 真田, 他 ”幌延深地層研究計画 平成 19 年度調査研究計画”, JAEA-Research

2007-048 (2007).
16) 森岡, 山口, 舟木, 他, “幌延深地層研究計画における立坑掘削時の計測計画及び情報化施工プ

ログラム”, JAEA-Research 2007-050, (2007).

17) 藪内，操上，瀬尾，他，“幌延深地層研究計画におけるボーリング孔を用いた地下水の水圧の



111

長期モニタリング”，JAEA-Research，2006-056，(2006).

18) 小島, 大西, 渡辺, 他, “深部地質環境の調査解析技術の体系化に関する研究－平成 17 年度－

（委託研究）”, JAEA-Research 2007-060, (2007).

19) 戸村, 操上, 柴野, 他, “幌延深地層研究における表層水理調査の現状”, JAEA-Research

2007-063, (2007).
20) 戸井田, 須山, 森, 他, “東濃地域における地質環境の不均一性評価－平成 16 年度－（委託研

究）”, JAEA-Research 2007-065, (2007).

21) 高瀬, 稲垣, 野口, 他, “幌延深地層研究計画における不確実性を考慮した安全評価手法の検討

（委託研究）”, JAEA-Research 2007-066, (2007).

22) 戸井田, 須山, 森, 他, “東濃地域における地質環境の不均一性評価－平成 17 年度－（委託研

究）”, JAEA-Research 2007-071, (2007).

23) 青木, 水戸, 南, 他, “ボーリングコアを用いた堆積軟岩の AE 特性の分析及び原位置測定手法

に関する研究（共同研究）”, JAEA-Research 2007-077, (2007).

24) 瀬野, 中間, 佐藤, 他, “MBC モデルによる瑞浪超深地層研究所研究坑道の掘削影響予測解析”.

JAEA-Research 2007-080, (2008).
25) 瀬野, 中間, 佐藤, 他, “クラックテンソル・仮想割れ目モデルによる瑞浪超深地層研究所研究坑

道の掘削影響予測解析”, JAEA-Research 2007-081, (2008).

26) 大久保, 瀬野, 中間, 他, “結晶質岩を対象とした長期岩盤挙動評価のための現象論的研究（委託

研究）”, JAEA-Research 2007-088, (2008).

27) 松田, 納田, 入矢, 他, “幌延深地層研究計画における低アルカリ性セメントの適用性に関する

研究（委託研究）”, JAEA-Research 2007-089, (2008).

28) 松井, 中山, 真田, “幌延深地層研究計画 平成 18 年度調査研究成果報告”, JAEA-Research

2007-092, (2008).
29) F. Lanaro, H. Matsui, “BEM-DDM modelling of rock damage and its implications on rock

laboratory strength and in-situ stresses”, JAEA-Research 2007-093, (2008).
30) 國丸, 柴野, 操上, 他, “幌延深地層研究計画における地下水,河川水及び降水の水質分析”,

JAEA-Data/Code 2007-015, (2007).
31) 平賀, 石井, “幌延深地層研究計画(第 1 段階)において採取されたボーリングコアの鉱物組成・

全岩化学組成及び地表ガスの化学組成”, JAEA-Data/Code 2007-022, (2008).

32) 熊谷 , 舟木 , 山崎 , 他 , “幌延深地層研究計画平成 18 年度地下施設計測データ集 ”,

JAEA-Data/Code 2007-025, (2008).
33) 西尾, 水野, 大山, 他, “超深地層研究所計画 年度計画書（2006 年度）”, JAEA-Review

2007-037, (2007).
34) 西尾, 水野, 大山, 他, “超深地層研究所計画 年度計画書（2007 年度）”, JAEA-Review

2007-038, (2007).
35) 濱，國丸，操上，他，“幌延深地層研究計画における地下水水質・水理モデルの信頼性向上に

関する研究－2005 年度成果報告－（共同研究）”，JAEA-Research，2006-070，(2006).

36) 松井，新里，山口，編，“幌延深地層研究計画平成 17 年度調査研究成果報告”，JAEA-Research，

2006-073，(2006).

37) 松井，新里，山口，編，“幌延深地層研究計画 平成 18 年度調査研究計画”，JAEA-Research，

2006-074，(2006).

38) 瀬尾，操上，薮内，他，“浅層ボーリング孔を利用した地下水位観測”，JAEA-Research，2006-079，

(2006).
39) 丹生屋，松井，“HDB-3～8 孔における岩盤力学的調査結果及び研究所設置地区の岩盤力学的

概念モデル検討”，JAEA-Research，2006-086，(2006).

40) 松井，佐々木，“堆積岩を対象とした地上からの深層ボーリング孔掘削事例”，JAEA-Technology，

2006-052，(2006).

41) 松井，“幌延深地層研究計画 地上からの調査研究段階における深層ボーリング調査計画とその

実績”，JAEA-Technology，2006-054，(2006).

42) 津久井，西木，東中，他，“幌延深地層研究計画における高密度反射法地震探査，マルチオフ

セット VSP 探査，重力探査”，JAEA-Data/Code，2006-026，(2006).

43) 日本原子力研究開発機構幌延深地層研究センター, “幌延深地層研究計画 平成 17 年度調査研

究成果報告”, 日本原子力研究開発機構幌延深地層研究センター,（2006）．

44) 中山, “幌延深地層研究計画の現状”, サイクル機構技報, No.28, 1-8,（2005）．



112

45) 中間, 山田, 青木, 他, “超深地層研究所計画（第 1 段階）における岩盤力学調査研究”, サイ

クル機構技報, No.26, pp.77-86,（2005）．

46) K. Ota, S. Takeuchi, K. Ikeda, et al., “An Overview of the MIZ-1 Borehole Investigations
during Phase III: MIZ-1 Progress Report 03-02”, JNC TN7400 2005-001, Japan Nuclear
Cycle Development Institute, (2005).

47) 中間, 竹内, 天野, 他, “超深地層研究所計画 年度報告書（平成 15 年度）”, JNC TN7400

2005-002, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

48) 尾上, 三枝, “ローカルスケールの地下水流動解析－サイトスケールにおけるステップ 2 の地

下水流動解析の境界条件の設定－”, JNC TN7400 2005-003, 核燃料サイクル開発機構,

（2005）．

49) 大山, 三枝, 尾上, “ローカルスケールにおける地下水流動解析－ローカルスケールでの地下

水流動特性評価およびサイトスケールにおけるステップ 0 の地下水流動解析の境界条件の設

定－”, JNC TN7400 2005-004, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

50) 大山, 三枝, 尾上, “ローカルスケールにおける地下水流動解析－サイトスケールにおけるス

テップ 1 の地下水流動解析の境界条件の設定－”, JNC TN7400 2005-005, 核燃料サイクル開

発機構,（2005）．

51) 尾上, 三枝, 遠藤, “繰り返しアプローチに基づくサイトスケールの水理地質構造のモデル

化・地下水流動解析（ステップ 2）”, JNC TN7400 2005-006, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

52) 石垣, 松岡, 上原,“花崗岩を対象とした断層調査技術の開発－高密度電気探査, マルチオフセ

ット VSP 探査の適用性評価－”, JNC TN7400 2005-009, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

53) S. Takeuchi, K. Ota, “Working Programme for MIZ-1 Borehole Investigations: Revision of
Work Procedures after Phase IV”, JNC TN7400 2005-010, Japan Nuclear Cycle
Development Institute, (2005).

54) 太田, 佐藤, 竹内, 他, “東濃地域における地上からの地質環境の調査・評価技術”, JNC

TN7400 2005-023, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

55) K. Ota, S. Takeuchi, K. Ikeda, et al., “Overview of MIZ-1 Borehole Investigations”, JNC
TN7400 2005-024, Japan Nuclear Cycle Development Institute, (2005).

56) 鶴田, 鐙, 彌榮, 他, “広域地下水流動研究におけるボーリング調査 (DH-15 号孔) ”, JNC

TN7400 2005-025, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

57) 核燃料サイクル開発機構, “超深地層研究所計画 年度計画書（2005 年度）”, JNC TN7410

2005-001, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

58) 池田, 鶴田, 松岡, 他, “広域地下水流動研究におけるボーリング調査（DH-14 号孔）結果速

報”, JNC TN7430 2005-001, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

59) 池田, 鶴田, 松岡, 他, “広域地下水流動研究におけるボーリング調査（DH-15 号孔）結果速

報”, JNC TN7430 2005-002, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

60) 藤田, “広域地下水流動研究における間隙水圧観測－（2004 年 7 月～9 月）調査速報－”, JNC

TN7450 2005-001, 核燃料サイクル開発機構（2005）．

61) 藤田, “超深地層研究所計画における間隙水圧長期観測 2003 年 4 月～2004 年 3 月”, JNC

TN7450 2005-002, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

62) 藤田,“超深地層研究所計画における間隙水圧観測－（2004 年 10 月～12 月）調査速報－”, JNC

TN7450 2005-003, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

63) 荒井, “超深地層研究所計画における表層水理観測年報－2001～2003 年度 (データ集)－”,

JNC TN7450 2005-004, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

64) 荒井, “広域地下水流動研究における表層水理観測年報－2001～2003 年度 (データ集)－”,

JNC TN7450 2005-005, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

65) 藤田, “広域地下水流動研究における間隙水圧および地下水位の長期観測結果 2003 年 4 月～

2004 年 3 月”, JNC TN7450 2005-006, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

66) 藤田,“広域地下水流動研究における間隙水圧観測－（2004 年 10 月～12 月）調査速報－”, JNC

TN7450 2005-007, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

67) 藤田, “超深地層研究所計画における間隙水圧観測－（2005 年 1 月～3 月）調査速報－”, JNC

TN7450 2005-008, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

68) 藤田, “超深地層研究所計画における間隙水圧長期観測 2004 年 4 月～2005 年 3 月”, JNC

TN7450 2005-009, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

69) 竹内, 天野, 藤田, “広域地下水流動研究における単孔式水理試験データ”, JNC TN7450



113

2005-010, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

70) 竹内, 藤田, “超深地層研究所計画における単孔式水理試験データ”, JNC TN7450 2005-011,

核燃料サイクル開発機構,（2005）．

71) 戸高, 阿島, 中西, 他, “超深地層研究所周辺の地下水水質変化に関する多変量解析”, JNC

TJ7400 2005-001, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

72) 杉田, “地下水の地球化学データに関する品質分類手法の構築”, JNC TJ7400 2005-002, 核

燃料サイクル開発機構,（2005）．

73) 市川,“結晶質岩を対象とした長期岩盤挙動評価のための理論的研究”, JNC TJ7400 2005-003,

核燃料サイクル開発機構,（2005）．

74) 大久保, “結晶質岩を対象とした長期岩盤挙動評価のための現象論的研究”, JNC TJ7400

2005-004, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

75) 加藤, “MIZ-1 号孔の岩芯を用いた初期応力評価試験”, JNC TJ7400 2004-018, 核燃料サイ

クル開発機構,（2005）．

76) 杉田, 中島, 中村, “MIZ-1 号孔の岩芯を用いた室内物理・力学物性試験”, JNC TJ7450

2004-002, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

77) 核燃料サイクル開発機構, “幌延深地層研究計画 平成 16 年度調査研究成果報告”, JNC

TN5400 2005-001, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

78) 操上, 竹内, 瀬尾, “幌延深地層研究計画における地下水流動解析”, JNC TN5400 2005-003,

核燃料サイクル開発機構,（2005）．

79) 瀬尾, 竹内, 操上, 他, “幌延深地層研究計画における水収支法による地下水涵養量の推定－

2003 年 8 月～2004 年 7 月－”, JNC TN5400 2005-005, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

80) 石井, 安江, “幌延町における鮮新世～前期更新世のテフラ層序と FT 年代”, JNC TN5400

2005-006, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

81) 核燃料サイクル開発機構, “幌延深地層研究計画報告会報告書”, JNC TN5400 2005-007, 核

燃料サイクル開発機構,（2005）．

82) 石井, 安江, “幌延深地層研究計画における断層の解析と地質構造モデルの構築”, JNC

TN5400 2005-008, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

83) 石井, 安江, “幌延深地層研究計画における電磁探査を用いた断層帯調査－大曲断層の三次元

分布と水理特性－”, JNC TN5400 2005-009, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

84) 高橋, “幌延深地層権研究計画における地表踏査およびボーリング調査の各種測定・分析デー

タ集”, JNC TN5400 2005-010, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

85) 高橋, 新里, 安江, 他, “北海道北部幌延町における地球化学的特徴を用いた侵食量の推定”,

JNC TN5400 2005-011, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

86) 丹生屋, 松井, “研究所設置地区選定のための HDB-1,2 孔における岩盤力学的調査”, JNC

TN5400 2005-012, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

87) K. Yasue, “Data book of the fossil diatoms after the Neogene in the Horonobe town”, JNC
TN5450 2005-001, Japan Nuclear Cycle Development Institute, (2005).

88) P. Birkhäuser, C. Lacave, H. Ohara, et al., “Computation of amplification functions in the
Wakkanai Formation, Horonobe area,” JNC TY5410 2005-001, Japan Nuclear Cycle
Development Institute, (2005).

89) 下茂, 山本, 熊本, 他, “幌延深地層研究計画における地質環境モデル化研究”, JNC TJ5400

2004-004, 核燃料サイクル開発機構,（2005）．

90) 藤井, 柴田, 深町, “河川水, 地下水および雨水の水質分析”, JNC TJ5410 2004-013, 核燃料

サイクル開発機構,（2005）．

91) 池田, 関根, 堀内, “地下水位・土壌水分観測システムの設置”, JNC TJ5410 2004-014, 核燃

料サイクル開発機構,（2005）．

ニ．地質環境の長期的な安定性評価に関する研究

1) 野原, 梅田, 笹尾, 他, “地質環境の長期安定性に関する研究,年度報告書（平成 17 年度）”,

JAEA-Research 2007-087, (2008).
2) 中司, 野原, 梅田, 他, “地質環境の長期安定性に関する研究,年度計画書（平成 19 年度）”,

JAEA-Review 2007-045, (2008).
3) 中司, 野原, 梅田, 他, “地質環境の長期安定性に関する研究,年度計画書（平成 18 年度）”,

JAEA-Review 2007-047, (2008).



114

4) 金沢, 富山, 及川, 他, “地質温度計による熱履歴の調査手法について”, サイクル機構技報,

No.26, 1-18,（2005）．

大学紀要：

ニ．地質環境の長期的な安定性評価に関する研究

1) 柳田, 藤原, 久保田, 他, “日本列島の地すべり地形－分布図からの考察－”, 駒沢地理, 41,

pp.61-77, 2 sheets,（2005）．

国際会議：

全項共通

1) T. Kawata, H. Umeki, H. Osawa, et al., “Knowledge Management in the Japanese

High-Level Waste Disposal Programme”, Knowledge Management in Nuclear Facilities,

(2007).
2) H. Umeki, N. Naito, M. Makino, et al., “Establishing Priorities for HLW R&D in the 21st

Century”, Proceedings of 15th International Conference on Nuclear Engineering
(ICONE-15) (CD-ROM), p.8, (2007).

3) H. Umeki, “A Challenge for computing in the 21st century; Radwaste knowledge
management”, Proceedings of Joint International Topical Meeting on Mathematics &
Computations and Supercomputing in Nuclear Applications (M&C+SNA 2007) (CD-ROM),
Monterey, California, p.11, (2007).

4) H. Umeki, H. Osawa, M. Naito, et al., “Knowledge Management –The Cornerstone of A
21st Safety Case”, Proc. International Symposium on Safety Case for the Deep Disposal of
Radioactive Waste: Where do We Stand?, Paris, January 23-25, (2007).

5) H. Umeki, “A Challenge for Computing in the 21st Century: Radwaste Knowledge
Management”, Joint International Topical Meeting on Mathematics & Computation and
Supercomputing in Nuclear Applications (M&C + SNA 2007), Monterey, California, (2007).

6) S. Masuda, H. Kawamura, I. G. McKinley, et al., “Optimising repository design for the
CARE concept”, Proceedings of the 11th International High-Level Radioactive Waste
Management Conference (IHLRWM), April 30-May 4, 2006, Las Vegas, NV, pp.507-504,
(2006).

7) T. Kawata, H. Umeki, I.G. Mc Kinley, “Knowledge Management :the Emperor's New
Clothes? ”, Proceedings of the 11th International High-Level Radioactive Waste
Management Conference (IHLRWM), April 30-May 4, 2006, Las Vegas, NV, pp.1236-1243,
(2006).

8) S. Masuda, H. Kawamura, I.G. McKinley, et al., “Alternative Repository Design Concepts
for HLW Disposal -Challenges and Initiatives-”, IBC RadWaste Conference, June 14, 2006,
London, (2006).

9) H. Osawa, “Issues and Challenges on Knowledge Management in Japan Atomic Energy
Agency (JAEA)”, IAEA Consultancy Meeting on Technical Document on Knowledge
Management in Radioactive Waste Facilities, (2006).

イ．人工バリア等の信頼性向上に関する研究

1) T. Fujita, “Current status on geological disposal program in Japan”, International

Exchange Seminar between Saitama University and Thammasat University on
Environmentally Sustainable Infrastructure Development in Asia, (2007).

2) Y. Kobayashi, T. Yamada, H. Matsui, et al., “Application of Low-alkaline Cement

Development to JAEA URL”, R&D on Low-pH Cement for a Geological Repository 3rd

Workshop, (2007).
3) T. Ohkubo, H. Kikuchi, M. Yamaguchi, “Evaluation of pore structure in compacted

saturated bentonite using NMR relaxometry”, 3rd International Meeting on Clays in

Natural and Engineered Barriers for Radioactive Waste Confinement (2007).
4) K. Tanai, K. Matsumoto, “A Study on extrusion behavior of buffer material into Fractures

using X-ray CT method”, 3rd International Meeting on Clays in Natural and Engineered

Barriers for Radioactive Waste Confinement (2007).
5) Y. Yokoyama, H. Mitsui, R. Takahashi, et al., “Corrosion Behavior of the Weld Zone of

Carbon Steel Overpack for HLW Disposal: Corrosion Behavior under the Aerobic Condition



115

at the Early Stage of the Post-Closure Repository Phase”, CORROSION/2007 Research in
Progress Symposium, (2007).

6) K. Ishiguro, H. Ueda, K. Wakasugi, et al., “EBS Modelling for the Development of
Repository Concepts Tailored to Siting Environments”, OECD/NEA EBS Workshop 3: The
Role of Modelling, August, 2006, La Coruna, Spain, (2006). (To be published)

7) D.G. Bennett, A. J. Hooper, S. Voinis, et al., “The Role of the Engineered Barrier System in
Safety Cases for Geological Radioactive Waste Repositories: A Nuclear Energy Agency
(NEA) Initiative in Co-operation with the European Commission (EC) Process Issues and
Modelling”, Proceedings of the 11th International High-Level Radioactive Waste
Management Conference (IHLRWM), April 30-May 4, 2006, Las Vegas, NV, pp.669-676,
(2006).

8) T.Fujita, K. Fujisaki, H. Suzuki, et al., “Development on Computer System of the Coupled
Thermo -Hydro -Mechanical and Chemical Process in the Near-field of the High-level
Radioactive Waste Repository”, GeoProc 2006, (2006).

9) K. Fujisaki, H. Suzuki, T. Fujita, et al., “Experimental studies on the coupled THMC
processes by COUPLE equipment”, GeoProc 2006, (2006).

10) T. S. Nguyen, L. Börgesson, M. Chijimatsu, et al., ”Influence of coupled Thm phenomena
on the SAFETY of a spent fuel repository: a near-field study”, GeoProc 2006, (2006).

11) A. Kobayashi, K. Yamamoto, S. Aoyama, et al., “Changes in intact rock damage parameters
due to chemical effects and their influence on failure phenomena”, GeoProc 2006, (2006).

12) U. Uehara, A. Kobayashi, M. Chijimatsu, et al., “Development of stress conditions around
a tunnel excavated in argillaceous rock related to change of saturation conditions”,
GeoProc 2006, (2006).

13) M. Chijimatsu, Börgesson, L., T. Fujita, et al., “Model calibration of small and large-scale
laboratory THM experiments of the MX-80 bentonite”, GeoProc 2006, (2006).

14) J. B. Martino, D. A. Dixon, B. Vignal, et al., “The Tunnel Sealing Experiment: The
Construction and Performance Full Scale Clay and Concrete Bulkheads at Elevated
Pressure and Temperature”, TopSeal 2006, (2006).

15) S. Kawakami, T. Fujita, K. Masumoto, et al., “Studies on Sealing Performance of Clay Plug
by the Tunnel Sealing Experiment”, MRS 2005, Belgium, September 12-16, (2005).

16) J.B. Martino, D.A. Dixon, E.T. Kozak, et al., “The Tunnel Sealing Experiment: A REVIEW”,
Canadian Nuclear Society, Waste Management, Decommissioning and Environmental
Restoration for Canada’s Nuclear Activities: Current Practices and Future Needs, Ottawa,
Ontario, Canada, May 8-11, (2005).

ロ．安全評価手法の高度化に関する研究

1) K. Fujiwara, Y. Kohara, “Hydrolysis constants of tetravalent neptunium by using solvent

extraction method”, Migration 2007, PA3-20, (2007).

2) K. Iijima, Y. Shoji, T. Tomura, “Sorption Behavior of Americium onto Bentonite Colloid”,

Migration 2007, PA6-3, (2007).
3) T. Ishidera, K. Ueno, S. Kurosawa, et al., “Investigation of Smectite Alteration and Form of

Iron Corrosion Products in Compacted Bentonite Being in Contact with Carbon Steel for
Ten Years”, 3rd International Meeting for Clays in Natural and Engineered Barriers for

Radioactive Waste Confinement (2007).
4) K. Karasaki, K. Maekawa, “Numerical simulation of saltwater intrusion experiment”,

American Geophysical Union 2007 Fall Meeting, H14C-04, (2007).
5) K. Karasaki, K. Maekawa, T. Takasu, “Laboratory Experiments for Seawater Intrusion

into Freshwater Aquifer with Heterogeneity”, American Geophysical Union 2007 Fall
Meeting, H23G-1702, (2007).

6) M. Kawamura, K. Umeda, T. Ohi, et al., “Study on Potential Changes in Geological and

Disposal Environment Caused by 'Natural Phenomena' on a HLW Disposal System”,

American Geophysical Union 2007 Fall Meeting, H41E-0830, (2007).
7) A. Sawada, H. Sato, K. Tetsu, et al., “TI: Characterization of fracture aperture for

groundwater flow and transport” , American Geophysical Union 2007 Fall Meeting,

H23G-1705, (2007).
8) Makino, H., Osawa, H., Nakano, K., Naito, M., Umeki, H., Takase, H. and McKinley I. G.

Concept and Design of the JAEA KMS for Geological Disposal of HLW Advanced Nuclear



116

Fuel Cycles and Systems (GLOBAL2007), (2007).
9) H. Umeki, “Use of Natural Analogues to support Safety Case development 10th Natural

Analogue Working Group Workshop, (2007).
10) H. Umeki, “The concept of geological disposal: an Asian perspective”, 名古屋大学

UTILISATION OF NATURAL ANALOGUES IN WASTE DISPOSAL セミナー, (2007).

11) I.G. McKinley, H. Takase, H. Okubo, et al., “Knowledge management as a challenge for
21st century radioactive waste disposal”, International Symposium on Radiation Safety
Management 2007, (2007).

12) T. Ebashi, et al., “Application of comprehensive sensitivity analysis method to HLW

disposal concept in South Korea”, Abstracts of Proceedings of the Korean Radioactive

Waste Society Autumn 2007, pp.200-201, (2007).
13) K. Miyahara, et al., “Illustration of barrier performance using a relevant yardstick to

compare radionuclide fluxes from the HLW repository in a generic PA model”, 31st

International Symposium on the Scientific Basis for Nuclear Waste Management (MRS
2007), (2007).

14) H. Umeki, “Holistic Assessment to Put Mobile Radionuclides in Perspective”, Proc. Int.
Workshop on Mobile Fission and Activation Products in Nuclear Waste Disposal, MOFAP
2007, Jan. 16-19, La Baule, France, (2007).

15) T. Ohi, H. Takase, M Inagaki, et al., “Application of a Comprehemsive Sensitivity Analysis
Method on the Safety Assessment of TRU Waste Disposal in JAPAN”, MRS Fall Meeting,
November 27 - December 1, 2006, in Scientific Basis for Nuclear Waste Management XXX,
MRS Proceedings Volume 985, (2007).

16) Y. Tochigi, et al., “Modeling studies on microbial effects on groundwater chemistry”,
MRS2006 Fall Meeting, (Scientific Basis for Nuclear Waste Management XXX) NN11-15,
2006, Mat. Res. Soc. Proc. (in press).

17) T. Kato, Y. Suzuki, “Extended biosphere dataset for safety assessment of radioactive waste
geological disposal”, International Symposium on Environmental Modeling and
Radioecology (ISRED), Rokasyo, October 18-20, (2006).

18) M. Kawamura, T. Ohi, H. Makino, et al., “Study on Evaluation Method for Potential
Impact of "Natural Phenomena" on a HLW Disposal System”, in Proceedings of 2006 East
Asis Forum on Radioactive Waste Management Conference, Taiwan, November 27-28,
pp.350-367 (2006).

19) A. Sawada, A. Takebe, K. Sakamoto, “A numerical study on the correlation between
fracture transmissivity”, hydraulic aperture and transport aperture, AGU 2006 Fall
Meeting, H13D-1425, (2006).

20) K. Maekawa, K. Karasaki, T. Takasu, “Laboratory Experiment of Saltwater Intrusion into
Freshwater Aquifer”, AGU 2006 Fall Meeting, H33D-1531, (2006).

21) K. Karasaki, K. Ito, K. Maekawa, “Simulation of salt water intrusion”, TOUGH
Symposium 2006, (2006).

22) Y. Yoshida, et al., “Co-precipitation reaction for Ba and Ra into calcite”, ASR Symp. 2006,
PA08, (2006).

23) K. Tanai, M. Yui, “A study on gas migration behaviour in buffer material using X-ray CT
method”, Scientific Basis for Nuclear Waste Management XXIX, Materials Research
Society Symposium Proceeding Volume 932, pp.127-134, (2006).

24) A. Sato, D. Fukahori, A. Sawada, et al., “Evaluation of Crack Opening in the Rock Sample
by X-ray CT”, Proc. GEO Congress 2006, Geotechinical Engineering in the Information
technology Age, Atlanta, U.S.A, February, (2006).

25) M. Shibata, T. Suyama, “Experimental study on stability of iron (II) exchanged
montmorillonite”, 13th International Clay Conference (ICC), Tokyo, Japan, August 21-27,
Abstracts, 116, (2005).

26) H. Kikuchi, K. Tanai, M. Yui, “Database development of fundamental properties for the
buffer material in Japan”, GLOBAL 2005, Paper No.238 (2005).

27) A. Hara, T. Tsuji, M. Nishimura, et al., “Application of log interpretation methods to
evaluate heterogeneity in diatomaceous mudstone at Horonobe area”, Proc. of
International Symposium NUCEF2005, Tokai, Japan, April, (2005).

28) S. Uehara, Y. Ohnishi, S. Nishiyama, et al., “Investigation of Hydraulic and Transport
Characteristics of a Rock Fracture Using Lattice Gas Automata”, Proc. the 11th



117

International Conference of IACMAG 2005, Torino, Italy, June, (2005).
29) K. Fujiwara, Y. Kohara, T. Mori, “Solubility Product of Tetravalent Neptunium Hydrous

Oxide and its Ionic Strength Dependence”, Migration 2005, PA1-7, (2005).
30) H. Sasamoto, M. Yui, R. C. Arthur, “Estimation of In-situ Groundwater Chemistry using

Geochemical Modeling: A Test Case for Saline Type Groundwater in Argillaceous Rock”,
Abstracts for International Meeting on Clays in Natural and Engineered Barriers for
Radioactive Waste Confinement, March 14-18, 2005, pp.259-230, (2005).

ハ．地質環境特性調査・評価手法に関する研究

1) H. Yashuhara, N. Kinoshita, H. Kurikami, et al., “Evolution of permeability in siliceous
rocks by dissolution and precipitation under hydrothermal conditions”, 3rd International
Conference on Coupled T-H-M-C Processes in Geo-systems; Fundamentals, Modeling,
Experiments and Applications (GeoProc 2008), (2008).

2) Y. Kashiwai, “Development of borehole multiple deformation sensor system”, 19th
International Conference on Optical Fibre Sensors (OFS-19), (2008).

3) K. Aoki, Y. Sugita, M. Chijimatsu, et al., “Impacts of the thermo-hydro -mechanical
experiments on the microbial activity in compacted bentonite at Kamaishi Mine, northeast
Japan”, Specialist Workshop on Long-Term Performance of Smectitic Clays Embedding
Canisters with Highly Radioactive Waste, (2007).

4) S. Tanaka, T. Higashihara, N. Noda, et al., “Diffusion of H2O and electro-osmosis in
water-saturated compacted Na-montmorillonite using H218O as a tracer ” , 3rd

International Meeting for Clays in Natural and Engineered Barriers for Radioactive Waste
Confinement (2007).

5) H. Sato, “Thermodynamic model on swelling of bentonite buffer and backfill materials”,
3rd International Meeting for Clays in Natural and Engineered Barriers for Radioactive
Waste Confinement (2007).

6) H. Sato, “Thermodynamic understanding on swelling pressure of bentonite buffer”,
ICONE15, (2007).

7) H. Kurikami, R. Takeuchi, S, Yabuuchi, “Scale effect and heterogeneity of hydraulic
conductivity of sedimentary rocks at Horonobe URL site”, 3rd International Meeting for
Clays in Natural and Engineered Barriers for Radioactive Waste Confinement (2007).

8) T. Kunimaru, H. Yamamoto, “Investigation and modeling of 3D distribution of water
chemistries in Horonobe, Hokkaido, Japan”, 3rd International Meeting for Clays in
Natural and Engineered Barriers for Radioactive Waste Confinement (2007).

9) H. Saegusa, H. Ohsawa, H. Onoe, et al., “Stepwise Hydrogeological characterzation
utilizings a geosynthodology -A case study from the Mizumami Underground Research
Laboratoty project”, Third AMIGO Programme Workshop on Approaches and Challenges
for the Use of Geological Information in the Safety Case, (2007).

10) H. Saegusa, K. Yasue, H. Onoe, et al., “Numerical Assessment of the Influence of
Topographic and Climatic Perturbations on Groundwater Flow Conditions”, An IGSC
"Geosphere Stability" Workshop on Stability and Buffering Capacity of the Geosphere for
Long-Term Isolation of Radioactive Waste: Application to Crystalline rock, (2007).

11) J. Guimerà, E. Ruiz, M. Luna, et al., “Numerical assessment of the origin of deep salinity
in a low permeability fractured medium”, The 11th International Conference on
Environmental Remediation and Radioactive Waste Management (ICEM2007), (2007).

12) H. Saegusa, H. Onoe, S. Takeuchi, et al., “Hydrogeological characterization on
surface-based investigation phase in the Mizunami Underground Research Laboratory
Project, in Japan”, The 11th International Conference on Environmental Remediation and
Radioactive Waste Management (ICEM2007), (2007).

13) S. Takeuchi, R. Takeuchi, W. Salden, et al., “Hydrogeological conceptual model determined
from baseline and construction phase groundwater pressure and surface tiltmeter data at
the Mizunami Underground Research Laboratory, Japan”, The 11th International
Conference on Environmental Remediation and Radioactive Waste Management
(ICEM2007), (2007).

14) T. Matsuoka, “Seismic Imaging for 3-D RVSA Data Using Image Point Transform”, The
11th International Symposium on Recent Advances in Exploration Geophysics (RAEG
2007), (2007).



118

15) K. Matsuki, K. Nakatani, T. Arai, et al., “Evaluation of groundwater flow during
excavation of shafts by inversion of tilt data”, ISRM 11th International Congress on Rock
Mechanics, (2007).

16) Y. Mito, C.S. Chang, K. Aoki, et al., “Evaluation of fracturing process of soft rocks at great
depth by AE measurement and DEM simulation”, ISRM 11th International Congress on
Rock Mechanics, (2007).

17) Y. Mito, C.S. Chang, K. Aoki, et al., “Evaluation of fracturing process of soft rocks at great
depth by AE measurement and DEM simulation”, ISRM 11th International Congress on
Rock Mechanics, (2007).

18) K. Tsusaka, C. Tanimoto, Y. Mitarai, et al., “A Study on development of loosening zone and
allowable limit of deformation in tunnelling”, ISRM 11th International Congress on Rock
Mechanics, (2007).

19) H. Onoe, H. Saegusa, T. Motoshima, et al., “A study of Risk”, EIT-JSCE Joint Seminar on
Rock Engineering, (2007).

20) S. Uehara, T. Shimamoto, H. Kurikami, et al., “Estimation of porosity and permeability as
a function of depth in Neogene and Quaternary sedimentary basin at Horonobe, Hokkaido,
Japan, based on laboratory tests, EIT-JSCE Joint Seminar on Rock Engineering, (2007).

21) M. Kuji, T. Sato, S. Mikake, et al.,”Countermeasures Planned for Reducing Water Inflow
into Deep Shafts at the Mizunami Unerground Research Laboratory”, Proceedings of 15th
International Conference on Nuclear Engineering, (2007).

22) H. Matsui, H. Kurikami, T. Kunimaru, et al., “Horonobe URL project; Present status and
future plan”, Rock Mechanics: Proceedings of the 1st Canada-US Rock Mechanics
Symposium, pp.1193-1201, (2007).

23) H. Sato, “Thermodynamic Data of Water on Smectite Surface and Those Application to
Swelling Pressure of Compacted Bentonite”, International Workshop on Mobile Fission
and Activation Products in Nuclear Waste Disposal, Final Programme and Abstracts,
(2007).

24) H. Sato, “Activation Energies of Diffusion for I and Cs in Interlayer of Smectite”,
International Workshop on Mobile Fission and Activation Products in Nuclear Waste
Disposal, Final Programme and Abstracts, (2007).

25) Lee. C.，T. Matsuoka，K. Ishigaki，et al.，“Seismic imaging for 3-D VSP data using image

point transform”, Proceedings of 10th International Symposium on Recent Advances in

Exploration Geophysics (RAEG 2006), pp.143-146, (2006).
26) T. Naganuma, T. Iwatsuki, S. Shimizu, et al.,“Molecular microbiological approaches to

understand biogeochemical processes in deep aquifers”, International Symposium on
GRAPHIC (Groundwater Resources Assessment under the Pressures of Humanity and
Climate Change), (2006).

27) H. Saegusa, M. J. White, P. Robinson, et al., “Development of a system for integrated
geological modelling and groundwater flow simulation”, Proceedings of 11th International
High-Level Radioactive Waste Management Conference (IHLRWM) (CD-ROM),
pp.330-337, (2006).

28) W. Salden, R. Takeuchi, S. Takeuchi, et al., “A Pumping test at the shaft scale
Groundwater recovery and pump-down at the Mizunami Underground Research
Laboratory, Japan”, American Geophysical Union Fall Meeting, H41B-0383, (2006).

29) M. Amo, N. Suzuki, T. Shinoda, et al., “Pristene, phytene, and sterenes in immature
Horonobe diatomaceous sediments as potential indicators of paleo-temperature and
depositional environment”, 17th International Sedimentological Congress, (2006).

30) M. Kawamura, T. Ohi, H. Makino, et al., “Study on evaluation method for potential
impacts of “natural phenomena” on a HLW disposal system”, Proceedings of 2006 East
Asia Forum on Radwaste Management Conference (2006 EAFORM Conference),
pp.350-367, (2006).

31) H. Kurikami, T. Kunimaru, S. Yabuuchi, et al., “Hydrogeological model in Horonobe
Underground Research Laboratory Project”, GeoProc 2006, pp.584-589, (2006).

32) H. Sato, “Activation Energies of Diffusion for I and Cs in Compacted Smectite”,
International Information Exchange Meeting on Diffusion Phenomena in Bentonite and
Rock -Aiming at the Safety Assessment of the Geological Disposal, (2006).

33) H. Yamamoto, T. Kunimaru, H. Kurikami, et al., “Long-term simulation of ambient



119

groundwater chemistry at Horonobe URL, Japan -Application of coupled hydrogeochemical
model-”, GeoProc 2006, pp.382-387, (2006).

34) C. H. Lee, T. Matsuoka, K. Ishigaki, et al., “Seismic Imaging for 3-D VSP Data Using
Image Point Transform”, Proceedings of the 10th International Symposium On RAEG
2006, pp.143-146, (2006).

35) Guimerà, E. Ruiz, M. Luna, D. Arcos, et al., “Coupled geochemical/ hydrogeological
modelling to assess the origin of salinity at the Tono area (Japan) ”, Proceedings of
GLOBAL 2005, Tsukuba, Japan, October 9-13, 563, (2005).

36) S. Nakama, T. Sato, “Status of Study on In-Situ Stress in Mizunami Underground
Research Laboratory Project”, Proceedings of the 40th U.S. Rock Mechanics Symposium,
Alaska Rocks 2005, CD-ROM 05-887, (2005).

37) H. Saegusa, K. Ota, S. Takeuchi, et al., “Current status of R&D activities on Mizunami
Underground Research Laboratory in Japan”, 2005 Asia Oceania Geosciences Society,
pp.1420, (2005).

38) T. Sato, S. Mikake, S. Nakama, et al., “Japanese underground research laboratory project
and prediction of rock mass behavior around deep shafts and galleries using continuous
and discontinuous models”, Proceedings of the ICADD-7, the Seventh International
Conference on Analysis of Discontinuous Deformation, Honolulu, Hawaii, December 10-12,
pp.245-256, (2005).

39) T. Sato, M. Imazu, S. Mikake, et al., “Status of Japanese Underground Research
Laboratory -Design and Construction of 1,000m-Deep Shafts and Research Tunnels-”,
Proceedings of the 31st ITA-AITES World Tunnel Congress, 7-12 May 2005, pp.335-341,
(2005).

40) K. Shiraishi, M. Tanaka, T. Matsuoka, et al., “Daylight seismic imaging from a buried
point source”, SEG 75th Annual Meeting, pp.1265, (2005).

41) S. Takeuchi, Y. Kashiwai, Y. Hirata, et al., “Feasibility study for a multi-level pore water
pressure monitoring system using FBG sensors”, 4th. Workshop on Fibres and Optical
Passive Components, Proceedings of WFOPC2005, (2005).

42) K. Hatanaka, “Progress of the surface-based investigation phase and plan for the next
investigation phase in Horonobe URL project”, Report of International Workshop on Waste
Management in Sapporo (Sapporo Workshop 2005), Sapporo, Japan, 29-30 August 2005,
1-6, (2005).

43) H. Funaki, H. Matsui, K. Hama, et al., “Horonobe Underground Research Laboratory
Project -The present understanding of geological environment-”, Report of International
Workshop on Waste Management in Sapporo (Sapporo Workshop 2005), Sapporo, Japan,
29-30 August 2005, 125-127, (2005).

44) E. Ishii, K. Yasue, “Study of paleohydrogeology in the Horonobe Underground Research
Laboratory project”, Report of International Workshop on Waste Management in Sapporo
(Sapporo Workshop 2005), Sapporo, Japan, 29-30 August 2005, 129-131, (2005).

45) M. Honda, H. Sakurai, K. Iwasa, et al., “Geostatistical modeling of hydrogeological
environment using resistivity distribution measured by various method”, IAMG 2005
Proceedings of IAMG ’05: GIS and Spatial Analysis, Toronto, Canada, 21-26 August 2005,
Vol.1, 393-398, (2005).

46) E. Ishii, K. Yasue, R. Tsukui, et al., “Structure of the Omagari Fault in northern Hokkaido,
Japan”, AOGS Abstracts, Singapore, 20-24 June 2005, 58-SE-A0916, (2005).

47) H. Yamamoto, T. Kunimaru, M. Shimo, et al., “Reactive chemical transport simulations for
evaluation of ambient chemical conditions at Horonobe URL Site, Hokkaido, Japan”,
Proceedings The 2nd Japan-Korea Joint Workshop on Radioactive Waste Disposal 2005,
Tokyo, Japan, 6-7 October 2005, 159-172, (2005).

ニ．地質環境の長期的な安定性評価に関する研究

1) K. Umeda, “Magnetotelluric imaging of the Miocene Kumano-Omine volcano-plutonic

complex in the Kii Peninsula, southwest Japan”, American Geophysical Union 2007 Fall

Meeting, V33C-1526, (2007).
2) K. Yamada, T. Hanamuro, T. Tagami, et al.,“Results from the (U-Th)/He dating systems in

Japan Atomic Energy Agency” , American Geophysical Union 2007 Fall Meeting,

V23B-1426, (2007).



120

3) K. Umeda, “An integrated approach for detecting latent mamatic activity beneath the
crytalline mountains,in a non-volcanic region:an example form the Lide
Mountains,noryheast Japan”, An IGSC "Geosphere Stability" Workshop on Stability and
Buffering Capacity of the Geosphere for Long-Term Isolation of Radioactive Waste:
Application to Crystalline rock, (2007).

4) T. Niizato, K. Ysue, H. Kurikami, “Impacts of natural events and processes on
groundwater flow conditions; A Case study in the Horonobe area, Hokkaido, northern
Japan”, An IGSC "Geosphere Stability" Workshop on Stability and Buffering Capacity of
the Geosphere for Long-Term Isolation of Radioactive Waste: Application to Crystalline
rock, (2007).

5) T. Nohara, “Hydraulic and Hydrochemical Response to Seismic Events”, An IGSC
"Geosphere Stability" Workshop on Stability and Buffering Capacity of the Geosphere for
Long-Term Isolation of Radioactive Waste: Application to Crystalline rock, (2007).

6) K. Ota, “Tono Natural Analogue Project (TAP)”, Utilisation of natural and archaeological
analogues in waste disposal, ITC School, (2007).

7) K. Umeda, “Multiple lines of evidence for crustal magma storage beneath Mesozoic
crystalline mountains in a non-volcanic region: magnetotelluric imaging and variations in
the 3He/4He ratios of hot spring gases in the Iide Mountains, Northeast Japan”, AGU 2006
Fall Meeting, San Francisco, USA, December 11-15, (2006).

8) E. Sasao, “Mineral assemblage and geochemistry of sandstones of the Miocene Mizunami
Group, central Japan - a key to reconstructing the Miocene volcanic activities -”, 17th
International Sedimentological Congress, (2006).

9) K. Umeda, “Deep structure of the Miocene igneous complex in the Kii peninsula,

Southwest Japan, inferred from wide-band magnetotelluric soundings”, Asia Oceania

Geosciences Society's 2nd Annual Meeting, 58-SE-A1036, 2005 年 6 月, シンガポール,

(2005).

口頭発表：

全項共通

1) 日置, “国際協力のありかたと国際原子力機関の活動”, 大阪大学大学院工学研究科原子力教育

支援プログラム, (2007).

2) 日置, “高レベル放射性廃棄物”, 大阪大学大学院工学研究科子力教育支援プログラム, (2007).

3) 3) H. Umeki, “Key R&D activities for management of radioactive waste: Responding to the
challenges of the 21st century”, Colloquium, Nuclear Engineering Department, University
of California Berkeley (2007).

4) 油井, “地層処分基盤研究開発の現状と課題”, 第 16 回東北大学素材工学研究懇談会 平成 19

年度ベースメタル研究ステーション資源変換・再生研究センター合同シンポジウム, (2007).

5) 虎田, “地層処分は理解されているか？ 研究者みずから理解に向けた行動を”, 第 23 回バッ

クエンド夏期セミナー, (2007).

6) 梅木，大澤，内藤，他，“地層処分技術に関する知識管理システムの開発(II)；(1)知識管理シス

テムの基本設計”，日本原子力学会 2007 年春の年会，I32，(2007).

7) 大澤，中野，梅田，他，“地層処分技術に関する知識管理システムの開発(II)；(2)地質環境分野

における知識管理のケーススタディ”，日本原子力学会 2007 年春の年会，I33，(2007).

8) 内藤，小林，油井，他,“地層処分技術に関する知識管理システムの開発(II)；(3)工学技術分野

における知識管理のケーススタディ”，日本原子力学会 2007 年春の年会，I34，(2007).

9) 牧野，油井，梅木，他，“地層処分技術に関する知識管理システムの開発(II)；(4)性能評価分野

における知識管理のケーススタディ”，日本原子力学会 2007 年春の年会，I35，(2007).

10) 梅木, 大澤, “HLW 地層処分技術に関する研究開発 H17 取りまとめ”, 原子力安全委員会 特

定放射性廃棄物処分安全調査会, 2006 年 3 月 17 日,（2006）．

11) 梅木, “地層処分, 数万年以上の安全性－春の夜の夢？”, 東大システム量子工学専攻 イブニ

ングセミナー, 東京, 2006 年 4 月 12 日,（2006）．

12) 内藤, “高レベル放射性廃棄物地層処分の安全評価”, 高エネルギー加速器研究機構第 7 回環

境放射能研究会, （2006）．

13) 中野, 梅木, 大澤, 他, “地層処分技術に関する知識管理システムの開発”, 日本原子力学会

2006 年秋の大会, （2006）．



121

14) 大澤, 梅木, “21 世紀の地層処分研究開発：技術的知識基盤の構築”, 日本原子力学会中部支

部主催第 13 回先端技術と原子力シンポジウム, （2006）．

15) 大澤, 梅木, 内藤, 他,“高レベル放射性廃棄物地層処分に関する知識基盤構築に向けた取り組

み－地層処分技術に関する知識マネジメントシステムの基本概念－”, 研究・技術計画学会第

21 回年次学術大会, (2006）．

16) 牧野, 若杉, 大久保, 他, “地層処分安全評価におけるシナリオ解析フレームの構築”, 日本原

子力学会 2005 年秋の大会, (2005).

イ．人工バリア等の信頼性向上に関する研究

1) 藤田, “原位置における実規模プラグのシーリング性能に関する研究（III）；試験より得られ

た閉鎖要素に関わる教訓について”, 日本原子力学会 2008 年春の年会, I37, (2007).

2) 平本, 小林, 水谷, 他, “地層処分施設における多連設坑道の設計手法に関する検討”, 第 37

回岩盤力学に関するシンポジウム, (2008).

3) 藤崎，他, “熱-水-応力-化学連成解析モデルの開発(1)-室内連成試験による熱-水連成モデルの

確証-”, 土木学会平成 19 年度全国大会第 62 回年次学術講演会, (2007).

4) 鈴木，他, “熱-水-応力-化学連成解析モデルの開発（２）-連成解析モデルによるニアフィール

ド事例解析-”, 土木学会平成 19 年度全国大会第 62 回年次学術講演会, (2007).

5) 藤田，他, “結晶質岩における原位置試験結果に基づく閉鎖要素に期待すべき性能要件”, 土

木学会平成 19 年度全国大会第 62 回年次学術講演会, (2007).

6) 重野，他, “コンクリート支保の劣化を考慮したニアフィールドの長期力学的挙動の検討（そ

の１）コンクリート支保劣化の力学モデル”, 土木学会平成 19 年度全国大会第 62 回年次学術

講演会, (2007).

7) 西村，他, “コンクリート支保の劣化を考慮したニアフィールドの長期力学的挙動の検討（そ

の２）処分孔竪置き方式における解析的検討”, 土木学会平成 19 年度全国大会第 62 回年次学

術講演会, (2007).

8) 陶山, 上野, 笹本, “低酸素雰囲気での高温条件下における Fe 型スメクタイトの変化の同定”,

日本原子力学会 2007 年秋の大会, I27, (2007).

9) 小林, 山田, 中山, 他, “低アルカリ性セメントを用いた吹付けコンクリートの実用性検討；(1)

トンネル支保工への適用性検討”, 日本原子力学会 2007 年秋の大会, J16, (2007).

10) 中山, 小林, 入矢, 他, “低アルカリ性セメントを用いた吹付けコンクリートの実用性検討；(2)

幌延 URL における原位置試験への適用性検討”, 日本原子力学会 2007 年秋の大会, J17,

(2007).
11) 大窪, 菊池, 山口, “NMR 緩和法による飽和圧密ベントナイト中の空隙構造の解析”, 日本原

子力学会 2007 年秋の大会, J32, (2007).

12) 棚井, 菊池, “塩水条件下におけるセメント影響を考慮した圧縮ベントナイトの透水特性”, 日

本原子力学会 2007 年秋の大会, J34, (2007).

13) 松本, 棚井,“緩衝材の侵入試験に関する今後の計画”, 日本原子力学会 2007 年秋の大会, J35,

(2007).
14) 棚井, “幌延深地層研究計画における地上からの調査研究段階(第 1 段階)研究成果報告書の概

要「処分技術の信頼性向上; 設計手法の適用性確認」”, 第 23 回バックエンド夏期セミナー,

(2007).
15) 藤田, 谷口, 松井, 他, “幌延深地層研究計画における地上からの調査研究段階(第 1 段階)研究

成果報告書の概要「処分技術の信頼性向上－設計手法の適用性確認－」”, 第 23 回バックエン

ド夏期セミナー, (2007).

16) 横山, 高橋, 朝野他, “炭素鋼オーバーパック溶接部の酸化性雰囲気における腐食挙動評価”,

腐食防食協会第 54 回材料と環境討論会, (2007).

17) 棚井，藤田，“幌延深地層研究計画−(4)工学技術の適用性評価−”，日本原子力学会 2007 年春の

年会，(2007).

18) 菊池，棚井，“緩衝材基本特性データベースの開発”，日本原子力学会 2006 年秋の大会，(2006).

19) 入矢，中山，小西，他，“フライアッシュ高含有シリカフュームコンクリートの施工性”，コン

クリート工学年次大会 2006，Vol.28，No.1，pp.173-178，(2006).

20) 高治，重政，棚井，他，“緩衝材および岩盤の力学連成挙動解析”，日本原子力学会，(2006).

21) 谷口，鈴木，油井，他，“低酸素濃度環境におけるチタンオーバーパックの水素脆化挙動”，第



122

53 回材料と環境討論会，D-303，pp.473-476，(2006).

22) 三井，高橋，大槻，他，“炭素鋼オーバーパック溶接部の応力腐食割れ感受性に関する検討”，

第 53 回材料と環境討論会，B-105，pp.127-130，(2006).

23) 藤田，川上，杉田，他，“地層処分システムにおける閉鎖要素の相互影響を考慮した坑道交差

部における水理解析”，土木学会第 61 回年次学術講演会，(2006).

24) 杉田，高橋，藤田，他，”地層処分システムにおける閉鎖要素の相互影響を考慮したパネル規

模での水理解析”，土木学会第 61 回年次学術講演会，(2006).

25) 鈴木，藤崎，藤田，他，“高レベル放射性廃棄物地層処分におけるニアフィールド熱－水－応

力－化学連成解析モデルを用いた連成試験（COUPLE）の解析評価”，土木学会第 61 回年次

学術講演会，(2006).

26) 青柳，藤田，大久保，他，“多連設坑道の設計の考え方に関する検討”，土木学会第 61 回年次

学術講演会，(2006).

27) 谷口, 川上, 建石, 他, “マグネタイト共存下における炭素鋼の腐食に伴う水素発生挙動”, 第

52 回材料と環境討論会, p.227-230,（2005）．

28) 三井, 大槻, 朝野, 他,“電気化学的手法による炭素鋼オーバーパック溶接部の腐食挙動評価”,

第 52 回材料と環境討論会, p.249-252,（2005）．

29) 川崎, 谷口, 川上, “硫化物を含む人工海水中における純銅の腐食挙動評価”, 第 52 回材料と

環境討論会, p.261-264,（2005）．

30) 升本, 笹倉, 藤田, “カナダ URL におけるベントナイトプラグの閉鎖性能評価試験”, 土木学

会第 60 回年次学術講演会, （2005）．

ロ．安全評価手法の高度化に関する研究

1) 久野, 笹本, “岩石亀裂中でのベントナイトコロイドの移行挙動”, 日本原子力学会 2008 年春

の年会, H52, (2008).

2) 舘, 齋藤, 栃木, 他, “収着・拡散データベースシステムの開発とその適用法”, 日本原子力学

会 2008 年春の年会, I13, (2008).

3) 石寺, T.T.T. Phuong, 黒澤, 他, “鉱物組成の異なるベントナイト間での拡散挙動の比較”，日

本原子力学会 2008 年春の年会, I14, (2008)．

4) 飯島, 黒澤, 飛田, 他, “圧縮ベントナイト中のフミン酸の拡散挙動 II ；拡散挙動に及ぼす乾

燥密度及び溶液のイオン強度の影響“，日本原子力学会 2008 年春の年会, I15, (2008)．

5) 藤原, 戸村, 飛田, 他, “ベントナイト中における Ra 移行挙動に及ぼす Ca・Ba 鉱物との共

沈の影響”，日本原子力学会 2008 年春の年会, I19, (2008)．

6) 吉田, 吉川, “元素分配比を考慮した Ra 溶解度評価”, 日本原子力学会 2008 年春の年会, I20,

(2008).
7) 稲垣, 大井, 川村, 他, “総合的なシナリオ解析手法に関する検討；（1）具体的な地質環境と設

計オプションを考慮したシナリオ解析手法の検討”, 日本原子力学会 2008 年春の年会, I49,

(2008).
8) 川村, 大井, 河内, 他, “総合的なシナリオ解析手法に関する検討；（2）地下水シナリオに対す

る重要な天然現象影響の抽出に関する検討”, 日本原子力学会 2008 年春の年会, I50, (2008).

9) 河内, 大井, 川村, 他, “総合的なシナリオ解析手法に関する検討；（3）総合的なシナリオ解析

にかかわる情報管理システムの詳細設計”, 日本原子力学会 2008 年春の年会, I51, (2008).

10) 宮原, 稲垣, 蛯名, “What if 解析による地層処分システムの安全機能に及ぼす断層活動の影響

評価”, 日本原子力学会 2008 年春の年会, I52, (2008).

11) 大澤, 梅木, 日置, 他, ”地層処分技術に関する知識マネジメントシステムの開発（III）；（1）マ

ネジメント機能のインテリジェント化に関する設計研究”, 日本原子力学会 2008 年春の年会,

(2008).
12) 牧野, 梅木, 日置, 他, ”地層処分技術に関する知識マネジメントシステムの開発（III）；（2）知

識ベースの設計研究”, 日本原子力学会 2008 年春の年会, (2008).

13) 佐藤, 澤田, “単一亀裂を対象とした光学的手法によるトレーサー移行計測データに基づく物

質移行評価” , 第 37 回岩盤力学に関するシンポジウム講演論文集(CD-ROM), p.263-268

（2008）.

14) 牧野, 川村, 若杉, 他, “高レベル放射性廃棄物地層処分の安全評価シナリオ解析支援ツール

「FepMatrix」の開発”, 第 23 回バックエンド夏期セミナー, (2007).



123

15) 宮原, 加藤, “ナチュラルフラックスとの比較によるバリア性能の例示”, 第 23 回バックエンド

夏期セミナー, (2007).

16) 藤田, 谷口, 松井, 他, “幌延深地層研究計画における地上からの調査研究段階(第 1 段階)研究

成果報告書の概要「安全評価手法の高度化－安全評価手法の適用性確認－」”, 第 23 回バック

エンド夏期セミナー, (2007).

17) 北村, 柴田, 山口, 他,“活量係数モデルの差異による地層処分環境における放射性核種の溶解

度計算結果の比較”, 第 23 回バックエンド夏期セミナー, (2007).

18) 川村, 大井, 梅田他, “放射性廃棄物地層処分に係わる天然現象影響評価研究－地質環境の長

期安定性研究から影響評価にいたるまでの一連の研究開発”, 日本地球惑星科学連合 2007 年

大会, G121-005, (2007).

19) 川村, 大井, 梅田他, “放射性廃棄物地層処分に係わる天然現象影響評価研究－地質環境条件

変化の検討－”, 日本地球惑星科学連合 2007 年大会, G121-P012, (2007).

20) 江橋, 北村, 川村, 他,“放射性廃棄物地層処分に係わる天然現象影響評価研究－核種移行パラ

メータの設定検討－”, 日本地球惑星科学連合 2007 年大会, G121-P013, (2007).

21) 石寺, 黒澤, “幌延堆積岩中の核種の拡散係数の取得”，日本原子力学会 2007 年秋の大会, I15,

(2007)．

22) 吉川, 三浦, 佐藤, “バイオフィルム特性データ取得”, 日本原子力学会 2007 年秋の大会, I21,

(2007).
23) 藤原, 小田倉, 黒羽, 他, “実高レベル放射性廃棄物ガラスを用いた浸出試験”，日本原子力学

会 2007 年秋の大会, I32, (2007)．

24) 大井, 稲垣, 牧野, “詳細分析に基づく明瞭で平易なシナリオの表現手法と重要シナリオの抽

出手法に関する検討”, 日本原子力学会 2007 年秋の大会, I37, (2007).

25) 加藤, 大井, 鈴木, “地層処分生物圏評価におけるコンパートメント間の物質移行パラメータ

の影響特性に関する検討”, 日本原子力学会 2007 年秋の大会, I46, (2007).

26) 宮原, “地層処分の安全評価に関する取り組みの現状と課題”, 2007 年度バックエンド週末基

礎講座, (2007).

27) 加藤, 鈴木, 大井, “地層処分生物圏評価における元素依存パラメータの影響特性”, 日本保健

物理学会第 41 回研究発表会, (2007).

28) 川村, 新里, 安江, 他, “高レベル放射性廃棄物処分における隆起・侵食に起因する変動シナリ

オのための情報整理の考え方”, 日本地質学会第 114 年学術大会, P-194, (2007).

29) 川村, 島田, 丹羽, 他, “高レベル放射性廃棄物処分における地震・断層活動に起因する変動シ

ナリオのための情報整理の考え方”, 日本地震学会 2007 年秋季大会, P3-083, (2007).

30) 佐藤, 澤田, “光学的手法を用いた亀裂内トレーサー濃度分布の定量的計測”, 土木学会平成

19 年度全国大会第 62 回年次学術講演会, (2007).

31) 澤田, 坂本, “物質移行に寄与する亀裂開口幅に関する検討”, 土木学会平成 19 年度全国大会

第 62 回年次学術講演会, (2007).

32) 梅木, “放射性廃棄物地層処分のセーフティーケース（安全を社会に伝えるにはどうすればよい

か）”, 第１６回東北大学素材工学研究懇談会 平成１９年度ベースメタル研究ステーション資

源変換・再生研究センター合同シンポジウム, (2007).

33) 前川，澤田，稲垣，他，“幌延深地層研究計画；(5) 安全評価手法の適用性評価”，日本原子力

学会 2007 年春の年会，I05，(2007).

34) 石寺，上野，黒澤，他，“低酸素条件下で圧縮ベントナイト中へ移行した腐食生成物の存在状

態”，日本原子力学会 2007 年春の年会，I17，(2007).

35) 江橋，大井，小尾，“包括的感度解析手法に基づく HLW の地層処分における重要な研究課題

の同定に資する検討”，日本原子力学会 2007 年春の年会，I30，(2007).

36) 飯島，吉川，黒澤，“圧縮ベントナイト中のフミン酸の拡散挙動”，日本原子力学会 2007 年春

の年会，I42，(2007).

37) 米村，佐藤，菅原，他，“X 線 CT によるトレーサー移行プロセス分析方法の開発”，資源・素

材学会春季大会講演集 2007 年(Ⅰ)資源編，p.121-122，(2007).

38) 川村，牧野，大井，他，“放射性廃棄物に係る天然現象影響評価に関する影響解析パラメータ

の設定方法の検討”，日本地球惑星科学連合会，Ｇ150-012，(2006).

39) 川村，牧野，梅田，他，“「火山活動」を例とした放射性廃棄物処分に係る影響解析パラメータ

の設定”，日本地球惑星科学連合会，Ｇ150-P019，(2006).



124

40) 川村，大井，新里，他，“高レベル放射性廃棄物における隆起･侵食に起因するシナリオの検討”，

日本地質学会，P-192，講演要旨集 p263，(2006).

41) 加藤，鈴木，大井，他，“地表環境での時間的変遷による影響を考慮した地層処分生物圏評価”，

原子力学会北関東支部若手研究者発表会，(2006).

42) 加藤，鈴木，大井，他，“TRU 廃棄物処分に特有な放射性核種を考慮した地層処分生物圏評価”，

日本保健物理学会，第 40 会研究発表会講演要旨集，p87，(2006).

43) 甲斐，前川，“続成鉱物の分布に基づく新珪質泥岩中の地下水流動の推定”，日本地熱学会平成

18 年学術講演会，B01，(2006).

44) 原，“シリカ鉱物の相変化に伴う珪藻質泥岩の物性変化と物質移行特性”，日本地球惑星科学連

合 2006 年大会，(2006).

45) 熊本，下茂，佐藤，他，“X 線 CT による亀裂を有する堆積岩中の移流および拡散現象の可視

化”，第 41 回地盤工学研究発表会，(2006).

46) 武部，澤田，坂本，“亀裂の接触面積率と JRC が透水特性に与える影響検討”，土木学会第

61 回年次学術講演会，CS05-013，(2006).

47) 佐藤，深堀，菅原，“X 線 CT 法による岩石亀裂内の可視化と分析”，資源・素材学会秋季大会

講演集 2006 年，A1-1，pp.1-4，(2006).

48) 佐藤, 深堀, 菅原, 他, “X 線 CT 法による亀裂開口幅の評価”, 平成 18 年資源・素材学会春

季大会, （2006）．

49) 土井，他，“堆積岩に対する Cs 収着挙動のモデル化”，2006 日本放射化学会年会，3P19，(2006).

50) 栃木，吉川，油井，“微生物影響評価コードによる地下水組成の評価”，日本原子力学会 2006

年秋の大会，B26，(2006).

51) 吉田，吉川，佐藤，“炭酸塩固相に対する微量元素の共沈反応についての固溶体モデルによる

評価(2)”，日本原子力学会 2006 年秋の大会，B29，(2006).

52) 黒澤，油井，上田，“モンモリロナイト粒子の分散性と核種移行への影響”，日本原子力学会

2006 年秋の大会，B32，(2006).

53) 藤井，河村，“MD 計算によるスメクタイト中の Cs, Sr の移行特性の評価”，日本原子力学会

2006 年秋の大会，B49，(2006).

54) 飯島，庄司，戸村，“ベントナイトコロイドに対する Am の収着挙動(II)”，日本原子力学会 2006

年秋の大会，B31，(2006).

55) 吉川，林，“考古学的金属製品を用いた土壌中金属腐食のナチュラルアナログ研究（II）”，日

本原子力学会 2006 年秋の大会，B37，(2006).

56) 藤原，“溶媒抽出法による Np(IV)加水分解定数の測定 II”，日本原子力学会 2006 年秋の大会，

G28，(2006).

57) 飯島, 庄司, 戸村, “ベントナイトコロイドに対する Am の収着挙動”, 日本原子力学会 2006

年春の年会, B42,（2006）．

58) 石寺, 夏, 出光, 他, “圧縮ベントナイト中における鉄腐食生成物の存在形態”, 日本原子力学

会 2006 年春の年会, B45,（2006）．

59) 藤原, 小原, “溶媒抽出法による Np（Ⅳ）加水分解定数の測定”, 日本原子力学会 2006 年春

の年会, D08,（2006）．

60) 加藤，大井，“地層処分生物圏評価研究の今後の研究開発項目とそれに対して要求される観点

の抽出”，日本原子力学会バックエンド部会第 22 回バックエンド夏期セミナー，要旨集 p ポス

ター13－1，7/27－28，(2006).

61) 前川，唐崎，伊藤，“地層中の塩淡境界評価に関する一考察”，日本原子力学会バックエンド部

会第 22 回バックエンド夏期セミナー，(2006).

62) 林，他，“ガラスの溶解に関するデータベース整備の現状”，日本原子力学会第 22 回バックエ

ンド夏期セミナー，(2006).

63) 吉川, 本田, “埋蔵鉄器の腐食調査に関する放射廃棄物処分研究”, 日本放射化学討論会（日

本放射化学会誌別冊, vol.6）, 3B02,（2005）．

64) 松本, 西村, 菊池, 他, “処分場設計手法の適用性に関する検討（1）－処分場全体設計フロー

の構築－”, 日本原子力学会 2005 年秋の大会, p.574,（2005）．

65) 白武, 平井, 高治, 他,“ナチュラルアナログから推定した緩衝材の長期力学評価パラメータ”,

日本原子力学会 2005 年秋の大会, （2005）．

66) 柴田, 牧野, 内田, 他,“地層処分技術に関する研究開発支援のための技術情報統合システムの



125

開発”, 日本原子力学会 2005 年秋の大会, （2005）．

67) 菊池, 棚井, 松本, “処分場設計手法の適用性に関する検討（2）－幌延の地質環境を例とした

場合の緩衝材の試設計－”, 日本原子力学会 2005 年秋の大会, p.575,（2005）．

68) 原, 内田, 川田, 他, “新第三紀堆積岩を対象とした堆積構造シミュレーションモデルの開発

（その 2）－不均質性の要因とシミュレーションモデルの概要－”, 日本原子力学会 2005 年

秋の大会, （2005）．

69) 石寺, 佐藤, “花崗岩中の Cs+, I-の拡散挙動に及ぼす塩濃度の影響”, 日本原子力学会 2005

年秋の大会, L50,（2005）．

70) 甲川, 向井, 神徳, 他, “花崗岩質岩石におけるマトリクス拡散”, 日本原子力学会 2005 年秋

の大会, L51,（2005）．

71) 西村, “高レベル放射性廃棄物地層処分における緩衝材の長期健全性に関する研究”, 日本原

子力学会バックエンド部会第 21 回バックエンド夏期セミナー, （2005）．

72) 川村, 牧野, 梅田, 他, “天然現象影響評価シナリオ構築手法の高度化”, 地球惑星科学関連学

会 2005 年合同大会, G018-007, （2005）．

73) 川村, 牧野, 梅田, 他, “天然現象影響評価に関する検討－①シナリオ構築手順の概要－”, 地

球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, G018P-020, （2005）．

74) 川村, 梅田, 大澤, 他,“天然現象影響評価に関する検討－②火山・火成活動への適用例－”, 地

球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, G018P-019, （2005）．

75) 川村, 梅田, 牧野, “高レベル放射性廃棄物処分に関わる「地震・断層活動」シナリオの構築”,

日本地震学会 2005 年秋季大会, （2005）．

76) 熊本, 下茂, 内田, 他, “堆積軟岩の空隙径分布と透水性の関係”, 土木学会第 60 回年次学術

講演会, （2005）．

77) 熊本, 下茂, 内田, 他, “人工亀裂を有する堆積軟岩ブロックを用いた室内トレーサー試験”,

第 40 回地盤工学研究発表会, （2005）．

78) 武部, 澤田, 内田, 他, “LGA 法を用いた流体解析による亀裂開口幅分布の影響検討”, 土木

学会第 60 回年次学術講演会, （2005）．

79) 吉野, 野本, 松井, 他, “不均質場における地下水流動の不確実性評価手法の開発（その 2）－

モンテカルロ法との比較検討－”, 土木学会第 60 回年次学術講演会, （2005）．

80) 吉野, 野本, 松井, 他, “不均質場における地下水流動の不確実性評価手法の開発（その 3）－

3 次元展開－”, 土木学会第 60 回年次学術講演会, （2005）．

ハ．地質環境特性調査・評価手法に関する研究

1) 小池, 劉, 天野, 他, “瑞浪超深地層研究所 100m 予備ステージにおける初期応力測定”, 平成

20 年度(2008 年)資源・素材学会春季大会, E-1, (2008).

2) 小川, 木ノ川, 青木, 他,“ひずみの局所化に注目したボーリング孔形状のシミュレーション”,

第 37 回岩盤力学に関するシンポジウム, (2008).

3) 木ノ川, 小川, 青木, 他, “堆積軟岩地山のひずみ軟化挙動を考慮した立坑の掘削時安定性評

価”, 第 37 回岩盤力学に関するシンポジウム, (2008).

4) 津坂, 谷本, 中根, 他, “TBM 施工における掘削ずりと二次破砕の評価”, 第 37 回岩盤力学

に関するシンポジウム, (2008).

5) 大山, 竹内, 三枝, 他,“地表傾斜データを用いた水理地質構造の推定手法の有効性について”,

第 37 回岩盤力学に関するシンポジウム, (2008).

6) 平野, 瀬野, 中間, 他,“土岐花崗岩を対象とした応力－ひずみ構成式の時間依存性パラメータ

の室内試験による決定”, 第 37 回岩盤力学に関するシンポジウム, (2008).

7) 佐藤, “緩衝材及び埋め戻し材の膨潤圧に及ぼす塩濃度の影響に関する熱力学的アプローチ”,

日本原子力学会 2008 年春の年会, I01, (2008).

8) 濱, 内田, 仙波, 他, “超深地層研究所計画 研究坑道の掘削を伴う研究段階（第 2 段階）の現

状；（1）研究坑道掘削の現状と主な研究成果”, 日本原子力学会 2008 年春の年会, I21, (2008).

9) 天野, 松岡, 鶴田, “超深地層研究所計画 研究坑道の掘削を伴う研究段階（第 2 段階）の現

状；（2）断層分布の把握を目的とした効果的な調査アプローチの検討”, 日本原子力学会 2008

年春の年会, I22, (2008).

10) 弥富, 尾方, 杉原, 他, “放射線グラフト捕集材を用いた瑞浪超深地層研究所の湧水中ふっ素・

ほう素除去特性”, 日本原子力学会 2008 年春の年会, I24, (2008).



126

11) 太田, 茂田, 岩月, “幌延深地層研究計画；（1）第 2 段階における調査研究の現状”, 日本原子

力学会 2008 年春の年会, I25, (2008).

12) 戸村, 前川, 操上, 他,“幌延深地層研究計画；（2）表層水理調査の現状”, 日本原子力学会 2008

年春の年会, I26, (2008).

13) 前川, 柴野, 操上, “幌延深地層研究計画；（3）立坑掘削に伴う湧水量予測解析”, 日本原子力

学会 2008 年春の年会, I27, (2008).

14) 國丸, 平田, 松波, “幌延深地層研究計画；（4）立坑掘削に伴う水理学的影響調査研究の概要”,

日本原子力学会 2008 年春の年会, I28, (2008).

15) 岩月, 吉田, 加藤, 他, “金属有機錯体形成に関わる有機物特性の圧力依存性について”, 日本地

球惑星科学連合 2007 年大会, B101-P002, (2007).

16) 吉田, 岩月, 濱, “地下水中の微量元素のコロイド相への分配状態の研究”, 日本地球惑星科学連

合 2007 年大会, B101-P002, (2007).

17) 水野, 濱, “炭酸塩鉱物の酸素・炭素同位体比を指標とした地下水水質の長期的変遷に関する研

究”, 日本地球惑星科学連合 2007 年大会, B101-P003, (2007).

18) C. Dia, F. Takagi, S. Kojima, et al., “Fracture analysis determined from integrated analysis
of core-description and BTV images: Example from Cretaceous Toki Granite”, 日本地球惑

星科学連合 2007 年大会, G121-006, (2007).

19) 兵動, 國丸, 山本, 他, “メタンセンサーによる幌延試錐孔内の溶存メタン濃度測定”, 日本地球

惑星科学連合 2007 年大会, H126-011, (2007).

20) 上原, 嶋本, 操上, 他, “北海道幌延地域における新第三紀および第四紀堆積岩のガス浸透率お

よび間隙率の応力履歴依存性に関する実験的研究”, 日本地球惑星科学連合 2007 年大会,

J253-009, (2007).
21) 長谷川, 松岡, 結城, “花崗岩分布域における空中物理探査(DighemⅤ)の適用性について(その

1)－空中電磁法探査－”, 理探査学会第１１6 回(平成 19 年度春季)学術講演会, (2007).

22) 長谷川, 松岡, 結城, “花崗岩分布域における空中物理探査(DighemⅤ)の適用性について(その

2)－空中磁気探査および空中放射能探査－”, 理探査学会第１１6回(平成19年度春季)学術講演

会, (2007).

23) 山田, 石垣, 山口, 他, “長時間測定の微動を用いた地震波干渉法”, 物理探査学会第１１７回(平

成 19 年度秋季)学術講演会, (2007).

24) 佐藤, “月布産スメクタイト層間中の交換性陽イオンの定量”, 日本原子力学会 2007 年秋の大

会, I34, (2007).

25) 平川, 小野, 尾上, 他, “東濃地域を例とした地形の長期変動が塩分濃度の高い地下水挙動に与

える影響の解析的推定”, 日本地下水学会 2007 年秋季講演会, (2007).

26) 今井, 塩崎, 山下, 他, “地形・地質構造の変形を考慮した地下水流動解析の試み”, 日本地下水

学会 2007 年秋季講演会, (2007).

27) 中嶌, 瀬尾, 戸井田, 他, “堆積岩を対象とした間隙水圧長期観測データの解析的検討（その１）

－地震時応答およびトレンド分析に関する検討－”, 日本地下水学会 2007 年秋季講演会,

(2007).
28) 瀬尾, 戸井田, 渡辺, 他, “堆積岩を対象とした間隙水圧長期観測データの解析的検討（その 2）

－遺伝的アルゴリズムおよびニューラルネットワークを用いた検討－”, 日本地下水学会 2007

年秋季講演会, (2007).

29) 石井, 舟木, 真田, “北海道北部幌延地域の珪質泥岩中に認められる透水係数の深度依存性の

要因”, 日本地質学会第 114 年学術大会, P-18, (2007).

30) 舟木, 尾留川, 名合, 他, “大規模な地下施設を建設する際の水理地質調査－北海道北部，幌延

地域における例－”, 日本地質学会第 114 年学術大会, P-211, (2007).

31) 真田, 松井, 山本, 他, “珪質岩盤中の坑道掘削に伴う水－応力連成挙動に関する数値解析的検

討”, 平成 19 年度資源・素材学会北海道支部総会及び春季講演会, A-5, (2007).

32) 真田, 山口, 藤井, 他, “幌延地域に分布する新第三紀珪質岩の等方圧縮試験”, 平成 19 年度

(2007 年)資源・素材学会秋季大会, A2-2, (2007).

33) F. Lanalo, S. Nakama, T. Sato, “Estimation of in-situ stress field based on core sample
damage”, 平成 19 年度(2007 年)資源・素材学会秋季大会, A2-6, (2007).

34) 及川, 相馬, 山口, 他, “DRA による応力計測に及ぼす岩芯採取からの経過時間の影響”, 平成

19 年度(2007 年)資源・素材学会秋季大会, A3-3, (2007).



127

35) 中間, 瀬野, 佐藤, “瑞浪超深地層研究所 100m 予備ステージにおける初期応力測定”, 平成 19

年度(2007 年)資源・素材学会秋季大会, PY-37, (2007).

36) 佐藤, 中間, “広域応力場を解析的に同定する手法の検討”, 第 42 回地盤工学研究発表会,

(2007).
37) 松井, 丹生屋, 名合, 他 “深層ボーリング孔における新第三紀堆積岩を対象とした初期応力測

定事例”, 第 42 回地盤工学研究発表会, (2007).

38) 延藤, 見掛, 佐藤, 他, “懸濁型グラウト材料による目詰まり特性の検討：高圧目詰まり試験”,

土木学会平成 19 年度全国大会第 62 回年次学術講演会, CS5-055, (2007).

39) 佐藤, 竹内, 見掛, 他, “瑞浪超深地層研究所における研究と建設の現状と課題（その１）”, 土

木学会平成 19 年度全国大会第 62 回年次学術講演会, CS5-065, (2007).

40) 佐藤, 竹内, 見掛, 他, “瑞浪超深地層研究所における研究と建設の現状と課題（その 2）－パイ

ロットボーリング調査結果の概要－”, 土木学会平成 19 年度全国大会第 62 回年次学術講演会,

CS5-066, (2007).
41) 大山, 三枝, 尾上, 他, “瑞浪超深地層研究所における研究と建設の現状と課題（その 3）－パイ

ロットボーリング調査に基づく湧水量予測解析－”, 土木学会平成 19 年度全国大会第 62 回年

次学術講演会, CS5-067, (2007).

42) 原, 久慈, 南出, 他, “瑞浪超深地層研究所における研究と建設の現状と課題（その 4）－瑞浪超

深地層研究所における湧水抑制対策としてのプレグラウチング施工－”, 土木学会平成 19 年

度全国大会第 62 回年次学術講演会, CS5-068, (2007).

43) 久慈, 原, 南出, 他, “瑞浪超深地層研究所における研究と建設の現状と課題（その 5）－ポスト

グラウチング試験施工の注入次数による注入量評価－”, 土木学会平成 19 年度全国大会第 62

回年次学術講演会, CS5-069, (2007).

44) 秋好, 見掛, 佐藤, 他, “瑞浪超深地層研究所における研究と建設の現状と課題（その 6）－立坑

掘削の施工実績－”, 土木学会平成 19 年度全国大会第 62 回年次学術講演会, CS5-070, (2007).

45) 市原, 尾留川, 山上, 他, “大深度立坑坑口部のマスコンクリート構造物の温度ひび割れ対策

（その２：解析結果と対策効果の確認）”, 土木学会平成 19 年度全国大会第 62 回年次学術講

演会, 5-591, (2007).

46) 小島, 山上, 尾留川, 他, “大深度立坑掘削に伴い発生するズリのモニタリング手法”, 土木学

会平成 19 年度全国大会第 62 回年次学術講演会, 6-243, (2007).

47) 上原, 嶋本, 操上, 他, “室内試験結果を用いた新第三紀および第四紀堆積岩の浸透率および間

隙率の深度分布の推定－北海道幌延地域を例として”, 土木学会平成 19 年度全国大会第 62 回

年次学術講演会, 3-294, (2007).

48) 名合, 井尻, 國丸, 他, “高精度傾斜計による立坑掘削に伴う岩盤挙動のモニタリング”, 土木学

会平成 19 年度全国大会第 62 回年次学術講演会, 3-432, (2007).

49) 小川, 青木, 木ノ村, 他, “ひずみ軟化挙動を考慮した堆積軟岩中の立坑逐次掘削解析”, 土木学

会平成 19 年度全国大会第 62 回年次学術講演会, 3-433, (2007).

50) 尾留川, 山上, 操上, 他, “大深度立坑周囲に構築した止水壁による地盤の透水性の低減及び立

坑湧水量の予測解析結果”, 土木学会平成 19 年度全国大会第 62 回年次学術講演会, 3-380,

(2007).
51) 尾留川, 山上, 市原, 他, “大深度立坑坑口部のマスコンクリート構造物の温度ひび割れ対策（そ

の 1：検討方法と解析方法の概要）”, 土木学会平成 19 年度全国大会第 62 回年次学術講演会,

5-590, (2007).
52) 堀田, 大津, 本島, 他, “不連続性岩盤における突発湧水リスク評価手法の事後評価への適用に

関する研究”, 平成 19 年度土木学会関西支部年次学術講演会, (2007).

53) 國友, 長谷川, 熊澤, “6 年目を迎える弾性波アクロス連続送信”, 日本地震学会 2007 年秋季

大会, P1-012, (2007).

54) 程塚, 松岡, 石垣, “立坑掘削工事に伴う振動を利用した地質構造探”,平成 19 年度日本応用地質

学会 研究発表会, (2007).

55) 鶴田, 中俣, “花崗岩の未固結期に形成・記録された構造と割れ目や断層の分布・特性について

－特に貫入岩の特性について－”,平成 19 年度日本応用地質学会 研究発表会, (2007).

56) 中俣, 鶴田, 天野, 他, “遮水性構造として機能する断層の内部構造と変形・変質作用－瑞浪超深

地層研究所に分布する土岐花崗岩での研究事例－”,平成 19 年度日本応用地質学会 研究発表会,

(2007).



128

57) 中俣, 鶴田, 天野, 他, “遮水性構造として機能する断層の内部構造と変形・変質作用－瑞浪超深

地層研究所に分布する土岐花崗岩での研究事例－”,平成 19 年度日本応用地質学会 研究発表会,

(2007).
58) 早野, 鶴田, 天野, “3D レーザースキャナーを用いた坑壁地質観察の効率化－瑞浪超深地層研

究所における適用事例－”,平成 19 年度日本応用地質学会 研究発表会, (2007).

59) 菊池, 天野, 鶴田, 他, “岩盤物性評価における多変量データ解析の導入”,平成 19 年度日本応用

地質学会 研究発表会, (2007).

60) 瀬野, 森, 郷家, 他, “掘削損傷領域を考慮した研究坑道周辺岩盤挙動の三次元予測解析”, 第 17

回トンネル工学研究発表会, (2007).

61) 水野, “炭酸塩鉱物でわかる地下水の長期的変遷”, 岐阜大学大学院工学研究科集中講義講義,

(2007).
62) 杉原, “地下空洞周りの岩盤は、どうなってるのか？”, 岐阜大学大学院工学研究科集中講義講義,

(2007).
63) 杉原, “高レベル放射性廃棄物の地層処分と日本原子力研究開発機構における研究”, 岐阜大学

大学院工学研究科集中講義講義, (2007).

64) 鈴木, 佐藤, 久慈, “立坑掘削の施工計画のための湧水量予測解析”, CTC ワークショップ 2007,

(2007).
65) 佐藤, ”スメクタイトの層間中の I 及び Cs の拡散の活性化エネルギー”, 第 9 回放射性廃棄物地

層処分に関する情報交換会, (2007).

66) 内田, 畑中, “深地層の研究施設計画－第１段階成果の概要－”, 第 23 回バンクエンド夏期セミ

ナー, (2007).

67) 内田, 仙波, 濱, 他, “超深地層研究所計画における地表からの調査予測研究段階(第１段階)研

究成果報告書(その１)－第１段階における調査研究の全体概要－”, 第 23 回バンクエンド夏期

セミナー, (2007).

68) 天野, 鶴田, 松岡, 他, “超深地層研究所計画における地表からの調査予測研究段階(第１段階)

研究成果報告書(その 2)－地質・地質構造に関する調査研究－”, 第 23 回バンクエンド夏期セミ

ナー, (2007).

69) 三枝, 尾上, 竹内, 他, “超深地層研究所計画における地表からの調査予測研究段階(第１段階)

研究成果報告書(その 3)－岩盤水理に関する調査研究－”, 第 23 回バンクエンド夏期セミナー,

(2007).
70) 水野, 濱, 吉田, 他, “超深地層研究所計画における地表からの調査予測研究段階(第１段階)研

究成果報告書(その 4)－地下水の地球化学に関する調査研究－”, 第 23 回バンクエンド夏期セ

ミナー, (2007).

71) 瀬野, 平野, 中間, “超深地層研究所計画における地表からの調査予測研究段階(第１段階)研究

成果報告書(その 5)－岩盤力学に関する調査研究－”, 第 23 回「バンクエンド」夏期セミナー,

(2007).
72) 瀬野, 三枝, 鶴田, “超深地層研究所計画における地表からの調査予測研究段階(第１段階)研究

成果報告書(その6)－地質環境の調査・評価技術の整備－”, 第 23回バンクエンド夏期セミナー,

(2007).
73) 久慈, 見掛, 黒田, 他, “超深地層研究所計画における地表からの調査予測研究段階(第１段階)

研究成果報告書(その 7)－深地層の工学技術に関する研究－”, 第 23 回バンクエンド夏期セミ

ナー, (2007).

74) 真田, 花川, 太田, 他, “幌延深地層研究計画における地上からの調査研究段階(第1段階)研究成

果報告書の概要「堆積岩を対象とした深地層における工学技術の基礎の開発、地下施設建設に

伴う周辺地質環境への影響調査」”, 第 23 回バンクエンド夏期セミナー, (2007).

75) 井尻, 名合, 木ノ村, 他, “高精度傾斜計による岩盤挙動のモニタリング手法の開発”, 第23回バ

ンクエンド夏期セミナー, (2007).

76) 國丸, 太田, 阿部, 他, “幌延深地層研究計画における地上からの調査研究段階(第1段階)研究成

果報告書の概要「堆積岩を対象とした地上からの体系的な調査・評価技術」①”, 第 23 回バン

クエンド夏期セミナー, (2007).

77) 國丸, 太田, 阿部, 他, “幌延深地層研究計画における地上からの調査研究段階(第1段階)研究成

果報告書の概要「堆積岩を対象とした地上からの体系的な調査・評価技術」②”, 第 23 回バン

クエンド夏期セミナー, (2007).

78) 太田，濱，棚井，他，“幌延深地層研究計画（1）第１段階における調査研究成果の取りまとめ



129

の概要”，日本原子力学会 2007 年春の年会，I01，(2007).

79) 國丸，福島，武田，“幌延深地層研究計画（2）研究所設置場所を決定するまでのあゆみ”，日

本原子力学会 2007 年春の年会，I02，(2007).

80) 濱，國丸，操上，他，“幌延深地層研究計画（3）地上からの地質環境調査結果と今後の課題”，

日本原子力学会 2007 年春の年会，I03，(2007).

81) 岩月，太田，濱，他，“幌延深地層研究計画（6）第２段階における調査研究の現状と今後の計

画”，日本原子力学会 2007 年春の年会，I06，(2007).

82) 仙波，内田，濱，他，“瑞浪超深地層研究所における立坑掘削を利用した水理地質構造モデル

の検討 1 瑞浪超深地層研究所における第 2 段階の研究の現状”，日本原子力学会 2007 年春

の年会，I07，(2007).

83) 竹内，戸谷，三枝，他，“瑞浪超深地層研究所計画における立坑掘削を利用した水理地質構造

モデルの検討 2 水圧応答を利用した立坑周辺の水理地質構造の検討”，日本原子力学会 2007

年春の年会，I08，(2007).

84) 松岡，石垣，杉本，“瑞浪超深地層研究所における立坑掘削を利用した水理地質構造モデルの

検討 3 電気探査法を用いた水理地質構造の検討”，日本原子力学会 2007 年春の年会，I09，

(2007).
85) 田中，野田，佐藤，他，“圧縮 Na 型モンモリロナイトにおける H218O の拡散と電気浸透”，

日本原子力学会 2007 年春の年会，I41，p.421，(2007).

86) 羽柴，松井，瀬野，他，“2 種類の堆積岩の多段階クリープ試験による長期クリープ挙動の予

測”，第 36 回岩盤力学に関するシンポジウム，(2007).

87) 青木，水戸，黒川，他，“AE 計測と DEM 解析に基づく大深度堆積軟岩の破壊過程に関する研

究”，第 36 回岩盤力学に関するシンポジウム，東京，(2007).

88) 山本，下茂，國丸，他，“幌延深地層研究計画における立坑掘削時の地下水からの脱ガスの予

察解析”，第 36 回岩盤力学に関するシンポジウム，(2007).

89) 安原，操上，木下，他，“圧力溶解現象を考慮した珪藻質岩石の透水性評価”，第 36 回岩盤力

学に関するシンポジウム，第 36 回岩盤力学に関するシンポジウム講演論文集，pp.283-286，

(2007).
90) 松木，成川，中間，他，“大規模な断層を含む不均一岩体の広域応力場評価”，平成 19 年度(2007

年)資源・素材学会春季大会，(2007).

91) 羽柴，佐藤，瀬野，“立坑周辺岩盤の時間依存性挙動に及ぼす軸方向初期地圧の影響”，平成

19 年度(2007 年)資源・素材学会春季大会，(2007).

92) 成川，松木，竹内，他，“傾斜データを用いた不均一な地下水流動の評価”，平成 19 年度(2007

年)資源・素材学会春季大会，(2007).

93) 中間，佐藤，金子，他，“三次元応力場同定手法の高度化に関する研究の概要”，平成 19 年度

(2007 年)資源・素材学会春季大会，(2007).

94) 井尻，三枝，澤田，“広域地下水流動評価における概念モデルに起因した不確実性について”，

地下水流動解析とモデル化に関するシンポジウム，(2007).

95) 尾上，三枝，笹尾，他，“地質環境の長期挙動を考慮した水理地質構造のモデル化・解析”，地

下水流動解析とモデル化に関するシンポジウム，(2007).

96) 大山，尾上，三枝，他，“地下水流動場を効率的にモデル化・解析するシステムの概要と東濃

地域における適用事例”，地下水流動解析とモデル化に関するシンポジウム，(2007).

97) 熊本，下茂，操上，“幌延深地層研究計画における地下研究施設掘削に伴う地下水流動予測解

析 ～地上からの調査結果に基づく水理地質構造のモデル化と解析～”，日本地下水学会，地

下水流動解析とモデル化に関するシンポジウム，地下水流動解析とモデル化に関するシンポジ

ウム発表論文集，pp.43-50，(2007).

98) 操上，安江，新里，他，“気候・海水準変動が地下水流動に与える影響に関する解析的検討 －

幌延地域を例として－”，日本地下水学会 地下水流動解析とモデル化に関するシンポジウム，

地下水流動解析とモデル化に関するシンポジウム発表論文集，pp.59-66，(2007).

99) 真田，“幌延深地層研究計画の現状及び原位置と室内試験に基づいた第三紀珪質岩盤の力学モ

デル構築”，第 9 回放射性廃棄物地層処分に関する情報交換会（Sapporo Conference 2007)，

(2007).
100) 井岡，“深部地下水中における酸化還元反応及び地球化学反応”，広島大学陸域環境研究会，

(2007).



130

101) 中間，“高レベル放射性廃棄物の地層処分における初期応力研究について”，地殻応力の絶対量

計測に関する研究集会，(2007).

102) 江原, 五月女, 松本, 他, “光ファイバ振動センサによる堆積軟岩の AE 計測”, 第 35 回岩盤

力学に関するシンポジウム, （2006）．

103) 穂刈, 石井, 松井, “孔径検層を用いた地下施設の安定性評価の可能性について”, 第 35 回岩

盤力学に関するシンポジウム, （2006）．

104) 木山, 松井, J. C. Roegiers, 他, “間隙弾性論に基づく幌延の珪質岩を用いた室内試験”, 第

35 回岩盤力学に関するシンポジウム, （2006）．

105) 森岡, 尾留川, 村川, 他, “ 幌延深地層研究計画における地下研究坑道の支保設計”, 第 35 回

岩盤力学に関するシンポジウム, （2006）．

106) 丹生屋, 松井, “原位置と室内試験に基づいた第三紀珪質岩盤の力学モデル構築”, 第 35 回岩

盤力学に関するシンポジウム, （2006）．

107) 山本, 下茂, 藤原, 他,“幌延深地層研究所設置地区周辺の地下水水質形成シミュレーション”,

第 35 回岩盤力学に関するシンポジウム, 2006 年 1 月, 東京,（2006）．

108) 江口，天野，“空間的制約条件下における深層ボーリング調査計画の最適化”，日本応用地質学

会平成 18 年度研究発表会講演論文集，pp.175-178，(2006).

109) 鐙，天野，“多変量解析を利用した断層分布区間の判定”，日本応用地質学会平成 18 年度研究

発表会講演論文集，pp.263-266，(2006).

110) 松岡，仙波，石垣，他，“流体流動電位法を用いた瑞浪超深地層研究所周辺の地下水流動モニ

タリング”，日本応用地質学会平成 18 年度研究発表会講演論文集，pp.331-334，(2006).

111) 菊地，天野，“堆積岩の層序区分・対比における多変量データ解析の導入”，日本応用地質学会

平成 18 年度研究発表会講演論文集，pp.521-524，(2006).

112) 天野，“孔壁画像の画像処理による岩相区分効率の改善”，日本応用地質学会平成 18 年度研究

発表会講演論文集，pp.525-526，(2006).

113) 早野，天野，竹内，“立坑掘削中の湧水量観測に基づく瑞浪層群中の透水性／遮水性構造の分

布の推定及びそれらの地質学的性状について; 瑞浪超深地層研究所における立坑掘削を例とし

て”，日本応用地質学会中部支部平成 18 年度研究発表会，(2006).

114) 松岡，長谷川，“土岐花崗岩の磁化率の不均一性について”，日本応用地質学会中部支部平成

18 年度研究発表会，(2006).

115) 船津，足立，清水，他，“硬岩地山における高抜け発生に関する数値解析による検討”，土木学

会平成 18 年度全国大会第 61 回年次学術講演会，(2006).

116) 板倉，Z. Xu, 佐藤，他，“仮想現実システムを利用した地下構造物設計・施工支援システムの

開発”，土木学会平成 18 年度全国大会第 61 回年次学術講演会，(2006).

117) 見掛，佐藤，延藤，他，“硬岩を対象としたグラウト注入方法に関する考察－瑞浪超深地層研

究所におけるグラウト研究（その 1）－”，土木学会平成 18 年度全国大会第 61 回年次学術講

演会，pp.227-228，(2006).

118) 見掛，佐藤，延藤，他，“グラウトの高圧注入試験による目詰まり特性の把握－瑞浪超深地層

研究所におけるグラウト研究（その 2）－”，土木学会平成 18 年度全国大会第 61 回年次学術

講演会，pp.229-230，(2006).

119) 本島，井尻，尾上，他，“突発湧水に対するリスク評価・管理手法の構築 2 観測水位を指標

とした立坑掘削時における突発湧水リスクの管理手法について”，土木学会平成 18 年度全国大

会第 61 回年次学術講演会，(2006).

120) 尾上，三枝，渡邊，他，“突発湧水に対するリスク評価・管理手法の構築 1 立坑掘削時にお

ける突発湧水リスクに対する断層の水理学的調査について”，土木学会平成 18 年度全国大会第

61 回年次学術講演会，(2006).

121) 竹内，“水理試験データの時間微分を用いた水理地質構造の推定”，土木学会平成 18 年度全国

大会第 61 回年次学術講演会，(2006).

122) 山地，山田，佐藤，他，“ショートステップ工法の地山安定化機構に関する数値解析的考察”，

土木学会平成 18 年度全国大会第 61 回年次学術講演会，(2006).

123) 山田，山地，佐藤，他，“超大深度立坑連接部掘削時挙動に関する考察”，土木学会平成 18 年

度全国大会第 61 回年次学術講演会，(2006).

124) 兵動，大賀，國丸，他，“溶存メタンセンサーによる地層内メタン濃度測定 その 1 測定値

に及ぼすガス種，水流の影響”，平成 18 年度土木学会全国大会，第 61 回年次学術講演会，(2006).



131

125) 兵動，大賀，國丸，他，“溶存メタンセンサーによる地層内メタン濃度測定 その 2 幌延に

おける孔内測定試験”，平成 18 年度土木学会全国大会，第 61 回年次学術講演会，(2006).

126) 延藤，福田，佐藤，他，“ショートステップ立坑の変形挙動に関する計測と解析”，第 16 回ト

ンネル工学報告集，pp.1-8，(2006).

127) 久慈，佐藤，原，他，“大深度立坑における湧水抑制対策としてのポストグラウト試験施工”，

第 16 回トンネル工学報告集，pp.469-476，(2006).

128) 羽柴，中間，佐藤，“立坑掘削後約 10 年間の周辺岩盤の変形特性”，第 16 回トンネル工学研究

発表会，(2006).

129) 羽柴，中間，山田，他，“土岐花崗岩の力学的性質の分布特性”，平成 18 年度資源・素材関係

学協会合同秋季大会(資源・素材 2006)，(2006).

130) 山口，藤井，福田，他，“DSCA 法を用いた幌延珪藻質泥岩の初期応力測定”，平成 18 年度資

源・素材関係学協会合同秋季大会(資源・素材 2006)，福岡市，pp.55-56，(2006).

131) 井岡，岩月，天野，“表層地下水の流入に対する地下深部における地下水化学の応答”，日本地

下水学会 2006 年秋季講演会，(2006).

132) 三枝，下茂，文村，他，“地下研究坑道掘削に伴う地下水流動状態の変化を予測するための地

下水流動解析とそれに基づく調査研究計画の策定”，日本地下水学会 2006 年秋季講演会，

(2006).
133) 竹内，荒井，W. Salden, “モニタリングデータによる水理地質構造の推定”，日本地下水学会

2006 年秋季講演会，(2006).

134) 井岡，岩月，加藤，他，“水溶液の酸化還元電位測定手法の検討”，2006 年度日本地球化学会

年会，(2006).

135) 井岡，岩月，水野，他，“白金電極を用いた地下水の酸化還元電位測定手法の問題点; 白金電極

表面の存在物質”，2006 年度日本水文科学会学術大会，(2006).

136) 岩月，“深部地下水の地球化学に関する研究の現状と課題”，資源地質学会 2006 年年会学術講

演会，(2006).

137) 岩月，天野，彌榮，“地下施設建設に伴う周辺地球化学環境の変化”，日本地球惑星科学連合

2006 年大会，(2006).

138) 三輪，高木，西嶋，他，“土岐花崗岩中に見られるマイクロクラックの三次元方位分布と古応

力場及び生成環境の復元”，日本地質学会構造地質部会 2006 年度例会，(2006).

139) 水野，岩月，“炭酸塩鉱物を用いた深部地下環境の長期安定性に関する解析例”，日本地球惑星

科学連合 2006 年大会，(2006).

140) 水野，R. Metcalfe，彌榮，他，“地球化学調査における地下水の品質評価手法”，日本地球惑星

科学連合 2006 年大会，(2006).

141) 三枝，稲葉，守屋，他，“地形及び気候変動が地下水流動特性に与える影響について”，日本地

球惑星科学連合 2006 年大会，(2006).

142) 竹内，藤田，荒井，他，“モニタリングデータを用いた水理地質構造の推定”，日本地球惑星科

学連合 2006 年大会，(2006).

143) 竹内，“孔間水理試験による水理地質構造の推定”，日本地球惑星科学連合 2006 年大会，(2006).

144) 舟木，石井，“幌延地域に分布する堆積岩中の水みちとなり得る地質構造”，日本地球惑星科学

連合 2006 年大会，(2006).

145) 石井,“水－岩石反応の地質学的証拠からみた海成堆積物地下浅部における淡水浸透領域の長期

的変遷”，日本地球惑星科学連合 2006 年大会，(2006).

146) 水野，岩月，“同位体比を指標とした陸域地下深部における炭素循環の考察”，2006 年度日本

地球化学会年会，(2006).

147) 水野，R. Metcalfe，岩月，他，“地下水から得られた地球化学データの品質評価手法の提案”，

日本地下水学会 2006 年秋季講演会，（2006）．

148) 瀬尾，戸井田，小林，他，“難透水性岩石を対象とした閉鎖型フローポンプ式室内透水試験法

の適用性”，日本地下水学会，2006 年秋季講演会，(2006).

149) 徳永，木村，井尻，他，“幌延地域における塩素安定同位体比を用いた塩水淡水挙動評価”，日

本地下水学会 2006 年秋季講演会，(2006).

150) 竹内，竹内，三枝，“大規模揚水試験による水理地質構造の推定”，日本地下水学会 2006 年秋

季講演会講演要旨，pp.264-269，(2006).

151) 永田，本多，岩月，他，“東濃ウラン鉱床周辺の瑞浪層群に産する堆積岩中のウラン，トリウ



132

ム及びランタノイドの分布と挙動”，第 31 回フィッション・トラック研究会，(2006).

152) 坪井，本多，岩月，他，“東濃土岐花崗岩におけるウラン,トリウム等微量元素の分布と挙動”，

第 31 回フィッション・トラック研究会，(2006).

153) 尾上，三枝，大山，“長期間の孔間揚水試験データに基づく水理地質構造のモデルキャリブレ

ーション”，日本地下水学会 2006 年秋季講演会，(2006).

154) 大山，三枝，尾上，“複雑な水理地質環境における地下水流動場を効率的にモデル化・解析す

るためのシステム開発”，日本原子力学会 2006 年秋の大会，(2006).

155) 佐藤，“スメクタイト表面の水の熱力学特性の膨潤圧への適用”，日本原子力学会 2006 年秋の

大会，B43，p.43，(2006).

156) 吉田，岩月，上野，“還元環境における地下水中の金属有機錯体形成”，日本原子力学会 2006

年秋の大会，(2006).

157) 天野, 松岡, “瑞浪超深地層研究所における地質・地質構造に関する調査研究”, 日本原子力

学会 2006 年春の年会, B01, pp.1,（2006）．

158) 三枝, 竹内, 尾上, 他, “瑞浪超深地層研究所における地下水流動特性に関する調査研究”, 日

本原子力学会 2006 年春の年会, B02, pp.2,（2006）．

159) 岩月, 彌榮, 水野, 他, “瑞浪超深地層研究所における地球化学調査研究”, 日本原子力学会

2006 年春の年会, B03, pp.3,（2006）．

160) 中間, 瀬野, 山田, 他, “瑞浪超深地層研究所における岩盤力学調査研究”, 日本原子力学会

2006 年春の年会, B04, pp.4,（2006）．

161) 佐藤, 見掛, 久慈, 他, “瑞浪超深地層研究所における工学技術の基礎の開発”, 日本原子力学

会 2006 年春の年会, B05, pp.6,（2006）．

162) 濱, 國丸, 夏, 他, “地下水中の有機物に関する研究の現状”, 日本原子力学会 2006 年春の年

会, （2006）．

163) 中俣，天野，松岡，“瑞浪超深地層研究所の研究坑道に遭遇する地質分布の地表からの予測と

実際”，日本原子力学会第 38 回中部支部発表会要旨集，p.6，(2006).

164) 吉田，岩月，“原位置における金属元素の移動挙動確認 地下水採水方法の検討”，日本原子

力学会第 38 回中部支部発表会要旨集，p.8，(2006).

165) 石垣，松岡，天野，“立坑掘削工事に伴う振動を利用した物理探査”，日本原子力学会第 38 回

中部支部発表会要旨集，p.10，(2006).

166) 杉原，“高レベル放射性廃棄物の地層処分と日本原子力研究開発機構における研究開発 岩盤力

学を中心に”，岩盤工学研究会講演会，(2006).

167) 竹内，進士，廣田，“現場透水試験結果の解析における時間微分項算定手法の比較”，第 41 回

地盤工学研究発表会，(2006).

168) 兵動，大賀，國丸，他，“地層内容存メタン測定のためのセンサー開発とその諸特性について”，

第 41 回地盤工学研究発表会，(2006).

169) 本多，鈴木，桜井，他，“調査段階の進展に伴う水理地質モデルの信頼度に関する考察－地球

統計手法を用いた透水係数分布の推定－”，第 41 回地盤工学研究発表会，pp.51-52，(2006).

170) 天石，高畑，川又，他，“深部地下水中の微生物解析結果”，日本微生物生態学会第 22 回大会，

(2006).
171) 舟木，安江，國丸，他，“周氷河作用を被った地域における表層部の水理地質構造－北海道北

部，幌延地域における例－”，日本地質学会第 113 年年会（高知大会），(2006).

172) 本多，桜井，岩佐，他，“地球統計手法による各種比抵抗探査データの統合と水理地質・水質

分布モデルの構築”，資源素材学会春季大会，pp.49-52，(2006).

173) 國丸，細谷，“採水深度における間隙水圧と水質の同時モニタリングを可能としたモニタリン

グシステムとその適用性”，日本地下水学会 2006 年秋季講演会，(2006).

174) 操上，國丸，舟木，“幌延深地層研究計画第 1 段階における水理地質環境モデル構築”，日本原

子力学会第 22 回バックエンド夏期セミナー，pp.ポスター1-1，(2006).

175) 松井，青柳，宮野前，“新第三紀珪質岩の風化特性に関する実験的検討”，第 41 回地盤工学研

究発表会，pp.495-496，(2006).

176) 丹生屋，松井，“塩水環境下に分布する新第三紀珪質岩の強度変形特性”，第 41 回地盤工学研

究発表会，pp.497-498，(2006).

177) 大原，津久井，國友，他，“幌延深地層研究計画－遠隔監視システム（アクロス）の概要と進

捗について－”，日本地球惑星科学連合 2006 年大会，O106，P009，(2006).



133

178) 小川，青木，城，他，“地山の時間依存性挙動を考慮した坑道掘削時の安定性解析”，第 36 回

岩盤力学に関するシンポジウム，第 36 回岩盤力学に関するシンポジウム講演論文集，pp.39-44，

(2007).
179) 尾留川，森岡，西山，“幌延深地層研究計画における地下研究坑道の耐震性能照査”，第 41 回

地盤工学研究発表会，第 41 回地盤工学研究発表会発表講演集，pp.1739-1740，(2006).

180) 坂井，畠山，布施，他，“幌延深地層研究計画におけるガス湧出量の予測（第 2 報）”，資源・

素材関係学協会合同秋季大会 資源・素材 2006，福岡市、企画発表・一般発表(A)(B)講演資料，

p.101，(2006).

181) 佐藤，“圧縮ベントナイト間隙水の熱力学特性の膨潤圧への適用”，連携重点研究ワークショッ

プ －緩衝材物性と微生物活動を指標とした処分環境の理解－，(2006).

182) 佐藤，“スメクタイト中のイオンの拡散の活性化エネルギー”，粘土ワークショップ，(2007).

183) 佐藤,“スメクタイトの層間中の I 及び Cs の拡散の活性化エネルギー”，第 9 回放射性廃棄物

地層処分に関する情報交換会（Sapporo Conference 2007)，(2007).

184) 吉村，坂下，大久保，他，“地層処分における電磁法解析技術の開発（その 6）－北海道幌延

町における AMT 法 3 次元調査－”，物理探査学会第 115 回（平成 18 年度秋季）学術講演会，

物理探査学会第 115 回学術講演会論文集，pp.209-212，(2006).

185) 水野, 岩月, “方解石中の金属元素濃度に基づく地下深部の酸化還元状態の推察”, 地球惑星

科学関連学会 2005 年合同大会, B001-P007,（2005）．

186) 天野, 松岡, 石垣, 他,“瑞浪超深地層研究所を中心とした東濃における深地層の科学的研究－

繰り返しアプローチに基づく地質・地質構造の調査・研究事例－”, 地球惑星科学関連学会 2005

年合同大会, G018-011,（2005）．

187) マーチン・アンドリュー, 天野, 三枝, 他, “瑞浪超深地層研究所を中心とした東濃における深

地層の科学的研究－不連続構造の分布に関する不確実性の解析・評価手法の構築－”, 地球惑

星科学関連学会 2005 年合同大会, G018-021,（2005）．

188) 久慈, 見掛, 玉井, 他,“瑞浪超深地層研究所を中心とした東濃における深地層の科学的研究－

施設概要と建設の現状－”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, G018-P001,（2005）．

189) 藤田, 竹内, “瑞浪超深地層研究所を中心とした東濃における深地層の科学的研究－深層ボー

リング孔を用いた岩盤の水理特性評価技術の開発－”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大

会, G018-P002,（2005）．

190) 山田, 佐藤, 中間, 他,“瑞浪超深地層研究所を中心とした東濃における深地層の科学的研究－

水圧破砕法による初期応力測定結果と地質構造－”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会,

G018-P003,（2005）．

191) 石垣, 松岡, 天野, “瑞浪超深地層研究所を中心とした東濃における深地層の科学的研究－花

崗岩地域での物理探査手法の適用事例－” , 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会 ,

G018-P004,（2005）．

192) 持田, 鶴田, “瑞浪超深地層研究所における研究坑道での地質調査結果速報（新第三系瑞浪層

群の地質層序）”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, G018-P005,（2005）．

193) 中野, 太田, 竹内, 他,“瑞浪超深地層研究所を中心とした東濃における深地層の科学的研究－

調査研究の進め方－”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, G018-P010,（2005）．

194) 大山, 尾上, 三枝, 他,“瑞浪超深地層研究所を中心とした東濃における深地層の科学的研究－

繰り返しアプローチに基づく地下水流動特性評価の事例－”, 地球惑星科学関連学会 2005 年

合同大会, G018-P012,（2005）．

195) 岩月, 彌榮, 古江, 他, “瑞浪超深地層研究所（MIU）を中心とした東濃地域における深地層の

科学的研究−地球化学的初期条件の評価−”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会 ,

G018-P013,（2005）．

196) 戸高, 中西, X. Tianfu, 他,“瑞浪超深地層研究所における立坑掘削による地下水の脱ガスの予

測”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, H020-012,（2005）．

197) 井岡, 岩月, 古江,“堆積岩中における酸化還元境界の形成機構”, 地球惑星科学関連学会 2005

年合同大会, H081-P001,（2005）．

198) 舟木, 石井, 松井, 他,“北海道幌延町に分布する珪質岩の続成作用と岩盤物性に関する研究”,

地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, （2005）．

199) 舟木, 石井, 安江, 他,“データ追跡性を考慮した地質構造モデルの構築および各種地質環境調

査技術の適用性確認”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, （2005）．



134

200) 濱, 國丸, 加藤, 他,“幌延深地層研究計画－新第三紀堆積岩中の地下水の地球化学特性につい

て(1)－”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, （2005）．

201) 石井, 安江, 古澤, 他, “北海道北部, 幌延地域における鮮新世～更新世のテフラ層序と FT 年

代”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, （2005）．

202) 石井, 安江, 田中, 他, “北海道北部, 幌延地域における電磁探査を用いた断層帯調査”, 地球

惑星科学関連学会 2005 年合同大会, （2005）．

203) 國丸, 濱, 山本, 他,“幌延深地層研究計画－新第三紀堆積岩中の地下水の地球化学特性につい

て(2)－”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, （2005）．

204) 操上, 今井, 塩崎, 他, “幌延の堆積岩中の地下水流動解析に関する解析的検討”, 地球惑星科

学関連学会 2005 年合同大会, （2005）．

205) 高橋, 新里, 安江, 他,“北海道幌延町新第三紀珪質岩の地球化学的特徴から見た侵食量および

隆起時期”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, （2005）．

206) 安江, 秋葉, 石井, “珪藻化石種を用いた堆積物の後背地解析の試み：北海道北部, 幌延地域を

例として”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, （2005）．

207) 大原, 津久井, 國友, 他, “幌延深地層研究計画－遠隔監視システム(アクロス)の概要－”, 地

球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, 2005 年 5 月, 千葉,（2005）．

208) 三枝, 守屋, 稲葉, 他, “将来の地形および気候変動を考慮した地下水流動のモデル化・解析”,

日本地下水学会 2005 年秋季講演会, pp.2-7,（2005）．

209) 天野, 竹内, “物理検層および流体検層を用いた透水性構造として機能する断層の抽出”, 日

本地下水学会 2005 年秋季講演会, pp.8-9,（2005）．

210) 竹内, 藤田, 安藤, “亀裂性岩盤を対象とした長期揚水試験”, 日本地下水学会 2005 年秋季講

演会, pp.10-15,（2005）．

211) 尾上, 三枝, “超深地層研究所計画における地下水流動のモデル化・解析の現状”, 日本地下

水学会 2005 年秋季講演会, pp.16-21,（2005）．

212) 彌榮, 岩月, “意思決定支援理論（Evidence Support Logic）を用いた地下水の地球化学デー

タの品質評価について”, 日本地下水学会 2005 年度秋季講演会, pp.22-25,（2005）．

213) 井岡, 岩月, 天野, “地下深部環境における酸化還元緩衝能の評価（その 2）”, 日本地下水学

会 2005 年秋季講演会, pp.30-33,（2005）．

214) 國丸, 平田, 小川, “原位置地下水の物理化学パラメータモニタリング装置および封圧採水の

結果について”, 日本地下水学会 2005 年秋季講演会, （2005）．

215) 瀬尾, 薮内, 竹内, 他,“幌延深地層研究計画における水収支法を用いた地下水涵養量の試算”,

日本地下水学会 2005 年秋季講演会, （2005）．

216) 操上, 竹内, 瀬尾, 他, “幌延堆積岩中の割れ目帯を考慮した地下水流動解析”,日本地下水学

会 2005 年秋季講演会, （2005）．

217) W. Salden, S. Takeuchi, Y. Fujita, “Use of data from a long-term multi-level groundwater

monitoring network to identify the influence of faults”, 日本地下水学会 2005 年春季講演会,

pp.90-95, (2005).
218) 森田, 三枝, 竹内, 他, “断層に着目した岐阜県東濃地域の広域地下水流動解析”, 日本地下水

学会 2005 年春季講演会, pp.78-83,（2005）．

219) 稲葉, 登坂, 三枝, 他, “水収支特性評価のための地表水・地下水流動を考慮した水循環モデル

の構築”, 日本地下水学会 2005 年春季講演会, pp.84-89,（2005）．

220) 濱, 國丸, 嶋田, “堆積岩中の地下水の地球化学特性調査手法について－幌延の新第三紀堆積

岩を例として－”, 日本地下水学会 2005 年秋季講演会, 2005 年 10 月, 青森,（2005）．

221) 長谷川, 中田, 東原, 他, “幌延サイトでの水質調査結果による地下水年代の推定”, 日本地下

水学会 2005 年秋季講演会, （2005）．

222) 羽柴, 中間, 佐藤, “堆積岩地山に掘削された立坑周辺の長期岩盤挙動評価”, 資源・素材 2005

（室蘭）企画発表・一般発表(A)(B)講演資料, pp.77-78,（2005）．

223) 佐藤, 玉井, 見掛, 他, “瑞浪超深地層研究所：一般部本格掘削に着手”, 平成 17 年度資源・

素材学会秋季大会, P-6,（2005）．

224) 黒田, 佐藤, 玉井, 他, “瑞浪超深地層研究所：設計・施工・維持管理の工学技術開発”, 平成

17 年度資源・素材学会秋季大会, P-7,（2005）．

225) 相馬, 及川, 山口, 他, “AE/DRA 法による初期応力計測と採取からの経過時間の及ぼす影響

－AE 法－”, 資源・素材学会春季大会講演集 2005 年（Ⅰ）資源編, pp.151-152,（2005）．



135

226) 及川, 相馬, 山口, 他, “AE/DRA 法による初期応力計測と採取からの経過時間の及ぼす影響

－DRA 法－”, 資源・素材学会春季大会講演集 2005 年（Ⅰ）資源編, pp.153-154,（2005）．

227) 久慈, 佐藤, 見掛, 他, “立坑掘削時の岩盤分類法の評価”, 第 40 回地盤工学研究発表会,

pp.185-186,（2005）．

228) 尾上, 三枝, 澤田, “断層の水理特性に着目した地下水流動解析－東濃地域を例として－”, 第

40 回地盤工学研究発表会, pp.1291-1292,（2005）．

229) 中間, 佐藤, 加藤, “大深度ボーリング孔における応力解放法による初期応力測定”, 第 40 回

地盤工学研究発表会, pp.973-974,（2005）．

230) 本島, 井尻, 大津, 他,“突発湧水に対するリスク評価手法の構築－瑞浪超深地層研究所立坑を

例として－”, 第 40 回地盤工学研究発表会, pp.1265-1266,（2005）．

231) 下野, 本島, 井尻, 他, “割れ目系岩盤における地下施設建設リスク評価手法の開発”, 第 40

回地盤工学研究発表会, pp.1829-1830,（2005）．

232) 今津, 佐藤, 見掛, 他,“瑞浪超深地層研究所立坑における湧水量計測とそのフィードバック方

法”, 第 40 回地盤工学研究発表会, pp.1839-1840,（2005)．

233) 松井, 山本, 杉山, 他, “新第三紀堆積岩を対象とした大深度における初期応力測定”, 第 40

回地盤工学研究発表会, （2005）.

234) 操上, 竹内, 瀬尾, 他, “堆積岩中の塩水系地下水のモデルの構築”, 第 40 回地盤工学研究発

表会, （2005）.

235) 丹生屋, 松井, 山本, 他, “孔内載荷試験による深部堆積岩の変形特性評価”, 第 40 回地盤工

学研究発表会, （2005）.

236) 鶴田, 天野, 持田, 他, “3D レーザースキャナを用いた地質・地質構造の把握と施工情報への

活用”, 日本応用地質学会平成 17 年度研究発表会, pp.263-266,（2005）．

237) 久慈, 佐藤, 見掛, 他,“瑞浪超深地層研究所建設の現状と立坑掘削に置ける岩盤分類法につい

て”, 日本応用地質学会平成 17 年度研究発表会, P27,（2005）．

238) 弥富, 古江, 岩月, “長期観測システムを用いた立坑掘削に伴う地下水水質・水圧の変化につ

いて”, 日本応用地質学会平成 17 年度研究発表会, pp.435-438,（2005）．

239) 兵動, 大賀, 國丸, 他,“溶存メタンセンサーによる原位置メタン量測定法に関する研究－セン

サー基本性能確認のための室内試験－”, 日本応用地質学会平成 17 年度研究発表会,（2005）．

240) 丸山, 小島, 大谷, “ボーリングコアを利用した土岐花崗岩の割れ目の方位・特徴の解析”, 日

本応用地質学会中部支部平成 16 年度支部研究発表会, pp.5-10,（2005）．

241) 水野, 岩月, “方解石中の希土類元素を用いた地下水の化学的環境の推察”, 日本地球化学会

年会, pp.343,（2005）．

242) 水野, 岩月, “深部地質環境の長期安定性に関する解析例”, 第 15 回環境地質学シンポジウム

論文集, pp.51-54,（2005）．

243) 本島, 井尻, 大津, 他,“地質環境調査の進展に伴う情報量と立坑掘削時の突発湧水リスクの関

係について－瑞浪超深地層研究所立坑を例として－”, 土木学会 第 60 回年次学術講演会,

6-315, pp.629-630,（2005）．

244) 下茂, 文村, 三枝, 他,“水圧観測値を用いた地下水流動モデルのキャリブレーションに関する

検討”, 土木学会第 60 回年次学術講演会, 3-327, pp.653-654,（2005）．

245) 下野, 本島, 井尻, 他, “花崗岩地域における地下施設建設時のリスクマネジメント手法の開

発”, 土木学会第 60 回年次学術講演会, （2005）．

246) 操上, 竹内, 瀬尾, “幌延地域の新第三紀～第四紀堆積岩の水理特性”, 土木学会第 60 回年次

学術講演会, 2005 年 9 月, 東京,（2005）．

247) 丹生屋, 松井, 山本, 他, “新第三紀珪質岩の変形特性に関する原位置及び室内試験結果の比

較”, 土木学会第 60 回年次学術講演会, （2005）．

248) 瀬尾, 竹内, 操上, “幌延深地層研究計画における地下水涵養量推定のための調査の現状”, 土

木学会第 60 回年次学術講演会, （2005）．

249) 山本, 松井, 田子, 他,“珪質岩に対する AE 法による初期地圧測定の適用性に関する検討”, 土

木学会第 60 回年次学術講演会, 2005 年 9 月, 東京,（2005）．

250) 白石, 田中, 松岡,他, “受動的地震波観測による地下のイメージング（1）”, 物理探査学会第

113 回学術講演会, pp.18-21,（2005）．

251) 李, 松岡, 石垣,“IP 変換による 3 次元 VSP イメージングの基礎的検討”, 物理探査学会第 112

回学術講演会論文集, pp.44,（2005）．



136

252) 長谷川, 松岡, “磁気異常の「静穏域」における空中磁気探査の適用例”, 物理探査学会第 112

回学術講演会, pp.256,（2005）．

253) 佐藤, 見掛, 延藤, 他, “瑞浪超深地層研究所における立坑掘削時の計測工について, －下部工

(堆積岩部)における計測結果－”,日本原子力学会第 21 回バックエンド部会夏期セミナー,

（2005）．

254) 國丸, 中山, “H17 取りまとめ分冊 1: 堆積岩を対象とした調査研究および工学技術の基礎の

開発”,日本原子力学会第 21 回バックエンド部会夏期セミナー, （2005）．

255) 竹内, 佐藤, 岩月, 他, “瑞浪超深地層研究所における第 2, 3 段階調査計画の概要”, 日本原子

力学会 2006 年春の年会, B05, pp.5,（2006）．

256) 横溝, 西嶋, 高木,他, “方解石中の希土類元素を用いた地下水の化学的環境の推察”, 日本地

質学会第 112 年学術大会, pp.256,（2005）．

257) 石井, 安江, 舟木, 他, “北海道北部, 幌延地域の新第三紀珪質岩中の断層記載－断層の地質学

的特徴と形成史－”, 日本地質学会第 112 年学術大会, （2005）．

258) 中田, 田中, 石井, 他, “幌延地域に分布する球状シリカに充填された珪質頁岩”, 日本地質学

会第 112 年学術大会, （2005）．

259) 國丸, 山本, “地下水の地球化学的解析およびモデル化に関する研究～幌延深地層研究計画を

例として～”, 日本地球化学会年会, （2005）．

260) 丹生屋, 水戸, 青木, 他, “新第三紀珪質岩における原位置 AE 計測に関する基礎的検討”, 第

15 回トンネル工学研究発表会, （2005）．

261) 瀬尾, 久保田, 小林, “北海道北部における積雪期の蒸発散量の観測”, 2005 年度日本雪氷学

会全国大会, （2005）．

262) 瀬尾, 久保田, 小林, “北海道北部における積雪重量計を用いた積雪相当水量の観測”, 2005

年度日本雪氷学会全国大会, （2005）．

263) 高橋, 新里, 石井, 他, “北海道北部幌延地域の地球化学的特徴による侵食量の推定”, 第 23

回有機地球化学シンポジウム, （2005）．

ニ．地質環境の長期的な安定性評価に関する研究

1) 大上, 田力, 安江, 他, “複数のオールコアボーリングにもとづく濃尾平野沖積層の庄内川に沿

うプログラデーション”, 日本地理学会 2008 年春季学術大会, (2008).

2) 丹羽, 田力, 安江, 他, “ボーリングコア解析に基づく後期更新世以降の濃尾平野西部の地形形

成”, 日本地理学会 2008 年春季学術大会, (2008).

3) 北沢, 重野, 小板橋, 他, “小規模デルタの形成過程における暴浪および洪水流の役割” 日本堆

積学会２００８年例会, O9, (2008).

4) 野原, 三輪, 島田, “東濃地域月吉断層の地下構造－花崗岩中の逆断層の特徴は何か－”, 北淡活

断層シンポジウム 2008, (2008).

5) 山田, 花室, 田上, 他, “日本原子力研究開発機構東濃地科学研究ユニットにおける(U-Th)/He

年代測定システムの現状報告”, 日本地球惑星科学連合 2007 年大会, G123-P008, (2007).

6) 二ノ宮, 根木, 梅田, 他, “深部比抵抗構造から推定される東北日本、朝日山地下のマグマ活動と

周辺地域のテクトニクス”, 日本地球惑星科学連合 2007 年大会, V157-P020, (2007).

7) 花室, 梅田, 富山, “紀伊半島南部地域における熱ルミネッセンス法による変質年代の測定”, 日

本地球惑星科学連合 2007 年大会, K130-003, (2007).

8) 梅田, 浅森, 二ノ宮, 他, “非火山性温泉の熱源について－地球物理，地球化学データからの制約

－”, 日本地球惑星科学連合 2007 年大会, G121-004, (2007).

9) 丹羽, 高田, 木下, “横ずれ断層活動に伴う歪－応力変化とそれに伴う地表の変形の特徴 －徳

島県の中央構造線活断層系における例－”, 日本地球惑星科学連合 2007 年大会, T155-P004,

(2007).
10) 田力, 高田, 野原, “火砕流堆積物の下刻速度と火砕流の堆積が気候変動に規制された段丘形成

へ及ぼす影響”, 日本地球惑星科学連合 2007 年大会, Q139-P015, (2007).

11) 野原, 丹羽, 安江, 他, “地下深部で活断層の破砕帯を同定する調査手法の検討”, 日本地球惑星

科学連合 2007 年大会, S141-P023, (2007).

12) 島田, 丹羽, 野原, “活断層の水素ガス放出の破砕帯構造依存性：跡津川断層西部の例”, 日本地

球惑星科学連合 2007 年大会, G121-002, (2007).

13) 齋藤, 浅森, 梅田, “雲仙火山下の熱水活動シミュレーション”, 日本地球惑星科学連合 2007 年



137

大会, G121-P010, (2007).

14) 新里, 安江, 重野, 他, “北海道北部，幌延地域における地形変化について”, 日本地球惑星科学

連合 2007 年大会, G121-P011, (2007).

15) 田力, 高田, 古澤, 他, “利根川支流，鏑川流域の河成段丘の形成時期”, 日本地理学会 2007 年秋

季学術大会, (2007).

16) 鈴木, 西澤, 大脇, 他, “JAEA-AMS-TONO の状況”, 第２０回タンデム加速器及びその周辺技

術の研究会, (2007).

17) 齋藤, 鈴木, 西澤, “測定条件が pMC 及びδl3C 測定値に与える影響の検討”, 第２０回タンデ

ム加速器及びその周辺技術の研究会, (2007).

18) 石丸, 齋藤, 鈴木, “JAEA ペレトロン年代測定装置の現状と研究活用の例”, 第 1 回 JAEA タン

デトロン AMS 利用報告会, (2007).

19) 島田, 丹羽, 黒澤, 他, “断層露頭での水素ガス測定法の基礎的検討と測定例”, 日本地質学会

第 114 年学術大会, O-131, (2007).

20) 梅田,“火山・地熱活動の将来予測：非火山地域の例”, 日本地質学会第 114 年学術大会, S-103,

(2007).
21) 丹羽, 水落, 棚瀬, “岐阜県東部，阿寺断層の周辺に発達する NE-SW 系断層の特徴”, 日本地質

学会第 114 年学術大会, P-121, (2007).

22) 安江, 三箇, 野上, 他, “地質分布を考慮した河床縦断形のシミュレーション”, 日本地質学会

第 114 年学術大会, P-207, (2007).

23) 新里,“北海道北部，幌延地域を事例とした地質環境の長期的変遷：将来予測における考え方”,

日本地質学会第 114 年学術大会, S-107, (2007).

24) 新里, 安江, “北海道北部，幌延地域における後期鮮新世以降のテクトニクス：沈降史解析によ

る検討”, 日本地質学会構造地質部会 討論会「日本海沿岸褶曲・断層帯の形成・成長と地震活

動」, P-10, (2007).

25) 安江, 新里, “北海道北部，幌延地域における後期鮮新世以降の堆積物の年代と古地理復元”, 日

本地質学会構造地質部会 討論会「日本海沿岸褶曲・断層帯の形成・成長と地震活動」, P-14,

(2007).
26) 根木, 梅田, 松尾, 他, “MT 法データのロバスト・スムージング手法の開発とスタッキングへの

応用”, 物理探査学会第 117 回(平成 19 年度秋季)学術講演会, (2007).

27) 根木, 梅田, 浅森, “MT 法スペクトル・データの効果的なスタッキング方法”, 物理探査学会第

116 回(平成 19 年度春季)学術講演会, (2007).

28) 河口, 三枝, 丹羽, 他, “岐阜県東濃地域における地殻変動および気候変動を考慮した広域地下

水流動解析”, 日本地下水学会 2007 年秋季講演会, (2007).

29) 花室，二ノ宮，梅田，紀伊半島南部地域における地殻・マントル構造と温泉ガスの希ガス同位

体比”，日本地質学会構造地質部会 2006 年度例会，(2007).

30) 鎌滝，藤原，“浅海生物を指標とした津波堆積物の認定”，日本古生物学会第 156 回例会，(2007).

31) 野原，安江，中田，“顕著な地表地震断層を伴わない活断層をどのようにみつけるか？”，北淡

活断層シンポジウム 2007，p.79-82，(2007).

32) 及川，梅田，松崎，“四国西部，柏島地域の花崗岩類の冷却史－中新世における西南日本外帯

の局所的上昇－”，日本地球惑星科学連合 2006 年大会，G147-P005，(2006).

33) 瀬尾，新里，操上，他，“浮流土砂流量に基づく侵食量の予測手法の検討 －北海道北部幌延

町における調査事例－”，日本地球惑星科学連合 2006 年大会，G150-P001，(2006).

34) 高橋，新里，安江，他，“北海道北部幌延町新第三紀珪質岩の地球化学的特徴からみた侵食量

および隆起時期（2）”，日本地球惑星科学連合 2006 年大会，G150-P002，(2006).

35) 丹羽，島田，野原，他，“断層がステップする部分における断層破砕帯の分布と産状－岐阜県

飛騨市の跡津川断層西部の例－”，地球惑星科学関連学会2006年合同大会，G150-P003，(2006).

36) 梅田，浅森，根木，他，“東北日本，飯豊山地下の深部比抵抗構造：非火山地帯におけるマグ

マの存在”，日本地球惑星科学連合 2006 年大会，G150-P004，(2006).

37) 新里，重野，高清水，“北海道周辺地域における歴史地震について－アイヌの口碑伝説と歴史

記録に基づく検討－”，日本地球惑星科学連合 2006 年大会，G150-P006，(2006).

38) 金沢，浅森，梅田，他，“日本列島における火山・温泉ガスのヘリウム同位体比”，日本地球惑

星科学連合 2006 年大会，H121-P002，(2006).

39) 島田，丹羽，野原，他，“活断層露頭で得られた水素ガス濃度の未固結断層岩方位に対応する



138

変化”，地球惑星科学関連学会 2006 年合同大会，S107-002，(2006).

40) 野原，中田，島田，他，“比較的規模の大きな地震はどのような場所で生じてきたか－被害地

震，地質・地殻構造などからの総合的な解析の試み－”，地球惑星科学関連学会 2006 年合同大

会，S115-P001，(2006).

41) 浅森，梅田，根木，他，“飯豊山地下の地震波速度及び比抵抗構造”，日本地球惑星科学連合

2006 年大会，S118-007，(2006).

42) 丹羽，野原，水落，他，“岐阜県中津川市川上の阿寺断層露頭における断層破砕帯の構造”，地

球惑星科学関連学会 2006 年合同大会，T146-P006，(2006).

43) 安江，新里，千葉，“地中レーダ探査による極浅部の地質構造調査－北海道北部，大曲－豊富

断層の例－”，日本地球惑星科学連合 2006 年大会，O106-P007，(2006).

44) 丹羽，水落，“棚瀬地下数 100m～1km における断層破砕帯の発達過程－岐阜県東部の阿寺断

層における例－”，日本地質学会第 113 年学術大会，O-125，(2006).

45) 山田，“東濃地科学センターにおける (U-Th)/He 年代測定システムの現状”，第 31 回フィッシ

ョン・トラック研究会，(2006).

46) 笹尾，檀原，“瀬戸内区東部に分布する中新統瑞浪・岩村・可児層群のフィッション・トラッ

ク年代”，第 31 回フィッション・トラック研究会，(2006).

47) 笹尾，水野，“東濃ウラン鉱床及びその周辺の地球化学”，第 31 回フィッション・トラック研

究会，(2006).

48) 森谷，新里，北村，他，“マルチプレット・クラスタリング解析による北海道北部幌延地域の

微小地震解析”，物理探査学会第 115 回（平成 18 年度秋季）学術講演会，物理探査学会第 115

回学術講演会論文集（2006），pp.46-49，(2006).

49) 高橋，新里，安江，他，“北海道北部幌延地域に分布する珪質岩の地球化学的特徴による侵食

量の推定”，第 24 回有機地球化学シンポジウム（2006 年松本シンポジウム），(2006).

50) 安江，新里，千葉，“地中レーダ探査による沖積・段丘面下の地質構造調査”，日本地質学会第

113 年年会，(2006).

51) 笹尾，岩月，天野，“東濃ウラン鉱床でのナチュラルアナログ研究からみた古水理地質研究の

役割”，資源地質学会第 56 回年会講演会, (2006).

52) 笹尾，小室，“堆積学的に見た東濃ウラン鉱床の鉱床生成機構”，資源地質学会第 56 回年会講

演会, (2006).

53) 野原, 中田, 鷺谷, 他, “地下の活断層の特徴の検討－被害地震, 地質構造および地殻変動から

推定される特徴－”, 北淡活断層シンポジウム 2006 淡路島と世界の地震・活断層, 53-56, 2006

年 1 月, 兵庫,（2006）．

54) 藤原, 柳沢, 島本, 他,“仙台市南西部の名取川河床に分布する中新－鮮新統の堆積サイクルと

相対的海水準変動”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, G015-006, （2005）．

55) 浅森, 梅田, “地下深部のマグマ・高温流体等の地球物理学的調査技術”, 地球惑星科学関連

学会 2005 年合同大会, G018-005, （2005）．

56) Martin, A. J., K. Umeda, “Modeling volcanic hazard assessments through Bayesian

inference”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, G018-006, (2005).

57) 藤原, 平川, 入月, 他,“房総半島南西部館山平野から発見された関東地震津波堆積物とその堆

積構造”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, J027-P023, （2005）．

58) 金沢, 高島, 富山, 他,“熱ルミネッセンス法による変質年代の測定－紀伊半島南部の鉱床およ

び変質帯－”, 地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, J030-005, （2005）．

59) 新里, 安江, 高橋, “幌延地域における地質環境の長期安定性研究－地殻変動の特徴－”, 地球

惑星科学関連学会 2005 年合同大会, （2005）．

60) 安江, 新里, 石井, 他, “北海道北部, 幌延地域における鮮新世後半以降の地殻変動場の移動”,

地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会, （2005）．

61) 福井, 三宅, 及川,“岐阜県高原川, 神通川流域の本郷泥流の供給源－構成岩石からの推定－”,

日本地質学会第 112 年学術大会, 155, (2005）．

62) 島田, 田中, 斎藤, 他, “跡津川断層掘削コアに認められた断層破砕帯と断層ガス分布”, 日本

地質学会第 112 年学術大会, 258, （2005）．

63) 笹尾, 山下, 檀原, “瀬戸内中新統, 瑞浪層群の鉱物組成”, 日本地質学会第 112 年学術大会,

（2005）．

64) 新里, 安江, “幌延地域における水平方向の地殻歪速度の推定”, 日本地質学会第 112 年学術



139

大会, （2005）．

65) 安江, 石井, 古澤, “北海道北部, サロベツ背斜周辺における海成段丘の形成時期”, 日本地質

学会第 112 年学術大会, （2005）．

66) 根木, 松尾, 横井, 他, “MT 法データの信頼性評価に関する一考察”, 物理探査学会第 112 回

学術講演会, 112, 223-226, （2005）．

67) 及川, “活発化する長野盆地西縁断層帯－長野市富士ノ塔山山頂付近の巨礫を指標として－”,

日本第四紀学会, 35, 24-25, (2005）．

68) 梅田, “サイクル機構における「火山活動に関する研究」”, 日本原子力学会 2005 年秋の大会,

バックエンド部会総合講演「火山活動の長期予測に関わる最新の研究」における招待講演,

（2005）．

69) 天野, 笹尾, 岩月, “地下深部環境における酸化還元緩衝能の評価（その 1）－地下微生物の酸

化還元活性とそのメカニズムについて－”, 日本地下水学会 2005 年秋季講演会, pp.26-29,

(2005）．

70) 笹尾, 小室,“わが国の地質環境における放射性核種の移行に関するナチュラルアナログ研究”,

資源地質学会第 55 回年会講演会, (2005）．

71) 笹尾, 小室, 中田, “東濃ウラン鉱床におけるウラン鉱石の酸化”, 資源地質学会第 55 回年会

講演会, （2005）．

72) 笹尾, 中田, 小室, “東濃ウラン鉱床周囲の瑞浪層群の重鉱物組成とウランの供給源”, 資源地

質学会第 55 回年会講演会, （2005）．

73) 安江, 新里, 津久井, “北海道北部における GPS 観測と基線長解析”, 日本地震学会 2005 年

秋季大会, （2005）．

Web 公開：

1) 緩衝材基本特性データベース： http://bufferdb.jaea.go.jp/bmdb/

2) 緩衝材基本特性データベース（英語版）： http://bufferdb.jaea.go.jp/bmdb/index_e.jsp

3) 核種拡散データベース： http://migrationdb.jaea.go.jp/

4) 日本の坑井温度プロファイルデータベース：

http://www.jaea.go.jp/04/tono/siryou/welltempdb.html
5) 温泉地化学データベース：http://www.jaea.go.jp/04/tono/siryou/dbghs/dbghs.html



140

重点安全研究成果調査票（中間報告（平成 17～19 年度））

【研究分野／項目】 【分類番号】 4-2-1

IV. 放射性廃棄物・廃止措置分野／高βγ廃棄物、ＴＲＵ廃棄物、ウラン廃棄物等の処理・処分

【研究課題名(Title)】

低レベル放射性廃棄物の処分に関する研究

Research on Disposal of Low-level Radioactive Waste

【研究代表者】

［所属］ 安全研究センター 廃棄物・廃止措置安全評価研究グループ

［氏名］ 中山 真一（なかやま しんいち）

［連絡先］ Tel：81-6001 E-mail：nakayama.shinichi@jaea.go.jp

［所属］ 地層処分研究開発部門 TRU 廃棄物処分研究グループ

［氏名］ 亀井 玄人（かめい げんと）

［連絡先］ Tel：82-67700 E-mail：kamei.gento@jaea.go.jp

【研究目的】

TRU 廃棄物およびウラン廃棄物の処分については、廃棄物の特性及び処分方法に応じた安全規制

の基本的考え方の策定に役立てるため、評価シナリオの設定、固化体・人工バリア・天然バリアの

機能評価等を含めた安全評価手法を開発・整備する。また，処分方法ごとの濃度上限値設定に必要

な解析を行う。高 βγ廃棄物（炉内構造物等廃棄物）については，余裕深度処分に関する規制基準の

検討のために安全評価手法を開発・整備する。

【研究内容】

イ．高 βγ廃棄物（炉内構造物等廃棄物）の処分に関する研究

余裕深度処分に関して，安全評価シナリオ、安全評価モデル等を検討し，安全評価解析を行う。

ロ．TRU 廃棄物の処分に関する研究

クリアランス及び浅地中処分・余裕深度処分のための埋設濃度上限値を試算する。また，長期

バリア性能評価および安全評価手法を開発する。また，高レベル放射性廃棄物ガラス固化体と

の併置処分の安全性に関する評価手法の整備を行う。【保安院受託(H17～H18)、JNES 受託

(H19)】

地層処分の安全性に関連する研究として，充填材や緩衝材など人工バリアの長期挙動に関わる

データ及び核種移行データの取得、整備を進めるとともに，評価モデルの改良を進め，信頼性

の高い線量評価を行う。【保安院受託(H17～H18)、JNES 受託(H19)の一部】

さらに、返還低レベル廃棄物固化体に関しては特性評価研究を行う。【保安院受託(H18) の一部

を含む】

ハ．ウラン廃棄物の処分に関する研究

クリアランス及び浅地中処分・余裕深度処分のための埋設濃度上限値を試算する。また，長期

バリア性能評価および安全評価手法を開発する。【保安院受託(H17～H18)、JNES 受託(H19)】

【達成目標】

廃棄物処分の安全評価手法の開発では，

 高 βγ廃棄物（炉内構造物等廃棄物）処分の安全評価解析

 TRU 廃棄物処分、ウラン廃棄物処分の安全評価手法の整備

天然バリア、人工バリアの性能評価研究では，

 TRU 廃棄物、ウラン廃棄物の処分施設におけるバリア機能の性能評価

【成果の活用方策】

 高 βγ廃棄物（炉内構造物等廃棄物）の処分施設の安全審査指針の策定にあたり研究成果を活

用する。

 TRU 廃棄物処分やウラン廃棄物処分の基本的考え方、濃度上限値、安全審査指針の検討に活

別添２
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用する。その際には、関連する炉内構造物等廃棄物に関する研究成果も活用する。

【使用主要施設】

東海研究開発センター 原子力科学研究所 燃料サイクル安全工学研究施設（NUCEF）

東海研究開発センター 原子力科学研究所 環境シミュレーション試験棟（STEM）

東海研究開発センター 原子力科学研究所 廃棄物安全試験施設（WASTEF）

東海研究開発センター 核燃料サイクル工学研究所 地層処分基盤研究施設（ENTRY）

【研究の進め方】

TRU 廃棄物及びウラン廃棄物に関するクリアランス及び処分方法ごとの濃度上限値設定に必要

な評価手法の整備に関する研究を、原子力安全・保安院からの特会受託事業において実施する。学

識経験者及び民間企業等の関係機関の専門家を加えた専門部会を機構内に設置し、年２回の予定で

研究計画、研究成果を審議し、審議結果を経て検討および取りまとめを実施する。余裕深度処分及

び返還低レベル廃棄物固化体については、一部特会運営費交付金事業として行う。

処分の安全評価に資する基礎的研究について、「連携重点研究制度」において大学及び民間企業と

産学官連携の共同研究を、また金沢大学と共同研究を行う。さらに北海道大学に研究を委託する。

機構内ではバックエンド推進部門と情報交換を行う。また、地層処分に関しては、（独）産業技術

総合研究所及び（独）原子力安全基盤機構との研究協力協定に基づいた連携を強化するとともに、

研究開発の全体基本計画の策定について(財)電力中央研究所、(財)原子力環境整備推進・資金管理セ

ンター等と協力を図る。

【関連する共同研究、受託研究等】

［共同研究名（実施機関）］

連携重点研究：放射性廃棄物処分研究のためのネットワーク（東京大学）

低アルカリ性セメント硬化体の間隙構造とイオンの移動に関する研究（金沢大学）

［受託研究名（委託元）］

放射性廃棄物処分の長期的評価手法の調査（保安院受託(H17～H18)、JNES 受託(H19)）

［委託研究名（委託機関）］

スメクタイトのアルカリ変質挙動の速度論的研究（Ⅱ）（北海道大学）

【研究実施内容及び成果（平成 17～19 年度）】

イ．高 βγ廃棄物（炉内構造物等廃棄物）の処分に関する研究

余裕深度処分において、隆起・浸食の繰り返しにより、長期的に放射性廃棄物が地表付近まで近

接し、被ばくをもたらすシナリオ（隆起・浸食シナリオ）が考えられる。余裕深度処分の対象であ

る炉内構造物等廃棄物の核種インベントリを基に、隆起・浸食シナリオの処分深度および隆起浸食

速度に対する感度解析を実施し、地下水移行シナリオとの線量の比較・検討をも含め、隆起・浸食

事象による影響を概略的に取りまとめた。また、処分場跡地におけるボーリングが処分施設に到達

することを想定したシナリオ（ボーリングシナリオ）に対する被ばく線量解析を行い、余裕深度処

分におけるボーリングシナリオの線量影響を定量的に示した。

ロ．TRU 廃棄物の処分に関する研究

減容性及び均質性が高く、放射性核種の閉じ込め性能に優れた TRU 廃棄物固化の有力な処理法と

して溶融固化がある。セメントが共存する実際の処分システムで想定される溶融固化体（スラグ）

の溶解挙動を解明し、溶融固化体埋設処分の安全評価の信頼性を高めるための基礎的情報を得た（図

１）。また、返還低レベル廃棄物（ガラス固化体）処分の安全評価におけるソースターム評価に必要

なデータ取得手法を整備するための調査等を実施した。米国および英国で開発されている低レベル

ガラス固化体の組成を調査した結果、高レベルガラス固化体と同様 SiO2が主成分であるものの、高

レベルガラス固化体に比べ Na、Al の含有率が高く、SiO2と類似した溶解挙動を示す高レベルガラ

ス固化体とは異なる挙動を示すことが予想された。

米国で標準化された方法を踏襲し、３種類の低レベルガラス固化体模擬試料（LRM, SBW,

LAWABP1）の粉体を 90℃の脱イオン水に溶解させる試験を行った（図２）。規格化質量損失(NL,

g/m2)は３種類のガラス間で違いが見られた。Si の飽和濃度にも違いが見られ、これは Si 濃度が SiO2
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の飽和濃度のみによって制限されているわけではないことを示唆しており、予想を裏付ける結果で

ある。【一部保安院受託】

TRU 廃棄物のトレンチ処分、ピット処分および余裕深度処分に対する濃度上限値の検討では、

半減期、線量換算係数、農畜産物への移行係数などを最新の知見に基づいた値を採用することとし、

各処分方法に対する基準線量相当濃度を算出した。また、各処分で想定される廃棄物中の平均放射

能濃度（D）と基準線量相当濃度（C）により計算される相対重要度（D/C）の検討を行い、重要核

種を抽出した（表１）。

TRU 廃棄物及びウラン廃棄物を対象としたクリアランスレベル評価コードシステム PASCLR

ver.2 を開発し、コードマニュアルとして公開した。さらに、TRU 廃棄物に関しては、原子力安全

委員会の「再評価報告書」におけるクリアランスレベル算出の考え方を基本としてクリアランスレ

ベルを算出し、IAEA RS-G-1.7 等の国際的な検討との整合性を図りつつ、クリアランスレベルの値

を提唱した。TRU 廃棄物の地層処分に対する安全評価手法の整備として、ガラス固化体では見られ

ない TRU 廃棄物処分特有の現象としてのセメント系材料の多用に着目し、セメントに起因する高ア

ルカリ性地下水の処分システム領域への広がりに関する影響を評価するためのモデル/コード開発

を進めるとともに、TRU 廃棄物処分施設から溶出する高アルカリ性地下水の広がりに対する岩盤の

鉱物組成の違いの影響を感度解析により把握した。【保安院受託】

TRU 廃棄物の地層処分については、処分の信頼性向上及び合理化を含めた詳細評価に向けて、合

理的に研究が進められるように(財)電力中央研究所等関係機関と協力して全体基本計画を作成した。

また、TRU 廃棄物処分技術検討書の英語版を作成し、ウェブ公開を行なった。全体基本計画に基づ

き、セメント系材料とベントナイトの相互作用に関わるデータとして、原子間力顕微鏡（AFM）を

用いてセメント材料による高アルカリ性条件におけるスメクタイトの溶解速度データの取得を実施

した。またセメント水和物と海水との反応による pH 上昇機構の解明を行なった。硝酸イオンの化

学的変遷に関しては，脱窒菌による硝酸イオンの還元反応速度データを取得した。核種移行データ

の取得・整備として、廃棄体に含まれる硝酸イオンのアンモニアへの変遷を考慮して核種の溶解度

に及ぼす影響を調査した。アンモニアとの錯体形成が強いと想定される鉛についてアルカリ溶液

（pH12）において溶解度試験を実施し、鉛のアンミン錯体が溶解度に大きく影響しないことが確認

された。また、普通ポルトランドセメント硬化体や低アルカリ性セメント（フライアッシュ高含有

シリカフュームセメント）硬化体中の塩化物イオンの見掛けの拡散係数の取得を実施し、セメント

硬化体中での物質の移動に関わる知見の拡充を図った。

さらに、個別事象の影響度を調べるために第 2 次 TRU レポートの代替ケースの詳細条件の整理・

設定を行なうとともに、包括的感度解析ツールのマニュアル整備を行った。

ハ．ウラン廃棄物の処分に関する研究

ウラン廃棄物についても同様に、最新の知見に基づいた値を採用し、浅地中トレンチ処分、コン

クリートピット処分および余裕深度処分の各処分方式に対する濃度上限値を算出した。また、国際

的なクリアランスレベルとの整合性の観点から、IAEA RS-G-1.7 に示された規制免除濃度 1Bq/g を

クリアランスレベルと想定した場合の被ばく線量を決定論的手法及び確率論的手法による解析によ

って評価した。その結果、U-234、U-235 及び U-238 による被ばく線量が 10μSv/y オーダーとな

ることを示した（図３）。【保安院受託】
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【用語解説】

TRU 廃棄物

再処理施設および MOX 燃料加工施設から発生する燃料棒の部品、廃液、フィルターなど超ウラン

核種を有意に含む工程廃棄物。放射能濃度により浅地中処分から地層処分に亘る。

ウラン廃棄物

ウラン濃縮・燃料加工施設から発生するウラン同位体で汚染された廃棄物。消耗品、スラッジ、廃

器材などで、ウラン濃度は幅広く長寿命廃棄物。

余裕深度処分

一般的な地下利用に余裕を持った深度、例えば 50～100 メートル程度の地中に埋設する処分であり、

たとえば原子力発電所から発生する放射性廃棄物のうち、炉内構造物など比較的放射能レベルの高い

ものはこの方法で処分される。

クリアランス制度

原子力施設の解体などで発生する資材等のうち、人の健康への影響が無視できるほど放射能レベル

が極めて低いものは、産業廃棄物として再利用または処分することができるようにするための制度。
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図 1 セメントが共存する系と共存しない系でのスラグ溶解量の時間変化の比較

溶融固化体埋設処分の安全評価の信頼性を高めるために行った研究である。スラグの溶解挙動を示

す B（ボロン）の液中濃度の時間変化を比較した。B は易溶性元素であり、またセメントや析出物に

取り込まれることがないため、スラグの溶解量を示す指標元素として利用できる。セメントが共存し

ない系のスラグ溶解量は、試験初期ではセメントが共存する系でのスラグ溶解量と比較すると 5 倍以

上大きな値であったが、試験が進み 30 日以降では一定の値（2×10-6 mol/m3）になった。一方、セメ

ントが共存する系のスラグ溶解量は、試験初期では小さかったものの、試験期間を通して一定の速度

で溶解し続け、試験終了時にはセメントが共存しない系でのスラグ溶解量以上になることがわかった。
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図２ ３種類の低レベルガラス固化体模擬試料の規格化質量損失(左図)および浸出液中 Si 濃度（右図）

３種類の低レベルガラス固化体模擬試料（LRM, SBW, LAWABP1）の粉体を 90℃の脱イオン水に

溶解させる試験を行った。規格化質量損失(NL, g/m2)は３種類のガラス間で違いが見られた。Si の飽

和濃度にも違いが見られ、これは Si 濃度が SiO2の飽和濃度のみによって制限されているわけではな

いことを示唆している。
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表１ 各埋設処分方式における相対重要度（D/C）により抽出された重要核種

濃度上限値を導出するためには、安全評価上重要となる放射性核種を選定する必要がある。われわ

れは、従前の原子炉廃棄物と同じく、各処分方式で想定される廃棄物中の平均放射能濃度（D）と基

準線量相当濃度（C：以下の検討では 10Sv/y）により計算される相対重要度（D/C）に基づいて重要

核種を抽出した。

①原子炉
廃棄物

②サイクル
廃棄物

①+②
①原子炉
廃棄物

②サイクル
廃棄物

①+②
①原子炉
廃棄物

②サイクル
廃棄物

①+②

Sr-90 Sr-90 Sr-90 C-14 Pu-241 Pu-241 Cl-36 U-238 Cl-36
Tc-99 Tc-99 Pu-238 U-238
Sr-90 Sr-90 Pu-238
Am-241
Pu-240

Cs-137 Cs-137 Cs-137 Pu-241 Cs-137 C-14 C-14 Pu-241 Pu-241
Pu-240 Pu-239 Pu-240 I-129 I-129
Sr-90 Pu-238 Am-241 Np-237 Np-237
Tc-99 Nb-94 Pu-239 U-234 U-234
Pu-239 Ni-63 Cs-137 Am-241 Am-241

C-14 Pu-238 Cl-36 C-14
I-129 Ni-63 U-235 U-235

Nb-94 Pu-239 Tc-99
Tc-99 Pu-239
Zr-93 Zr-93

Eu-152 Pu-238 Co-60 I-129 Tc-99 Sn-126 Sn-126
H-3 Cs-137 Cl-36 Co-60 C-14 Am-242m
C-14 Ni-63 Np-237 Cl-36 Pu-240
Co-60 Am-241 Am-242m U-238 Am-242m

Ca-41 U-238 Np-237
Co-60 Am-243 Am-242m

U-234 Am-243
Sn-126 Ca-41
Cm-244 U-234
Mo-93

1桁目

3桁目

ピット処分トレンチ処分

各埋設処分方式における対象廃棄物のD/C

余裕深度処分

2桁目

(注）下線の核種は、D/Cの値が最大であった核種を表す。また、太字・斜体の核種は、降雨浸透による核種流出の影響を想
定した場合に、上位3桁の範囲から除外される核種を表す。
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図３ U-234 の 1Bq/g に対する最大被ばく線量の確率論的解析結果

ウラン廃棄物のクリアランスに伴う被ばく線量評価において、評価パラメータの不確かさが線量に

与える影響を定量的に検討するため、重要被ばく経路を対象としてモンテカルロ法による確率論的解

析を実施した結果である。図は規制免除濃度 1Bq/g（IAEA RS-G-1.7）で U-234 がクリアランスされ

た場合の評価結果であり、95％信頼区間の最大（97.5%上限値）の線量が 11μSv/y であった。すなわ

ち、パラメータ不確かさを考慮しても最大線量は 10μSv/y オーダーである。U-235 及び U-238 につ

いても同様の結果を示しており、ウラン廃棄物中の大部分を占める核種であるウラン同位体に対して

は、パラメータ不確かさの影響を考慮した場合の最大線量が、10μSv/y オーダーとなることが分かっ

た。
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重点安全研究成果調査票（中間報告（平成 17～19 年度））

【研究分野／項目】 【分類番号】 ４-３-１

IV. 放射性廃棄物・廃止措置分野／廃止措置技術

【研究課題名(Title)】

廃止措置に係る被ばく評価に関する研究

Research on Safety Assessment on Decommissioning of Nuclear Facilities

【研究代表者】

［所属］ 安全研究センター 廃棄物・廃止措置安全評価研究グループ

［氏名］ 中山 真一（なかやま しんいち）

［連絡先］Tel：81-6001 E-mail：nakayama.shinichi@jaea.go.jp

【研究目的】

原子力施設の廃止措置の安全を確保するため安全評価が必要である。そのため、周辺公衆及び従

事者の被ばく評価手法の整備を行う。また、クリアランス対象物検認及びサイト解放を含む廃止措

置終了確認についての評価対象核種、組成比、濃度測定方法等の検認手法を検討する。

【研究内容】

イ．原子炉施設の廃止措置の安全評価等に関する調査・研究

国内外原子炉施設の廃止措置情報の収集・分析、安全評価に適用されている計算モデル等の検討

により、廃止措置技術基準の更なる充実を図るとともに、新たな廃止措置規制制度を踏まえた安全

規制のあり方をまとめる。

廃止措置計画認可のための審査においてその評価内容及び結果が妥当であることを確認するため

のツールとして、解体作業の平常時及び事故時の周辺公衆及び放射線業務従事者の被ばく線量を評

価する計算コード及び評価用データを整備する。

原子炉施設の解体により発生するクリアランスレベル以下の金属及びコンクリートを確実に区分

するための検認手法及び手順を検討する。さらに、サイト解放を含む廃止措置終了に係わる基準の

あり方とその合理的な検認手法を調査・検討する。【保安院受託(H17～H18)、JNES 受託(H19)】

ロ．核燃料サイクル施設の廃止措置の安全確保に関する調査

海外の核燃料サイクル施設の廃止措置先行事例、規制・基準、除染・解体技術状況等の廃止措置

に係わる動向調査を行う。各サイクル施設の廃止措置の特徴を把握するため、代表的プラントを対

象に施設特性、汚染状況、廃棄物等に関する調査を行う。

放射性物質の漏出・拡散を防止する観点から廃止措置を安全に実施するための課題を検討し、安

全確保に係わる有効な情報をまとめる。また、廃止措置時の公衆の被ばくに係わる安全評価手法を

まとめる。【保安院受託(H17～H18)、JNES 受託(H19)】

【達成目標】

廃止措置に関する安全評価手法の開発として、

施設の解体に係る放射線業務従事者及び周辺公衆の安全評価手法の開発

クリアランス対象物に対する検認手法の検討、測定・評価（検認）技術の開発

サイト解放を含む廃止措置終了に係わる安全評価手法及び検認手法の検討、及び測定・評価（検

認）技術の開発

核燃料サイクル施設の廃止措置に関する安全確保の基準検討として

・国外の実施例及び各サイクル施設の特徴調査の結果に基づく安全確保策のまとめ

【成果の活用方策】

・日本原電東海発電所 1 号炉の本格解体、廃止措置申請がされた「ふげん」及び今後申請が見込

まれる日本原電敦賀発電所 1 号炉に対する廃止措置計画の審査に活用。また、核燃料サイクル

施設に係る廃止措置計画の審査に活用。

別添 2
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・クリアランスに関しては、今後申請が見込まれる廃止措置等から発生するクリアランス対象物

について、その申請の審査及び国による検認作業に活用。

・サイト解放に関しては、将来申請が見込まれる原子力施設の廃止措置終了の確認について、そ

の申請の審査及び国による検認作業に活用。

【使用主要施設】

東海研究開発センター 原子力科学研究所 解体分別保管棟

東海研究開発センター 原子力科学研究所 燃料サイクル安全工学研究施設（NUCEF）

東海研究開発センター 原子力科学研究所 環境シミュレーション試験棟（STEM）

【研究の進め方】

国内外の廃止措置プロジェクトや廃棄物処理・処分の動向を把握しつつ、原子力安全委員会及び

規制行政庁の進める施策に対応しながら研究を進める。原子力機構のふげん発電所、人形峠環境技

術センターウラン濃縮施設等で進めている施設解体のための開発研究の成果を活用し安全評価に係

わるデータの充実を図る。また、学識経験者等を加えた専門部会を設け、詳細計画、実施方法及び

成果等について審議・討議を行い、その結果を踏まえ検討および取りまとめを実施する。

【関連する共同研究、受託研究等】

［共同研究名（実施機関）］

なし

［受託研究名（委託元）］

・発電用原子炉廃止措置基準化調査（原子力安全･保安院）

・核燃料サイクル施設の廃止措置にかかる調査（原子力安全･保安院）

・廃止措置基準化調査（(独)原子力安全基盤機構）

［委託研究名（委託機関）］

なし

【研究実施内容及び成果（平成 17～19 年度）】

イ．原子炉施設の廃止措置の安全評価等に関する調査・研究

(1)廃止措置の安全評価に関する調査

原子力機構で開発した原子炉解体時における周辺公衆の被ばく線量を評価する計算コード

(DecDose)を用いて、公衆被ばく線量に係る評価パラメータの感度解析計算を実施し、気体状核種の

移行割合等の重要パラメータの抽出とその影響の程度を評価した。また、建屋内の多様な機器の解

体作業に関わる作業時間を評価するモデルおよび空間線量率から外部被ばく線量を算出するモデル

を組み合わせて作業者の外部被ばく線量を評価する計算モデルを構築するとともに、作業位置ごと

の空気中放射能濃度に基づき作業者の内部被ばく線量を評価する計算モデルを構築し、これらを

DecDose に統合した。その結果、DecDose は公衆および作業者双方の内部・外部被ばく線量を評価

できるコードとして完成した（図１）。

原子炉解体時の被ばく線量評価に必要な気体状核種の移行割合等の重要パラメータに関しては、

実機を対象とした切断試験を実施し、信頼性の高いデータの蓄積を進めた。原子力機構に保管管理

中の JPDR 解体廃棄物から放射化配管及び汚染配管を対象として気中切断試験を実施し、切断時に

飛散する放射性粉じんの移行挙動、フィルタ捕集に係るデータを取得した。熱的及び機械的切断工

法を用い、作業環境へ移行する放射性粉じんの粒径分布、放射能量及びその時間変化等を測定し、

これらの測定結果から評価した放射性粉じんの気中移行データは、コールド試験に基づく既存のデ

ータと合理的に説明できる範囲で合致することを確認した（図２）。

(2)検認手法の整備に関する調査

原子炉解体廃棄物のクリアランス検認に関しては、広大なコンクリート表面を対象とした合理的

な測定法として、可搬型 Ge 検出器による建屋一括測定法の適用性について検討した。建屋コンク

リートを対象とした測定試験及び検出特性評価計算を実施し、一括測定法のための具体的検認手順

を提示した。また、クリアランス省令を踏まえて、放射性核種の選択方法、評価単位の設定方法、

設定した評価単位の中での放射能濃度の偏りの評価方法等について技術的課題について調査・検討
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を実施し、放射能濃度確認規則に係る原子力安全・保安院内規の策定に貢献した。

サイト解放（施設解体後の敷地解放）に関しては、主として米国及びドイツの規制動向、代表的

施設の解放状況及び具体的な手法に関する調査を行い、廃止措置終了確認に係る履歴調査、事前調

査、測定・評価の方法、その結果から設定される測定対象範囲等について整理した。特に、国内の

主な原子力発電所近辺での土壌中放射能の環境測定データの収集・調査により、施設運転等に伴う

放射性物質の環境への影響、サイト解放時の検認測定範囲の考え方及び検認のための検出器と測定

条件等を整理した。また、原子力機構原科研内において Ge 半導体検出器等の可搬型放射線検出器

を用いた土壌放射能測定試験を行い、サイト解放時の検認測定手法に係る知見を蓄積した（図３）。

さらに、サイト解放線量目安レベルに相当する核種濃度を算出する計算コードとして、RESRAD

などの汎用コードの調査をふまえ、わが国におけるクリアランスレベル検討について実績のある

PASCLR をベースにしたサイト解放基準濃度算出コードの整備に着手した。

ロ．核燃料サイクル施設の廃止措置の安全確保に関する調査

原子力機構の再処理特別研究棟及び仏原子力庁 CEA の再処理施設における除染・解体技術及び廃

止措置状況の情報ならびに原子力機構の再処理工場及びウラン濃縮施設から廃止措置時の安全確保

に係る基礎情報を収集・整理して、核燃料サイクル施設の廃止措置における課題のうち、安全確保

対策、被ばく線量評価手法のあり方及び廃止措置計画の審査に適用する基本的考え方を提示した。

また、国内核燃料サイクル施設の特性、汚染状況、予想される解体作業の特徴等を考慮して、原

子炉施設に対する安全規制（指針「原子炉施設の解体に係る基本的考え方」）との共通点、相違点を

整理した。これらを通し、核燃料サイクル施設、主にウラン濃縮施設の廃止措置に係る廃止措置計

画に記載すべき情報を整理するとともに、必要な安全要件をまとめた。

さらに、以上の調査結果（施設の特性、汚染状況、予想される解体作業等）を踏まえ、核燃料サ

イクル施設の廃止措置に固有の放射性物質の移行モデル、周辺公衆被ばく線量評価手法等について

検討した。また、原子炉施設の被ばく評価で用いた評価ツール（DecDose）の核燃料サイクル施設

への適用性を検討し、適用する場合の課題を抽出した。

【特記事項】

特になし

【研究成果の発表状況】

雑誌掲載論文：

1) 水越、助川、“核燃料サイクル施設の廃止措置における安全上重要課題の検討”、デコミッショ

ニング技報第 34 号（2006 年 9 月）

技術報告書：

2) 大島、島田、助川、白石、柳原、“原子炉解体に係る廃止措置費用評価手法の検討”、JAERI-Tech

2005-046 (2005).
3) 水越、大島、島田、“原子力発電所の廃止措置に関する施設特性と廃止措置費用に及ぼす影響

評価”、 JAERI-Tech 2005-011 (2005).

4) 助川、島田他、“原子炉廃止措置のための残存放射能インベントリ評価コードシステム”、

JAEA-Data/Code 2008-009 (2008).

国際会議：

5) T. Shimada, S. Ohshima, T. Ishigami, S. Yanagihara, “Development of Public Dose
Assessment Code for Decommissioning of Nuclear Reactors (DecDose)”, presented at the
11th Int. Conf. Environ. Remediation and Radioact. Waste Manage., September 4-8, 2005,
Glasgow, Scotland (2005).

口頭発表：

6) 水越、助川、石神、柳原、“核燃料サイクル施設の廃止措置における安全重要課題の検討（Ⅰ）”、

原子力学会 2005 年秋の年会、八戸.

7) 島田、大島、石神、“廃止措置における周辺公衆被ばく線量評価プログラムの開発(IV)”、 原子

力学会 2006 年春の大会、大洗.

8) 島田、“廃止措置における被ばく線量評価プログラムの開発”、京都大学原子炉実験所主催「放
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射性廃棄物管理専門研究会」、平成 19 年 11 月、熊取

9) 水越、“核燃料サイクル施設の廃止措置の安全課題に関する検討”、原子力学会バックエンド部

会、平成 19 年 7 月、人形峠．

受託事業報告書：

10) 原子力安全･保安院受託事業「平成 17 年度発電用原子炉廃止措置基準化調査」報告書、原子力

機構、平成 18 年 3 月．

11) 原子力安全･保安院受託事業「平成 18 年度発電用原子炉廃止措置基準化調査」報告書、原子力

機構、平成 19 年 3 月．

12) 原子力安全･保安院受託事業「平成 17 年度核燃料サイクル施設の廃止措置にかかる調査」報告

書、原子力機構、平成 18 年 3 月．

13) 原子力安全･保安院受託事業「平成 18 年度核燃料サイクル施設の廃止措置にかかる調査」報告

書、原子力機構、平成 19 年 3 月．

14) 原子力安全基盤機構受託事業「平成 19 年度廃止措置基準化調査」報告書、原子力機構、平成

20 年 3 月．

【用語解説】

クリアランスレベル検認

クリアランスレベル（放射性物質として扱う必要がない物を区分するレベルをいう）を用いて、放

射性物質として扱う必要がない物であることを原子力事業者が判断し、その判断に加えて国が適切な

関与を行うことをいう。

新しい廃止措置制度

2005 年の改正炉規法では、それまで届出制であった廃止措置が認可制となり、原子炉設置者はあら

かじめ廃止措置計画を定め、大臣の認可を受けることとなった。

サイト解放

原子力施設の廃止措置の終了に当たり、その土地と建屋あるいはその他の構造物を規制上の管理か

ら解放することをいう。
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図表
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海洋放出海洋放出大気放出大気放出
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大気大気
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図 1 廃止措置における周辺公衆及び放射線業務従事者被ばく評価コードの概要

廃止措置の平常時及び事故時の被ばく線量を評価する計算コード(DecDose)について、作業時間評価

機能及び空気中放射能濃度評価機能を追加して評価システムとして完成させた。これにより、廃止措

置計画に沿って適用工法や作業内容を反映して、周辺公衆及び放射線業務従事者の外部・内部被ばく

線量を評価することが可能となった。

廃止措置に係わる被ばくの評価に当たっては、平常時、事故時を問わず、また、対象も周辺公衆、

放射線業務従事者を問わず、解体作業工程及び作業内容を反映し、様々な被ばく経路を総合的に取り

扱う必要がある。そのため、DecDose コードでは、放射性物質が環境へ飛散することになる解体作業

の特徴から、解体対象物と解体工法に応じた放射性物質の作業空間への飛散モデル、その放射性物質

の建屋フィルタ等を通過しての周辺環境への放出モデル、液体廃棄物処理系での移行・除染・放出モ

デル等を考慮している。また、従事者の外部被ばくは線量当量率と作業時間の積が基本となるが、そ

れらが職種によって異なること及び各機器からの放射線の相互影響を考慮できるモデルを考慮した。

作業時間については、原子炉解体管理コード（COSMARD）で提案された作業人工数評価の考え方を

採用するとともに、DecDose ですでに計算済みの切断線長さ等を利用することにより、収納容器や切

断工法の種類に応じた現実的な時間を求めることとした。内部被ばくに係わる空気中放射能濃度につ

いては、切断中に大きな濃度分布が生じることから、マルチコンパートメントモデルを用い、グリー

ンハウス内の循環、対流効果といった空気流動を勘案してグリーンハウス内の領域別空気中放射能濃

度変化を評価した。

これらのモデルを取り入れた被ばく線量評価コードを用いて JPDR 解体作業に対する試計算を実施

した結果、概ね評価結果と実績の傾向は一致した。以上により、原子力施設の廃止措置時に周辺公衆

及び放射線業務従事者の被ばく線量を評価するプログラムは完成し、廃止措置計画に記述される安全

性評価の精査等に有効に活用されるものと考えられる。
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図 2 熱的切断作業時の飛散率の取得結果とハンドブックとの比較

JPDR の解体廃棄物を対象とした熱的切断試験で取得した飛散率の結果をハンドブック（※）のデー

タと比較した。ハンドブック中の熱的切断の粉じん重量基準の飛散率は、Co-60 の放射能基準で取得

した本試験の結果と比較して 1/2～1/4 程度小さい設定であり、ハンドブックデータの保守性を確認で

きた。

（※）電力中央研究所「廃止措置工事環境影響評価ハンドブック第 3 次版」（平成 19 年 3 月）

図 3 可搬型 Ge 検出器によるサイト測定における測定時間の検討

サイト解放時の検認測定として原位置測定を適用する場合の放射能測定範囲と検出可能時間につい

て検討した。設定した範囲内で最も遠い位置（測定範囲内からのガンマ線が測定位置で最も減衰する

位置）に線源（検出すべき放射能下限値）があると仮定し、可搬型 Ge 半導体検出器からの線源位置

までの距離、土壌中深度をパラメータとして、検出に必要な測定時間を EGS5 で計算した。右表の値

は、Co-60 線源が地表面に存在する場合の計算結果である。米国のスクリーニング DCDL を検出可能

な測定時間は、半径 30m を対象とした場合で 45 秒から 1000 秒程度であった。最も厳しい体積線源

を仮定したドイツの地面に対するクリアランスレベルを検出可能な時間は 2 時間程度であると試算さ

れた。

深深ささ

半半径径

検検出出すすべべきき放放射射能能

5 10 20 30

面線源

10×10cm2 45 48 54 45

体積線源

10×10×1cm3 72 123 262 1034

面線源

10×10cm2 796 839 958 801

体積線源

10×10×1cm
3 1274 2175 4613 18230

ドイツ地面解放
(0.03Bq/g)

測定半径[m]

米国スクリーニング
DCGL(0.14Bq/g)

米国のスクリーニング DCDL 及びドイツの地面クリ

アランスレベルの Co-60 検出に必要な測定時間（秒）
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重点安全研究成果調査票（中間評価(平成 17～19 年度)）

【研究分野／項目】 【分類番号】 ４-３-２

Ⅳ．放射性廃棄物・廃止措置分野/廃止措置技術

【研究課題名(Title)】

廃止措置に係る被ばく評価に関する研究(2)－開発研究の成果の活用－
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【研究目的】

原子力施設の廃止措置に係る安全評価手法を確立するため、「ふげん」、ウラン濃縮関連施設、再

処理施設等の廃止措置及びその準備作業において安全評価に必要な各種データを取得するとともに、

原子力施設の廃止措置に係るクリアランスレベル検認評価手法を整備する。

【研究内容】

イ）原子炉の廃止措置に関する放射能インベントリの評価

原子炉構造材内の詳細な放射化量分布を解析評価し、合理的な放射能レベル区分の設定や炉心線

量率分布の評価方法を開発・整備する。

ロ）廃止措置時の安全評価に必要となる基礎データ（放射性物質の移行率等）の取得・整理

原子炉構造材（Zr 材）の切断粉塵の雰囲気への移行試験を行い、安全評価に必要な粉塵移行デー

タを取得する。

ハ）汚染コンクリートに対するクリアランスレベル検認手法に関する研究

汚染核種毎のコンクリートへの浸透メカニズムを明らかにして局在汚染の有無を評価し、大量の

コンクリートの放射能を少数の代表サンプル測定で評価する手法を確立する。

ニ）ウラン濃縮施設における金属廃棄物除染後の放射性物質濃度検認技術の研究

除染後の遠心分離機の金属部材を対象に、想定されるクリアランスレベルでの放射性物質濃度の

検認技術を開発する。

ホ）敷地等開放の安全評価に係る浅地中を対象とした放射線学的、水理学的研究

浅地中に関する長期安全評価手法を確立するため、周辺地質環境及び廃棄物等の物理的・化学的

特性に係るデータを蓄積し、長期にわたる安全評価モデルの構築を図る。

【達成目標】

・ 施設の放射能特性評価手法の開発

- 原子炉施設の放射能インベントリ評価手法の確立

- ウラン濃縮施設における金属廃棄物除染後の溶融による検認手法の確認

・ 廃止措置に関する安全評価手法の開発

- 施設の解体に係る放射線作業従事者及び周辺公衆の安全評価手法の整備（施設解体時の放射性

物質飛散率等の評価）

- 施設を活用した安全評価手法及び安全評価プログラムの実証と改良

別添 2
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・ 廃止措置終了後の敷地等開放に関する安全評価手法、測定、評価（検認）技術の開発

- 核燃料サイクル施設の敷地開放基準の指標となる環境中放射性物質分布データの取得

- 敷地解放後の長期安全性評価手法の確立

・ 原子炉施設、核燃料サイクル施設を含む原子力施設に関するクリアランスレベル測定、評価（検

認）技術の開発

- 原子炉施設構造材（コンクリート等）のクリアランス検認システムの確立

- ウラン濃縮施設における金属廃棄物クリアランス検認システムの確立

【成果の活用方策】

・廃止措置に関連する一連の安全性評価手法（施設の放射能特性評価→安全性評価→敷地開放の安全

性評価）を整備し、廃止措置に反映するとともに、学会標準等、他の関連施設へのデータ提供を行う。

・クリアランス検認の関係法令に対応するシステムを確立する。

【使用主要施設】

・新型転換炉ふげん発電所

・人形峠環境技術センター、ウラン濃縮施設

【研究の進め方】

廃止措置計画認可申請及びクリアランス検認認可申請に沿って、関係法体系の動向を把握しなが

ら計画的に研究を進める。また、効率的な研究推進やデータベース拡充のため、国内産業界の関連

情報を参考にするとともに、OECD/NEA の廃止措置計画協力プログラムの中で実施されている技

術諮問グループ（TAG）会議等の国際会議を通して、諸外国の廃止措置技術の情報収集を図る。

【関連する共同研究、受託研究等】

［共同研究名（実施機関）］

なし

［受託研究名（委託元）］

なし

［委託研究名（委託機関）］

なし

【研究実施内容及び成果（平成 17～19 年度）】

イ）原子炉の廃止措置に関する放射能インベントリの評価

原子炉施設に存在する放射能インベントリの評価を合理的に行うため、「ふげん」の炉心構造の特

徴を考慮した上で、炉心構造材領域とその外側の領域である遮へい体領域に区分し、炉心構造材領

域については、格子計算コード（WIMS-ATR）と炉心管理コード（POLESTER）の組み合わせに

より炉心構造材領域の中性子束分布を、遮へい体領域については、領域に依存した群定数と 2 次元

輸送計算コード（DOT）により遮へい体領域の中性子束分布を求め、領域毎に評価した中性子束分

布ならびに原子炉の実効運転日数や構造材の元素組成に基づき、燃焼計算コード（ORIGEN）によ

り放射化放射能量を評価することができる解析コード体系を整備した（図１）。また、３次元による

モデル化が可能なモンテカルロコードで中性子束を評価する手法の適用性についても検討し、適用

可能である見通しを得た。

また、原子炉冷却系統施設等の二次汚染量評価を合理的に行うため、（財）原子力環境整備センタ

ーの「原子力発電所の運転及び解体に伴い発生する廃棄物の物量、性状に関する資料集」の手法を

参考に、計算による放射化解析を実施して汚染の元となる生成核種（構造材の元素組成から評価）

を求め、その核種の溶出・付着のマスバランス評価から原子炉冷却系統及び重水系統に付着した推

定汚染密度及び核種組成比を設定し、代表核種となる Co-60 の内表面汚染密度と表面線量当量率の

相関関係から二次汚染量を求める手法を整備した（図２）。

ロ）廃止措置時の安全評価に必要となる基礎データ（放射性物質の移行率等）の取得・整理

安全評価データの整備においては、放射性物質放出率等の安全評価に必要となる基本データを取

得するため、原子炉の主要部材である圧力管構造材（Zr 材）の水中切断時の粉塵の雰囲気への移行

挙動を確認することができる試験装置を製作し、模擬試験により、試験装置が気中及び水中への粉

塵移行量の測定等の所要の各性能を有していることを確認した。また、この試験装置を用いて、実
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機と同じ圧力管材を水中で熱的切断工法によって切断した場合の気中への粉塵移行データを取得す

ると共に、気中への移行量がステンレス鋼を対象とした軽水炉のための先行試験で得られた評価モ

デルにより予測できることを明らかにした（図３）。

ハ）汚染コンクリートに対するクリアランスレベル検認手法に関する研究

クリアランス検認システムに係る検討においては、建屋コンクリートへの浸透汚染に係る文献調

査・履歴調査及びサンプリング分析等の現場調査を実施した結果、浸透汚染が限定的であり、適切

な除染の方法によりクリアランスレベル以下とすることができる見通しを得た（図４）。

ニ）ウラン濃縮施設における金属廃棄物除染後の放射性物質濃度検認技術の研究

平成１８年度は、ウラン濃縮施設における実機部品の効率的なα放射能の表面密度測定方法の検

討として、放射線管理で使用されているシンチレーション式測定法と比べ測定時間が大幅に短縮で

きる可能性がある電離イオン式測定法について、検出下限値や希硫酸により湿式化学除染した遠心

分離機円筒部品（代表的な材質として鉄材及びアルミ材）を供試体とし、放射能強度と測定値との

線形特性を評価する基礎試験を実施した。電離イオン測定法は、α放射能が空気を電離する作用を

利用したもので、対象物から放出されたα粒子により電離した空気の微弱なイオンを空気流により

イオン検出器に導き、そのイオン電流を測定し、標準線源から求めた換算定数によりα放射能に換

算するものであり、今回は、測定室が 1m 角の試験装置を用いた。放射能濃度検出下限は、約 18Bq

で測定対象の重量を 1kg とした場合，0.018Bq/g という値が得られた。放射能濃度強度の線形特性

は、供試体の高分解能質量分析計を用いた破壊分析結果から算定した放射能と電離イオン測定器の

測定値の比較検討を行い、5Bq から 40Bq の範囲において相関係数 0.99 を示したことから、良好な

線形特性を有していることが解った。なお、電離イオン計測法は、新しい計測技術であることから、

測定データの蓄積を行い、精度・信頼性の確認を十分に行う必要がある。また、クリアランス検認

に必要となるバックグラウンド把握のためのコールド遠心機及び一般鋼材、アルミ材のウラン濃度

を高分解能質量分析計により分析した結果、遠心機材及び一般材ともにアルミ材のウラン濃度が鉄

材に比べて 2 桁から 3 桁高いことが解った。

平成１９年度は、ウラン濃縮施設における実機部品の効率的なα放射能の表面密度測定方法の検

討として、放射線管理で使用されているシンチレーション式測定法と比べ測定時間が大幅に短縮で

きる可能性がある電離イオン式測定法について、検出下限値や希硫酸により湿式化学除染した遠心

分離機円筒部品（代表的な材質として鉄材及びアルミ材）を供試体とし、放射能強度と測定値との

線形特性を評価する基礎試験を実施した。電離イオン測定法は、α放射能が空気を電離する作用を

利用したもので、対象物から放出されたα粒子により電離した空気の微弱なイオンを空気流により

イオン検出器に導き、そのイオン電流を測定し、標準線源から求めた換算定数によりα放射能に換

算するものであり、今回は、測定室が 1m 角の試験装置を用いた。放射能濃度検出下限は、約 18Bq

で測定対象の重量を 1kg とした場合，0.018Bq/g という値が得られた。放射能濃度強度の線形特性

は、供試体の高分解能質量分析計を用いた破壊分析結果から算定した放射能と電離イオン測定器の

測定値の比較検討を行い、5Bq から 40Bq の範囲において相関係数 0.99 を示したことから、良好な

線形特性を有していることが解った。なお、電離イオン計測法は、新しい計測技術であることから、

測定データの蓄積を行い、精度・信頼性の確認を十分に行う必要がある。また、クリアランス検認

に必要となるバックグラウンド把握のためのコールド遠心機及び一般鋼材、アルミ材のウラン濃度

を高分解能質量分析計により分析した結果、遠心機材及び一般材ともにアルミ材のウラン濃度が鉄

材に比べて 2 桁から 3 桁高いことが解った。

ホ）敷地等開放の安全評価に係る浅地中を対象とした放射線学的、水理学的研究

原子力施設の敷地等開放の安全評価に係る技術開発として、敷地開放の安全評価手法に関するデ

ータの整備を進めた。

平成 18 年度は、浅地中の放射線学的、水理学的解析に用いる、実際の廃棄物並びに周辺地質環境

で得られた物理的・化学的データとして、ウラン廃棄物と共通する天然放射性核種を含む捨石、鉱

さい等に関する核種依存パラメータ（放射能濃度、線量、溶出率、分配係数、移行係数）および核

種非依存パラメータ（有効間隙率、透水係数など）の統計学的分布および代表値を整理した（表１）。

平成 19 年度は、ナチュラルアナログスタディとして、IAEA の RS-G-1.7 で設定されているクリ

アランスレベルの放射能濃度をもった土壌等が、廃止措置を行なう場所の地中に存在した場合とし

て、露天採掘場跡地周辺の地下水中の U-238 濃度の分布状況を整理した。また、この実環境におけ

る U-238 濃度分布と、前年度までに整備した水理データを用いた 1 次元の移流分散式による U-238

濃度分布の比較を行った。露天採掘場跡地内では、捨石の埋戻し・覆土終了後、15 年程度で U-238

濃度が低下し、濃度低下が収束すると想定される（図５、６）。このことは、露天掘削当時、地下水



158

中の U-238 濃度が掘削等による地形の変化に伴う地下水流れの変動(水位低下)によって、還元環境

から酸化環境へと変化し、U-238 が溶出しやすい条件となったことが想定され、その後の地下環境

の安定にあわせて地下水への溶出量が減少してきたものと推察される。今後、敷地開放を考える際、

地下設備(建屋基礎等)の解体に伴う地下水中の放射性核種の挙動を予測するための一つの指標とな

ると考えられる。また、露天採掘場跡地から地下水が流下する主要な方向である東側斜面側におけ

る U-238 濃度分布について、実測値と 1 次元の移流分散計算値を比較すると、分配係数（室内試験

値）を 1/100～1/1000 として計算した時の値との間に実測値がくることが分かった（図７）。露天採

掘場跡地周辺の U-238 濃度分布の計算においては、地下水中の物質移行に関するパラメータである

分配係数、実流速および間隙率などにより大きく変動するため、今後これらの見直しを行い、整合

性を高めたパラメータの整備を行い、安全評価に資するデータとしたい。

【特記事項】

【研究成果の発表状況】

口頭発表：

1) 北村，丹治他，原子力学会 2006 年春の大会「ふげん放射化量計算へのモンテカルロコードの

適用性研究」

2) 林，丹治他，原子力学会 2006 年春の大会「『ふげん』放射能インベントリ評価(12)－『ふげん』

用 ORIGEN-2 放射化量評価システムの開発－」

3) 北村、丹治他，原子力学会 2006 年秋の大会「ふげん放射化量計算へのモンテカルロコードの

適用性研究（その２）」

4) 北村、林他，原子力学会 2007 年秋の大会「コンクリート中炭素-14 の除去技術の開発」

5) 林、北村他，原子力学会 2008 年秋の大会「原子炉圧力管の水中熱的切断時の粉じん挙動試験」

6) 北村、林他，原子力学会 2008 年秋の大会「『ふげん』におけるクリアランス検認評価手法確立

のための検討」

7) K. Kitamura et al., ICONE-16, Development of decontamination method for the concrete
contaminated with C-14 nuclide in Fugen

8) 北村、林他，応用物理学会誌「『ふげん』廃止措置のための残存放射能量の評価」

9) 佐野他，原子力学会 2008 年春の大会「電離イオン式測定器によるα線計測技術開発 -（1）

校正法と線源効率に関する考察 -」

10) 美田他，原子力学会 2008 年春の大会「電離イオン式測定器によるα線計測技術開発 -（2）除

染済み機材の計測試験 -」

【用語解説】
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図表

表 1 人形峠周辺で取得された核種依存パラメータ
U-238

放射能濃度 Bq/g 1.2×10-2～1.8×100 （ 9.9×10-1 ) 6.0×10-3～4.1×100 ( 6.4×10-2 ）
溶出率 % 2.7×10-6～7.0×101 （ 6.7×10-3 ) 5.8×10-6～1.2×10-5 ( 8.4×10-6 ）
分配係数 m3/kg 9.0×10-3～3.2×100 （ 4.8×10-1 ) 8.1×10-2～3.2×100 （ 2.6×10-1 ）

Th-232

放射能濃度 Bq/g 9.7×10-3～4.4×10-1 （ 5.1×10-2 ) N.D.～9.7×10-2 （ 5.0×10-2 ）
溶出率 % 1.4×10-7～3.4×10-2 （ 3.1×10-5 ) 1.5×10-6～1.3×10-5 （ 3.4×10-6 ）
分配係数 m3/kg 3.6×10-2～1.6×102 （ 1.1×100 ) 1.7×10-1～5.3×101 （ 1.4×100 ）

Ra-226

放射能濃度 Bq/g N.D.～4.3×101 （ 7.4×100 ) 1.9×10-2～3.5×100 （ 9.8×10-2 ）
溶出率 % N.D.～6.8×100 （ 9.8×10-1 ) -

分配係数 m3/kg 2.3×10-1～2.9×100 （ 9.8×10-1 ) 3.6×10-1～5.0×100 （ 1.6×100 ）
（ ）内は幾何平均値を示す

人形峠周辺で取得された核種依存パラメータ
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ウランの分配係数は、政令濃度上限値評価における帯水層の分配係数（1.0×10-1m3/kg）と比べ、ほぼ

同じオーダの範囲となっている。
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図１ 放射能インベントリ評価のための放射化量評価手法
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図２ 放射能インベントリ評価のための汚染量評価手法
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粗骨材（18.4％）：ＮＤ
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ｾﾒﾝﾄﾍﾟｰｽﾄ（31.5％）：92Bq/g

コンクリート部材毎の汚染浸透状況
（ ）内は部材の存在割合を示す。

※最大濃度位置(37.5mm)での結果

8

43

23

1824

14

11 10

NDND
2

27

6

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

0 25 50 75 100 125 150 175 200 225 250 275 300

壁表面からの距離（㎜）

炭
素

-1
4
濃

度
（B

q/
g
)

地下2階壁

地下1階壁

【研究成果】

・浸透汚染深さを確認

・特定部材が汚染

・特定温度で除去可能
1% 4%

43%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

250 400 500 600

加熱温度(℃)

炭
素

-1
4
分

離
率

(%
)

コンクリート中の汚染濃度測定結果

コンクリート中汚染の加熱温度除去率との関係

原子炉建屋

地下１階壁

原子炉建屋
地下2階壁

粗骨材（18.4％）：ＮＤ

細骨材（50.1％）：ＮＤ

ｾﾒﾝﾄﾍﾟｰｽﾄ（31.5％）：92Bq/g

コンクリート部材毎の汚染浸透状況
（ ）内は部材の存在割合を示す。

※最大濃度位置(37.5mm)での結果

粗骨材（18.4％）：ＮＤ

細骨材（50.1％）：ＮＤ

ｾﾒﾝﾄﾍﾟｰｽﾄ（31.5％）：92Bq/g

コンクリート部材毎の汚染浸透状況
（ ）内は部材の存在割合を示す。

※最大濃度位置(37.5mm)での結果

8

43

23

1824

14

11 10

NDND
2

27

6

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

0 25 50 75 100 125 150 175 200 225 250 275 300

壁表面からの距離（㎜）

炭
素

-1
4
濃

度
（B

q/
g
)

地下2階壁

地下1階壁

【研究成果】

・浸透汚染深さを確認

・特定部材が汚染

・特定温度で除去可能
1% 4%

43%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

250 400 500 600

加熱温度(℃)

炭
素

-1
4
分

離
率

(%
)

コンクリート中の汚染濃度測定結果

コンクリート中汚染の加熱温度除去率との関係

原子炉建屋

地下１階壁

原子炉建屋
地下2階壁

8

43

23

1824

14

11 10

NDND
2

27

6

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

0 25 50 75 100 125 150 175 200 225 250 275 300

壁表面からの距離（㎜）

炭
素

-1
4
濃

度
（B

q/
g
)

地下2階壁

地下1階壁

【研究成果】

・浸透汚染深さを確認

・特定部材が汚染

・特定温度で除去可能
1% 4%

43%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

250 400 500 600

加熱温度(℃)

炭
素

-1
4
分

離
率

(%
)

コンクリート中の汚染濃度測定結果

コンクリート中汚染の加熱温度除去率との関係

原子炉建屋

地下１階壁

原子炉建屋
地下2階壁

図４ コンクリート浸透汚染量調査および除去方法検討

図５ 露天採掘場跡地周辺のモニタリング孔配置概略

主要な地下水の流れ方向
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図６ 露天採掘場跡地周辺の地下水中の U-238 濃度の経時変化

・露天採掘場跡地内（No12 孔）では、露天採掘および覆土時の掘削等による地形の変化に伴う地下水

流れの変動(水位低下)により、覆土終了後から 15 年程度で U-238 濃度が低下し、低下が収束するよう

に見受けられる。

・露天採掘場跡地から地下水流れの下流側では、地下水中のU-238 濃度の大きな変動は認められない。

・このことは、露天掘削当時、地下水中の U-238 濃度が掘削等による地形の変化に伴う地下水流れの

変動(水位低下)によって、還元環境から酸化環境へと変化し、U-238 が溶出しやすい条件となったこ

とが想定され、その後の地下環境の安定にあわせて地下水への溶出量が減少してきたものと推察され

る。
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・No.12は露天掘削場跡地内における地下水中のU-238濃度
・それ以外は露天採掘場跡地の谷側（下流側）地点における花崗岩中の地下水中のU-238濃度
・1988年、露天採掘場跡地への捨石埋戻し、覆土終了(現行の地形）
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図７ 露天採掘場跡地下流側の地下水中の U-238 濃度の経時変化

・1 次元の移流分散計算において、分配係数（原位置からのサンプリング試料による室内試験値）

を 1/100～1/1000 として算出したとき、それらの計算値の間に実測値がくることが分かった。実

測値と計算値の濃度分布については、露天採掘場跡地から遠ざかってもその上下関係が入れ替わる

ことなく同様に下降する傾向がみられた。

・露天採掘場跡地周辺の U-238 濃度分布の計算値については、地下水流れや物質移行に関するパラ

メータである分配係数、実流速や間隙率などにより大きく変動するため、今後これらの見直しを行

い、整合性を高めたパラメータの整備を行い、安全評価に資するデータとする。
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重点安全研究成果調査票（中間評価(平成 17～1９年度)）

【研究分野／項目】 【分類番号】 5-1-1

Ⅴ．新型炉分野／高速増殖炉の安全評価技術

【研究課題名(Title)】

高速増殖炉の安全評価技術に関する研究－開発研究の成果の活用－

Study on FBR safety evaluation technology – Utilization of development products -

【研究代表者】

［所属］ 次世代原子力システム研究開発部門 計測技術グループ

［氏名］ 荒 邦章

［連絡先］Tel：83-6860 E-mail：ara.kuniaki@jaea.go.jp

［所属］ 次世代原子力システム研究開発部門 FBR ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝグループ

［氏名］ 大島 宏之

［連絡先］Tel：83-6740 E-mail：ohshima.hiroyuki@jaea.go.jp

［所属］ 次世代原子力システム研究開発部門 炉心安全グループ

［氏名］ 佐藤 一憲

［連絡先］Tel：83-6760 E-mail：sato.ikken@jaea.go.jp

［所属］ 次世代原子力システム研究開発部門 FBR 設計グループ

［氏名］ 小竹 庄司

［連絡先］Tel：83-6410 E-mail：kotake.shoji@jaea.go.jp

［所属］ 次世代原子力システム研究開発部門 プラント技術評価グループ

［氏名］ 宮川 明

［連絡先］Tel：87-6828 E-mail：miyakawa.akira@jaea.go.jp

［所属］ 大洗研究開発センター 高速実験炉部 高速炉技術課

［氏名］ 青山 卓史

［連絡先］Tel：83-5410 E-mail：aoyama.takafumi@jaea.go.jp

【研究目的】

高速増殖炉の安全評価技術に関する研究を実施し、高速増殖炉の安全規制の基本的考え方や安全

基準類の基本的事項を検討する際に必要な判断資料の整備に資する。

【研究内容】

イ．ナトリウムの化学反応に関する安全評価技術の整備

ナトリウム漏えいに関しては、微少漏えいの早期検出性能、コンクリートとの反応が競合 0 する

場合のナトリウム燃焼挙動、及びナトリウム燃焼反応機構と熱的影響を調べる試験や知見整理を実

施し、ナトリウム燃焼解析手法を整備・高度化する。

ナトリウム－水反応に関しては、反応ジェットの伝熱流動現象の解明、急速加熱時の管内伝熱特

性の把握、ウェステージ特性の把握を行い、機構論的な解析評価手法の開発・整備を進める。また、

新型水リーク検出特性を評価する。

ロ．ATWS 時の炉心損傷防止及び影響緩和特性の実証

「常陽」を用いたスクラム失敗事象（ATWS：Anticipated Transient Without Scram）模擬試験

（過出力型及び除熱低下型の過渡条件下での反応度フィードバック特性試験）を通じて、高速増殖

炉におけるフィードバック反応度特性を評価し、ATWS 事象時の炉心損傷防止性能に対する評価手

法の整備を図る。また、炉心損傷に至る場合の初期条件を明確化し、影響評価に反映する。さらに、

実用炉で ATWS 事象時の炉心損傷防止策として期待される自己作動型炉停止機構（SASS：Self

別添 2別添 2
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Actuated Shutdown System）の受動的安全特性（例：磁気特性）に及ぼす炉内での高温・照射環

境の影響を把握する。

なお、「常陽」を用いた試験については、「常陽」の運転工程により、計画を変更する可能性があ

る。

ハ．炉心損傷時の事象推移評価技術の整備

炉心溶融事故時の溶融炉心物質の炉心周辺への流出、再配置、冷却挙動を実験的に把握するとと

もに、これらのデータに基づき起因過程解析コード SAS4A 及び遷移過程解析コード SIMMER-III

（２次元）、SIMMER-IV（３次元）の改良・検証、適用性拡大を図る。また、ナトリウム環境中に

おける溶融炉心物質・コンクリート相互作用とそれに伴う可燃性ガス及び FP の放出挙動に関する

要素試験を実施し、格納系応答解析コード CONTAIN/LMR 等の改良・整備を実施する。これらの

解析手法を「もんじゅ」及び実用炉の安全評価に適用し、高速増殖炉の炉心損傷事故時の標準的評

価手法として整備する。

ニ．PSA 技術の高度化

高速増殖原型炉「もんじゅ」及び高速実験炉「常陽」を対象として機器の信頼性データを継続し

て収集・整備し、新規故障データの蓄積に応じて信頼性データの分析・評価を行う。

リスク情報を活用した高速増殖炉の合理的安全規制・安全管理活動に資するために高速増殖炉

の PSA を行い、手法をとりまとめる。

【達成目標】

イ．ナトリウムの化学反応に関する安全評価技術の整備

ナトリウム漏えいに関しては、ナトリウム燃焼環境条件と事故状況の幅広い想定に対応できるよ

う、実験的知見を得た上で評価ツールを整備する。ナトリウム微少漏えいの早期検出では、高い信

頼性を以って早期検知判断するために必要な実験的知見を整備する。

ナトリウム－水反応に関しては、高温ラプチャ及びウェステージに関する安全評価コード体系を

整備・統合化する。併せて、各コードを検証するための試験データを拡充する。また、多成分多相

流のナトリウム－水反応解析コード(SERAPHIM)について、試験データによりモデルの妥当性を検

証する。

ロ．ATWS 時の炉心損傷防止及び影響緩和特性の実証

MK-Ⅲ炉心において ATWS 模擬試験を実施するとともに、試験結果を解析システム（“Mimir-N2”、

“Super-COPD”、“SAS4A”、“SSC-L”）やこれらを用いた評価手法に反映する。また、SASS の主

要構成材料の高温ナトリウム・照射環境下での磁気特性等に係る照射データを取得し、これまで得

られた知見と合わせ、その有効性を確認する。

ハ．炉心損傷時の事象推移評価技術の整備

実験データ取得及び検証された解析コードの整備・適用により、実用炉の炉心損傷事故評価に適

用できる標準的評価手法を確立するとともに、事故の影響を適切に緩和するための設計条件を明ら

かにする。また、「もんじゅ」等の安全評価への適用を通じて得られた知見を安全評価に関する基準

類の整備に反映する。

ニ．PSA 技術の高度化

高速実験炉「常陽」及び高速増殖原型炉「もんじゅ」の機器について平成 21 年度までの運転・故

障データを継続・収集し、機器信頼性データ母集団の拡充を図る。また、PSA 手法の適用により得

られるリスク情報を、高速増殖炉の安全規制の合理性を高める参考情報としてまとめる。

【成果の活用方策】

イ．ナトリウムの化学反応に関する安全評価技術の整備

高速増殖炉の安全確保の考え方や指針、安全基準類の基本的事項を定める際に必要な判断資料

及び評価ツールとして活用できる。

ロ．ATWS 時の炉心損傷防止及び影響緩和特性の実証

高速増殖炉におけるフィードバック反応度評価精度の向上を実用炉の安全評価に活用できる。
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試験等から得られる知見に基づく安全解析手法及びシビアアクシデント評価手法は、ATWS 事

象の現実的な評価を可能とし、そのリスクを精度よく把握できる。

炉停止に係る受動的安全方策として期待されている SASS について、実炉使用条件での受動的

安全特性データが得られ、有効性が確認できる。

ハ．炉心損傷時の事象推移評価技術の整備

新たな試験研究によって裏付けられた精度の高い解析評価手法を「もんじゅ」や実用炉に適用

して得られる知見は、原子力安全委員会及び規制行政庁に求められる将来の高速増殖炉の安全

確保の考え方や安全基準類の整備に活用できる。

ニ．PSA 技術の高度化

高速増殖炉の PSA 手順の標準化の技術基盤として整備する。

【使用主要施設】

大洗研究開発センター 高速実験炉「常陽」

大洗研究開発センター 伝熱管破損模擬試験装置(TRUST-2)

大洗研究開発センター ナトリウム－水反応試験装置(SWAT-1R)

大洗研究開発センター 蒸気発生器水リーク試験装置(SWAT-3R)

大洗研究開発センター MELT-Ⅱ試験施設（高速炉安全性第 2 試験室）

カザフスタン共和国国立原子力センター（カザフ NNC） IGR 及び炉外試験施設

高速増殖炉研究開発センター 高速増殖原型炉「もんじゅ」

【研究の進め方】

イ．ナトリウムの化学反応に関する安全評価技術の整備

ナトリウム化学反応については、将来の高速増殖炉の安全設計・評価に対する基本的な考え方を

整備し安全規制への活用を図るために、国内外の類似研究の動向を把握しつつ研究を進める。また、

解析評価手法の整備にあたっては、大学等との共同研究や実施済み試験のデータを十分に活用する

ことにも留意する。

ロ．ATWS 時の炉心損傷防止及び影響緩和特性の実証

JAEA 大洗の高速実験炉「常陽」を用いた ATWS 模擬試験を実施し、過渡条件下での反応度フィ

ードバック特性を評価し、ATWS 事象時の炉心損傷防止性能に対する評価ツールの改良・整備を進

める。また、SASS の主要構成材料の高温ナトリウム・照射環境下での磁気特性等に係る照射試験・

照射後試験を実施し、その実用性確認に向けた照射データを取得する。

ハ．炉心損傷時の事象推移評価技術の整備

カザフ NNC の炉内・炉外試験施設及び JAEA 大洗の試験施設を活用した試験計画を遂行する。

カザフ NNC との共同研究については、先行計画 EAGLE プロジェクト（主に溶融燃料の流出挙動

に着目）に基づく試験を完了し、次期計画 EAGLE-2 プロジェクト（主に溶融燃料の流出・再配置

と冷却条件の解明に着目）を開始・遂行する。これらの試験研究の成果に加え、日欧共同研究、大

学との共同研究を活用して解析コードの改良・整備を行う。

ニ．PSA 技術の高度化

高速実験炉「常陽」及び高速増殖原型炉「もんじゅ」のナトリウム冷却系の機器を中心に運転・

故障データの収集を行い、機器信頼性データ母集団を拡充する。また、高速増殖炉の PSA を行い、

リスク情報を高速増殖炉の合理的安全規制・安全管理活動に反映する手法の整備を進める。

【関連する共同研究、受託研究等】

［共同研究名（実施機関）］

Na－水反応現象に対する有限体積法解析コードの開発および基礎化学反応実験の解析的評価

（大阪大学）

圧縮性混相流解析コードを用いた不足膨張噴流現象の数値解析（茨城大学）

水中空気フリージェットの可視化計測（東京大学）

ナトリウムと水が混合するときの流動と熱伝達に関する基礎研究（北海道大学）
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ウェステージに関する基礎研究（北海道大学）

理論的解析手法によるナトリウム－水反応機構の研究（首都大学東京）

燃料デブリベッドの運動挙動に関する基礎的研究（九州大学）

［受託研究名（委託元）］

炉心損傷評価技術（レベル２PSA）の開発（文部科学省）

［委託研究名（委託機関）］

【研究実施内容及び成果（平成 17～19 年度）】

イ．ナトリウムの化学反応に関する安全評価技術の整備

(1)ナトリウム漏えい

ナトリウム微少漏えいの早期検出に関して、環境条件による検出外乱影響評価のための予備試

験・評価を行い、感度や検出時間と環境条件との相関を評価するための試験条件、検出感度影響因

子等の検討を行った。

ナトリウム燃焼とナトリウム・コンクリート反応が競合する現象に関して、水素ガスバブリング

によりナトリウム燃焼面付近の水素消費を定量化する試験を行い、酸素濃度と水素再結合割合（供

給した水素がナトリウムプール燃焼領域を通過する際に消費される割合）の関係を明らかにした[*]

（図 1、図 2）。

ナトリウム燃焼反応機構と熱的影響に関しては、ナトリウム液滴燃焼試験、低温ナトリウムのス

プレー燃焼試験、小規模漏えい時のナトリウムプール広がり燃焼挙動試験、エアロゾル浮遊空間に

おける輻射減衰測定試験、燃焼火炎の放射率の解析評価法に関する知見を整理し、成果をまとめた。

また、二次冷却系に超臨界炭酸ガスを導入したナトリウム冷却高速炉の安全性研究の一環として、

液体ナトリウムと二酸化炭素（CO2）の反応挙動を調べた実験について研究成果をまとめた。

[*]本研究は、旧電源開発促進対策特別会計法及び特別会計に関する法律（エネルギー対策特別会

計）に基づく文部科学省からの受託事業として、原子力機構が実施した平成 18 年度及び平成

19 年度「炉心損傷評価技術（レベル２PSA）の開発」の成果を含む。

(2)ナトリウム－水反応

反応ジェットの流動現象解明のため、SWAT-3R による大型炉 SG 中リーク条件での注水試験を行

い、安定した高温域と間欠的な高温域の形成及び安定域が 2 次破損の影響で乱れる様子等を確認し

た（図 3）。管外の伝熱特性については、SWAT-3R で評価された熱流束や実効熱伝達率の最大値は

SWAT-1R 等の従来知見より幾らか増減するが、基本的な伝熱特性は従来知見と大きく異ならないこ

とを確認するとともに、反応ジェットから伝熱管への熱移行を評価する解析コードの作成、

SWAT-1R 試験での検証解析により、外表面付近の温度履歴が正しく予測できることを確認した。一

方、急速加熱時の水平管内伝熱特性を把握するため、TRUST-2 により実用炉 SG を模擬した急速加

熱時の水側熱伝達率測定試験を実施した。試験では、管内圧力 17.8 MPa、バルク初期温度 200 ,300℃、

質量流量 0.075 kg/s のサブクール水を流し、管外表面に均一に反応ジェット相当の熱流束 0.8～3.0

MW/m2をステップ印加した。図 4 に沸騰熱伝達率の周方向分布を示す。沸騰熱伝達率は断面上部で

約 5000 W/m2K に低下し、 断面下部で約 1.5×105 W/m2K となる。従来の高温ラプチャ評価で適

用された飽和膜沸騰域の Bromley 式と比較すると、断面上部では入口サブクーリングの影響により

測定値が約 4 倍大きく、断面下部ではサブクール核沸騰域の Chen 式と良好に一致することを確認

した。

ウェステージ挙動の評価では、これまでのウェステージ率データを統一的に整理するためのパラ

メータを導出した。ここでは管壁近傍の流動条件が重要となるため、自由噴流の発達領域を仮定し、

臨界流量 Gc、初期噴流速度 w2で噴出した流体が Ricou-Spalding エントレイン相関式に基づく Na

液滴を取り込んで、それが管壁に衝突することでエロージョンを引き起こすといったノズル噴出か

ら液滴衝突に至るまでの一連のモデルを検討した。そして、直径 D のノズルからの距離を x、係数

を W2 としてウェステージ率 WR の関係式 WR=W2(Gcw2/Ac)(x/D)-2 を得た。関係式右辺の

(Gcw2/Ac)(x/D)-2 は、発達領域内衝突位置のモーメンタムフラックスに相当するパラメータである。

Miller らは 30 以上の x/D で自由噴流断面の分布が相似、すなわち発達領域となることを見出した
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ことから、過去に計測されたデータのうち x/D が 30 以上のデータにパラメータを適用できると仮定

して整理した。2.25Cr-1Mo 鋼の結果を図 5 に示す。小リークデータの上限に着目するとパラメー

タと共にウェステージ率は増加し、特に 10,000 以上で良くまとまる。それ以下のデータに見られる

ばらつきは、流速の低下による噴流の乱れ等に起因して生じると考える。ノズル近くの中リークデ

ータ(～数百 g/s)は小リークの上限とほぼ一致するが、ノズルから離れた中リークデータは下方にば

らついており、これは管束構造によるジェット減衰の影響によると考える。以上により、新たに導

出したパラメータ用いれば統一的にウェステージ率を整理できる可能性があることを確認した。

ナトリウム－水反応および圧縮性混相流現象を評価する機構論的数値解析コード SERAPHIM の

開発に関しては、SWAT-1R 試験を対象とした解析により温度場の再現性を検証した。図 6 に示すよ

うな模擬伝熱管群を内部に有する円筒容器を解析体系とした。容器には最初液体ナトリウムが満た

されており、最下部伝熱管の中央に設けられたノズルより鉛直上方向に水蒸気が噴出する。図 7 に、

試験および解析で得られた垂直断面の温度分布をそれぞれ示す。試験結果では、高温の領域が注水

ノズルより左上方へ広がっているが、解析結果にも同様の温度分布が現れている。体系内最高温度

についても試験と解析の間で良い一致が得られた。以上の検証より、ナトリウム－水反応発生時に

形成される温度場を SERAPHIM コードによって概ね正しく再現できることを確認した。さらに、

温度場形成メカニズムおよび反応ジェットの特性解明、また、モデルパラメータの最適化を目的と

して、解析方法やモデルパラメータを変更した影響調査解析を実施した。この解析では、図 8 に示

すフリージェット体系を用いた。影響調査の一つとして、反応生成物である水酸化ナトリウム

（NaOH）の蒸発を考慮する解析と考慮しない解析をそれぞれ実施した。図 9 は、それぞれのケー

スにおける体系内気相最高温度の時間変化を示している。NaOH の蒸発を考慮するケースでは、考

慮しないケースに比べて蒸発潜熱の影響により体系内気相最高温度が 200℃前後低く実験値に近い

結果となり、流動や化学反応の他に NaOH の蒸発が温度場の形成に強く関与することが解析により

示された。図 10 は、モデルパラメータである気液間熱伝達率および気液界面積濃度を変更した 3

ケースの解析結果（噴出開始後 10ms、反応ジェット内部の温度分布）を示している。これらから、

モデルパラメータの変更が温度場に及ぼす影響についての知見が得られ、ナトリウム－水反応現象

に対してモデルパラメータの最適化によってより現実的な評価が可能となる見通しが得られた。以

上の一連の解析を通して、ナトリウム－水反応時の熱流動特性を SERAPHIM コードによって概ね

評価できることを確認した。

ロ．ATWS 時の炉心損傷防止及び影響緩和特性の実証

(1)ATWS 模擬試験

MK-Ⅲ炉心第 3～6 サイクルにおいて、等温温度係数測定、出力係数測定を実施し、フィードバッ

ク反応度に係る測定データを蓄積した。

また、ATWS 模擬試験における試験条件を安全上許容される範囲に制限し、かつ固有安全性の実

証に有効な計画を策定するには、プラント挙動を精度よく予測できることが重要であるため、当該

試験の実施に向けた第 1 ステップとして、UTOP 事象を部分的に模擬し、原子炉熱出力 100MWt

及び 120MWt での定常運転状態から、制御棒を連続的に引き抜くことで 10～15MWt の出力上昇に

相当する正のステップ状反応度を投入する“UTOP 予備試験”を MK-Ⅲ炉心第 4 サイクルにおいて

実施し、Mimir-N2 の検証を実施した。UTOP 予備試験結果の一例として、初期出力 120MWt での

定常運転状態からの制御棒引抜きによる原子炉出力及び熱出力の変化を、当該条件における

Mimir-N2 の計算結果と比較して、図１1 に示す。ここで、原子炉出力は中性子検出器からの出力信

号による測定値であり、原子炉熱出力は原子炉出入口冷却材温度及び 1 次冷却材流量の測定値から

求まる熱量の値である。計算値と測定値は概ね一致しており、Mimir-N2 の炉心・冷却系解析モデ

ルが妥当であることを確認した。

さらに、ATWS 模擬試験の実施に向けた第 2 ステップとして、ATWS 模擬試験計画（案）を作成

した。ここでは、原子炉熱出力、原子炉入口冷却材温度、冷却材流量を基本パラメータとし、これ

らのパラメータを変動させることで、フィードバック反応度成分（ドップラー反応度、燃料膨張反

応度、被覆管膨張反応度、冷却材膨張反応度、炉心支持板膨張反応度、制御棒・炉心相対変位反応

度、炉心湾曲反応度、炉心流量変化反応度）を分離して測定することを目的とし、検討を実施した。

その結果、1 つのパラメータを調整し、それぞれの測定データを比較・評価することで、フィード

バック反応度成分を、これまでより、詳細に分離できる見通しを得ることができた。よって、ATWS

模擬試験計画（案）は、1 つのパラメータを変更する試験を中心として実施することとした。なお、

2 つのパラメータの調整を実施する試験は検証用データとして代表的な条件で実施することを基本
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方針とした。今後、さらに検討を進め、当該計画を具体化していく予定である。

(2)SASS 主要構成材料照射試験

MK-Ⅲ炉心第 3～6'サイクル（平成 18 年 4 月から平成 19 年 5 月まで（EFPD：約 198 日））にお

いて、SASS 主要構成材料照射試験を実施した。図１２に照射試験装置の概要を示す。本試験装置

には、コイルを巻いたリング状の温度感知合金等を装填しており、照射中に磁気特性等をオンライ

ンで測定できるようになっている。

照射試験終了後に、「常陽」の運転工程が変更になったため、一部当初計画を見直している。照射

試験終了後に行う照射試験装置の脱荷は、平成 19 年度に実施し、照射後試験施設に移送した。

ハ．炉心損傷時の事象推移評価技術の整備

（1）溶融炉心物質挙動の実験的把握

炉心溶融事故(CDA)時に溶融炉心物質の一部が早期に炉心周辺へと流出することを示すことで、

厳しい再臨界に至る可能性を排除すること（再臨界問題の排除）ができると考えられる。このため、

流出挙動の実験的解明と流出を容易にする設計オプションの有効性確認を目的とした試験研究を進

めた。EAGLE プロジェクト（カザフ NNC との共同研究として実施）において、実機模擬性の高い

実証型炉内試験４試験を IGR (Impulse Graphite Reactor)を用いて実施するとともに、電気加熱で

燃料模擬物質を溶融させる炉外実験４回を NNC で実施した。また、模擬物質を用いた可視型基礎

試験（JAEA 大洗で実施）を実施した。

これらの試験では、当機構における FaCT プロジェクト（FBR サイクル実用化研究開発）の標準

設計に採用している「燃料集合体内燃料排出ダクト方式（上方へ流出）」（short-FAIDUS）に準じた

試験体系を用い、このような設計に対応した実証的データ取得を図るとともに、多様な設計に適用

できる流出挙動の基本メカニズム解明を進めた。その結果、燃料排出ダクトを有する集合体設計概

念の場合に、①流出開始のタイミングが早いこと（高温燃料からの高い熱流束により、流出経路の

バウンダリを構成するスティール壁が早期に破れる）、及び②実機で想定される圧力条件では速やか

な流出が期待できるとの見通しを得た。以下、取得された実験的裏付けを記述する。

①流出開始のタイミングが早いこと

EAGLE プロジェクトでは４回の IGR 炉内試験（核発熱条件の下で UO2と SS（ステンレス・ス

ティール）の 2 成分溶融プールを形成）と自己発熱の無いアルミナ（Al2O3）融体を燃料模擬物質と

して用いた炉外試験を実施した。これらの試験結果に基づき、壁構造への伝熱開始から壁破損まで

に要した時間と溶融プールから壁への熱流束、及び壁からナトリウムへの熱流束との関係を概略評

価した結果を図１３に示す。炉内試験において観察された 8MW/m2を超える大きな熱流束の主な発

生要因としては、酸化物燃料プール中に金属成分として SS が混在したことによる、(i)プール内熱

伝導の促進、(ii)プール粘性の低下、(iii)浮力駆動の対流の活発化、(iv)壁近傍での局所的に偏在する

SS 成分による伝熱促進、(v) SS の蒸発/凝縮熱伝達の発生、が考え得る。既存の伝熱相関式に基づ

き試算した結果、8MW/m2を超えるような高い熱流束は、(i)~(iii)の効果のみでは説明し難く、少な

くとも(iv)（あるいは(v)）までを考慮する必要があること、及びこのような高い熱流束の存在する

条件下では壁面に熱抵抗となる燃料クラストが形成されないことが分かった。

以上の分析により、溶融プールから壁への伝熱はプール内の SS の存在による伝熱促進効果に左

右され、実機条件では高い伝熱性によって早期の壁破損に至る見通しが示された。

②速やかな流出が期待できること

SS 製ダクト壁破損後の燃料流出は、駆動力、流出経路中での固化や、流出先での圧力発生に依存

する。EAGLE 炉内外試験及び可視化基礎試験の結果は、これらの各要素に関わる情報を補完し、

実機条件での速やかな燃料流出の見通しを示した。

［可視化基礎試験の結果］

流出経路内での固化の可能性については、経路内ナトリウムの応答が重要となる。液相ナトリウ

ムが流出経路内を満たしている状況では、流出しつつある燃料は何れ固化して閉塞を形成すると考

えられる。このため、流出の早い段階で流出経路内の液相ナトリウムが排除されボイド化すること

が速やかな流出の必要条件となる。可視化基礎試験においては、溶融燃料模擬物質として溶融低融

点合金を用い、冷却材模擬物質として温水を用いた可視化試験を実施し、経路内ボイド化挙動に関

する現象解明を図った。この模擬物質による現象解明と酸化物−ナトリウム系への外挿評価により、

実機条件では初期にナトリウム中に放出された少量の溶融燃料が短時間にボイド形成と拡大を生じ

させるとの見通しを得た。
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［EAGLE 炉外試験の結果］

EAGLE 炉外試験においては、アルミナを燃料模擬物質として用い、流出先にナトリウムが豊富

に存在する条件にて４回の試験を実施し、うち３回の試験（IDO-2~4 試験）にてアルミナ融体の流

出挙動を観察した（前記したように内部ダクト領域にナトリウムを満たした IDO-1試験においては、

ドライアウト条件に至るまでダクト破損が生じず、その結果厚いクラストが形成されてアルミナ融

体の流出が観察されなかった）。この結果、前述の早期の流路内ボイド化を酸化物-ナトリウム体系

で確認するとともに、流出先での FCI(Fuel Coolant Thermal Interaction)圧力が速やかな流出を妨

げないこと、流出先で十分な量のナトリウムと混合することで融体は効果的に微粒化し、冷却され

やすいデブリを形成することが確認された。

［EAGLE 炉内試験の結果］

約 8kg の溶融燃料の流出挙動を調べた炉内総合試験（ID1 及び ID2 試験）における試験体の概要

を図１４に示す。これらの試験においては、駆動圧力が比較的小さな条件設定（炉心模擬部と流出

先模擬部の圧力差が 0.05~0.12MPa）としたが、大部分の燃料が流出経路を模擬したダクト構造を

通じて流出し、下方のトラップ領域に堆積した。このうち、実機条件での燃料エンタルピーの模擬

性の高い 1 回目に実施した ID1 試験では、ダクト破損後 1～2 秒の間にトラップ内の顕著な温度上

昇が記録され、この間に主要な燃料流出が生じたことが分かった（図１５）。これらの試験では下方

流出型の試験体系を用いており、圧力差に加えて重力も流出駆動力となるが、実機条件では燃料溶

融時に開放される FP ガス圧により 1MPa 程度の駆動圧が予想されることから、上方流出型の体系

においても速やかな流出が期待できるとの見通しを得た。さらに、2 回目の炉内総合試験（ID2 試

験）では、試験燃料へのエネルギー投入速度を ID1 試験よりも小さく設定し、結果的に駆動圧が主

要な燃料流出前に殆どゼロとなる条件を得た（上図の約 32 秒時点で○印と△印の圧力データが等し

くなっていることに対応）。この結果、ナトリウムが溶融プール側に侵入し、その結果として形成さ

れるナトリウム蒸気圧が燃料流出を駆動する現象が観察された（図１６）。この結果から、FP ガス

による駆動圧が低下した条件では、ナトリウム蒸気圧が流出の駆動力となり得ることが示された。

（2）安全解析コードの改良・検証、適用性拡大

炉心損傷時の初期過程（起因過程）を評価する解析コード SAS4A については、国際共同開発に

おけるコードマネージャーとして、コード改良に対応したマニュアル類の整備を行い、最新バージ

ョンとして維持・管理した。また、定常照射挙動モデル（燃料再組織化モデル）の改良を行い、過

渡条件下における燃料ピン破損限界の精度向上を図った。炉心崩壊過程（炉心損傷の後続過程）の

解析コード SIMMER-III については、欧州研究機関との共同研究により実機評価上の主要現象に関

わるモデル改良・検証を進めた。特に、実機評価における事象推移に大きく影響する溶融燃料の固

化・閉塞形成挙動に関するモデル改良と実験的検証を行い、評価信頼性を向上した。図１７に、こ

の改良モデルを用いた融体の侵入固化試験における侵入長とSIMMER-IIIによって予測された侵入

長を比較したグラフを示す。改良後の SIMMER-III は既存の全ての試験結果を±50%の精度で予測

することが可能となった。

FaCT プロジェクトの標準設計におけるナトリウム冷却 MOX 燃料炉における炉心損傷事故を対

象として、SAS4A、SIMMER-III コードの開発成果を反映した評価を実施してその適用性を確認す

るとともに、当該プラント概念の炉心安全特性を明らかにした。炉心からの溶融燃料流出を促進す

る各再臨界問題排除概念について、炉心損傷事故の事象推移評価を SIMMER-III を用いて行い、図

１８に示す燃料集合体内に燃料流出用ダクトを設置する short-FAIDUS 概念によって厳しい再臨界

を回避できる見通しを得た。図１９に short-FAIDUS を採用した炉心における遷移過程の

SIMMER-III による解析結果を示す。short-FAIDUS を採用した炉心では、燃料破損開始から数秒

で内部ダクトを通して燃料が流出することで反応度と出力が低下し、厳しい再臨界の回避が可能で

あることが示された。以上の研究によって、実用化時代の高速炉が有すべき安全特性の一つである

再臨界問題の排除を short-FAIDUS によって実現できる見通しを得た。また、これらの予測解析の

基本的妥当性を上記(1)の実験からの知見により確認し、同設計が再臨界問題排除に有効であること

を示した。

（3）格納容器内事象に関する試験と解析コード改良

溶融炉心物質がナトリウム・コンクリート反応へ与える熱的影響を解明することを主目的として、

ナトリウム・デブリ・コンクリート相互作用小規模試験装置の詳細設計及び製作を実施した[*]。

炉心物質による原子炉容器溶融貫通事象に対するナトリウムの存在の影響を考慮するためには、
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CONTAIN/LMR コード内のデブリ・コンクリート相互作用関連解析モデル CORCON 及び

VANESA（ともに軽水炉評価用に開発されたモデル）を改良する必要がある。炉心損傷の影響が炉

容器外へ拡大する場合に想定される典型的物質配置は、コンクリート層の上にデブリ層、ナトリウ

ムプール層が覆う構成となるため、最上部に位置するナトリウムプール近傍に着目して、ナトリウ

ムプール中における化学反応、プールとデブリ層の熱伝達、プール中に放出された FP・エアロゾル

挙動に関するプログラム整備・改良を実施した[*]。

[*] 本研究は、特別会計に関する法律（エネルギー対策特別会計）に基づく文部科学省からの受託

事業として、原子力機構が実施した平成 19 年度「炉心損傷評価技術（レベル２PSA）の開発」

の成果である。

ニ．PSA 技術の高度化

「常陽」及び「もんじゅ」を対象として機器の信頼性データを継続して収集・整備した。また、

高速増殖炉の炉心損傷頻度に高い感度を有するナトリウム漏洩事象を PSA の中で現実的に考慮す

る手法として、ナトリウム漏洩発生頻度を規模に依存して定量化する手法を整備した。この手法で

は、国内外の過去のナトリウム漏洩事例についての統計データに基づき、漏洩規模に依存した漏洩

発生頻度の定量化を行うが、平成 19 年度にはフランスのフェニックス炉でのナトリウム漏洩事例を

追加調査し、漏洩事例データの母集団を拡充した。さらに、フェニックス炉における過去のナトリ

ウム漏洩事例について漏洩継続時間を調査し、そのばらつきを統計的に求め、これを考慮に入れる

ことにより、漏洩継続時間の不明な他の漏洩事例についての漏洩継続時間の確率分布をより現実的

に推定することが可能となった。

「もんじゅ」を対象としたアクシデントマネジメント策の摘出及び有効性評価に資するために、

定格出力運転時における内的事象に対する PSA を実施した。その過程で、「もんじゅ」プラントの

ナトリウム漏洩等の機器故障データの見直しを進めるとともに、PSA の結果を提示し、「もんじゅ」

側は、この結果に基づきアクシデントマネジメント策の検討行い、アクシデントマネジメント対策

を具体した。アクシデントマネジメント整備前後における事象シーケンスのカテゴリの炉心損傷頻

度及び格納容器機能喪失頻度への寄与割合を図２０及び図２１に示す。炉心損傷頻度については原

子炉容器液位確保機能喪失の寄与が大きいこと並びにアクシデントマネジメントの整備によって原

子炉容器液位確保機能喪失の頻度及び炉心損傷頻度の合計がともに低減することが明らかになった。

図２１における放出低減機能の劣化と格納機能喪失を合わせたものとして定義した格納容器機能喪

失の頻度については、炉心損傷頻度よりも 2 桁以上低く抑制されていること並びにアクシデントマ

ネジメントの整備により頻度の低減が認められることが明らかとなった。本 PSA の実施により、炉

心損傷頻度及び格納容器機能喪失頻度を定量的に明らかにするとともに我が国における高速増殖炉

のアクシデントマネジメント整備への適用性が示された。
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【用語解説】

再臨界問題

高速増殖炉の炉心は健全状態において最大反応度体系にないことから、炉心崩壊事故を想定した

場合に、溶融燃料等の運動に依存して正の反応度が投入され、厳しい再臨界による機械的エネルギ

ーの発生が一次系バウンダリーの健全性に影響を与える可能性について評価する必要がある（再臨

界問題）。機構では、将来の高速増殖炉の安全上の目標として、このような厳しい再臨界の可能性が

排除できることを示す研究を進めている。このような再臨界問題の排除は、流出挙動に係わる物理

メカニズム解明と燃料流出を容易にする設計オプションの採用の両面から達成するアプローチをと

っており、FaCT プロジェクトの中では燃料集合体内に上方に開放部を持つ燃料排出ダクトを導入

する方式を標準設計として採用している。なお、集合体内ダクト方式には下方に開放部を持つ設計

オプションも考えられているが、ダクト位置を集合体の中央にする必要があり、燃料ピン支持方式

が複雑になるなど標準設計よりも開発要素が大きい。

カザフ NNC

カザフスタン共和国の国立原子力研究センター（NNC: National Nuclear Center）は、政府直轄

の国立研究所であり、旧ソ連時代の核実験場のあったセミパラチンスクに設置されている。これま

でに、原子力や宇宙開発に係わる軍用及び民生用の主に実験に係わる研究を行ってきた。これらの

研究を通じて、試験炉を用いた実験研究や高温材料及び試験技術を蓄積している。なお、カザフス

タン共和国の独立後は、非核宣言を行い、IAEA や核不拡散条約にも加盟して、原子力については

平和利用に限定した研究、開発、利用を行うとともに、所有する試験施設と技術をもとに海外との

共同研究を行っている。

IGR
Impulse Graphite Reactor（黒鉛減速型パルス型試験炉）の略。カザフスタン共和国国立原子力

研究センターが保有する研究用の原子炉。短時間に大きな出力パルスを与えて、試験燃料を溶融さ

せることのできる黒鉛減速のパルス型試験炉であり、試験燃料は原子炉の中央にある実験孔に設置

される。これまでにも軽水炉燃料及び高速炉燃料の破損限界や燃料挙動を観測するための研究に広

く活用されてきている。IGR を用いた国際協力の実績として、フランスとの共同研究による軽水炉

燃料の安全性試験がある。国内外に存在する炉内安全性実験用の試験炉の内で、今回の試験研究プ

ロジェクトに必要な能力（8kg 程度の試験燃料を短時間に溶融できるような高い加熱能力）を有す

る唯一の試験炉である。
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図表
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＆排気ライン

図１ ナトリウム中水素ガスバブリング試験装置（主要部）の概念図

図２ ナトリウム中の水素ガスバブリング試験における酸素濃度と水素再結合割合の関係

［図の説明］

ナトリウム中に水素ガスをバブリングさせた時のナトリウム燃焼面付近における水素消費を定量化

するための試験（図１）を実施した。その結果、雰囲気中の酸素濃度が高くなるにつれて水素再結合

割合は増大するという定性的に妥当な結果（図２）を得ることができた。
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図３ SWAT-3R 実験時の温度分布の一例（時間 15 秒と 20 秒）

［図の説明］

大型炉 SG の高温・高圧条件で中リークを模擬したナトリウム－水反応試験を実施し、反応ジェッ

トの温度分布および破損伝播に関するデータを取得した。注水後は、注水孔から 3～4 層伸びる安定し

た高温域を形成し、上方に 2 層程度離れて間欠的な高温域が出現するが、2 次破損後は安定した高温

域の形成が阻害されて乱れる様子が確認できた。
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22.5°
45°

67.5°

112.5°
135°

157.5°

外表面加熱

図４ 急速加熱時の沸騰熱伝達率分布

［図の説明］

急速加熱時の水平管内伝熱特性を把握するため、外表面に均一に熱流束を印加した試験を行った結

果、沸騰熱伝達率は断面上部では約 5000 W/m2K に低下し， 断面下部では約 1.5×105 W/m2K とな

る。従来の高温ラプチャ評価で適用されている飽和膜沸騰域の Bromley 式と比較すると，断面上部で

は入口サブクーリングの影響により測定値が約 4 倍大きく，断面下部ではサブクール核沸騰域の Chen

式と良好に一致することを確認した．
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図５ 2.25Cr-1Mo 鋼のウェステージデータへの新パラメータの適用例

［図の説明］

2.25Cr-1Mo 鋼の小リークでは新パラメータの増加と共にウェステージ率は増加し、10,000 以上で

良くまとまる。ノズル近くの中リークデータ(～数百 g/s)は小リークの上限とほぼ一致するが、ノズル

から離れた中リークデータは下方にばらついており、これは管束構造によるジェット流減衰の影響に

よると考える。

図６ SERAPHIM コード検証解析に用いた解析体系 図７ 垂直断面温度分布の比較

［図の説明］

SERAPHIM コードにより SWAT-1R 試験体系（図６）を対象として解析を実施した。その結果、

高温領域が注水ノズルより左上方へ広がる傾向が解析で再現され、また、最高温度についても試験と

解析の間で良い一致が得られた（図７）。これにより、ナトリウム－水反応発生時に形成される温度場

を SERAPHIM コードによって概ね正しく再現できることを確認した。
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図８ フリージェット体系 図９ 気相最高温度に対する NaOH 蒸発の影響

図１０ モデルパラメータの影響

［図の説明］

フリージェット体系（図 8）を用い、解析方法やモデルパラメータを変更した影響調査解析を実施

した。反応生成物である水酸化ナトリウム（NaOH）の蒸発を考慮する場合と考慮しない場合それぞ

れの解析を実施したところ、蒸発を考慮するケースでは、考慮しないケースに比べて、蒸発潜熱の影

響により体系内気相最高温度が 200℃前後低くなる結果となり（図 9）、流動や化学反応の他に NaOH

の蒸発が温度場の形成に強く関与する要因であることが解析により示された。また、モデルパラメー

タである気液間熱伝達率および気液界面積濃度を変更した 3 ケースの解析を実施した結果、モデルパ

ラメータの変更が温度場に及ぼす影響について知見が得られた（図 10）。これにより、ナトリウム－

水反応現象に対してモデルパラメータを最適化できる見通しが得られた。
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図１１ UTOP 予備試験結果の一例（原子炉熱出力 120MWt の定常運転状態から制御棒を引抜）

Ｍ

炉 心 模擬制御棒

原子炉容器

単体照射試験装置主要構成材料
照射試験装置

（3～6サイクル） （1～2サイクル）

温度感知合金

１次コイル

Ｂ－Ｈリング

２次コイル

図１２ SASS 主要構成材料照射試験装置の概要
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図１３ 壁破損に係わる熱流束の予備的評価結果

［図の説明］

壁からナトリウムへの熱流束は炉内・炉外試験に共通で高々3MW/m2 であるのに対し、炉内試験にお

ける溶融プールから壁への熱流束は全て 8MW/m2を超える大きなものと評価された。これに対し、ダ

クト内にナトリウムが存在する条件で実施された炉外試験（IDO-1 試験）では、アルミナ単成分の溶

融プールから壁への熱流束が 5～6MW/m2 に止まり、ナトリウム沸騰が生じて壁破損が遅延する結果

となった。

図１４ 炉内総合試験の概要

［図の説明］

EAGLE プロジェクトの２回の炉内総合試験（ID1 試験、ID2 試験）は、同等の試験体を用いると

ともに、試験燃料の加熱速度の異なる条件で実施した。損傷炉心部を模擬する燃料ジャケットの中で

約 8kg の UO2燃料を溶融させ、流出経路を模擬したダクト構造の壁が溶融燃料の接触により破損し溶

融燃料の流出が開始する挙動、及びダクト構造を通じて溶融燃料が流出し下部のトラップ内に堆積す

る挙動等を把握した。
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図１５ ID1 試験で観察された燃料流出挙動 図１６ ID2 試験で観察された燃料流出挙動

［図の説明］

これらの試験においては、駆動圧力が比較的小さな条件設定（炉心模擬部と流出先模擬部の圧力差

が 0.05~0.12MPa）としたが、大部分の燃料が流出経路を模擬したダクト構造を通じて流出し、下方

のトラップ領域に堆積した。ID1 試験では、ダクト破損後 1～2 秒の間にトラップ内の顕著な温度上昇

が記録され、この間に主要な燃料流出が生じたことが分かった。これらの試験では下方流出型の試験

体系を用いており、圧力差に加えて重力も流出駆動力となるが、実機条件では燃料溶融時に開放され

る FP ガス圧により 1MPa 程度の駆動圧が予想されることから、上方流出型の体系においても速やか

な流出が期待できるとの見通しを得た。ID2 試験では、試験燃料へのエネルギー投入速度を ID1 試験

よりも小さく設定し、結果的に駆動圧が主要な燃料流出前に殆どゼロとなる条件を得た（図１６の約

32 秒時点で○印と△印の圧力データが等しくなっていることに対応）。この結果、ナトリウムが溶融

プール側に侵入し、その結果として形成されるナトリウム蒸気圧が燃料流出を駆動する現象が観察さ

れた。

図１７ 実験における融体侵入距離と SIMMER-III による予測結果の比較

（SIMMER-III コードの閉塞形成挙動モデル改良）

［図の説明］

溶融燃料の固化・閉塞形成挙動に関するモデル改良を行った結果、改良後の SIMMER-III は既存の

全ての試験結果を±50%の精度で予測することが可能となった。この成果により、高速炉の安全解析

において燃料の流出挙動に関して考慮すべき不確定性幅とその評価条件が明らかとなり、安全評価の

信頼性を大きく向上することができた。
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図１８ short-FAIDUS 集合体概念図 図１９ SIMMER-III コードによる遷移過程解析結果

［図の説明］

short-FAIDUS を採用した炉心では、燃料破損開始から数秒で炉心燃料が内部ダクトを通して流出

することで、厳しい再臨界の回避が可能であることが示された。流出の主な駆動力は FP ガスと内部

ダクトの下部に残留するナトリウムと融体が接触することによって発生するナトリウム蒸気圧である。
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（注）AM 整備前の合計（炉心損傷頻度）を 100%に規格化した

図２０ アクシデントマネジメント整備前後における炉心の健全性に関するカテゴリの炉心損傷頻度

への寄与割合

［図の説明］

「もんじゅ」を対象としたアクシデントマネジメント（AM）策の摘出及び有効性評価の一環として

定格出力運転時における内的事象に対する PSA を実施した。その結果、炉心損傷頻度については原子

炉容器液位確保機能喪失の寄与が大きいこと並びに AM の整備によって原子炉容器液位確保機能喪失

の頻度及び炉心損傷頻度の合計がともに低減することが明らかになった。

（注）AM 整備前の炉心損傷合計を 100%に規格化した

図２１ アクシデントマネジメント整備前後における格納容器健全性に関するカテゴリの炉心損傷頻

度への寄与割合

［図の説明］

「もんじゅ」を対象としたアクシデントマネジメント（AM）策の摘出及び有効性評価の一環として

定格出力運転時における内的事象に対する PSA を実施した。その結果、放出低減機能の劣化と格納機

能喪失を合わせたものとして定義した格納容器機能喪失の頻度については、炉心損傷頻度よりも 2 桁

以上低く抑制されていること並びに AM の整備により頻度の低減が認められることが明らかとなった。
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重点安全研究成果調査票（中間評価(平成 17～1９年度)）

【研究分野／項目】 【分類番号】 6-1-1

Ⅵ．放射線影響分野／放射線リスク・影響評価技術

【研究課題名(Title)】

放射線リスク・影響評価技術に関する研究

Study on Radiation Risk and Dose Assessment

【研究代表者】

［所属］ 原子力基礎工学研究部門 環境・放射線工学ユニット
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［氏名］ 斎藤 公明（さいとう きみあき）

［連絡先］Tel：81-6168 E-mail：saito.kimiaki@jaea.go.jp

【研究目的】

最新の知見を取り入れた放射線被ばく線量評価手法、放射性物質の環境中における挙動の評価手

法、放射線被ばくによるリスク評価手法等を開発し、原子力安全委員会が利用可能な基盤技術を確

立する。

【研究内容】

イ．放射性物質の動態解明

ロ．複雑な地形における放射性核種の拡散影響評価に関する研究

ハ．放射線被ばく線量の測定・評価に関する研究

ニ．DNA 損傷・修復過程シミュレーション研究

【達成目標】

イ．環境負荷物質の包括的動態予測モデル・システムを構築する。また、日本海物質循環予測モデ

ルを開発する。

ロ．ラドン及びその壊変生成物濃度データの蓄積と数値計算による人形峠周辺環境におけるラドン

拡散評価の実施により、複雑な地形を生活環境とする地域での放射性物質の挙動予測手法の高

度化について検討する。

ハ．放射線被ばく線量の測定・評価に関する研究に関しては臨界事故時に伴う人体の線量分布を詳

細に解析できる計算システムを完成させるとともに､中性子に対する人体影響を適切に評価す

る手法を開発する。ICRP の最新モデルに基づく線量評価手法を開発する。

ニ．DNA 損傷・修復過程を分子レベルでシミュレーションできるモデルを構築し、生物影響上重要

な損傷が生じ易い条件を明らかにする。また、幹細胞の損傷分布の解析により、臓器線量に代

わる新しい放射線影響指標に関する基礎的知見を蓄積する。

別添 2
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【成果の活用方策】

イ．放射性物質の動態解明

原子力安全研究を支える基盤研究として、原子力緊急時初期の防災対策から中・後期の監視に

必要な情報の提供、国境を超える環境汚染事故に対する国際協力、日本海特有の原子力環境問

題への対応、などに貢献することができる。

ロ．天然放射性物質（ＮＯＲＭ）又は国内のラドン濃度規制の是非及び評価手法の検討、ラドン測

定技術の標準化、放射性核種の挙動、拡散影響評価手法高度化に貢献できる。特に、国内では

ＮＯＲＭの規制について、ラドンは他の核種とは別に検討することとなっており、また、ＷＨ

Ｏが屋内ラドンのリスクとその対策について国際プロジェクトを 2005 年に開始している。今

後、本研究で得られた知見や技術は充分活用できる。

ハ．ICRP 新勧告の国内法令への取り入れに際し必要となる防護基準の策定等に利用する。

ニ．この５年間には、放射線の種類による生物影響の違い、すなわち線質効果に関する系統的基礎

データを得るとともに、幹細胞に基づく新しい放射線影響指標に関する提案を行い、防護の線

量に関する基礎データを提供する。

【使用主要施設】

イ．原子力科学研究所：大型計算機

むつ事業所：加速器質量分析装置（AMS）

ロ．人形峠環境技術センター ラドン標準校正チェンバ

ハ．原子力科学研究所 燃料サイクル安全工学研究施設（NUCEF）

原子力科学研究所 放射線標準施設棟（FRS）

ニ．原子力科学研究所 大型計算機

関西光科学研究所 大型計算機

【研究の進め方】

イ．中期計画及び原子力安全委員会が定める「原子力の重点安全研究計画」に従い、計算シミュレ

ーションと放射性・安定同位体利用を融合した手法を用いて、大気・陸域・海洋の複合環境に

おける環境負荷物質の動態解明と予測に関する研究を進める。研究の実施においては、国内外

の他の研究機関と積極的に協力・連携する。

ロ．天然放射性物質（ＮＯＲＭ）、国内のラドン濃度規制の是非及び評価手法の検討、ラドン測定技

術の標準化の動向を注視しつつ、中期計画及び原子力安全委員会が定める「原子力の重点安全

研究計画」に沿って研究を進める。

ハ．六ヶ所村の核燃料サイクル施設の稼働､国際放射線防護委員会の基本勧告の採択の動向を把握し

ながら､中期計画及び原子力安全委員会が定める「原子力の重点安全研究計画」に沿って研究を

進める。中性子照射に関する動物実験データは放射線医学総合研究所との共同研究を通して取

得する。

ニ．DNA 損傷・修復過程シミュレーション研究は、クロスオーバー研究の枠組みの中で外部の研究

機関及び大学と連携しながら進める。

【関連する共同研究、受託研究等】

［共同研究名（実施機関）］

イ．WSPEEDI の運用プロトタイプの開発と性能評価（(財)原子力安全技術センター）

放射性炭素をトレーサーとして利用した土壌呼吸中の CO2起源の解明（(独)森林総合研究所）

海洋モデルの妥当性検証に関する研究（Ⅲ）（(財)日本海洋科学振興財団）

海洋における放射性物質等の生態系循環に関する研究（(独)中央水産研究所）

日本海における海水の収支と循環に関する研究（九州大学）

ロ．なし

ハ．中性子線量評価の高度化に関する研究（放射線医学総合研究所）

ニ．DNA 二本鎖切断の非相同組換え修復機構の解明（国立感染症研究所）

［受託研究名（委託元）］

イ．陸面過程モデルに関する研究（4）（三菱重工業(株)）
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下北海域における海洋放射能予測コードの整備（Ⅲ）（(財)日本海洋科学振興財団）

下北海域における海洋放射能予測コードの高度化（Ⅰ）、（Ⅱ）（(財)日本海洋科学振興財団）

ロ．なし

ハ．なし

ニ．シミュレーション計算に基づく DNA 損傷・修復過程の定量的モデル化（放医研）

［委託研究名（委託機関）］

イ．日本海新潟沖調査航海に係る調査船業務（新潟県水産海洋研究所）

ロ．なし

ハ．なし

ニ．なし

【研究実施内容及び成果（平成 17~19 年度）】

イ．放射性物質の動態解明

東海地区を対象とした大気・陸域・海洋の水循環結合モデルの妥当性確認を完了した（図 1）。ま

た、大気・陸域・海洋での環境負荷物質移行個別モデルの検証と改良を実施するとともに（図 2）、

水循環結合モデルに大気及び陸域の物質移行モデルを結合した。試作した海洋中物質吸脱着モデル

を英国アイリッシュ海での海水中 137Cs 解析を通じて検証・改良するとともに、下北海域へ適用し

て 3H と 137Cs の移行挙動を解析し、流向パターンや核種吸着性の影響を評価した（図 3）。加速器

質量分析装置を用いて、森林土壌や河川中の 14C、及び海洋中の 14C と 129I を分析し、森林土壌から

放出される二酸化炭素の起源別割合、日本近海での形態別炭素の滞留時間などの物質移行基礎デー

タ及びモデル検証データを取得した（図 4）。

ロ．複雑な地形における放射性核種の拡散影響評価に関する研究

複雑な地形上での放射性核種の挙動予測手法の高度化を目的に、環境データの蓄積、解析及び拡

散評価コードの性能評価結果のとりまとめを進めた。まず、蓄積している環境データの信頼性を担

保するため、機構のラドン測定に係る標準化・トレーサビリティについて検討した。海外の国家標

準機関と同程度の技術能力があること、その技術が 1984 年以来維持されていることを確認した（図

5）。次に、施設寄与について具体的に検証することを目的として、措置工事が開始された鉱山跡地

周辺で環境データの蓄積を進め、工事開始前の平成 14 年度から平成 16 年度までのデータについて

解析した。当該施設に起因するラドン子孫核種は測定誤差の範囲内であることが予測された（図6）。

さらに、開発した拡散評価コードにより、当該施設周辺での予察的な影響評価を実施し、施設影響

が測定誤差の範囲内であるとの、環境測定結果と一貫性のある結果を得た（図 7）。

ハ．放射線被ばく線量の測定・評価に関する研究においては､高精細 CT 画像を基に開発したマウス

の精密ボクセルファントムと粒子・重イオン輸送コード PHITS を用い、中性子照射におけるマウス

体内でのエネルギー付与過程、9 種類の臓器に対する吸収線量を解析した。臨界事故時線量計算シ

ステムの開発では、様々な姿勢の人体モデル、線源等を記述した線量計算コードの入力ファイル作

成、計算結果の解析及び表示を容易に行えるプログラムを開発した。平成 18 年度に計算した日本人

成人男性の立位姿勢ファントムに対する吸収割合を用いて、放射性核種の内部被ばくによる臓器線

量を評価し、臥位姿勢ファントムの値との比較から、姿勢が臓器線量に及ぼす影響を詳細に解析し

た（図 8）。ICRP の新消化管モデルに基づく計算方法を開発し、従来モデルとの比較により、体内

に摂取された核種の排泄率等に及ぼす影響を明らかにした。

ニ．任意の原子番号をもつ荷電粒子に対する飛跡構造計算コード TRACION を開発し、物理過程、

化学過程、DNA 損傷過程の各レベルで実験結果との検証を行い、良い結果を得た。開発したコード

を用いて DNA 損傷シミュレーションを行い、一定の条件の複雑損傷の収率は、細胞死と同様に LET

に関して最大値を持つことを明らかにした(図 9)。8-オキソグアニンと AP サイトの２つの損傷を持

つクラスター損傷 DNA と修復酵素 MutM との相互作用を調べた結果、損傷が隣に存在する場合に

は、DNA 立体構造の大きな変化により修復阻害が起ることを示唆する、O’Neill が行った実験結果

と符合する結果が得られた。臓器の細胞レベルの構造をボクセルモデル化し、その体系内での飛跡

構造をシミュレーションできるコードを、EGS4 と TRACEL を結合して構築した。
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【特記事項】

イ．第 38 回日本原子力学会賞奨励賞受賞「加速器質量分析法によるヨウ素 129 の高感度測定」(鈴

木崇史、2006 年 3 月 24 日)

プレス発表「日本海の人工放射性核種分布マップを作成－日本海における放射性核種移行の特徴

を解明－」(2006 年 2 月 27 日)

第 39 回日本原子力学会賞貢献賞「日本海の人工放射性核種分布マップの作成」(日本原子力研究

開発機構日本海海洋調査チーム、2007 年 3 月 27 日)

ロ．なし

ハ．平成 19 年度日本保健物理学会論文賞「Development of rapid dose assessment program from

activated sodium in human body for criticality accident」（高橋史朗、遠藤章、山口恭弘、小

田啓二、2007 年 6 月 14 日）。

線量計算用核種データベースが米国核医学会出版物として一般に公開され、本件についてプレス

発表を行った（2008 年 1 月）。

ニ．なし

【研究成果の発表状況】
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年齢」の変動要因，2007 年度日本海洋学会秋季大会，沖縄 (2007 年 9 月)

32) 印貞治，中山智治，松浦康孝，島茂樹，石川洋一，淡路敏之，小林卓也，川村英之，外川織彦；

六ヶ所村沖合海況予測システムを用いた津軽暖水の季節変動の再現，2007 年度日本海洋学会

秋季大会，沖縄 (2007 年 9 月)

33) 永井晴康，茅野政道，寺田宏明，小林卓也，都築克紀；環境負荷物質の包括的動態予測システ

ム SPEEDI-MP の開発：(1)システム構成とモデル結合計算，日本原子力学会 2007 年秋の大

会，北九州 (2007 年 9 月)

34) 寺田宏明，茅野政道；環境負荷物質の包括的動態予測システム SPEEDI-MP の開発：(2)大気

中拡散モデルの開発と検証，日本原子力学会 2007 年秋の大会，北九州 (2007 年 9 月)

35) 都築克紀，松永武，永井晴康；環境負荷物質の包括的動態予測システム SPEEDI-MP の開発：

(3)陸域における物質移行モデルの開発，北九州 (2007 年 9 月)

36) 小林卓也，林圭佐；環境負荷物質の包括的動態予測システム SPEEDI-MP の開発：(4)東海沖
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海域における流動場計算，日本原子力学会 2007 年秋の大会，北九州 (2007 年 9 月)

37) 都築克紀，松永武，井上隆信，山田俊郎；水素同位体比を利用した分布型水流出モデルの検証

と硝酸態窒素の河川流出機構の解析，河川整備基金助成事業成果発表会，東京 (2007 年 10 月)

38) 乙坂重嘉，田中孝幸，外川織彦，天野光，荒巻能史；日本海における水塊構造と海水循環の解

明，第 1 回 JAEA タンデトロン AMS 利用報告会，むつ (2007 年 11 月)

39) 田中孝幸，乙坂重嘉，天野光，外川織彦；溶存態有機物中放射性炭素測定システムの開発と海

水中溶存有機炭素の循環に関する研究，第 1 回 JAEA タンデトロン AMS 利用報告会，むつ

(2007 年 11 月)

40) 乙坂重嘉，田中孝幸，外川織彦，天野光；日本海および青森周辺海域における粒子状有機物の

循環過程，第 1 回 JAEA タンデトロン AMS 利用報告会，むつ (2007 年 11 月)

41) 乙坂重嘉，天野光，甲昭二，木下尚喜，田中孝幸；むつ AMS における C-14 データ処理と質

評価について，第 1 回 JAEA タンデトロン AMS 利用報告会，むつ (2007 年 11 月)

42) 鈴木崇史，甲昭二，木下尚喜，天野光、外川織彦；JAEA Mutsu AMS による 129I 測定及びヨ

ウ素循環研究への応用，第 1 回 JAEA タンデトロン AMS 利用報告会，むつ (2007 年 11 月)

43) 安藤麻里子，小嵐淳，石塚成宏，齋藤武志，平井敬三；C-14 をトレーサーとして利用した森

林中炭素挙動研究，第 1 回 JAEA タンデトロン AMS 利用報告会，むつ (2007 年 11 月)

44) 田中孝幸；海水中有機物の年齢－加速器質量分析法の応用，第 3 回むつ海洋・環境科学シンポ

ジウム，むつ (2007 年 11 月)

45) 阿部諭，中山浩成，田村哲郎；逆転層を有する対流境界層中の濃度変動に関する LES 解析，

第 21 回数値流体力学シンポジウム，東京 (2007 年 12 月)

46) 鈴木崇史，皆川昌幸，天野光，外川織彦；太平洋及び日本海におけるヨウ素 129 の鉛直分布，

第 10 回 AMS シンポジウム，東京 (2008 年 3 月)

47) 天野光，甲昭二，木下尚喜，鈴木崇史，乙坂重嘉，田中孝幸；JAEA-AMS- MUTSU の現状，

第 10 回 AMS シンポジウム，東京 (2008 年 3 月)

48) 小林卓也，林圭佐，外川織彦；海洋環境評価システムの検証（Ⅲ）鉛直座標系の変更に伴う計

算精度の向上，日本原子力学会 2008 年春の年会，吹田 (2008 年 3 月)

ロ．

1) 石森有，ラドンリスク専門研究会，屋内ラドンのリスク評価(1)，日本保健物理学会第 40 回研

究発表会要旨集，（2006）

2) 石森有，井上実，複雑地形における拡散評価コードの開発(2)，日本保健物理学会第 40 回研究

発表会要旨集，（2006）

3) 小林羊佐，床次眞司，石川徹夫，石森有，PTB におけるラドン測定器の国際比較実験，日本

保健物理学会第 40 回研究発表会要旨集，（2006）

4) 石森有，ラドン研究の現状と展望，日本保健物理学会第 41 回研究発表会要旨集，（2007）

5) 石森有，土壌試料からのラドン散逸，日本保健物理学会第 41 回研究発表会要旨集，（2007）

6) 石川徹夫，床次眞司，小林羊佐，谷田部慶憲，宮原信幸，石森有，電離箱によるラドン測定に

関する国際比較校正，日本保健物理学会第 41 回研究発表会要旨集，（2007）

ハ．

1) 佐藤大樹, 高橋史明, 遠藤章, 山口恭弘, 大町康, 宮原信幸；ボクセルファントムを用いたマウ

スの体内放射線場の特性解析，日本放射線影響学会第 49 回札幌大会, 札幌, 9 月(2006).

2) 高橋史明. “放射線防護に用いる線量概念の専門研究会における議論”, 日本保健物理学会第

40 回研究発表会, 広島, 6 月 8－9 日 (2006).

3) 高橋史明.“現在の放射線防護における線量の体系”, 保健物理学会シンポジウム：放射線防護

に用いる線量を考える，東京，3 月 7 日(2007).

4) 佐藤薫，遠藤章，斎藤公明．“立位姿勢ボクセルファントムを用いた光子吸収割合評価”，日本

原子力学会 2007 年春の年会，名古屋，3 月 (2007).

5) 高橋史明.“放射線防護における線量評価”, 日本保健物理学会第 41 研究発表会，東京 (2007

年 6 月).

6) 佐藤薫，遠藤章，斎藤公明.“日本人ボクセルファントムを用いた外部被ばくに対する臓器線量

の評価”, 日本保健物理学会第 41 研究発表会，東京 (2007 年 6 月).

7) 高橋史明, 重森祐志, 重森祐志.“放射線事故時の詳細線量解析システムの開発 (2)”, 日本原

子力学会 2008 年春の年会, 大阪 (2008 年 3 月).

8) 真辺健太郎, 横山須美, 佐藤薫, 遠藤章.“ICRP 新消化管モデルが経口摂取量評価に与える影
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響”, 日本原子力学会 2008 年春の年会, 大阪 (2008 年 3 月).

9) 横山須美, 真辺健太郎, 佐藤薫, 遠藤章.“ICRP 新消化管モデルが消化管壁β線線量に与える

影響”, 日本原子力学会 2008 年春の年会, 大阪 (2008 年 3 月).

ニ．

1) 赤松 憲，放射線の線質の違いによるＤＮＡ損傷スペクトルの類似点・相違点―新規ＤＮＡ損

傷分析方法による結果から―，日本放射線影響学会第 50 回大会，2007 年 11 月，千葉

2) 大内則幸，腫瘍形成における組織形態の数理モデル，日本放射線影響学会第 50 回大会，2007

年 11 月，千葉

3) Kinase, S. and Saito, K.:Evaluation of Organ Doses in a Voxel Mouse，第 14 回ＥＧＳ研究

会，つくば，8 月 7-8 日(2007).

4) 木名瀬栄, 松橋信平, 斎藤公明: ボクセルマウスの吸収割合評価, 日本原子力学会 秋の大会,

北九州, 9 月 27-29 日(2007).

5) 木名瀬栄: マウスファントムの内部被ばく線量評価, 第 2 回放射線防護研究セン ターシンポ

ジウム 放射線の環境影響を考える, 千葉, 12 月 17-18 日(2007).

6) 渡辺立子，佐藤理，久保田あさ子，船曳淳，斎藤公明，重粒子線誘発 DNA 損傷スペクトルの

飛跡構造シミュレーションによる推定，日本放射線影響学会第 50 回大会，2007 年 11 月，千

葉

【用語解説】（H19 成果の関連で追加すべきものがあれば追加）

イ．加速器質量分析装置（AMS）：本装置は、イオン源、イオン入射部、タンデム型加速器部及び

質量分析部から構成されている。この装置は、イオン源で試料を原子の負イオンの状態に変換

し、それを高エネルギーに加速してエネルギー分析及び質量分析を行い、重イオン検出器など

で目的とする原子イオンを計測し、同位体比を測定するものである。この装置は、少量の試料

で極微量の同位体元素の検出及び同位体比（14C/12C、129I/127I 等）を短時間で高精度に測定で

きる。

ロ．平衡等価ラドン濃度

空気中のラドンの短半減期の壊変生成物（Po-218、Pb-214、Bi-214、Po-214）について、Pb-210

になるまでに放出する全てのα線のエネルギーの和により加重した放射能濃度。

ハ．ボクセルファントム

ボクセル（voxel:volume pixel）と呼ばれる微小直方体要素を用いて臓器・組織の構造を詳細に

表現したモデル。従来用いられてきた円柱や回転楕円体などの組み合わせにより臓器形状を表

現した数式ファントムに比べて、人体等の CT や MRI 画像データを用いてモデル化するため、

現実の臓器に非常に近い構造のモデルを作成することができる。これまで人体に対するボクセ

ルモデルが開発されてきたが、本研究ではマウスのモデルを開発した。

ニ．クラスター損傷

DNA 上の狭い領域に複数の損傷が集中して生じる損傷のことを意味し、修復が難しく生物影響

上重要な損傷であるといわれているが、その実体については未だ完全には明らかになっていな

い。
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図表

イ．

図 1 東海地区を対象とした大気・陸域・海洋の水

循環結合モデル計算

本結合計算では、大気モデル MM5、陸面モデル

SOLVEG、陸水モデル RIVERS、海洋モデル POM、

波浪モデル WW3 という 5 つのモデルを結合した。

この結合モデルを用いて、2006 年 12 月 26 日～27

日の豪雨の際に、降雨が河川に集まり海洋まで流出

する水の動きを再現した。図は 27 日 21 時におけ

る計算結果である。

図 2 チェルノブイリ事故時における 137Cs の地表

沈着量分布のモデル計算

大気拡散モデルMM5/GEARNを使用した 2領域

同時計算による放出開始から 2 週間後までの積算

沈着量の計算結果を示す。Atlas 観測値と比較する

と、チェルノブイリ周辺における「蝶形」の詳細な

分布を再現することに成功した。

図 3 下北海域への 3H仮想放出による表層海水に

おける 3H 濃度分布のモデル計算

海水循環モデルと海洋中物質吸脱着モデルによ

る 2006 年 10 月～11 月における 3H 濃度分布の計

算結果を示す。下北海域における夏季～秋季の特

徴である渦モードを再現し、その海流とともに 3H

が拡散する様子が伺える。

図 4 岩手県安比ブナ林における現在の炭素貯留量

と CO2放出量

化学的に分画した森林土壌中の C-14 濃度を加速

器質量分析装置で測定することにより、土壌有機物

の平均滞留時間を推定した。これに基づいて、微生

物分解による土壌からの CO2放出速度・量を評価し

た。さらに、温暖化の進行により、20-200 年の比較

的長い滞留時間を持つ有機物からの炭素放出が加速

されることを明らかにした。

六ヶ所

N
下北半島

47.9 %

17.3 %

25.7 %

9.1 %

87.2 %

11.5 %

1.2 %

CO2放出量

平均滞留時間

< 20 yr
20-200 yr
200-1000 yr
>1000 yr

14C値をもと

に評価

土壌の炭素貯留量
11.3kgC m-2

（深さ20cmまで）

0.2 %
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図 5 過去の国際比較実験の要約

ARL (オーストラリア：現 ARPANSA)、EML（米国）は 1980 年代の OECD/NEA 国際プログラムの

標準機関、PTB（ドイツ）は現在のヨーロッパの標準機関のひとつ。測定結果の比は全体として 0.98

±0.04 で、国際的な標準機関と一貫して良く一致している。
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図 6 鉱山跡地周辺の測定結果

場内ではやや高いラドン濃度、平衡等価ラドン濃度（EECRn）が観測されるが、周辺地区では周辺

の対照地区と同程度である。特に線量に直接関連する平衡等価ラドン濃度は敷地境界の外側では同レ

ベルであり、施設影響は測定誤差の範囲内であると考えられる。

図 7 拡散評価コードによる予察的な評価によるたい積場寄与の割合

(a)ラドン、(b)平衡等価ラドン。放出量は実際の 10 倍程度を与え、そのような過大な評価でも、周辺

居住地区では施設影響は観測値の 10%以内と評価された。この結果は図２の結果と一貫性がある。
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ハ．

図 8 Ba-126、Cs130、W-190 の内部被ばくによる立位姿勢と臥位姿勢における臓器の吸収線量の比

副腎、腎臓は姿勢により位置が変わるため、立位と臥位では臓器吸収線量に大きな違いが生じる。し

かし、それ以外の臓器では、姿勢による線量の変化は 20%以内であることを明らかにした。

ニ．

図 9 シミュレーションによる Co-60γ線での損傷収率で規格化した炭素イオンの損傷収率比

炭素イオンの場合、ＤＮＡの２本鎖切断は線エネルギー付与とともに増大し、一本鎖切断は減少

する。30 塩基対以内に３つ以上の損傷のケースでは、実験結果と似たピークを示した。
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重点安全研究成果調査票（中間評価(平成 17～19 年度)）

【研究分野／項目】 【分類番号】 7-1-1

Ⅶ．原子力防災分野／原子力防災技術

【研究課題名(Title)】

原子力防災に関する技術的支援研究

Technical Development of Nuclear Emergency Preparedness and Response

【研究代表者】

［所属］ 安全研究センター リスク評価・防災研究グループ

［氏名］ 本間 俊充（ほんま としみつ）

［連絡先］ Tel：029-282-6862 E-mail：homma.toshimitsu@jaea.go.jp

［所属］ 原子力緊急時支援・研修センター 調査研究グループ

［氏名］ 福本 雅弘（ふくもと まさひろ）

［連絡先］ Tel：029-265-5111（内線 230） E-mail：fukumoto.masahiro@jaea.go.jp

【研究目的】

原子力防災対策の実効性の更なる向上を図るため、国や地方公共団体による防災計画策定に資す

る技術的指標等の整備を行うとともに、緊急時意思決定プロセスにおける専門家支援のための支援

手法等の整備を行う。

【研究内容】

イ． 防災計画策定の支援に関する研究（安全研究センター）

国や地方公共団体による防災計画策定に役立てるため、PSA や環境影響評価の手法を活用して、

緊急時における判断や各種防護対策の指標、範囲、実施時期等の技術的課題の検討を行う。【一部原

安委受託】

ロ． 緊急時意思決定支援手法の整備に関する研究（安全研究センター）

オフサイトセンター等での緊急時の意思決定プロセスにおける専門家支援のため、緊急時意思決

定支援手法等の検討を行う。【一部 JNES 受託】

ハ． 住民の避難計画と情報伝達技術に関する研究（原子力緊急時支援・研修センター）

地方公共団体等による緊急時の住民の迅速避難計画の策定に役立てるため、地域避難のモデルや

ガイド等の検討を行う。また、緊急時意思決定のための情報分析技術の高度化のため、情報の収集、

分析、共有、発信の迅速対応技術の検討を行う。【一部保安院受託】

【達成目標】

原子力施設等の緊急時における情報分析の高度化に関する検討（避難･退避の効率化に関する

検討を含む）

事故時の事象進展評価及び環境影響評価技術の高度化

事故時の災害復旧に係る長期的対策の予備的検討

技術的指標の整備、支援技術情報の検討

緊急時意思決定支援手法等の整備

【成果の活用方策】

防災に関する指針の改訂等により原子力防災機能の強化を図るとともに、平常時から関係機関の

間で活用できる支援システムやマニュアル等のツールを整備し、対応技術の高度化を図る。

【使用主要施設】

なし

別添 2
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【研究の進め方】

原子力安全委員会からの受託調査研究を通して、国際機関等における検討成果を活用すると共に、

機構内の安全研究センター及び原子力緊急時支援・研修センターが連携し、また外部の(独)原子力安

全基盤機構等と密接に連携して、訓練等の防災実務に成果を役立て研究にフィードバックする。

【関連する共同研究、受託研究等】

［共同研究名（実施機関）］

なし

［受託研究名（委託元）］

平成 17 年度

米国等における防災体制の調査・分析（内閣府原子力安全委員会）

避難等実施時期及び実施範囲の判断の手引き作成（事故時環境影響評価のための基礎情報の調

査）（原子力安全基盤機構）

平成 18 年度

緊急事態対応判断基準等に関する調査（内閣府原子力安全委員会）

避難等実施時期及び実施範囲の判断の手引き作成（事故時環境影響評価のための基礎情報の調

査）（原子力安全基盤機構）

統合型情報コラボレーションシステムの開発（原子力発電施設等緊急時対策技術の一部）

（経済産業省原子力安全・保安院）

平成 19 年度

中間貯蔵施設の原子力防災に関する調査及び緊急事態の判断基準に係る調査（内閣府原子力安

全委員会）

［委託研究名（委託機関）］

なし

【研究実施内容及び成果（平成 17～19 年度）】

イ．防災計画策定の支援に関する研究

原子力防災に関する最近の国際動向を踏まえ、今後の防災指針の見直しに向けた検討に資するた

め、国際原子力機関（IAEA）及び諸外国における原子力緊急事態に対する準備と対応に関する最新

の動向を調査し、原子力安全委員会が示す「原子力施設等の防災対策について（以下、防災指針）」

の技術的・専門的事項に関する課題の検討を行った。特に、防災指針の技術的・専門的事項に関す

る課題としては、緊急事態に対する準備と対応の基本要件、緊急時計画区域（EPZ）、防護措置のた

めの指標、防護措置実施の考え方、専門家支援体制のあり方について検討した。その結果、防災指

針がこれまで以上に実効性の高いものになるためには、事故の初期段階から解除段階までを事前に

見据えた準備と対応の基本的考え方を示すことが重要であり、それには、緊急事態に対する計画段

階では、施設に対する脅威の評価、緊急事態区分に対する緊急時活動レベル（EAL）、予防的措置範

囲（PAZ）及び緊急防護措置計画範囲（UPZ）、また、対応段階では、防護措置実施の基本的考え方

や運用上の介入レベル（OIL）を整備することが必要であることを指摘した（図 1）。

リスク情報を活用した防護措置戦略の検討のため、わが国の軽水炉に対するレベル 2PSA 結果を

整理し、考慮すべき事故シナリオにおけるヨウ素放出量と放出開始までの時間（予防服用のための

準備時間）及びその発生頻度等、その特徴を明らかにした。（図 2）。安定ヨウ素剤予防服用による

甲状腺被ばく低減効果モデルを確率論的事故影響評価（レベル 3PSA）コード OSCAAR に組み込む

とともに、主要な事故シナリオに対して屋内退避、避難、安定ヨウ素剤予防服用等、各短期防護対

策の実施範囲及び時期について評価を行い、対策実施上の課題を抽出した（図 3）。さらに、整備し

た安定ヨウ素剤予防服用による甲状腺被ばく低減効果モデルを用いて、屋内退避、避難、安定ヨウ

素剤予防服用の短期防護対策の複合的実施による効果（実施範囲及び時期）について代表的な事故

シナリオに対する評価を行った。その結果、ヨウ素の早期大規模放出の事故シナリオでは、確定的

影響を避けるため予防的避難が不可欠であり、補完的措置として安定ヨウ素剤の服用を迅速に行う

ことで、大きな被ばく低減効果が得られることが明らかとなった。また、小規模な放出シナリオで

は、避難を要する区域はほとんど生じず、サイト近傍では屋内退避と安定ヨウ素剤の服用で被ばく

低減が十分可能であることが分かった（図 4）。
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一方、災害復旧期の長期防護対策を実施する上での計画策定及び判断基準について国際機関及び

諸外国における最新の動向を調査し、防災指針見直しのための検討課題として長期防護対策の計画

策定に必要な原則と判断基準や指標等の基本的考え方を整理するとともに、チェルノブイリ事故等

の事例を調査し、長期防護対策の導入と解除に関して考慮すべき要因を抽出した。また、レベル3PSA

コードを用いて、長期防護対策の一つである移転措置の最適化に関する費用便益分析を実施した。

この結果、移転の解除レベルをおおよそ 5mSv/年以下に設定した移転策は正当化されそうにないこ

とが分かった（図 5）。

ロ．緊急時意思決定支援手法の整備に関する研究

緊急時の意思決定における専門家支援のための技術マニュアルの整備に必要となる基礎情報とし

て、1) 避難の判断のための環境条件及び主要な防護指標、2) 線量評価のためのデータベース（放

出時に予想される放射性核種の基本データ、外部・内部被ばくに関する線量係数）、3) 事故状態評

価及び環境線量評価の基本的考え方、4)簡易環境影響評価手法による対策実施範囲決定の手順、を

検討するとともに、国際放射線防護委員会（ICRP）の最新の評価法に基づいて開発した計算コード

を用いて、技術マニュアルに必要となる線量係数に関するベータベースを整備した。

これらの検討結果をもとに、緊急時の意思決定における専門家支援のための技術マニュアル(1 次

案)の作成を行った。本マニュアルはデータハンドブック形式とし、①日本の原子力発電所の主要な

データ、②事故進展・ソースターム評価に関するデータ、③防災対策に関するデータ、④大気拡散

及び線量評価に関するデータをまとめた。事故進展・ソースターム評価に関するデータについては、

米国の IAEA技術マニュアル(RTM-96)及び IAEAの防護対策決定のための評価手順(TECDOC-955)

等を基に、主要な事故シナリオのソースターム評価に必要なパラメータを整備し、パラメータ値の

技術的根拠についても整理した。また、大気拡散及び線量評価に関するデータについては、大気安

定度の簡便決定法、大気拡散による濃度分布図及び線量評価のための線量係数データを整備した。

ハ．住民の避難計画と情報伝達技術に関する研究

緊急時の住民の避難計画の迅速策定のため、即時避難の考え方、避難時間評価等について調査・

検討し、避難計画策定のためのモデルの検討を総括した（図 6）。また、緊急時の意思決定のため、

情報の収集、分析、共有、発信に迅速に対応する、情報共有と広報文案作成の機能を有する支援シ

ステム（統合型情報コラボレーションシステム）を開発し、可視化表示を実施した（図 7）。

【特記事項】

なし

【研究成果の発表状況】

雑誌掲載論文：

1) K.M. Thiessen, T. Homma, et al., “Model Testing using Data on 131I Released from
Hanford,” Journal of Environmental Radioactivity, 84, 211 (2005).

2) K.M. Thiessen, T. Homma, et al., “Model testing using data on 137Cs from Chernobyl fallout
in the Iput River catchment area of Russia,” Journal of Environmental Radioactivity, 84,
225 (2005).

3) 梅本通孝，熊谷良雄，石神務，村松健，“兵庫県南部地震後の神戸市東灘区 LP ガス漏洩事故

による住民避難”，地域安全学会論文集 7，341（2005）．

4) 木村仁宣，本間俊充，“原子力あるいは放射線緊急事態における各国の短期防護措置の現状”，

日本保健物理学会誌，41(2)，76 -87（2006）．

5) 本間俊充，“放射性核種の環境移行モデルについて”，（独）放射線医学総合研究所 第 1 回放射

線防護研究センターシンポジウム報文集（2006）．

6) 本間俊充，1.3 公衆のリスクと防災，原子力ハンドブック，オーム社（2008）．

7) 本間俊充，9.1 緊急事態に対する準備と対応，原子力ハンドブック，オーム社（2008）．

技術報告書：

8) 佐藤宗平，梅本通孝，本間俊充，“原子力災害時の一次集合に要する移動距離分布の推定”，

JAERI-Data/Code 2005-009，（2005）．

9) 山本一也，“原子力緊急時の住民避難計画の策定に関する調査”，JAEA-Review 2007-035

(2007).
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10) 渡辺文隆，山本一也，佐冶木健二郎，安貞憲，五十嵐幸，“防災業務情報共有システム ECHO

の開発”，JAEA-Technology 2008-025 (2008).

11) 山本一也，“原子力緊急時の住民避難計画の策定に関する調査(Ⅱ)―フランスの即時対応と避難、

及び避難時間評価に関する各種モデルの実例調査―”，JAEA-Review 2008-027 (2008).

国際会議：

12) Homma, T., T. Matsubara and K. Tomita, “Testing of an accident consequence assessment
model using field data,” Proc. of International Symposium on Environmental Modeling and
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17) 松原武史，本間俊充，“OSCAAR コードによるチェルノブイリ事故起因の I-131 甲状腺負荷量

の推定，” 日本保健物理学会第 39 回研究発表会，青森県六ヶ所村（2005）．

18) 本間俊充，木村仁宣，松原武史，石川淳，“PSA 手法による安定ヨウ素剤配布措置の検討”，日

本保健物理学会第 40 回研究発表会，広島（2006）．

19) 松原武史，本間俊充，“OSCAAR コードによるチェルノブイリ事故起因の I-131 甲状腺負荷量

に及ぼす防護対策効果の検討”，日本保健物理学会第 40 回研究発表会，広島（2006）．

20) 本間俊充，“緊急事態の準備と対応の基本的考え方の最近の動向”，日本保健物理学会第 41 回

研究発表会，東京（2007）．

21) 木村仁宣，高原省五，本間俊充，松原武史，“原子力緊急事態における防護措置実施の検討”，

日本保健物理学会第 41 回研究発表会，東京（2007）．

受託事業報告書：

22) 内閣府受託報告書，米国等における防災体制の調査･分析，平成 18 年 3 月，日本原子力研究開

発機構．

23) （独）原子力安全基盤機構受託報告書，平成 17 年度避難等実施時期及び実施範囲の判断の手

引き作成（事故時環境影響評価のための基礎情報の調査），平成 18 年 3 月，日本原子力研究開

発機構安全研究センター．

24) 内閣府受託報告書，緊急事態対応判断基準等に関する調査，平成 19 年 3 月，日本原子力研究

開発機構 安全研究センター．

25) （独）原子力安全基盤機構受託報告書，平成 18 年度避難等実施時期及び実施範囲の判断の手

引き作成（事故時環境影響評価のための基礎情報の調査），平成 19 年 3 月，日本原子力研究開

発機構安全研究センター．

26) 経済産業省原子力安全・保安院受託報告書，平成 18 年度原子力発電施設等緊急時対策技術に

関する報告書，平成 19 年 3 月，日本原子力研究開発機構．（非公開）

27) 内閣府受託報告書，中間貯蔵施設の原子力防災に関する調査及び緊急事態の判断基準に係る調

査，平成 20 年 3 月，日本原子力研究開発機構 安全研究センター．

委員会報告：

28) 本間俊充，“原子力災害への対応に関する動向等の調査”，原子力安全委員会第 11 回原子力施
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設等防災専門部会，平成 17 年 7 月 22 日．

29) 本間俊充，“「米国等における防災体制の調査・分析」について”，原子力安全委員会第 11 回原

子力施設等防災専門部会，平成 18 年 3 月 13 日．

30) 本間俊充，“防災指針の技術的・専門的事項について”，原子力安全委員会原子力施設等防災専

門部会第 1 回防災指針検討ワーキンググループ，平成 18 年 3 月 29 日．

31) 本間俊充，“「緊急事態対応判断基準等に関する調査」について”，原子力安全委員会第 15 回原

子力施設等防災専門部会，平成 19 年 4 月 24 日．

【用語解説】

GS-R-2
IAEA が 2002 年に刊行した「原子力又は放射線の緊急事態に対する準備と対応」と題する安全要

件。本文書では、緊急事態の準備と対応のための 8 つの基本的目標が示され、その目標を達成する

ための一般要件、機能要件、支援基盤要件、全 159 項が示されている。特徴的なことは、以下の 2

つの緊急時計画範囲（EPZ）を提示していることである。

PAZ（Precautionary Action Zone)：重篤な確定的影響のリスクを低減させる緊急防護措置を、放

出開始前又は直後に実施するための整備を行っておく範囲。

UPZ（Urgent Protective action planning Zone)：線量を回避するため、環境モニタリングやプラ

ント状況等に基づいて、防護措置を迅速に実施するための整備を行っておく範囲。



207

計画段階

対応段階

脅威の評価

線源、行為、敷地内外
の区域や場所を同定

脅威の区分 緊急事態区分 緊急時計画範囲

緊急時活動レベル
(EAL)の設定

区分のための施設の
状態や環境測定に関
する判断基準の設定

防護措置の整備

予防措置範囲(PAZ)内
の整備

緊急措置計画範囲
(UPZ)内の整備

緊急事態分類

EALに基づき緊急
事態区分を決定

予防的防護措置

PAZ内で予め決め
られた措置を実施

緊急防護措置

UPZ内での防護措
置実施に拡大

防護措置解除

介入レベル
運用介入レベル

モニタリング
線量推定

モニタリング
線量推定

緊急時活動レベル

計画段階

対応段階

脅威の評価

線源、行為、敷地内外
の区域や場所を同定

脅威の区分 緊急事態区分 緊急時計画範囲

緊急時活動レベル
(EAL)の設定

区分のための施設の
状態や環境測定に関
する判断基準の設定

防護措置の整備

予防措置範囲(PAZ)内
の整備

緊急措置計画範囲
(UPZ)内の整備

脅威の評価

線源、行為、敷地内外
の区域や場所を同定

脅威の区分 緊急事態区分 緊急時計画範囲

緊急時活動レベル
(EAL)の設定

区分のための施設の
状態や環境測定に関
する判断基準の設定

防護措置の整備

予防措置範囲(PAZ)内
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図 1 IAEA の緊急事態準備と対応の基本的考え方

IAEA の安全要件では、脅威の評価に応じた整備の他、計画段階での予防措置範囲（PAZ）及び緊

急防護措置計画策定範囲（UPZ）の導入を求め、対応段階では、プラント状態の緊急時活動レベル（EAL）

に基づく緊急事態区分に従った予防的防護措置の実施とその後のモニタリング結果等と運用介入レベ

ル（OIL）に基づく防護措置の拡大という基本的考え方が示された。
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図 2 様々な事故シナリオにおけるヨウ素放出量と放出開始時刻の関係

レベル 3PSA 手法を用いた安定ヨウ素剤予防服用の実効性評価のための予備的調査として、これま

で実施されたレベル 2PSA 結果（JAEA 及び旧 NUPEC*）をまとめ、考慮すべき事故シナリオにおけ

るヨウ素放出量と放出開始までの時間（予防服用のための準備時間）及びその発生頻度を整理し、特

徴を明らかにした。

*INS/M03-22, 平成 15 年度レベル 2PSA 評価等に関する報告書=BWR プラント=, 平成 15 年 9 月,

(財)原子力発電技術機構 原子力安全解析所．
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図 3 安定ヨウ素剤の服用時期の違いによる甲状腺被ばく低減効果

安定ヨウ素剤による甲状腺被ばく低減効果モデルを用いて、サイトからの距離毎に安定ヨウ素剤の

服用時期に対する甲状腺被ばく低減効果を評価した。安定ヨウ素剤服用の介入レベル（100mSv）と

比較すると、放出時に安定ヨウ素剤を服用した場合、サイト近傍においても十分な線量低減効果が得

られる一方、放出後には安定ヨウ素剤の服用が遅れる程、その効果は低減する。放出が開始されるま

でに安定ヨウ素剤予防服用を実施できる計画策定の検討が必要であることが示唆される。

(a) 大規模放出シナリオ (b) 管理放出シナリオ

図 4 事故シナリオによる防護措置戦略

放射性物質が大量に放出され、また、事故発生から環境に放出されるまでの時間が短い（3 時間）

大規模放出シナリオ（ヨウ素の放出割合：約 8%）の場合、確定的影響を避けるため予防的避難が不可

欠である。この際、補完的措置として安定ヨウ素剤の服用を迅速に行うことで、大きな被ばく低減効

果が得られる。一方、小規模な放出である管理放出シナリオ（ヨウ素の放出割合：約 0.1%）では、避

難を要する区域はほとんど生じない。サイト近傍では、屋内退避と安定ヨウ素剤の服用で被ばく低減

が十分可能である。
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図 5 費用便益分析による移転措置の検討

移転による便益は回避線量に比例し、移転費用は移転期間と移転人数に比例するとした費用便益分

析を用い、ICRP や IAEA による移転措置が正当とされる判断めやすの回避線量（約 120mSv/年）を

考慮すると、過去の事例（チェルノブイリ事故）で用いられた移転解除レベル（5mSv/年）以下では

移転措置は正当化されない可能性が大きいことが明らかとなった。

米国の避難時間評価

避難時間評価モデルの
実例の調査

知見の纏め
即時対応範囲、自発的避難、天候等を考慮したﾓﾃﾞﾙ、交通ｼﾐｭﾚｰﾀ利用等

避難の実効性向上

100％避難

EPZ外の
避難発生率 30％

自発的避難
発生率 35％

EPZ
（緊急時計画区域）
（米：半径16km）

自発的避難
発生率 50％

風向

避難時間評価モデルの実例
（米ｻｳｽﾃｷｻｽﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ3,4号機等の住民行動ﾓﾃﾞﾙ)

我が国の住民避難の課題
・国際基準での即時対応要求の動向
・定量的な避難時間評価の必要性

原子力緊急時の
即時対応の調査

仏国の即時対応

・半径２ｋｍの即時屋内退避
⇒放射性物質通過後避難

図 6 原子力災害時避難計画策定のためのモデルの検討
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統合型情報コラボレーションシステム

緊急時対応の概念

ホワイトボードによる情報整理

電話による1対1情報伝達

音声会議・TV会議（多地点接続）による情報伝達

従来の情報伝達方法 多地点音声会議の有効活用

統合型情報コラボレーションシステムの主な機能

情報共有機能

広報情報迅速発信機能

コピー配布による情報伝達

FAXによる情報伝達

図 7 統合型情報コラボレーションシステム


